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“林業試験場80年の歩み”－によせて

農林水産省林野庁林業試験場は，その前身である農商務省山林局の目黒試験苗聞が，明治38年

(1905) 11月1日に同局の林業試験所として公式に改称された日をもって創立の日としている

その年から数えて本年で80年が経過したこととなる。

この目黒試験首園の母胎となったのは内務省主管の西ケ原樹木試験場であり，その設立は明治

11年（1978）であるととを考えると，見方によっては当場の歴史は107年というとととなり， 1 

世紀をこえたということもできる．明治26年に設立された農業技術研究所が数年前に改組され

た現在，農林水産省傘下では最も古い研究機関となっている。

この長い歴史の道のりは，決して平坦なものであったわけではない。数多くの先輩諸兄の努力

や，関係各位のど協力によって，さまざまの制約や障害をのりこえながら，研究運営・組織等の

面で幾多の変遷をしてきた。

発足当初からしばらくは，大々的に開始された国有林野特別経営事業に資するための造林試

験，あるいは， ドイツ林学のわが国への導入，さらには，局地的であったいくつかの有名林業地

における人工造林技術の解析などが進められた。その後，明治末期から大正年代にかけては，明

治42年の大水害を契機とする森林測候所での諸業務，森林生態学を基調としての森林植生調査

などが組織的に開始されている。昭和となってからは，初期の経済恐慌における特用樹木栽培に

係る研究や，わが国固有の樹種の物理的・化学的特性の解明，さらには，プナを主軸とする広葉

樹の利用と木炭製造技術，間伐材等小径木の利用等の研究にも力が注がれるようになったが，第

2状世界大戦の期間ならびにその前後を含めた約10年聞は，社会的にも経済的にも苦難な時代

であって，効率的な研究の遂行はかなり困難な状態が続いた。

戦後の昭和22年（1947)払いわゆる林政統ーによって林業に関する国立の試験研究機構が一

元化され，それまでの山林局の林業試験場（明治43年に改称）に，帝室林野局ならびに北海道庁

の所管であった林業試験場とともに青森・秋田・大阪・高知・熊本の5営林局の試験調査部門が

合併されて，現在の林業試験場とほぼ同じ体制がつくられることとなった。

戦後の混乱期がおさまるにつれ，当場も本支場体制の下で，空白の時代をとりもどすべくいろ

いろの分野で着々と本格的な研究が開始されるようになってきた。

戦後の復興に寄与するための森林生産力の増大，戦時中の森林の荒廃に起因する山地災害の防

止，木材を有効に利用していくための加工技術の向上等を目標に，戦時中にかなり差がついて進

歩していた欧米の統計学，実験生態学，生化学，生物物理学等の知見をとり入れて研究活動が進

められた。林業以外の分野においても，「欧米に追いつけ追い越せ」の言葉が盛んに使われた時代
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がしばらく続いたわけである。当場の組織や施設も着々と整備されてきた。

このスローガνのもと，この時代の国民的な努力によって，わが国の経済は奇蹟と思えるほど

急速に立直り，昭和43年からの GNPは世界第2位の地位を保つようになった。昭和30年代の

なかぽから 10年余は正に商度経済成長の時代であった。各種の森林作業は大きく機械化されると

ともに，木材加工技術の進展などによって，わが国経済の発展ならびに国民生活水準の向上に林

業も大きく貢献した。また，将来の木材需要の増大に備え，わが国森林の天然林ないし天然生林

は非常な勢いで針葉樹の人工造林地位転換されていったのである。

しかし，経済の発展につれ工業化が日本の津々浦々にゆきわたり，また，土地の高度利用が進

むにしたがい。一次産業の立場が弱くなってきたが，一方では環境問題が大きくクローズアップ

されるようになってきた。また，昭和48年の第1次石油シ a ッグは，資源問題について再認識す

る必要性も喚起させることとな・った。

とのような世情の動きは，当然，林業の動向に大きな影響を与えたが，それに密接に関連する

林業研究の方向も無縁であり得る筈はない。昭和50年までの当場の歩みは， 60年ならびに70周

年を記念して出版された「林業試験場60年のあゆみ」および，「林業試験場70年のあゆみ」に詳

細にのべられている。

本書は当場の80周年を記念して出版するものであるが，重複をさけて，上記の「林業試験場

70年のあゆみ」以降の当場の動き，すなわち，昭和50年から同60年にかけての 10年間の経過

を主体に記述したものである．

目黒の森で林業試験場の70周年記念式典を行ったのがつい昨日のような気もする。しかし，こ

の10年の歳月のなかにはいくつかの大きな出来事が起っている。

まず第1にあげられるのが，本場の筑波への移転である．永年すみなれた目黒をあとにして，

幼O名をこす職員の移転がほぼ終了したのが昭和53年3月であった。さまざまの不安や反対の声

はあったが，長い期聞にわたる上局との接衡や職員との意見交換，さらには施設整備に当つての

広汎な討議・準備をへてこの大事業がきわめて順調に行われた。すでに当場を退職された竹原元

場長以下の歴代場長はじめ職員の皆さんにはお礼の言葉もない．世界的にみても第1級の研究施

設であり，他の研究機関が隣接しているという良好な研究環境を考えると，ますます研究活動の

実を挙げなければならないという使命感で一杯である。

つぎに特記されることは，今後の効率的な研究推進のための研究推進構想の策定である。

当場の研究は，林業をとりまく諸情勢が大きく変化するごとに，それまでの研究成果と，その

後の林業の発展に必要な課題を考えて研究推進目標を設定し，それにもとづいた種々の研究を組

織的に子監護していくこととなっている。

高度経済成長から安定経済成長に移行した昭和50年頃からは，それまでのように森林生産力増

大や，良質の木材を使つての加工技術の商度化などを主目標とした研究展開は時代に適合しなく

なり，森林のもっている多面的な機能を発揮させる必要性が高まるとともに，あまり利用されな

かった木材資源の利用技術の開発も重視されるようになってきた。
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これらの情勢をうけて，昭和50年代に入ってから研究目標の大幅な改訂が企画され，林野庁に

おいて設定された「林業における技術開発目標」とも関連させた新しい研究推進目標が昭和54年

に決定されている。

しかし，その後の林業をとりまく諸情勢はさらにきびしさの度をましてきた。一方，パイオテ

グノロジーやエレタトロニダスなどを活用した先端的な研究手法の進展も目ざましいものがあっ

た。さらに，画一的な原則で展開されている林業技術を，それぞれの地域特性に立脚した技術体

系に多様化していかなければならない要請もとみに高まってきた。

このため，昭和57年から再び研究推進目標の見直しを行うとともに，その研究推進にあたって

の運営方法の基本を明確化することとなった。昭和58年12月に農林水産技術会議によって策定

された「農林水産研究基本目標」をふまえ，数年にわたる全場員の討議をへて昭和60年3月には

新しい研究推進目標を概定し得ることとなった。とれに加えて，研究運営・組織についても検討

が加えられ，当場の歴史の中で初めて研究推進構想の具体化が計られたことは特記すべきことで

あった。今後は林野庁で設定される「林業関係研究目標」との整合をはかったうえで最終的な新

しい研究推進目標が確定され， 21世紀へむけての林業研究の着実な推進が期し得るものと考えて

いる。

さらに，国際研究機関連合（IUFRO）の第17回大会が昭和56年に京都で開催されたことを始

め，海外諸国との技術協力や研究協力が一段と活発化したのもこの10年間の聞の忘れられない出

来事の1つである。

IUFRO大会の日本での開催は，林野庁をはじめ，関係の諸大学やその他の林業関係研究機関

あげて取くんだ大行事であった。関係各位の涙ぐましいど協力も賜わったが，当時の松井場長が

大会の組織委員長，同じく土井調査部長が事務局長となって苦労され，職員多数もいろいろの役

員として活躍された。とれらの方々の努力の結集によって，アジアで初めて開催された IUFRO

大会は大成功裡に終了させるととができた。今もって当時の素晴らしかった京都大会の思い出を

賞賛される外国の林業研究者があとを絶たない。

との大会を契機に，当場の海外対応はとれまでにない高まりをみせているが，と同時に，熱帯

農業研究セ Yターならびに国際協力事業団を通じての研究協力や技術協力も大きな進展をみせて

いる。昭和49年に開始された東南アジアにおける熱帯降雨林についての共同研究や，昭和51年か

らのフィリピンでのわが国最初の技術協力プロジ＝－ダ トはいずれも現在続けられているが，その

ほかの国々からの要請が相つぎ，現在では8カ国， 10種数の海外協力フ．ロジzグトが展開される

ようになってきており，数名の長期派遣専門家と数十名の短期派遣専門家が年々海外において林

業研究を実施している。

このほか，組織や研究施設の整備なども行われたことを考えると，との 10年聞における当場

の歩みはかなり変動の大きかった時代のように思える。以下，この聞の研究の動向や，上記の特

記すべき事項をはじめ，その他の諸項目についての当場の経緯を記しである。内容に目を通して

頂いて，私どもの活動に遠慮のないど批判・ど叱正を賜われば幸ですし，その助言を明日への絶
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ゆまぬ努力の糧にしていきたいと思っております。

過去80年の輝かしい歴史をふまえ，新しい前進と 21世紀にむけての研究を一層活性化させる

べく職員一同が普い合っていることを付記して本書によせる言葉といたします。

昭和60年8月1日

林業誠験場長

難波
~ 

旦． 土
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1. 研究の背景とねらい

筑波移転という林業試験場の長い歴史に一区切りをつけるような大きな出来事の含まれるとの

10年聞は，わが国経済の安定成長への移行に伴なって，林業・林産業が予期以上の厳しい局面を

迎えるに至った時期であり，他方ライフサイエシスやエレグトロニグスなど先導的，基盤的科学技

術の進展が著しく，いわゆるハイテクノロジー時代に突入した時期でもある。そして林業試験場

としては，これらの諸情勢の変化をふまえ，たんに現状の打開にとどまらず，さらに21世紀に向け

ての森林・林業・林産業のあり方と発展を求めて新しい首途についた時でもあったといえよう。

昭和48年の第一次石油危機にひき続き， 53年のイラ Y政変に基づく第二次石油危機を経て，わ

が国の経済は高度経済成長から安定成長へと移行する。それに伴ない過去30年聞にわたって増

加し続けた木材の需要も 48年の 1億2千万msをピーグに頭打ちになり，木材需給は戦後初めて

本格的な緩和基調の時代を迎えることになる。そして 55年まではそれでも 1億～1億1千万ms

程度で推移するが， 56年には住宅建設の急減等から 1億msの大台を割り，以後9千万ms台で

低迷を続けている。

他方，国産材（用材）の供給は，昭和40年代には4～5千万msであったものが， 50年代後半

には3千万msをわずかに上回る程度にまで低下している。ただ外材の輸入量も需要の不振で大

きく減少しているので，木材の自給率は50年代半ばの30%そこそとの状態から 35%台に上昇し

てきている。そして製材用，パルプ用ともに国産材の占める割合が， 54年あるいは55年以降高

まってきている。とのことは除々に国産材時代へ移行し，わが国の林業も活性化するのではない

かとの期待感をいだかせるが，実情は前記のように木材需要の大幅な落ち込みと価格の低迷が外

材の輸入をおさえ込んでいることと，丸太に代って製材品の輸出が増大してきたととによるもの

であって，国産材が外材にとってかわってきたとまだみるわけにはいかないのである。とりわけ

近年は，木材の主要輸出国においては自国の木材産業保護の観点から丸太輸出を規制し，製品輸

出を増加させようとする傾向にあり，またそのため木材製品の関税引下げの要求も強まってきて

いる。このうどきはわが国の木材産業にも大きな影響を及ぼしており，今後そのイ νパタトはさ

らに強まるものと予想されている。

ところで一方，戦後営々として続けられてきた造林の推進により，人工林の面積は約 1,000万

haに及び，その蓄積が10億msと全森林蓄積の4割を超えるまでに遣してきたことは事実であ

り，これらの大部分を占める育成途上の森林が今後適正に管理されれば，国産材の供給能力は飛

躍的に向上し，資源的には国産材時代の到来が可能となるといってよいであろう。確かにこのと

ころは，木材需要の減退，それに伴う価格の低迷をはじめとして，林業経営費の増商，山村の過

疎化等による林業労働力の弱体化など林業生産活動を抑制する要因が多く，大変厳しい情勢が続

いているとともいなめない事実である。しかし，とれを乗りこえて，名実ともに国産材時代とす

ることが，この 10年間たえず追い求められてきた課題であり，今後にもひきつがれる最大の課題
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といってもよいであろう。

このための研究としては，まずかつてのいわゆる拡大造林によって造成されてきた大面積一斉

造林地の保育管理の問題がある。特に価値生産を高めるために，枝打ち，間伐技術の改善，高度化，

あるいは効率的な大径材生産技術など優良材生産技術の体系化の研究が進められてきた。それと

ともに，ニーズの多様化に応じた木材生産が図られ，環境保全面からの利点もあり，かつ恒続的

な収入や更新経費の軽減なども期待できる複層林への誘導，造成民非皆伐施業に関する共同研

究として行われ，また同時に非皆伐施業に適した伐出技術の検討も実施された。さらに最近いっ

きょに顕在化してきたスギ・ヒノキの穿孔性害虫を含めて，一斉単純林の増大に伴って多発する

ようになった病虫獣害に関しても，間伐や技打ちなど育林的操作によって被害を回避，もしくは

防止する方法，あるいは天敵や生理活性物質などをうまく活用していく方法などの検討j開発が，

昭和40年後期に実施され大きな成果をあげた害虫の総合的防除法のねらいに沿って続けられて

きている。とうした針葉樹人工林の育成にかかわる問題のほか，資源的に供給のひっ迫するおそ

れのある広葉樹の用材林や特用原木材の育成技術に関する研究が，公立林業試験場と分担する形

で取組まれてきた。

これら資源の育成，充実とともに，あるいはそれ以上に熱い期待をもって注視されてきたのは，

国産材の需要増大を図るための木材の有効利用技術の開発である。特に除間伐材を含めて小径材，

低質材の利用開発は，たんに需要拡大，林業の活性化のみならず，今後適正な森林管理により森

林のもつ公益的機能の維持，強化を図るうえでも重要な問題であった。とのため昭和40年代終期

に実施されたカラマツ材の利用技術の開発に関する特別研究に続いて，一連のプロジs グト研究

が行われてきている。すなわち，間伐材の利用技術の確立，農林水産業用資材等農山村地域にお

ける国産材需要開発調査，針葉樹造林の単板積層加工利用技術の確立，木質エネルギー利用開発

促進調査，農林水産廃棄物の活用による飼料等の開発，生物資源の効率的利用技術の開発（パイ

オマス変換計画）等である。とれらは，一方では木材の物理的加工によって，小径，低質なもの

も広く，大きく，厚くして価値を高める，あるいは大きさ，質に応じた用途開発を行うといった

方法で，他方木材の化学的処理等によって，たとえば家畜の粗飼料やウッドケミカルなど木材成

分の変換，利用といった方法で，いずれも木材の徹底的，総合的利用によい付加価値を高め，コ

ストダウンを図り，需要を拡大していくことをねらっている。すでに幅はぎ板や牛の組飼料など

実用につながるいくつかの成果も出ており，今後の技術開発にも大きな期待が寄せられている。

さらに木材需要として最も大きな位置を占める建築物への利用拡大として，枠組壁工法に関する

研究や木造住宅の性能向上に関する研究も行われ，建築分野面にも足を踏みいれて研究が進めら

れるようになっており，この傾向は今後強まるものと思われる。

以上のほか，生産額が年2,400億円（昭和58年）にも達するようになった食用きのこの生産

は，木材の有効利用にもかかわる重要問題であるが，それとともに農林複合経営の基幹作目とし

て農林家の所得の向上，林業従事者の定着化などを通して山村地域の振興や林業政策の推進にも

重要な役割を果すようになっている．したがって，栽培技術の改善，高度化に関する研究はもち

／ 
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ろんであるが，食生活の向上，多様化に伴う需要の多様化や原木不足，病虫害の多発化などへの

対応策の検討が大きな問題としてとりあげられ，公立林業試験場と共同，分担しながら試験研究

が続けられてきている。とりわけ最近は，針葉樹の除間伐を含めて未利用樹種の原木としての利

用や，耐病性品種，省力栽培用品種など新品種の作出のため，細胞融合や遺伝子組換えなどパイ

オテクノロジーを用いた新育種技術の開発が重点課題となっている。

なおこのパイテテクノロジーについては，きのこのほか林木についてもパイオマス用森林資源

／の造成や抵抗性育種の分野で実用化の検討が進められつつあり，近い将来林木育種や有用品種の

大量増殖に大きな威力を発揮するものと思われる。

次に，森林の生産面と利用，加工面を有機的に結びつけ，地域林業の振興を図るための組織化

方式，地域林業の総合管理方式の確立も重要な課題のひとつといえよう。地域の時代ともいわれ

る中で，林業，林産業がいわゆる川上から川下を結んで生産，流通加工面で有機的な連けいがと

れれば，林業の活性化や需要の鉱大を図るととができょう。国産材時代を築いていくためには，

特に後発林業地，あるいは成熟途上林業地といわれる地帯で，こういった地域的組織化方式の検

討が不可欠である。これまでもいくつかの地域を対象に問題点の摘出など検討が行われてきたが，

今後もモデル化に向って対応を急ぐ必要があろう。

昭和50年代が，林業，林産業の危機を乗りとえ，来るべき国産材時代へ向けての苦闘の時代で

あったといえるとともに，環境問題が圏内的にも，また地球的規模においても大きくとりあげら

れた時代であったともいえよう。昭和40年代の高度経済成長の歪みとして起こった公害問題，環

境問題が後をひき，森林の環境保全的機能が世の注目をあび，重視されるようになった。当初，

林業行為が環境破壊をもたらすということで，ともすると批判の対象になりがちであったが，次

第に森林が環境保全者として役立つており，また適正な管理によってこのような環境保全機能が

維持，強化されるとの認識が深まってきた。これには農林漁業における環境保全的技術に関する

総合研究をはじめとして，山地崩壊ならびに洪水発生危険地判定法の確立，山地傾斜地における

草地畜産管理システムの確立，農林水産業がもっ国土資源と環境の保全機能およびその維持増進

に関する総合研究，あるいは都市および都市周辺における樹林地の維持と管理，環境変化に対応

した海津林の環境保全機能の維持強化技術の確立など，一連の環境関連プロジェグト研究の成果

によるところが大きい。

こういった環境問題は資源問題とからんで海外，特に熱帯地域発展途上国においてきわめて憂

慮すべき問題をひき起としつつある。主として食料，熱エネルギー確保に起因するこれらの地域

における森林の破壊はかなり急速に進展しており， 4半世紀前，陸地面積の 1/4を占めていた森

林が，現在では1/5に減少し，西歴2,000年とろには1/6になるといわれている。このことは，

これら発展途上国の社会，経済にも大きな影響を及ぼしているが，それとともに地球的規模での

環境への悪影響が深く懸念されている。昭和56年9月わが国で開催されたユフロ（国際林業研究

機関連合）世界大会の大会宣言においてもこのととが取りあげられ，総合的土地利用のための他

分野との共同研究と，燃料生産をはじめとする森林パイオマスのエネルギー的利用の研究が強く
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要望されている。これまでも熱帯地域における育成技術に関する研究など熱帯農業研究センター

のプロジェグト研究のほか，国際協力事業団の技術協力などもとおして，これらに関する研究対

応が行われてきたが，さらにアグロフォレストリーなどの問題も加え，熱帯地域の森林の造成，

資源の維持，培養に積極的に協力し，環境問題の解決にも一層の努力を払っていく必要がある。

このような森林の水土保全機能や生活環境保全機能のほか，パードウオッチングや森林浴など

も含めて森林の野外レクレーションあるいは保健，休養的機能も一段と認識されるようになり，

上記の国土資源と環境の保全機能に関する総合研究を野生鳥獣の保護繁殖に係る体系的手法の開

発などの研究によって，これらの機能の解析，維持，強化の研究も深められてきた。現在ではこ

れら森林の公益的機能を無視しては木材生産も行い難い状況となってきている。したがって，た

んに両者の調和を図るだけでなく，これら多面的機能の総合的かつ高度な発栂が， 21世紀のわが

国社会，経済にふさわしい森林，林業として求められることになろう。このためには，これまで

述べてきた関連研究に加えて，農林水産業における自然エネルギーの効率的利用技術に関する総

合研究のような，林木，森林の機能，生態系のしくみに関する基礎的な研究や，用途や地域別の

設定，資源管理等に必要な宇宙衛星データなども利用した森林情報の収集・モニタリングシステ

ムに関する研究などの積み重ねが，これまで同様，今後とも必要となろう。

以上との 10年間，多面的，多様な要請に応じて，幅広く研究対応を行ってきたが，こうした林

業試験場の研究体制の特徴をさらに生かして，研究をより効率的，効果的に推進していくため，

このほど林業試験場の新しい研究推進目標を内定した。なお検討の余地は残されているが，全体

の基盤となる基本研究目標としては次の 5目標をあげ，これをもとに専門部門別研究推進目標，

地域部門別研究推進目標，及び広領域・特定問題の各項目をたて，研究の推進を図っていくこと

になっている。

1. 林業における生産力の増強と生産性の向上

2. 森林の公益的機能の維持・増進

3. 木質系資源の有効利用

4. 地域林業の活性化

5. 国際研究協力の推進と世界林業への寄与

（山口博昭）
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2. 年表

昭和50年（1975) o 4月北海道支場保護部野鼠研究室を鳥獣研究室に名称変更ψ

o4月林産化学部に庶務係を新設6

04月マレシア林業試験場フィリピン大学林学部と熱帯農業プロジェダト開始。（5ヶ年）

olO月13日～20日天然資源の開発利用に関する日米会議（第5回森林専門合同部会

「テーマ」森林保護）東京で開催。

oll月1日林業試験場創立70周年記念式典挙行。

昭和51年（1976} o 4月総務部用度課に人工気象室管理係を新設。

o5月調査部に脚本林業調査科を新設，同科に技術情報室，研究協力室を新設。

o5月北海道支場造林部を育林部に名称変更。

o5月東北支場育林部育林第l，第2研究室を同造林第1，第2研究室，同育林第3研

究室を土じよう研究室，経営部経営第3研究室を営農林牧野研究室，同経営第4研究

。室を防災研究室に各々名称変更。

o5月九州支場育林部育林第I，第2研究室を同造林第1，第2研究室に名称変更。

昭和52年（1釘7) o 4月保護部樹病科にきのこ研究室を新設”

04月林産化学部化学加工第1研究室を化学加工研究室，同化学加工第2研究室を複合

化工研究室に名称変更。

06月8日天皇，皇后両陛下浅川実験林ど視察。

o9月12日～19日天然資源の開発利用に関する日米会議（第6回森林専門合同部会「テ

ーマ」伐木及び木材利用に関する新技術）ポー－トラードで開催。

。12月丸州支場創立30周年。

012月関西支場創立30周年。

昭和53年（1978) o 3月本場学園都市移転。

04月浅川実験林庶務課に会計係を新設。

o4月施設管理課を用度課から分離新設。

04月施設管理課に施設係を新設。

o4月経営部複合経営研究室を新設。

04月経営部農林牧野研究室を混牧林研究室に名称変更。

o4月天敵微生物研究室を浅川実験林から保護部へ所属変更。

04月木材利用部を木材部から分離新設，同部に 2科8研究室の新設，名称変更。

o4月東北支場山形分場を廃止，山形試験地に変更。

04月浅川実験林業務室の新設。

04月浅川実験林樹芸研究室を赤沼試験地から所属変更。



お

o9月中川農林水産大臣本場視察。

o9月25日松井光瑠林業試験場長発令。

010月2日～4日育林技術に関する国際シンポジュウム本場で開催7か国約80名が参

加。

010月北海道支場創立70周年。

昭和54年（1979) o 4月総務部人事課に人事企画専門官を新設。

04月施設管理課人工気象室管理係を管理係に名称変更。

04月造林部遺伝育種科に組織培養研究室を新設。

04月保護部に林業薬剤科を新設。

04月保護部樹病科に線虫研究室を新設。

oS月28日～6月4日天然資源の開発利用に関する日米会議（第7回森林専門合同部

会「テーマ」木材利用と伐出技術）東京で開催。

07月東北支場創立20周年。

昭和55年（1980) o 1月21日～22日参議院科学技術振興対策特別委員会本場視察。

04月総務部に監査官新設。

0調査部資料科に図書情報室を新設。

04月浅川実験林多摩試験地新設。

08月14日亀岡農林水産大巨木場視察．

o9月29日～10月4日天然資源の開発利用に関する日米会議（第8回森林専門合同部

会「テーマ」エネルギー観点からの木材利用）ワシント Yで開催。

昭和56年（1981) o 4月庶務課共済組合係を廃止，共済組合給付係，共済組合事業係を新設，

04月北海道支場育林部育種研究室を遺伝育種研究室に名称変更。

04月浅川実験林創立60周年。

o9月6日～17日第17回 IUFRO世界大会京都で開催71か国より 1540名が参加，

133分科会会場で討議。

o9月7日同大会に皇太子ご夫妻ご臨席。

o9月21日土井恭次林業試験場長発令。

010月保護部樹病科きのこ研究室を廃止。

010月保護部にきのこ科新設，同科にきのこ第1研究室，きのこ第2研究室を新設。

昭和57年（1982) o 1月7日田沢農林水産大臣本場視察。

o4月総務部庶務課に安全衛生専門官新設。

04月次長職新設。

06月7日～6月12日天然資源の開発利用に関する日米会議（第9困森林専門合同部

会「テーマ」特殊林施業）東京で開催。
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o9月 1日～11月30日 JICAの受入れによる研究集団研修再開。

昭和58年（1983) o 2月17日18日徳永正利参議院議長本場視察。

。4月調査部海外林業調査科に渉外連絡専門官を新設。

。9月19日～・24日天然資源の開発利用に関する日米会議（第10回森林専門合同部会

「テーマ」流域管理）東京で開催。

olO月林産化学部林産化学第1科に熱化学研究室を新設。

olO月6日参議院農林水産委員会本場視察。

昭和59年（1984) .o 4月総務部施設管理課に課長補佐を設置。施設管理専門官2名を 1名に

改める。

o4月人事企画専門官を廃止。

o4月総務部に管理官新設。

06月6日山村農林水産大臣本場視察。

olO月1日～7日太平洋地域木材解剖学大会本場で開催12か国約90名参加。

oll月13日皇太子殿下本場ど視察。

昭和60年（1錦町 o3月11日常陸宮殿下同妃殿下本場ご視察。

o4月1日難波宜士林業試験場長発令。

o4月総務部用度課に契約専門官を新設。

04月「土じよう」を「土壌」に改正。

04月16日天皇陛下浅川実験林ご視察。
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I[. 専門別試験研究の動向

1. 林業経営部門

50年代以降，経営部門の研究で特徴的な傾向はこれまでとかく各専門分野の研究が分化的に

進められ勝ちであったが，これが専門別に基礎的研究の深化が一層進められるともに，他方，統

合的，組織的研究が増加したととである。との理由として，①電算機の発達・導入に伴なって研

究手法が計量的色彩を濃くし，共通的になったとと，②問題解決志向型の研究要請が強まり，組

織的対応が必要になったことがあげられる。場内プロ「地域性に立脚した林業の総合的管理方式

に関する研究」はとの例である。次に各分野ごとの動向を概括しよう。

1. 経営・経済

技会特掲「環境保全」や「農山村社会」は組織的研究として実施された。また，森林，林業を

めぐる社会経済的情勢を背景に，経済研究では外材，とくに米材問題，経営研究では農林複合経

営，地域研究では集落問題，環境研究では費用分担問題などが重点的に進められた。また，森林

管理や社会経済調査など紛下分野の研究協力問題の要請が強まってきた。

2. 森林資源・計画

林分測定と計画技術

50年代に入り，パイオマス，エネルギー賦存量調査などの新しい研究が加わった。また，広葉

樹など各種資源情報のデータベース化やマッピνグの研究が盛んになった。林分生長モデルや密

度管理システムの開発が行われる一方，保続計画や地域木材供給予測など，森林計画の分野で

LPシュミレーション手法が検討されるようになった。

森林航測・リモートセ Yシνグ

との50年代に林業りモートセンシ Yグは大きく飛躍した。センサの発達による利用電磁波帯

の拡大，電子装置を組込んだ対話型画像処理技術の発達，人工衛星による地球資源観測技術の実

用化等の技術発展を取り入れたものである。林業周囲像解析システムの開発整備を鋭意行うこと

によって， リモートセンシングデータの林業への利用技術開発研究を可能とした。そして，森林

資源解析，森林モニタリングに対する衛星Pモートセンシングの有効性を実証した。

3. 混牧林施業

戦後の拡大造林は，従来放牧に供されてきた山林原野にまで及び，植栽木の家畜被害の懸念、が

尖鋭化した。そこで， 30年代以降の混牧林研究の対象は専ら針葉樹人工幼齢林に向けられ， 50年

代に至って，その取扱い方はほぼ成案を得た。

一方，暫らく放置されていた旧薪炭林の「部は，しいたけ原木林として活用され，また一部は

有用大径木への誘導が志向されるようになり，混牧林研究はこれらに対応する時代になった。
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1. 林業経営・経済

1-1 経済問題の研究

この分野では40年代にひきつづき木材需給構造の解明を意図して，計量経済学的手法による需

給モデルの構築と，それを駆使した木材価格の短期的，長期的予測方法の改善を行った刊さら

に低経済成長期以降の外性的，内性的需給要因の変化を検討し，国産材価格の形成が主として供

給サイドの外材産地価格（とくに米材）と為替レートの変動に強く規定されるようになってきて

いるととを明らかにした幻。

また，木材需要の主要用途先である住宅建築の動向と実態を調査検討し，代替建築資材の流通

実態をしらベ，これらの諸研究を通じて低経済成長下における木材価格形成および木材・代替資

材の流通構造が把握された。

外材の生産と流通の研究はとくに米材を中心としてすすめられた。対日輸出丸太の市場構造と

価格形成を考察し，丸太および製材品について米材の対日市場競争力を研究した結果，スギ丸太に

比して米マツ丸太は立木価格・伐出費・造林費のいずれも低位にあることがわかった。さらにカ

ナダ産製材品の価格競争力が強い原因は，原木費の安価なことにあるととを証明した。なお，米

材供給に関しては，米国の林業・林産業が，大手企業による吸収合併・林地取得・設備投資を通

じて集中化へ向いつつあること，その帰結として対日輸出米材丸太の価格形成において産地大手

供給者の寡占的市場支配が強化されているととを実証的に明示したS川。

国内林業については，素材生産と伐出費の調査から木材価格の形成過程を分析し，長びく木材

不況のもとで素材の平均搬出距離が短縮し，伐採圏が縮小しつつあることを明らかにしたへま

たこれまでの需給の計量分析では供給面の検討が十分でなかったため，議林資源調査分野の研究

者と協力して，従来の供給モデルを再検討し，新しい供給予測モデルの構築に努めたへ

林業の史的展開に関する研究としては，明治以降における労働手段の具体的な変化，すなわち

手労働一道具一機械等の労働用具の変化の姿を跡づけ，それらが労働組織や施業法にどのような

変化を与えたかを実証的に究明している円。

近年，わが国林業の経済循環において財政の役割が年々重要になってきているため，林業助成

および財政支出の分析に着手した。具体的には，戦後における林業財政のマグロ的な動向分析，

森林所有者による林業助成の利用実態の解析並びに諸外国の助成制度との比較検討であるS川。

1-2 経営問題の研究

これまで林業経営に関する研究は，経営体数において多数を占める農家林家を対象として，個

別林業経営の合理的構造の追及をめざしてすすめられてきた．との農家林業研究の伝統は50年代

に至って農林複合経営，とくに特産複合経営のあるべき姿を求めて，複合的土地利用の研究と関

係づけながら継承されてゆくととになった。

農林複合経営の研究経過叙述と機能別位置づけの試みはいわば農林複合経営の原理的側面に光

をあてるものである則。複合経営研究の真価は具体的な事例研究にあると思われるが，との点で

支場研究者の果してきた役割は大きい。とくに東北地方のきのこ栽培に関しては詳細な実態調査
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に基づいて，栽培方式の変化による経営組織の改変が追跡されるとともに，きのこ経営の収益性

が分析され，こうした研究をもとに経営診断の指針が作成された11)0 さらに，農家林業の経営に

関して，薄記による長期にわたる実証的な研究のつみかさねが続けられている問。

他方，専業的林業経営に関しては損益計算方式の検討を加え，財務会計目的と会計実践を重視

する立場から，林木資産についての会計論が展開されている”にまたリスクプログラムやゴール

プログラミ Yグなど数理計画法の林業経営の応用が研究された“にさらに較利学の伝統をうけつ

いだ造林投資の採算比較がア Yケート調査を利用して実証的に検討されている問。

商品質材生産は，今日の林業経営がとるべき経営選択のひとつであるが，磨丸太を含めた生産

と需給について近畿地方を中心に包括的な調査研究がまとめられた16)17）。また今日の林業経営の

重要課題である後継者問題についてもその意識動向が調査されている18九

電算機利用による大量情報処理技術の研究によって，とれまで未着手であった 1980年世界農林

業セνサス林業事業体調査個票の各種組替え集計が可能となり，非農家林家および農家林家の林

業生産活動の全容解明に迫るととができたととは，今後の研究方向に新機軸をもたらすものとし

て期待される。これにより生産活動停滞要因の解明ならびに就業構造と林業生産の関係解明に接

近するととができた19闘に

山村振興調査，林業構造改善事業調査など行政需要による諸調査の要請は50年代に入って益々

強まってきているが，これらの諸調査にも，支場を主体として対応がつづけられている。その所

産である個別経営診断および地域経営診断のなかにも特産物複合経営ないし：畜産を含む複合的土

地利用問題が多くとりあげられ，後述する地域問題に対応すると共に個別・地域両複合経営問題

にも対応する成果をあげつつある。

1-3 地域問題の研究

地域問題については，本支場が参加した特別研究「環境保全」及び「農山村社会」のほかメエ

ュー課題の形式で県林試も加り多彩な研究が展開されてきた。その成果は技術会議の試験成績報

告および成果シリーズ等のながにおさめられている。

集落再編成に関する研究としては和歌山，島根両県下の集落再編成地区における林業労働力の

変容が考察され，林業山村の集落再編成計画と整備基準，さらに豪雪山村集落の再整備について

も研究がおとなわれた。とれらは「環境保全」研究による成果である！1)0 

特別研究「農山村社会」では山村集落を対象にと弘前記の諸成果をうけつぐ形で，本支場を

組織化して研究が実施された。その諸成果は林試経営部資料「むら機能と林業」および「むら機

能と林業（続）」に集約されている舗＞aa>o との研究では各支場は統一様式によって過疎化段階区

分と挙家離村跡地の森林管理実態を調査，その結果として林家は離村後も山村保有を続けること

が多し森林管理の後退と作業能率の低下を防ぐために公的機関の管理代行と森林管理組織再編

成の必要があることが指摘された。

山村集落の類型化区分に数量化理論，主成分分析，グラスター分析等の計量的手法が導入され，

人口流出の要因解析が試みられた。
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また，公民館を中心とした環境施設整備の模式図がえがかれたお九最近，政治学理論で発展を

みせている合意形成理論を集落意思決定のメカニズム解明に応用し，伝統的な全員一致決定から

多数決制への移行の動きをセ Yサス統計等の資料から推定した舗に

1-4 環境問題の研究

森林と環境をめぐる諸問題とその研究は， 50年代に入ってから地道なそして着実な展開期に入

ってきたように思われる。そこでは，森林利用をめぐる環境保全諸問題が経済分析の立場から理

論的に整理され，保全基準と施業基準を軸とした森林利用計画体系について検討が加えられてい

る。また環境保全との関連で発生する損失補償および蘇林造成費用負担，海外の森林環境保全政

策についても調査された”に近年，特に水源林造成に関する費用負担問題が提起されるようにな

ったため，明治期以降における費用分担の事例調査を実施した。ことでは水源林基金や水源の森

基金がそうした長い伝統の．うえに成立していることを明らかにし，上流と下流の協力のありかた

について考察を加えている27）。

環境研究に関連する分野としては，森林の保健休養機能にかかわって都市周辺の樹林地配置と

その管理について具体的事例にもとづいて研究をおこなった則。保健休養機能の計量化について

も現在，特別研究「国土資源」のなかで試案が提示されつつある。
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比絞林試研報311(1980) 

16）岩水盛：唐丸太のすべて大日本山林会

ロ〉岩水豊ほか：銘柄材づくりへの道林業改

良普及双書73(1980) 

18）岩水量：林業後継者は何を考えているか，

林支関西支経営資料18(1985) 

19）熊崎実ほか：セ γサスにみる日本の林業

全国農林統計協会連合会（1982)

20) 高橋教夫：関東・東山地域における農家林家

の生産活動 日；体論95(1984) 

21）小菅久：山村集落の過疎開題林業経済

336 (1976) 
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22）紙野伸二ほか：むら機能と林業林試経営部 報324(1983) 

資料 (1981) 26）熊崎突：森林の利用と環境保全 日本林業

23) 安永朝海ほか：むら機能と林業〈続〉林試経営 技術協会 (1977)

部資料 (1982) 27) 一一一一：下流参加の系譜ー費用分担問題へ

24）小菅久：林業集落における生活環境施設計 の接近一水利科学140.141. 142, (1981) 

画の基単と方法村落特研成果シリーズ 28）柳次郎：都市周辺樹木地空間の配置と維持

(1982) 管理林業経済411(1983) 

25）柳次郎：山村集落の合意形成過程林試研

2. 森林資源・計画

1. 森林情報・森林計画のシステム化

近年，森林をパイオマスや木質系エネルギー資源として評価する研究が盛んになっている。と

くに，「パイオマス変換計画」のプロジェタトにおいては，落葉広葉樹を対象としてラ νドサット

MSSデータ， 大縮尺カラー空中写真，地上調査を組み合わせた多段抽出法が検討された。地上

調査では， 02やD2H(Dは胸高直径， Hは樹高）による地上部全乾重の推定やパイプ理論を基

礎に，生枝下直径を用いた生枝下上部乾重の推定I）など各種の方法の精度が比較された。また，

平面交文法による林地裁材の調査など新しい森林資源調査法のテストも行われている。

木質系エネルギーの賦存量調査では，茨城県大子町をモデルとして，森林簿，密度管理図，末

木技条率表など既存の資料を用いて林地残材を推定する方式を確立した幻。 との方式はその後，

市町村レベルでの木質系エネルギー調査のモデル方式となっている。上記方式は保続表の作成な

ど専門的知識を必要とするが，市町村の林業担当者向けの実用的な木質系エネルギー賦存量調査

マニュアルも作成されている。

各種森林資源データを格納・処理するデータベース化の研究でも，収穫試験地や樹幹解析木の

データをコシピュータによりとりまとめる方式”が具体化された。現在，立木幹材積表作成用デ

ータや全国広葉樹賦存量調査データのデータペース化とその利用システムの検討が行われつつあ

る。

森林計画部門では，技術開発課題を通じていくつかの成果が得られた。すなわち，地域施業計

画に必要な地理および属性の情報をデータペース化し，前者をメッシュ・ポリゴYハイプリッド

方式で図化するシステムを開発した（昭和56年技術開発）。

また，営林局が行っている現行の保統計算の過程をシステム化し，試行錯誤をくり返しつつ，

適正な値に収束させるシミュレーション的手法を確立した（昭和57年技術開発）。

一方，各県が行っている減反率による木材供給予測において，減反率の適用を受ける集団とそ

うでない集団に分けるなどの改善を加え，さらにシステム・タ．イナミックスによる地域モデルを

作成したω。

2. 施業体系と収穫予測←

との分野では多方面にわたって進展がみられた。まず，昭和56～60年技術開発課題「蓄積経理

システムの開発」では，国・民有林を対象として， トドマツ，スギ， ヒノキ，カラマツ，アカマ
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ツの主要樹種の地方別の林分密度管理図を本支場分担のもとに作成した。さらに，密度管理図の

各種曲線と相対幹距比や形状比で分類した作成資料のデータ構造との関係解析や林分密度管理図

にもとづいた生産目標別の収穫予想表の作成など各種の成果が得られている。

他方，単木または林分の生長モデルからのアプローチも試みられている。例えば， トドマツや

ウダイカンパ林で樹冠と断面積生長量の垂直的配分関係を基礎に，単木シミュレーションモデル

を組み立てる方法や樹冠長比を指標とした本数管理図の作成により，林況診断を行う試み”など

がある。

木曽分場では，信州｜カラマツの材質向上のための年輪幅と林齢，樹高，収量比数の関係を重回

帰式で解析し，年輪幅を平均0.2cmに保つ密度管理方式を検討した。都築ら的は，高知営林局

の協力のもとに暫定標準地をもちいてスギ， ヒノキの幼齢林の直径階別本数分布などによる生長

予測方式の体系化を行っている。

間伐管理方式については，昭和52年技術開発「森林の取扱いと品等別収健量の予想法」昭和55

年技術開発「多変量解析による間伐可能量の推定方法」で一定の成果をあげた。真辺”は，密度

管理図作成に改良を加え，プログラミ Yグ化を行うとともに，これを用いて地位，林分密度，立

木度などのグラスどとに間伐率，間伐種を変え，収益の現在価を最大にする間伐方法を決定する

計算システムを開発した。

天然生林の施業体系化に当つては，まず，更新樹の分布状態と本数密度を把握する方法の集大

成が行われた則。また，長崎県下のシイ， カシを主とする暖帯広葉樹の固定試験地をもとに，択

伐，皆伐，無施業などの施業のちがいによる樹種または樹種群の成長特性の解明が行われ，択伐

の優位性が実証された”。

小坂ら10）は，純林に近いフ’ナの二次林において，上層，下層など処理のちがいによる間伐効果

の分析と林分密度管理図の施業基準への活用の研究を行っている。

3. リモートセ Yシyグ技術による森林解析

空中写真利用については，資源調査や立地・環境への適用研究が行なわれた。中島らは，赤外

カラー写真を利用した植生解析，樹木活力調査11)，マツダイムシによるマツ林の被害分布と被害

孟の把握手法H）について研究し，赤外カラー写真を環境調査に活用するための基礎を築いた。樋

渡は，治山事業への空中写真利用の実態を整理し，マエュアル＇ 13）を作成した．大貫は，継続的に

撮影されている写真を用いて，樹冠生長情報の判読から林分生長量を推定する手法を明らかにし

た川。広葉樹資源解析への利用，特に，パイオマス資源としての把握手法の検討が1980年より開

始され，広葉樹の樹種判読鍵作成，広葉樹林面積推定，パイオマス量推定の手法を明らかにした

則。中島らは空中写真情報と地図・図面情報をメッシュ方式のデータペースに集積するための電

算機システムを開発し，情報の処理・解析を属地的に行ない，森林施業の判定に用いるための道

を開いた問。

リモートセ YシYグの林業への利用技術の研究は 1973年より本格的に開始された。中島らは，

航空機MSSデ？タの処理・解析法について検討し，森林植生，環境条件の解析に有効であると
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と，特に，熱反射記録が，地表状態，林況，森林活力， 環境条件を調査する上で有効な資料と

なることを実証した的。リモートセ YシYグデータを対話的に処理するための画像解析シテム

(FIAS）の開発・整備が大貫らにより鋭意行なわれ，一貫したデータ解析が可能となった18)0 と

のシステムを用いて，主として，中島らによりラ νドサット MSSデータによる森林資源の解

析19.20訓九森林のモエタリ Yグ却に関する研究が行なわれ，特に大貫らにより伐採照査業務に適

用するための実用的に利用可能な伐採地解析システムを開発した。これらの研究により，ランド

サット MSSデータの林業的利用抑情が明らかにされ，次代を担う第2世代セシサーからのデー

タ利用の技術水準を確立した。

文

i) 高橋文敏：新しい測定法の開発ーパイプモデ

ル理論の適用，わかりやすい林業研究解説γ

リーズ 72, (1984) 

2) 粟屋仁志ら：木質系sネルギー力量調査，木

質系エネルギー活用促進調査，日本住木セγ

ター(1981)

3）樋渡ミヨ子：収穫試験地データのとりまと

め，林試電算機プログラミ γグ報告（6),

(1977) 

4) 天野正博ら： Timber supply projection 

model for private forests in Japan, Proc-

of Symposium on forest management plan. 

ning and managerial economics, (1984) 

5) 森田栄一：林況診断衰の作成(I）～〈咽〉日林

九支論 32～36,(1979～1983) 

6) 都築和夫：幼齢林の生長予測，林拭場報248,

(1985) 

7) 真辺昭：トドマツ人工林の最適間伐計画に

関する研究，林試研報 328,(1984) 

8) 西川匡英ら：天然林の更新樹調査法に関する

研究，林試研報 289,(1977) 

9) 果屋仁志ら：暖帯広葉樹の成長と林分構造

(2), (3），林試研報314(1981), 331 (1984) 

10) 小坂淳一ら：プナ林の間伐効果分析（1),(2),(3),

(4), 日；体東北支誌33(1981), 34 (1982), 35 

(1983), 36 (1984) 

11）中島巌： EnvironmentalQuality Pattern 

Mapping from Space Data，第11回宇宙開発

技術国際シγポジウム（1975)

12）中島巌ら：赤外カラー写真を応用したマツ

タイ虫被害防除技術の確立，昭和50年度固有

（西川匡英，大貫仁人）

献

林技発試成績報，（1976)

13) 樋渡幸男ら：治山事業における空中写真の実

用的活用法，昭和55年度固有林技発試成績報

(1980) 

14）大貫仁人ら：空中写真による林分生長量推

定， 90回目；体論， (1979)

15) 大貫仁人：新しい測定法の開発ーリモートセ

ンシシグ技術の利用，わかりやすい林業研究

開発シリーズ 72(1984) 

16) 中島巌ら：空中写真の数値解析による施業

判定法，昭和51年度国有林技発試成績報

(1977) 

17) 中島巌：森林資源の研究，リモートセ γシ

シグ情報の収集，処理，解析手法に関する総

合研究報告宙，科学技術庁，（1981)

18）大貫仁人ら： SpaceRemote Sensing Appli-

cation to Forestry Inventories and Monito-

ring in Japan, Proceedings of 17 IUFRO 

World Congress (1981) 

19) 中島殿ら：森林有効利用管理手法の研究，

ランドサット等人工衛星データ利用実証総合

研究報告書，科学技術庁，（1979)

20) : Computer-Aided Remote Sen-

sing Application for Forest Planning, Pro-. 

ceedings of 17 IUFRO World Congress 

(1981) 

21) ：”モートセンシYグ技術による

実用的森林資源調査法， 56年度国有林技発試

成績報，（1982)

22) 大貫仁人：森林資源のモユタり γグ，地球25

0983) 
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3. 混牧林施業

針葉樹人工幼齢林：下草の豊富な人工幼齢林を対象とした林内放牧は，下刈りの省力効果など，

林業上の利点が期待されながらも，林地，林木に及ぼす悪影響の懸念、が依然として残されていた。

そこで，それらの家畜被害の軽減策に焦点を合せながら，高萩，北海道，東北の各地において，

スギ， ヒノキ，アカマツ幼齢木の放牧利用が検討された日｝＠

一般的に，針葉樹人工林の主要樹種では放牧牛による食害は殆どなく，踏み付けなどの機械的

傷害は家畜の放牧頭数が増えると問題化するものであった。従って，もともと家畜の収容能力の

乏しい林内野草地では，そのような危険が少ないものの，林内に牧草を導入した林分では無意識の

うちに家畜の収容頭数が多くなりがちであり，その結果として枯死木の多発を招くととがある。

これに対する根本的対策は，面積当りの延放牧頭数を制限することであった。例えば，放牧によ

る枯死木の発生率を2割以内に押えるためには，樹高が1.5m未満の林分における年間の延放牧

牛数は300cow-day /ha以内にとどめる必要を認めた。なお， cow-dayとは牛の牧養回数のこと

であり，体重500kgの牛を 1日放牧すると lcow-dayとなる。

一方，林内放牧が林木の成長に及ぼす影響に関して，スギを例にとれば，施肥を行わない野草

区でも成長が促進された。林野庁の実験牧場事業などでも，林内放牧はスギの成長にとってプラ

スに作用した事例が殆どであるが，その原因は必ずしも明らかでない。また， I齢級カラマツ林

に羊を放牧した北海道の例では， 20年生林の段階で植栽木の生育調査を行ったところ，羊の低利

用地では，つる性植物などのために枯損がひどく，羊の食害が目立った所では逆に枯損が少なか

った。即ち，多少の家畜被害があっても，林内放牧による徹底した採食（舌刈り）が，その後の

林木の成長によい結果を与えた。 － 

幼齢木の収量比数と可食草量との関係は，極めて高い相関があり，林内への牧草導入や，放牧

利用が中止された林分の収量比数を調べたととろ，ほぼ0.5に落着いた。そこで，各々の林分の

収量比数が0.5に達するまでの年数を幼齢人工林の放牧可能年限として，その値を求めたところ，

疎植されたり，地位指数の大きい林分ほど長くなった。また，東北支場では， 15年生カラマツ林

に強度の間伐を加え， ha当りの立木密度を700本， 1000本， 1300本の各区に仕立て， 18～23年

生林の段階で肉用牛の放牧を試みた。最も強度の間伐を加えた700本区では，放牧利用中の収量

比数が0.28～0.42を示し，野草区，牧草区とも安定した放牧成果が得られた。

このように，針葉樹人工幼齢林を対象とした放牧利用技術はほぼ成案をみた。

シイタケ原木林：丸少M支場の調査によると，クヌギ林は約15年サイグルで択伐され，放牧利用

されている林分の株密度は1000～1200株／haが一般的であり，また，新植林では林内放牧を考慮

して2000本/haの疎植が普通であった。このように， シイタケ原木林を対象とした畜産的利用

は，旧薪炭林の今後の活用方向として重要なものの一つであり，早急にその技術指針の確立が待

たれる。そこで，九州の阿蘇地方及び高萩試験地に混牧林試験地を設定し，グヌギ，コナヲ林の

放牧利用策の検討を始めた5.8）。

天然下種更新：林内放牧が林業に貢献する効果の一つに森林の天然更新がある。東北のグマイ．
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ザサ，関東のアズマネザサ生地において，天然更新の促進効果がアカマツを対象に検討された”に

アカマツ稚樹の発生のためには，ササを優占とする長草型植生構造を破壊する必要があり，その

ためにはグマイザサ生地では50cow-dayβm前後，アズマネザサ生地では 2oo・cow-day/haを

超える放牧を数年以上続ける必要を認めた。

混牧林計画基準：北海道支場”では，メッシュマップごとに植生，地形などの情報を取り出し，

各々の情報に対し草地化適地としての評点を与え，各々の評点の重みの積で地点ごとの牧養力を

求める手法を開発した。このようにして，混牧林計画における畜産的側面の問題整理はほぼ完了

した。

以上の諸成果をもとに，問題別，地域別に，山地における混牧林経営技術のマよユュアルを作成

した”。

文

1) 神長毎夫：牧草栽培造林地における林木の生

長，日：林東北支誌 31.昭54.

2) 林試高萩試：針葉樹人工幼齢林の放牧利用．

経営部資料 181，昭57.

3) 馬場強逸ら：成林におよぽす放牧の影響．北

支年報 51年度，昭52.

4) 松本光朗ら：針葉樹人工林における放牧可能

年限の推定．日；休講 95，昭59.

5) 農水省技術会議：山地傾斜地における草地畜

産管理システムの確立に関する総合研究．

昭59.

2. 機械化部門

献

6) 黒木重郎：牧草栽培林地におけるグヌギの初

期生長．日；体九支研論 36，昭58.

7) 小川 澄ら：アカマツ天然更新地放牧の一事

例．日；体東北支講 28，昭51.

8）高畑滋ら：メヲシ品マヲプによる山地放牧

地の地形と植生の解析．北支年報55年度，

昭56.

9）農水省技術会議：山地畜産技術マ品品アル

〈共通基礎編，北海道編，東北編， 関東中部

編，九州編〉，昭59.

高度成長の経済基調に従って，もつばら林業の労働生産性向上を目ざしてきた機械化技術は，

安定成長への移行と共に，森林の持つ公益的機能の発揮に対する要請にこたえて，林地保全のみ

ならず林業作業者の健康と福祉をもたらす労働安全等とも調和した効率的で経済的な技術へと期

待が高まっている。

林業機械の研究では，林業用手持機械の振動・騒音防止に関する研究は，昭和50年代において

も重要な課題で，その検査手法は昭和56年4月以降林業機械化協会による型式・事後検査等に

活用されている。

非皆伐施業に適した伐出技術や遠隔・自動操作化，林内作業車に関する研究開発その他，伐木

造材用機械，集運材用機械，育林用機械の分野をはじめパイオマス関連の収穫機等，極めて広範

囲にわたっての研究が進められてきた。また，林業機械開発改良事業で多数機種の設計，試作，

改良が行われている。

森林作業の研究は，次の分担分野により少しづっ前進している。すなわち，労働負担軽減，労

働安全（振動障害と災害分析），作業能率及びコスト分析，林業機械に対する人間工学的研究（機
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械の設計段階で人間側からの要求を折り込みながら，機械操作の快適性や安全性を増進しようと

する分野），その他（他の学問分野で開発された新しい統計的手法や数学的手法を作業研究の分野

に応用する：新手法を各種応用した集材法の地域性解析）。

林道の研究では，計画・設計面で集材作業路・木材搬出用作業路網の配置・林道の線形，急傾

地及び特殊地帯・立地条件に応じた路網作設法，林道設計の自動化手法・簡易小型電算機による

林道設計システムに関する研究，施工・維持管理商では，林道の路体構造，山腹掘削排土処理機・

林業用土木機械の性能， リモコ Y自動制御・林業機械の自動制御，林道法面工法の評価検討に関

する研究を分担分野としている。 （福田光正）

1. 林業機械

我が国経済の停滞の中で林業経営規模の拡大，林道等の基盤整備，近代的林業施設の導入など

に果した国の役割は大きく，林業構造改善事業や各種補助事業による施策によって林業機械およ

び生産施設の開発普及にはめざましいものがあった。との 10年間の林業用機械の推移を見ると衰

のとおり，チ .-:c.－νソーや刈払機の使用台数は着実に伸びているが，集材機は大型，小型ともや

や減少傾向にあるし， トラグタの台数は3分の2に減少しているなどの反面，林内作業車やそノ

レールが7～8倍にも激増しているように量的にも質的にも変化が著しいものがある。

表林業機械普及台数の推移 （単位：台）

年 次伝説械｜小型集材機｜チェーンソー｜刈払機｜トラグタ｜林内作業車｜モノレール

49 I 12, 724 I 13,467 I 1s1, 297 I 111,696 I 6. 763 I 1,849 I 237 

54 I 12, 321 I 12, 240 I 211, 985 I 248, 680 I 5, 138 I 6, 370 I 1, 360 

58 I 11,414 I 10, 576 I 331,434 I 290,457 I 4, 772 I 13, 842 I 1, 816 

資料：林業白書（58年度および59年度版）から調製

とのような背景をふまえて当場の林業機械部門としては，非皆伐施業に適した伐出技術やリモ

コν化，林内集材車に関する研究開発など伐木集運材機械の分野は勿論，育林用作業機をはじめ

パイオマス関連収穫機など広範囲にわたっての研究が進められてきた。

伐木造成機械に関する研究では，チ手－ νソー，刈払機等林業用手持機械の振動，騒音の防止

に関する研究が昭和40年代に引続き， 昭和50年代においてもやはり最重要な研究課題1.3）であ

り，林野庁の要請によりこれらの手持機械の振動，騒音測定試験を実施し公表（林野庁：林業用

手持機械の振動騒音測定試験結果， No1-24, 1974～1984）してきたが，検査手法の確立をみた

ので昭和56年4月以降は（社）林業機械化協会による型式検査，事後検査等へと活用されている。

現在の実用機種では振動が3G以下まで下がり，なかにはlGを割るものさえ開発されるように

なった。また，振動騒音ばかりでなくチ .-:c.－νソーの排気ガスベキックパッグ現象ω，チェーν

プレーキ同等の測定分析も進められた。さらにロータリチ ;c.－νソーベ油圧チ .-:c.－νソ一式伐

倒機”等の研究も進められたが，昭和50年から排気量30ccグラスのミエロー夕日チ ;c.－νソー

の試作を行い， 改良と実用試験を了したのち， ついにロータリチューンソーのように実用新
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案化（山脇三平ら，実用新築登録

1308400, 1979）されたり，水平対向

2気筒エンジンを持つチェーンソー

(CS-601 TVLA型，1982）が国の

委託事業で開発されるなどの成果も

みられた。なお，油圧伐倒装置など

を装備した大型機繊の開発，導入が

主として国有林で試みられフェラ｝

パンチャー，グラップルソ一等が相

次いで現地試験された。 山岳地形へ

の適応性とコスト商などの商で定着

するまで時聞がかかるものと思われるが，今後の機械化の方向として柏筏的に研究を進める考え

である。

集運材機械に関する研究では，我が国で最も多く探用されているところの架線築材作業（集材

機台数は前述のように横遣いから滅少気味ではあるが，索張方式は 120種余も数えられる8））で使

われている林業用ワイヤロープおよび付属器具類の疲労或いは性能試験9-11）が引続き行われた．

とくに筑波移転を機に設置されたワイヤロープ衝繋試験機，間引張夜労試験機や架空索集運材屋

外実験施設（写真）等の諸試験設備によって，新しく開始された試験研究としては振動波による

張力測定12＞，変動張力による疲労試験同等の成果をあげている。すなわち文献にみられる試験は，

林業の現場のようなある張力が負荷した状態で衝撃荷重が負荷されるといった条件のものはほと

んどないので，このような条件下で試験を行って， 衝撃的な張力変動の発生機構を明らかにし，

安全管理に必要な指針を得ょうとするものであった。また，切断事故による主索ω，プレテンシ

g ンロープ，シープ川等についての研究も行われ， ワイヤロープやプロッタなど付属器具の安全

性の確保と合理的作業法の推進に大きく貢献－したものと思われる。

間伐の増大や小面積皆伐，択伐など非皆伐もしくは複層林作業の推進のため林道，作業道の開

設が積極的に進められると共に種々の簡易架線や林内作業車による築材搬出の方式が各地で工夫

実行され， 当然のことながらそれらに対応する研究1ト叫が進められ，とくにそノケーフ’ル方式は

他の築材法と比べ運材中の索張力の変化が少ないとされているととから関連する専用滑車の構造

や強度，当該ロ ープの寿命など2りについて精力的に測定解明が進められた。

気球（パルーン）築材に関する研究では直径14.45 m，容flll. 400 d の自然形気球を試作 (JII 

崎重工業に委託）し，昭和54年沼田営林署国有林において間伐材の集材試験を実施した20）。索張

方式は林試で開発した三線式索張りである。試験の結果，三線式気球築材は非皆伐施業に有効な

集材法であるが，経済性の点で問題が践されていることが判明した。

築材用トラグタに関しては昭和40年代末にアーティキュレイテッ ドホイールトラグタ（車体

屈折操機式）の国産化に成功したのちも，動力性能22）や安全性能23）について研究を継続し，さら



- 29ー

には自動制御型集材機2←28）と段軸式トラグタ27）のニ方向へ分化して研究が進展し，前者は自走式

リモコ y集材機の試作（兵頭正寛，間伐施業に用する搬出集材装置，実用新案登録 1301345,1979)

にまで進み，後者は不整地走行車の開発へと発展している。

トラクタおよび各種アタッチメントによる地掠，下刈作業は北海道や東北北部など緩斜地の多

い国有林ではかなりの面積が実行されているが，育林機械に関する研究ではより効率的な機械と

合理的な作業仕組みをめざしての研究28,29）が現在も続いている。また，プリントモータを応用し

た電池式刈払機80）や動力式枝打機，ハンドトラクタによる樹木掘取機so，自動枝打機82）の性能等

について調査検討を加え，小型軽量化，省力化など宵林作業の機械化について地道な研究が進め

られている。との聞に実用新案として登録されたものに動力枝打機（平松修， 1172918, 1977), 

全油庄駆動式パックホウ付属植穴掘りおよび刈払装置（三村和男， 1412946, 1982）の2種があ

る。

以上述べてきたような多くの研究データは研修，鵠義はもとより実際の現場での機械類の使用

に際しでは大いに参考とされており，とりまとめられた技術関係書を二，三掲記すれば「林業技

術ハンドプッグ」（富永寅ら，全国改良普及協会， 1979），「林業機械学」（山脇三平ら，朝倉書店，

1980），「林業機械ハY ドブック」（山脇三平ら， スリーエム研究会， 1981），「間伐の仕方・出し

方」（小沼！眠ーら，全国林業改良普及協会， 1982）「簡易架線の設計計算と安全管理J（上回実ら，

林業科学技術振興所， 1983）などがある。

林野庁としても昭和51年度から林業機械開発改良事業を発足させ，現在では林業機械化推進事

業（委託事業），林業災害防止機械開発事業（補助事業），林業機械性能向上対策事業（委託事業）

の3事業に拡充するなど，今固まで多数の機械機種について設計，試作，改良，実用化試験等を

行い，生産性の向上と労働災害の防止にとりくんでいるところである。 （佐々木紀）
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3. 森林作業

林業労働者の減少と高齢化傾向が進むなかで，間伐材搬出法を中心に林業機械の多様化が進み，

また一般集材方式も架空線系から車輔系へとじよじょに転換が進んでいる。振動障害の問題も鎮

静化の方向に進みながらも，未だ抜本的な解決の道を見出しておらず，伐木造材作業や下刈作業

では一部に機械化作業から手作業への回帰が認められる。このような森林作業の現況下で当分野

の研究は新しい手法の応用も試みながら少しづっ前進している。

まず労働負担軽減の分野では，機械化の進展とともに常に新しい問題が提起されており，労働

負担の質量両面において新しい視点に立った接近が求められている。労働負担の評価指標として

従来から RMR（エネルギ代謝率），消費熱量，酸素消費量j心拍数，フリッカー値等の客観的デ

ータのほか，疲労の自覚症状のような主観的指標も利用されている。 1975年に実施したトラグタ

運転手の疫労に関する自覚症状調査では， トラクタ運転の疲労がもはや肉体作業型でなく一般型

に属していることがわかり円 労働負担の質的変化を実証している。 RMRや消費熱量について

は1951年からのデータを蓄積しており，とれ等の分析から職種や作業条件で差異はあるが，巨視

的にみれば森林作業の労働負担が機械化の進展に伴って減少していることがわかる幻．幻，4)。しかし

一部民有林の間伐材人肩搬出作業等にまだかなり厳しい労働が残されていること叫も事実であ

る。国有林において増加傾向にあるトラクタ集材作業について，その後集中的に労働負担の調査

を続けた結果，運転手については地表の障害物，運転速度，勾配の変化，座席の振動等により負

担が加りへ 荷掛手の場合は林地勾配やウイ Yチロープの引出法（引上げ，引下げ），引出距離

に影響されることを明らかにしている8），則。一方造林作業の中で最も労働負担の大きい下刈作業



- 31ー

について，刈払機作業と下刈鎌作業の心拍数の変動と酸素消費量を比較した結果，鎌の方が刈払

機より負担が大きいことを確認している10)0 疲労の回復については間伐伐出作業においてフ 9ッ

カー値による疲労検査を行い，休憩による回復の効果を明らかにした11に

労働安全の分野では振動障害の問題が依然として重要な研究対象となっている。チェンソーや

刈払機などによる局所振動については1975年から 78年にかけて科学技術庁の特別研究のなかで，

把持力計付きハ Yドルをチェンソーに取り付け，振動と把持力との経時変化をとらえ，左手の第

4指に最大筋力が現われることを明らかにし，また 16ミリ高速度カメラを用いたX線シネで，手

骨系の振動数が28～66Hzの聞に分布しているととを確めるとともに，振動ピッグアップを皮膚

上に貼り付け伐木造材作業時の手首から肘，肩ヘの振動の伝り方の把握を試みた凶。把持力計に

ついては，その後改良を続けながら各手指の筋力と障害発生の関係を検討している則。また，既

往の時間分析資料および現地調査から伐木造成作業中の全振動暴露時間および一連続暴露時聞は

予想以上に短いことを明らかにしているω。一方トラグタや集材機の座席から受ける全身振動に

ついてはそれぞれ現地調査を行い，集材機の場合は振動値が作業工程ごとに変化することおよび

ドラムの回転も全身振動に影響を及ぼすこと削を，また集材機， トラクタともに作業工程ごとに

振動レベルを分析した結果， ISO基準に低触しないことを明らかにしているlli),16になお，集材機

トラクタの騒音暴露の実態について調査した結果では，両者とも周波数lKHz,2KHz，および

4KHz付近に若干問題があるととがわかった則。

労働安全研究のもうーつの柱である災害分析に関しては，国有林の災害事例を中心に検討を継

続している。まず造林作業については，鎌，チ ＝－ νソー，鈷，刈払機の用具別分析を行い，作業

法の改善案と技術指導法を提案した17）。また，伐出作業関係ではパターν分類の数量化を応用し

て，災害に関連する諸条件，状態，結果等を20項目の要因の下に区分し，要因を区分組互聞の結

び付きの程度を電算機により計算する方法や，労働災害の作業内容別あるいは作業要因聞のタロ

ス分析等を試みる18）など，より有効な分析法を模索している。

作業能率及びコスト分析の分野では省力と待ち時間の解消，副作業の軽減などを中心に基礎的

研究を進めている。まず，省力の分野では，モノケープル方式にリモコン集材機を導入し，運転

手が荷控停を兼える事例について時間分析，功程調査を行い， リモコ Y化の有効性は開発機械の

価格に帰着するととを確めている19）。組作業や多工程作業において問題となる待ち時間について

は， トラグタ全幹集材作業を対象に GPSSによるシミュレーショ ν解析を行い，作業の待ち時

間発生の諸要因を明らかにしたSO),Sl)。一方架空線集材の場合，伐区の縮小や集材量の減少のため

1架線当りの副作業の割合が増大し，その経済性に大きな影響を及ぼしているが， との実態を把

握するため国有林の現場を調査し，架設撤収，盤台作設，玉切装置敷設等，各副作業の割合を分

析し問題点を指摘している制。この外作業能率分析の分野では，新しく導入された技術に関する

作業データも必要であり，との意味から間伐材搬出用として開発された架線利用の自走式集材装

置トップキャリーの功程調査SS）や，海外技術協力でブラジル国サシパウロ州に技術移転した架空

線集材方式による間伐材搬出作業の功程調査制等を実施した。
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林業機械に対す人間工学的研究は今期に開始された。とれは機械の設計段階で人間側からの要

求を折り込みながら，機械操作の快適性や安全性を増進しようとする分野である。現在までに集

材機やトラグタの運転席回りの見直しを目標として運転手の体格調査を行い，特徴を分析する211)

とともに，その結果から座席の形状やペダルあるいはレパーの配置やストローグ等の最適位置を

提案している28),2'1)0 また，現有機械に対する運転者側からの関心度調査によると，振動，視野，

騒音，座席の！頂で関心度が高く 28），この結果から現在は運転席の視野の改善に焦点を絞って人間

工学的研究を進めている。

との外，他の学問分野で開発された新しい統計的手法や数学的手法を作業研究の分野に応用す

る試みも続けている。まず，シャノ Yの情報理論を用いて作業環境の評価を行う研究29）や，同理

論を応用し盤台作業やモノケープル集材作業の単位作業時間の出現頻度を推定する方法S的.so，数

量化E類やクラスター分析法を応用した架空線索張方式のパターν分類as＞，あるいは SD法（物

に対する心理的評価の分析法）を用いた索張方式に対する作業者側の主観的評価の分析や集材機

運転中の振動の評価制等がある。また，とれ等の新しい手法を各種応用して，現在国有林で行わ

れている集材方法の地域性を解析する試みωも進められている。 （小沼 順一）
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4. 林道

林道は，合理的な林業経営を行い，森林の適正な管理を推し進め，林産物の搬出や森林の持つ

多面的な機能を発揮するための木目細かな施業を実現するほか，地域産業の振興と住民の福祉向

上にも大きな役割を果たしている12にしかし，特に，こと数年の開設実績をみると，公共事業の

抑制等から国庫補助林道が伸び悩み，さらに木材価格の低迷その他に起因する投資力の減退等か

ら自力による開設も減少して，年間の林道開設量は3,100km台にとどまっている。一方，林道

と一体となり，造林・伐採・搬出等の作業に付髄して作られる国，都道府県その他の助成による

作業道は年間2,000～3,000km程度開設され，増加の傾向にある。

とのような背景から，まえ10年間の林道研究に関する経過並びに成果は次の通りである。計画・

設計画では，集材作業路に関する研究が，課題名は昭和52年より木材搬出用作業路網の配置，昭

和 55年より林道の線形に関する研究と変わったが，昭和48年より現在まで一貫して続けられて

いる8-8,18，却に立木分布を含めた地表障害物の分布型を地形，地質，車の足まわり等と関連させて

取り上げ，統計的な手法で走行時間，軌跡の迂回率，障害物の密度その他種々の要因を分析する

ととによりトラグタ集材作業現場の地形区分を，また，集材跡地の被害木や地表撹乱後の稚樹発

生調査とともに林地保全を考慮した集材路網計画についての究明をも試みようとするものであ

る。最近では，路網型の指標となる評価値を理論的に考察するととにより，伐区等の対象面域に

対する路網配置の偏り程度を表わす指数値及び路網形態を表わす指数値を誘導し，路網の機能的，

形態的特性を把握することが可能になった。路網作設法に関する研究は，当初，急斜地及び特殊

地帯について昭和49年より開始されたが，昭和52年より立地条件に応じた謀題に変わり昭和54

年まで続いた18）。数種の土質試験機器を用いて CBR値（標準土に対する支持比）及びK値（支

持力係数）を現地で求め，また，くりかえし載荷・有底土槽実験装置により実大車輪通過に伴なう

深度別土圧を測定する等ベ 林地保全を重視しなければならない急斜地路網1・”と軟弱地盤対策を
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主とする緩斜地路網に関する低コスト工法の適応性について知見をよりまとめたへ林道事業へ

電子計算機を導入する手法の実用化をめざして，先に昭和44年より設計数量計算法の研究が始め

られた。その後，林道設計の自動化手法について昭和51年まで研究が続けられ，実施計画と路線

選定の大型電算プログラムの開発・改良が行われた”。

簡易な小型電算機による林道設計システムの開発に関する研究は11.19），昭和55年に始まり現在

に至っているが，その聞に，パーソナルコ yピュータの特性を生かし，他機種との互換性も考慮

した林道の平面図及び縦断面図等に関するプログラムを開発した。目下，横断面図，計算調書等

のプログラムを作成中で一貫した林道設計の自動化をめざして， さらに研究が進められている。

施工・維持管理面で，昭和52年より始まり現在に至っている林道の路体構造に関する研究は，

土工を中心に林試構内の林道関係諸施設・機械の活用を含めて林道研究室における根幹となる

べき研究課題で，林道としての適正な路面・路盤・路床を求めて，簡易舗装工など低コスト路盤

安定工法の確立に至るまでのつっこんだ究明がなされなければならない11），的。現在は，路面侵

蝕，横断溝の間隔など路体の排水に着目して，試作装置による土質別路面侵蝕室内実験，考案し

た簡易横断溝による現地試験等を行っている10),14)・”に

林道開設用建設機械の開発改良のため，山腹掘削排土処理機に関する研究が昭和50年まで，昭

和51年から 53年までは林業用土木機械の性能に関する研究が行われた。前者は林道開設に伴う

山腹狭所の排土処理作業に有利な上部構造旋回式のスウィングトラグタショベルで，後者はパッ

クホウで，谷側に捨土しない全面掘削方式による調査を実施し，成果をとりまとめた。

これまで，遠隠操作によるフ・ルドーザの現地適用試験，タローラ型ミユパックホウによる伐跡

地の階段造成試験等，土木用車鞠について，各種性能の究明に当ってきたが，林業機械性能向上

に関する研究の一環として，昭和53年から 59年まで林業用トラクタの試験方法を確立するため

の研究が行われた。

これらの成果から，林業用トラグタの統一的かつ合理的な性能試験が行われ，機械の性能向上，

作業の安全性と能率向上，さらに，機種選定の資料をえる等のことが期待される。林業機械の自

動制御については，造林用作業機と共に，昭和53年にリモコン自動制御及び造林用作業機に関す

る研究が開始され，昭和55年より林業機械の自動制御と，造林作業機に関する研究と課題名が変

わって現在に至っているが，林道開設用建設機械の基礎研究としてその一部を担当している。す

なわち，自動姿勢制御用に開発した装置を，林業用段軸式トラクタの実機に塔載して性能試験を

行い，水平検出器やシリンダ動作速度の可変化等の改良について検討している。

林道法面工法の評価検討に関する研究は，崩壊し易い土壌であるマサ土を対象として，切取法

面の形状，法勾配，法表層土の硬度・含水率等を現地で測定し，法形状の型別に法高，法勾配，

法面の硬度・含水率等の関係から適正な工法の確立をはかるために，昭和54年から 56年までの

間行われた的。

開設後2年経過した全線マサ土の林道における調査の結果，表層土の硬度は崩落部で商く，堆

積部で低いこと，合水率は法肩や崩落土が堆積したところで多いこと等から，法高ごとの表層土
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の硬度から法の形状を推移することが，ほぽ可能となった。法商ごとの表層土の硬度・合水率に

よるマサ土の崩壊型判別解析のほか，法高・法面勾配の違いが緑化工法に及ぼす影響等について

も検討を加えた。 （福田光正）
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第3部会，（1981)

3. 造林部門

造林部門の研究にとってこの 10年に特記すべきととは環境調節施設の整備である。本場では昭

和 50年 12月に人工気象室が完成し，翌日年3月試運転開始，昭和53年 3月の移転に伴なって，

大気汚染実験棟，根系生長測定室，各種の温室群および研究本館内の培養室，低温実験室などと

ともに研究推進の強力な手だてとなった。北海道支場にもほぼ同じ時期に環境調節実験室が完成，

丸州支場にも小型ながら類似の設備ができて，それぞれ地域問題に関連した研究の推進に役立て

られている。とれまでのととろ林木生理分野の研究が中心であったが，次の 10年にむけて森林生
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態，林木育種，さらには育林技術に関わる基盤的研究にも着々と使われはじめている。

との 10年の大きな研究方向をみると，従来からの針葉樹林の育成・管理技術の研究に加えて，

いろいろな視点から要望の強まっている広葉樹林の育成・管理技術の研究を積極的に取上げてき

た。環境保全の視点あるいは省力など生産面での利点から注目されている非皆伐施業とくに複層

林施業における更新技術についても研究を進めてきた。またパイオマス変換計画の一環としての

未利用資源あるいは新資源の開発にも参加してきた。一方との 10年急速に拡大されてきた海外協

力を通じて，とくに熱帯造林に関連した研究にも大きな役割を果してきた。そして最近林業でも

注目をあびているパイオテクノロジーの導入，開発にむけて，長年にわたる組織培養研究の蓄積

をペース巳細胞融合さらには遺伝子操作などの研究を推進している。

1. 林木生理

ここ 10年間，林木生理部門の研究は大きな発展を示した。特に，移転によって研究施設が充実

したことによる研究推進の効果が大きく，また，生理化学の分析機器類が充実したことによって，

基礎的な研究が進展し，林木の生長や生理反応に対する理解が深められたことも見逃せない。さ

らに，林業における海外協力事業の拡大とともに，熱帯降雨林，亜熱帯林の樹種の特性が把握さ

れ，これが基礎になり熱帯性の林木と温帯性の林木の違いが明らかにされてきた。とうした色々

な研究環境の変化が林木生理の研究に大きな影響を与えている。

昭和40年代から大気汚染と樹木の衰退に関する研究が精力的に進められてきた。ここ 10年聞

は，光化学オキシダy ~， 特に光化学スモッグによって発生するオゾYが樹木にどのようま影響

を与えるかが明らかにされた。オゾン濃度が0.08ppm程度では，可視的な被害は起らないが，

ケヤキ，スギ， トウカエデ，ムダゲなどの生長が抑制される。さらにオゾνの澱度が高くなり，

0.2ppm以上になると，ケヤキの落葉がおとり，オゾン濃度0.3ppmでは100%の落葉を示す。

オゾνが樹体内に吸収されると，内生エチレYが生成され，とのエチレyによって離層が形成さ

れ落葉現象を惹起すととが明らかにされた。また，オゾν吸収率の高い品種ほど，可視被害が大

きい。オゾYと亜硫酸ガスの複合汚染の場合には，それぞれ単独の被害よりも軽微な害となる。

これは気孔の早期閉鎖が起り，樹体内への汚染物質の取込みが抑制されるためと考えられている。

このように，大気汚染の研究は汚染物質の作用機作，抵抗性の機構の解明がおこなわれている。

林木が生育するためには，光と温度は主要な環境条件である。人工気象室において，光と温度

を制御した実験で数々の林木の生長特性が明らかにされた。まず，林木の形態形成に対する光の

波長特性があげられる。林木の種子発芽，葉の展開，節間生長，花芽形成，冬芽の形成，恨系の

発達などが赤色光（660nm）と遠赤色光 σ30nm）の光の量と両者の組成比率によって反応が異

なる。したがって，人工光源の場合，盛光燈，白熱電球，陽光ラ yプ， BOCランプなどの光源の

種類によって波長組成が異なるため，それぞれの光源によって特徴のある生長を示すことが明ら

かにされた。自然光に比較的類似した生長を示す光源として，陽光ランプ， BOCラyプ，笹光燈

の三種類の混合光であるととが明らかにされた。この光の質の問題は林内の光を考える場合，き

わめて重要である。特に林床に到達する散光は上層の樹冠層を通過する時に禁によって赤色光域
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が吸収され，遠赤色光は透過してくるため，独特の波長特性となっている。この林内散光と類似

の光条件下では，カンパ類，ハンノキ類，マツ類， トウヒ類，スギなど種子発芽が抑制される。

この現象は遠赤色光によるもので，遠赤色光を除くか，赤色光を強化することによって発芽が促

進される。一方，節間生長は遠赤色光で促進され徒長し，根系の生長は抑えられる。このような

現象からみて，林床の稚樹の発生と健全な生長をおこなわせるためには，樹冠層の管理をおこな

い，赤色光を含む直遥光を入れるようにすることが大切である。

スギおよびヒノキの花芽形成はジペレリ ν処理によって促進されるが，環境条件，品種などの

要因の組合せが多く，安定した結果が得られない。ここ 10年の研究により，スギでは，ジベレリ

y処理後25℃以下の低温と短日条件のいずれで雌花が多く分化し，高温文は長日：条件で雄花が開

化しやすいこと明らかにした。また，雄花は青色光で分化しやすく，雌花は赤色光によって発達

しやすい。一方，ヒノキではジペレリ ν処理なしでも，主明期が14時間以上ある場合には日没か

ら2時間の補光又は夜中に2時間の光中断（真夜中に光をつけること）によって花芽を形成する。

高温条件下では雄花，低温では雌花が分化しやすい。このような現象を明らかにし，実際の採種

園の着花促進のために，夜間の点燈をおこない良好な結果を得た。

林木の生長期間は春の閲葉期から秋の冬芽形成による休眠，落葉までの期間であるが，関葉と

休眠の時期の違いによって生長期間に差が出るため，場合によっては年間生長量に大きな違いが

できる。特に，休眠の時期の遠いは生長に影響するだけでなく，地域によっては耐寒性，耐凍性

の増加という面からも重要である。これまで，日の長さが短くなること，いわゆる短日条件によ

って休眠が導入されるといわれてきた。しかし，カ νパ類の生長と日長に温度条件を加えると，

短日条件だけでは休眠が導入されないことが明らかになった。気温が25℃以上の場合には，短日

条件下でも休眠しないが，気温が20℃以外になると，日長12時間の中間日長でも休眠が導入され

る。さらに，種子の産地の綿度，標高によって日長および温度に対する反応が異なり，高緯度，

高標高で採集したものほど，休眠の導入が早い。このような現象から見て，地域の環境に適した

産地系統を選ぶととが重要である。

環境調節施設におけるその他の成果として，林木の温度に対する反応があげられる．まず，熱

帯降雨林特産の林木は生存限界が 15℃付近にあり，それ以下の温度では低温傷害を起すこと，ギ

ンネム，アカシアなどの亜熱帯性の林木は凍結すると枯死するが，熱帯性の樹種よりは低温に強

い。温帯性の樹種は低温傷害は起しにくいが，光合成速度など生理作用が低温域で大きな影響を

うけ， 15℃以下の温度では生長は極端に低下する乙とが明らかにされた。とのような林木の温度

に対する反応は各種林木の分布限界を明らかにするばかりでなく，適地判定にも有効である。

根系の生長は温度によって制御されている部分が大きい。熱帯産のPat元お（豆科の早生樹）は

10℃では，ほとんど生長せず，高温になるほど根の生長はよくなる。アカマツ，スギでは30℃で

根系の生長が最も良く，カラマツ，ネズコ，メタセコイヤの根では25℃が最適温度であり，エゾ

マツ， トドマツは20℃と低温に最適値がある。

マツノザイセンチュウ病に対するマツの生理反応の研究も環境調節施設の活用によって季節を
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とわず研究が可能であったとと，さらに，特殊な環境条件下で実験が可能であったことなどが研

究の進展に貢献している。マツノザイセ Yチュウをマツの首木に接種すると，すぐに樹体内の樹

脂道柔細胞が変性し，樹脂が樹脂肪もに漏れ，仮道管に流入し，部分的に仮道管を閉塞する。こ

の現象が進行すると，樹脂道柔細胞が死滅し，樹脂道が水を通噂するようになる。このような柔

細胞の変性はマツ，ザイセ Yチュウが排出するセルラーゼによって起ることが明らかである。さ

らに，ザイセンチュウによって起る症状は場合によっては回復する可能性をもっ。水分の通導は

部分的な仮道管の閉塞によって異常になるが，葉には水分の供給が続けられ，光合成が低下する

のは末期に近い。したがって，充分な養分の供給があると形成層の活動によって，新しい材を形

成し，回復することがある。

林木樹体内の生理現象に関する基礎的研究も種々進められてきた。

スギの苗木の樹液に含まれるアミノ酸の中でシトルリンはきわめて特異的である。スギの樹液

の合窒素有機物の2/3がシトルリ Yである。このシトルリンは根にあるオルニチY回路によって

生成され，幹や葉に樹液とともに転流される。窒素養分が多くなると，シトルリンの含有率が増

加し，窒索栄養条件が悪くなると極度に減少する。しかも，一度減少すると，もとの含有率まで

回復するのには時聞がかかる。シトルリシは，生理活性の高い部分に送られ，その他のアミノ酸

に転換される。このようにシトルリンはスギの窒素の貯蔵，転流のための含有窒素有機物として

重要である。窒素の貯蔵物質としてはアルギ二%グルタミンなどが，窒索の貯蔵型有機物とな

っている植物が多いが，スギは数少ないシトルリ ν利用型と考えられる。

材を形成する分裂組織である形成層の生理に関する研究が進められた。形成層自体にも休眠現

象が存在し，休眠打破とともにジベレリ y，オーキシ Yの活性が増加する。しかしオーキシνの

生合成は頂芽ではおとなわれているが，形成層には生合成の活性が認められないため，オーキシ

νは転流されてくると考えられる。形成層の細胞に存在する遺伝子のうちオーキシy合成系は発

現していないと推測されている。

マツの種子の成熟，休眠，吸水，発芽の過程における蛋白生合成系の変化に関する研究が進め

られ，かなりの基礎的な事実が明らかにされた。この蛋白生合成系は遺伝子の発現の直接的な結

果であり，分子生物学的な手法によって追跡される。種子の成熟から休眠にいたる過程で蛋白生

合成系は大きな変化を示す。休眠に入る最終段階で種子は乾燥するが，この段階で蛋白生合成は

不活性化し， リポゾームは安定で単純な単体になる。この時，残った mRNAも何らかの変化を

し，不活性化する。乾いた種子には， ATPはきわめて少ないが， ATP生成系それ自体は維持さ

れている。そのほか DNA，ほNA，アミノアシルほNAシYセターゼも保存されている。吸水

とともに，急速に ATPが生成されるが，暗黒下では， mRNAは活性化しないため，蛋白生合成

は起らない。しかし，赤色光を照射することにより， ATPの生成が促進され， mRNAも活性化

する。光照射後，数時間内に，ポリゾームの形成が起る。この休眠打破の光の作用は，フィトク

ロムを媒介していることは明かである。発芽過程における蛋白生合成の再活性化と同時に， DNA

による新しい RNAの合成が始められる。今後は，これらの基礎的な研究を土台にして，遺伝子



-39ー

の発現機構の研究を進めていく。

2. 森林生態

森林生態の研究は森林の造成，維持，管理の基礎として，重要であるばかりでなく，最近では，

都市環境の維持にも必要であることが認識されはじめている。近年，わが国では急速な経済発展

にともない，都市化が進行し，都市内および近郊の自然環境が問題にされるようになっている。

特に都市および都市周辺の樹林地がどのようになっているのか，さらにどのように維持，管理す

ればよいのかは重要な森林生態の研究テーマの一つである。

都市近郊林の特徴は踏圧により表層土壌が竪密化し，透水性，通気性，保水性が低下する。ま

た，落葉，落枝の供給がなくなるため，土壌有機物の減少をきたす。一方，大気汚染の影響も受

けやすく，樹林地の林緑から林内に入るにしたがいオゾν濃度が減少し，樹冠層上部から地表に

向けてオゾy濃度が低下する。したがって，都心部の樹林地では林縁から 50～・70m内部まで樹

木の生育が阻害されている。また，都心部から離れるに従って，ケヤキの可視的被害が減少する。

踏庄による土壊の硬度化の影響も大きい。土壌が硬くなるにつれて植物の種類は特定化し，種類

も少なくなる。しかし，立入り禁止などで踏庄の影響がなくなると，植生は加速度的に回復し，

土壌も軟変する。値生層の密度が商い場合や「わら」などで土壌表面を被覆した場合には，ある

程度まで踏圧による土壌硬化を回避することができる。踏圧によって根系の発達が抑制されるた

め，樹林地の植物は水ストレスを受けやすい。被害木では－30bar，光合成の低下はー8barで起

っている。オキシダy トの浄化機能が認められ，林縁帯は樹林地を保護する重要な役割を果して

いる。乙の林縁体には常緑広葉樹，上層樹冠層には大気汚染耐性樹種を含む構成にし，林床植生

の保護をはかる必要がある。

生態系に対する自然災害の影響は大きい。昭和52年， 53年に起った有珠山の噴火による森林

被害の推移を追跡した。火山灰によるトドマツ造林木の被害は降灰盆によって異なり，降灰量が

5cm以下では 1年後に回復するが，5cm～・30cmの降灰量では約10%の本数が被害をうけ，30cm

以上の降灰では 100%の被害をうけ，回復不可能な状態になった。カラマツは降灰に弱く， 3cm

以上灰が蓄積すると激害をうける。噴出物が厚いほど林床植物の出現種数は少なく， 100cm以上

の降灰があると，噴火前の林床植物は完全に埋れていた。最も降灰量の多い所では降灰量が200

cmに達し，ととでは3年後でも裸地状態である 0 6年後でも，降灰量100cm以上の場所では，

上層植生は回復していない。噴出物の堆積が少ない所では，林分の中層を構成していたカヅラ，

アズキナシ，ナナカマドが樹勢を回復してきている。林床植生も噴出物の堆積が少ないほど回復

が早い。木本類では，ヤナギ，シラカンパなどの先駆樹種が定着をはじめている。噴火後数年経

過すると，噴出物の堆積の少ない所では回復が速やかに進行するが，堆積の多い所でではj植生

の遷移が新しく始まることになる，しかも，樹種によって降灰に対する耐性が箸るしく異なるた

め，群落の変化は元の植生型の降灰に対する耐性になって変ってくる。

森林群落および植生の研究は森林施業の基礎となるもので，重要な研究課題の一つである p こ

と10年聞に固につく成果として，ササの分布，蓄積，繁殖様式の研究があげられる。分類および
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繁殖様式の特徴からチンマザサ，チマキザサ，アズマネザサ，スズタケ， ミヤコザサの5つのグ

ループに分け，日本全国におけるササの分布と現存量を推定した。特に北海道における現存量が

多く，生重量にして 1億5000万ト ν（乾燥重量7500万トシ）と推定された。全国では，生重量

にして約2億トン存在すると推定されている。ササの各グループによって再生力が異なり，刈取

後，チシマザサでは現存量の回復まで15年以上必要と推定されている。ミヤコザサは回復力が強

く， 2～3年で回復する。アズマネザサ，チマキザサ，スズタケなどでは回復に7～10年必要と

推定された。チシマザサの分布に関する注目すべき成果は，八丈島，御蔵島両島におけるチシマ

ザサの生育地の発見である。この両島におけるチシマザサの生長は非常に良く，御蔵島では大き

な群落となっている。一般に，チシマザサの分布は北海道，本州日本海側の積雪地帯に限られ，

越冬には積雪が必要であるといわれてきた。今回の太平洋沿岸の無雪地帯におけるチシマザサの

発見はササ類の分布論を棋本的に変えるものである。

暖地帯における林床植生では，シダ類が造林施業上，大きな障害となることが多い。特に，ウ

ラジロ，コシダは林床に大量に繁殖し林床を覆うため，効率的な下刈が必要になる。コシダ群落

は冬季に地上部現存量が最も少なく， 4月頃，現存量が増加をはじめ， 5～6月に急速に紫殖し，

7～8月に最大現存量1.0～1.2kg/m9に達し，秋から冬にかけて再び減少する。一方，ウラジロ

では，地下茎から新しく芽が発生するものと，古い茎が伸長する場合と二つの型の生長をする。‘

地上部の現存量は2月頃最も少なく， 0.8kg/m9であるが， 7～8月には最大現存量の 1.3kg/m2

に達する。純生産量は業部が0.33kg/m2，年，地上部の茎部0.21kg/m2，地上部総計0.54kg/

m2となった．このようなウラジロ， コシダの季節的な生長経過から，再生を効果的に抑制する

には， 6月に刈払うのが最も良いという結論を得た。

群落構造，植生遷移は天然更新技術の進展の基礎となるもので，北方の針広混交林，プナ帯，

常緑広葉樹林のコジイ林の遷移が研究されてきた。針広混交林においては，蓄積の多い林分では，

トドマツ，エゾマツ， ミズナラの優占度が高くなり，蓄積の少ない林分では，ニレ類，ヤマハν

ノキ，コブシが多くなる。土壌と標高を指標にすると，商海抜湿性系として，エゾマツが優占し，

低謝友湿性系にはニレ類，カツラ，ヤマハンノキが優占する。風害，上層択伐，道路の開設など

により，どれらの群落の樹冠層が破られると，植生の遷移が起る。表退したトドマツの上木を伐

採した結果，林内の照度が急激に高くなり，林床稚樹の木部圧ポテンシャルが低下し，一時的に

水分欠乏状態になる。この結果，生長が抑制されるが，翌年には順化する。こうした樹冠層の破

壊による照度の増加に急速に反応し，生長をはじめるのは広葉樹である。

プナ帯はわが国の主要な森林帯であり，分布域も広い。鳥取の大山のプナ林を調査した結果，

典型的な青森のプナ林と類似していることが明らかになった。大山においても，湿性地ではシラ

ネワラビ，湿潤な所ではササ，乾燥地ではツツジ型となる。天然プナ林で人為が入らない所では，

林床の稚樹が少ない。その理由は，樹冠層が閉鎖している場合には，発生した稚樹は消滅してい

くからである。林内に稚樹の存在する林は過去において伐採がおこなわれ，樹冠層に穴があき，

林内に光が入ったために稚樹が定着したのが明らかである。したがって，プナの天然更新を成功
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させるためには，樹冠層のコ Y トロールが重要である。さらに豪雪地帯では，人工造林による針

葉樹林を造成するよりも，プナを主体とする広葉樹の天然更新が適している。

南九州の内陸部に広く分布する常緑広葉樹林，コジイ林の種類構成と階層構造を調査してきた。

上層木の林齢が36年生， 55年生， 71年生ではコジイが優占しているが， 100年生以上ではイス

ノキ，イチイガシが優占してくる。このような結果から見て，コジイ林は二次林的な性格が強く，

遷移の中間段階に位置すると考えられる。

物質生産と循環に関する研究では，ヒノキ人工林の物質生産の特性が明らかにされた。 70年生

のヒノキ林の落葉落枝量は11月に集中し，落葉落枝量は無間伐で最も多く，間伐率が高くなるほ

ど少なくなる。ヒノキとアカマツの混交林の落葉落枝量は純林よりも大きい。アカマツの薬が多

いほど， ヒノキの薬の分解が遅くなる。モデル林分による乾物生産量は混交林の方が高く， 2:2

の混交比の時に生産量が最も高くなる。一方， ヒノキ林の単木の肥大生長を見ると，直径生長は

4～5月に大きく，再び9月に増加した。幹の生長の最盛期には，当年葉の伸長が起っている。劣

勢木では，樹冠内に光合成産物が蓄積されやすい。ヒノキ人工林の根系の生産量は4.5トン／ha・

年となり，との林の地上部の純生産量は15.4ト：，，/ha・年であった。この生産量から根系の現存

量と胸高直径との関係式を誘導した。

森林の生態の研究は森林の成立，生産力，機能を明らかにするものであり，今後さらに発展が

期待される。

3. 育林技術

省力的かつ経済性が高いと考えられる天然更新の研究が再び注目されている。プナの天然更新

法については，群状，帯状母樹保残などが効果的であるという成果がすでに得られているが，各

地において現地適応試験がおこなわれている。更新成績は林内の稚樹量により異なり，その出現

は林床型と関係が深い。しかし，稚樹の発生量の少ないササ型の林床においても，伐根の周辺，

幹の根元付近には稚樹が存在するほか，細い切株からは蔚芽更新が可能である。稚樹量は種子の

落下量にも影響されるが，種子の豊年は6～7年に1度，その聞に並年作と凶年が入るため，隔

年ごとに豊作または並作年，その聞にほとんど種子のない凶作年がくる。また，種子の飛散距離

は最長距離で樹冠から 25m程度であるが，更新のためには， 10粒／maは必要であり，並作年で

は樹冠から Sm，豊作年では 10～15mの位置になる。とのような現象を考えて，母樹の保残を

考える必要がある。プナは耐雪性があり，豪雪地帯では，プナの更新を考えるべきである。

ヒノキの天然林および人工林において，天然下種更新が可能であることを明らかにした。四国

においては種子の落下は 11月頃から始まったが，落下量の75%は12月中句から 1月中旬までの

1ヶ月聞に見られた。豊作年には4倍の種子が落下する。落下した種子は 10目前後で発芽する

が，全体が出そろうには1ヶ月程度かかる。豊作年には5,000--6,000個／凶の種子が落下し，

その発芽率は10%以上であり，更新に必要充分な種子量は確保できる。発芽促進をはかるために

地がきなどが効果的であり，さらに，稚樹の定着，生長には，林床の光条件の改善が重要である。

したがって，稚樹の生長には上木の間伐が必要である。また，天然ヒノキ林の解析から，適切な
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除・間伐等の保育の必要性が明らかになった。

近年，非皆伐複層林の研究が進められ，環境保全，省力的施業など多面的な効用が認められて

いる。非皆伐施業は上下の保育と下木の植栽，保育を含む立体的な施業であり，これまでの一斉

林施業とは異なる。一般的に複層林で上下の樹冠層が発達している場合には，林床植生が少なく，

下刈りの必要性が少ない，一方，下木の生長を促進させるためには，林床の光条件を良くするた

めに上下を間伐しなければならない。上木の生長量は単層林の生長と同様であるが，上木の間伐

を強度にするほど下木の生長は良い。下木がスギ，ヒノキの場合，相対照度2～3%が生存限界

であり，庇陰状態の稚樹を陽光に当てた場合， ヒノキの方が速く生長をはじめる．スギには耐陰

性ダローνが存在する。複層林を成功させるためには，上木の間伐，枝打をおこない，．林床の光

をコシトロールすることが最も重要である。

林床の雑草木の繁殖と林木の生長，さらに下刈の効果に関する研究が進められた。プナの天然

林ではササの繁茂がプナの更新の阻害要因となっている。ササ群落の発達程度の指標として，サ

サの葉面積指数を適用することができる。葉面積指数が4以下であると，ササ群落は未発達であ

り， 4以上になると，林床には，ほとんど光が入らず相対照度は6%以下になる。ササの稗高が

lm以下文は稗高lmでは密度が30本；ms以下になるとプナの稚樹が残存する。またスギの造林

地における雑草木の群落型を光の吸収特性から三つの型に分け，群落内の任意の位置の相対照度

とスギの生長との関係を明らかにし，さらに時期別に下刈をおこない陽光に当てた場合のスギの

生長を解析した。これらの結果を総合して，効果的な下刈をおこなう判断基準を与えた。

このような下刈の理論化と並行して，除草剤による雑草木の抑制研究が続けられた。最近の除

草剤の施用に関する考え方が進歩し，殺草から抑草へと変化している。このような考え方の変化

を反映して， TEP（テトラピオν）の使用量が2～3kg/haときわめて少量でササを抑制すると

とに成功している。

枝打ちに関する研究も経験的なものから理論化が進められている。枝打は樹冠の大きさの制御，

材の品質管理，林床の光制御などの効果をもっている。樹冠1/3の枝打をおこなうと林内相対照

度が18～・21%上昇し，弱度の間伐に相当する明るさが得られる。このような枝打による照度の増

加は材質向上ばかりでなく，下木の生長を促進し，複層林施業にはきわめて有効な技術である。

間伐に関しては，上居間伐と下層間伐の特性が研究されている。上層間伐では，少ない本数を

間伐することによって大きな材積を得ることができるが，下層間伐では，間伐本数が多くないと，

一定の材積は得られない。また，数回上層間伐をおこなうと，林分が均一化し，年輪幅のそろっ

た材となる。下層間伐では林分は常に不ぞろいになる。間伐枝打に関連して，林分の密度，樹高，

枝下高の聞には一定の関係があり，これらの関係が数式によって表わされた。との式を用いて，

樹冠長の調節，密度の調節が可能になっ－た。

この 10年聞に針葉樹の人工造林主体の研究から，しだいに広葉樹にも研究の備が広められてい

る。昭和57年よりミズナラ，ウダイカ yパ，シイ，プナを対象とする用材林の育成技術の開発が

進められている。これまで，種子の生産，飛散，発芽率，さらに稚樹の生存率などが調べられた。
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海岸林の維持強化に関する研究がおこなわれた。海岸林では，汀線に近いほど生長障害が大き

い。この障害は主に飛砂と塩水による棄の傷害と水分欠乏が原因である。このような飛砂と塩水

の害を防ぐためには，枝下高が低い，樹冠の発達した林分を作る必要がある。枝下高は林分の密

度，樹商，幹直径を制御することによって調節可能である。密度，樹高，枝下高の関係式が誘導

され，任意の枝下商の林分を造成するためには，樹高と密度が定まった値になることがわかった。

雪害問題についても，環境，施業技術，耐雪性樹種・品種の選抜，雪害の発生機構などの研究

が進められた。福島県と宮城県について，雪害の起りやすい地域について，土境型，積雪深，気

温，斜面i標高などの要因を分析し，雪害危険度の5段階区分をした積雪環境区分図を作った。

耐雪性樹種，品種を選抜するための植栽試験がおとなわれているが，スギの品種のうち，根量の

多いチ g ウカイムラスギ， リg ウワスギが雪圧に耐えることが認められた。また，欧州トウヒの

耐雪性が大きい。施業的には，雪起しと施肥が雪圧害に対する効果がある。

雪圧害のほか，冠雪による幹折れなどの冠雪害に対する研究がおとなわれてきた．スギの在来

品種10系統の最大冠雪量には品種聞の差があり，との差が冠雪害に対する抵抗性の違いになって

いる。また，斜面に生育する針葉樹の樹冠の分布を調べた結果，業は谷側に偏在している。した

がって，植栽方法や枝打によって樹冠を均等に発達させるととが大切である。

森林パイオマスの有効利用櫛府の開発とともに，これまでの育林技術とはまったく違った林木

の栽培方法の研究が始められた。パイオマスの有効利用においては，材質，材の形状，などは，

あまり問題とはならず，原料として短期間に大量生産することが最重要課題である。しかも，単

木当りの生産量よりも単位面積当りの生産量が問題になる。一般に植栽密度が商くなると，個体

の生産量は小さくなるが面積当りの収量は増加する。このような観点から，初期生長の速いポプ

ラ，カンパ，アカシア，ギンネムなどを用いて，超密度の超短伐期林の生産力を調査している。

肥料や耕転の効果が著るしく，集約的な栽培をする場合， 4～5年の短期間で年平均生長量10m8

/ha以上の値を得ている。今後，栽培法と品種の改良により年平均生長量をさらに向上させる目

標をもっている。 （佐々木恵彦）

4. 林木育種

1) 主要形質の遺伝解析

生長等の量的形質についての統計遺伝的解析では，各種の交配家系群を用いて遺伝率，選抜効

果が推定されている。スギ， ヒノキの人工交配家系群で，苗高，根元直径について相加的遺伝分

散と優性分散を分割して選抜効果を推定した事例，スギ母樹別比較試験地（丸州）で， 10年生時

の樹高，胸高直径について親子回帰から遺伝率を推定した事例，アカマツ母樹別植栽試験地（東

北）で， 15年生時の樹高，胸高直径，枝の太さについて親子回帰と家系別データの分散分析から

遺伝率を推定した事例等があり，いずれも集団選抜での選抜の有効性が確認されている。また，

スギ精英樹グロ－Yの自然交配家系群を選抜対象集団として，モデル精英樹の選抜と対照個体の

任意抽出を行い，自然交配および人工受配によって荷群の次代家系群を作曲する長期の試験も行

われている。まだ幼齢時の結果であるが，第2次選抜による次代集団では，選抜対象集団より苗
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高，根元直径の遺伝率は低いけれども，明確な選抜効果が認められている。さらに，採種国産の

精英樹の自然支配家系群では， 在来の造林用種首と比較して， ヒノキ 7,8年生時の樹高，胸高

直径，カラマツ 5年生時の樹高で，いずれも平均10%以上の育種効果が推定されており，事業造

林地での成績でも，スギ，ヒノキ，アカマツの樹商，胸高直径で，育種効果が確認されている。

その他，スギの苗高，根元直径について遺伝率の年次推移の解析，スギで個体間競争変動を求め

る手法とその評価等についての報告がある。

一方，検定林データを分類，整理して保管するためのプログラムと，検定林データを分析する

ための汎用性の高い多数の解析プログラムが開発されている。この技術開発の成果は，林木育種

場における事業的規模での次代検定林データの霊録システムに活用されている。また，量的形質

の測定値に加わっているマグロな立地効果を除去して検定効率を高めるために，重回帰式，直交

多項式等を用いる立地修正の方法が提示されている。さらに，カラマツ次代検定林で，環境との

交互作用を小さくおさえるための検定林の地域層化の試み，カラマツ， ヒノキ次代検定林で，検

定を行う地域区分の適切さを評価する手法が検討されている。

気象害，病虫害に対する抵抗性についての遺伝解析では，被害の発生機構についての実証的な

知見が基礎情報として必要であるために，重点課題は他の分野との共同研究の一環として実施さ

れている。気象害については，冠雪害で，スギ在来品種，系統聞の被害差異が確認されている。

また，人工および自然冠雪実験装置を用いて，冠雪量，冠雪被害に関連をもっ樹冠形，樹冠内枝

葉密度，幹材部の物理的強度等の要因解析が行われている．多雪地帯での幼齢期の埋雪による雪

害でも，スギ在来品種植栽試験地（東北）での品種間差異が，またトドマツの晩霜害では産地問

差異が確認されている。スギの冬期乾燥容では，得られた資料が十分ではないが，被害率に親子

相闘が認められている。不良環境に対する耐性としては，関西以西のスギ精英樹グローνの耐陰

性が調べられている。

病虫害については，カラマツの落築病で，抵抗性タロ－：.，，の選定，菊花促進，交雑，接種検定

遺伝解析，試験地設定の長期にわたる一連の研究が行われている。落葉病抵抗性の遺伝率は商く

ないが，明確な選抜効果が認められている。また，落葉病抵抗性は少数の主働遺伝子支配ではな

く，ポリジーンに支配される形質であると推定されている。カラマツの先枯病でも，抵抗性個体

の選抜，再選抜の有効怯が確認されている．マツノザイセ Yチュウについては，アカマツ，グロ

マヅ等の二・三葉松類で，人工接種検定の方法，選抜個体・グローン，種間交配家系群等での接

積検定結果，抵抗性タローν樹体内でのセ Yチュウ増殖抑制等の多数の実験例が報告されている。

これらの先行的な研究成果は抵抗性育種事業を展開するための基盤として活用されてい診。その

他の病害では，キリのタ Yソ病，テングス病での抵抗性個体の選抜と接種検定方法の検討， ミズ

ナラのウドνコ病の羅病率での産地，個体間差異，ケヤキの白星病の擢病率での家系間差異につ

いての報告がある。虫害としては，スギカミキリ，スギザイノタマパエ等の穿孔性害虫について，

抵抗性と考えられるスギ品種，クローνを用いた各種の交配家系群が作出されている。同時に早

期検定法を開発する目的で抵抗性要因の解析も進められている。獣害としては， トドマツのエゾ
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ヤチネズミによる食害で，産地，系統間差異が認められている。

材質は抵抗性とともに重要な育種目標であるが，主として試験材料の制約から遺伝解析の実験

例は少い。現在，アカマツの母樹別植栽試験地（東北，関西）で，間伐時（約 15年生）の材質形

質，生長，形態形質についての共同研究が実施されている。また，カラマツの材のねじれをおこ

す施回木理については，繊維傾斜度の実生首集団での個体間変動，精英樹交配家系群での家系間

変動，樹齢にともなう変化等が調べられ，繊維傾斜度の小さい個体の選抜と選抜個体のサシキ増

殖方法が確立され，林木育種場で事業規模の対応が図られている。

一方，広葉樹についても， ミズナラ，ウダイカンパ等の北海道の主要広葉樹で育種の可能性が

検討されており，材質が主たる育種目標になること，－伐期が高齢になることから既存の天然林の

遺伝的組成の改善が必要であることが指摘されている。また，ケヤキの母樹別家系群での調査で

は，幼齢時の幹の分岐と曲りに家系聞の差異が認められ，単幹性，通直性，細枝性等の樹形の改

良が可能であると考えられている。シイタケ原木としてのグヌギ，コナラの育種の問題点，パイ

オマス資源としてのタケの育成と育種についても論議されている。

質的形質についての遺伝子分析では，色素，形態の異常形質で，各種の交配・自殖家系群を用

いて標識遺伝子の検出と同定，および対応する遺伝機構の解析が行われている。スギの針葉で，

白斑，白緑，夏期由化を示す色素異常の発現が，いずれも単一の劣性遺伝子に支配されているこ

とが確認されている。針葉が短く先端が外側に鋭く曲る外向鈎形の形態異常の発現が，補足遺伝

する 2対の優性遺伝子に支配されているととも確認されている。また，針案がねじれるヨレと針

葉の外向鈎形の形態異常，淡緑色首と白子首を生ずる色素異常では，いずれも両形質問に連鎖関

係は認められなかった。しかし，ヨレスギの自殖家系，黄金ヨレスギの自殖1代， 2代家系群等

での形質発現を調べると，針葉がねじれるヨレ遺伝子の近傍に致死遺伝子が存在すると考えられ

ている。林木，おもにスギでの遺伝子分析に関する既往の多数の研究成果がとりまとめられ紹介

されている。

2) 育種法の開発

生長と抵抗性，材質等の複数の実用形質を集積する育種法を開発する目的で，造林阻害要因地

図による地域層化の基準作製の試案，およびスギで各種の形質について相反する表現型を示す両

親とその相互交配家系群，さらに各家系の自殖家系群の3世代の材料を作出してグローン化し，

多数のセンサー（小試験地）を設定して遺伝解析を行う試案が提示されている。

生長等の主要形質での雑種強勢の発現については，主として種間交雑による雑種の作出と変雑

稔性が調べられてきた。現在，スギで多数の近交系の材料が集積されてきたので，受雑による強

勢の発現程度とその遺伝機構の解明が今後の重要な課題になっている。ヒノキ属4種の種間交雑

では，ローソンヒノキを雌親とし，サワラ， ヒノキを雄親にした組合せで交雑可能度が商く，そ

の他の組合せではいずれも交雑不稔を示し雑種の作出は困難であるととが確認されている。また，

ローソ Yヒノキとサワラの雑種では，致死性の黄子苗が多数発現し，種の隔離機構による雑種致

死がおこると推測されている。ヒノキの種間雑種では，花粉母細胞の減数分裂時に遅滞染色体が
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生じ，花粉稔性の低下する事例も報告されている。さらに，グロマツとタ fワンアカマツの種間

交雑では，両親種への戻し交雑で，組合せの方向性もみられるが，種子の充実率の商くなる傾向

が観察されている。一方，試験地に植栽された種間雑種の成績では，カラマツとチョウセ Yカラ

マツ，グイマツの種間雑種で，樹高，胸高直径，比重等に雑種強勢の傾向が認められているが，

トドマツとウラジロモミ， Fロエゾマツとグラウカトウヒの種間雑種では，樹高，胸高直径とも

に良い成績を示していないことが報告されている。

倍数性育種については，ハンノキ腐とスギで，倍数体の作出と詳細な細胞学的観察が行われ，

倍数体の特性と育成，利用の可能性が検討されている。ハンノキ属ヤシャプシ節4種で，花粉母

細胞の減数分裂時の染色体数とその行動を観察し， ヒメヤシャプシが2倍体，他の3種が8倍体

であることが確かめられている。また，人工交配により多くの種間雑種を作出して比較，検討を

行い， 8倍体の3種は2倍体のヒメヤシャプシのゲノムが倍加した同質倍数体であること，倍数

化が進むと生長，立地適応性の増すことが確認されている。フタパガキ科の樹木でも，染色体数

と核型分析による類縁関係の検討が行われている。一方，スギでは， 2倍体と自然4倍体の交雑

で，人為3倍体と異数体を作出し，スギ精英樹中にも見出される自然3倍体の成因と人為3倍体の

特性が調べられている。遺伝子分析の材料として作出したスギの自殖家系群，あるいは自然交配

家系群でも，形態異常をともなう倍数体（3, 4倍体等）が多数出現することが報告されている。

また，スギでは種内の核型分化は少いが，特定の染色体の分節構造等が系統を識別する一つの指

標になることが明らかにされ，中国産のスギ（柳杉）を判別する根拠にもなることが報告されて

いる。突然変異の誘発については，放射線照射によるスギの体細胞突然変異の発生で，品種間の

差異，照射部位や時期等による発生頻度の変化，枝変りの成因等について検討されている。

パイオテクノロジーのー環として，林木でも細胞融合による体細胞雑種の育成，利用が注目さ

れ，近年との分野での研究が急速に進展している。キリとポプラで，築肉細胞からのプロトプラ

ストの分離，および単離したプロトプラストの高頻度での融合誘起に成功している。現段階では，

カルス培養による器官再分化が容易である樹種（ポプラ類を中心にしたヤナギ科，ジンチョウゲ

科等）が研究対象になっており，融合細胞の選択と培養，体細胞雑種の作出が試みられている。

木本性植物での細胞融合，細胞工学，関連する組織培養の主要技術とその適用上の問題点につい

ては，詳細に解説されている。

3) 繁殖技術の向上

有性繁殖については，種子の生産性向上に関連をもっ広汎な課題について実験が行われ，多く

の重要な知見が得られている。花芽分化については，アカマツ，クロマツ， ヒノキで，ジベレリ

ン（GA,,GA4/7）の枝基部での包埋処理（CMCペーストに混入）が活花促進に有効であること，

カラマツ，ウラジロモミではこの処理法でも実用的レベルでの処理効果が期待できないことが確

認されている。開花期，受粉機構については，クロマツ雌花の受粉適期の確認，クロマツ雄花の

採取時期と花粉量，発芽率との関係，受粉の有無とクロマツ雌花の珠孔の閉鎖，スギの受粉と珠

孔液の分泌の関係，走査電子顕微鏡によるマツ類の花粉管伸長の観察，カラマツで受粉した旺珠
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の割合と脹珠内の花粉粒数，カラマツ雌花周辺に飛来した花粉粒数と脹珠の受粉率の関係等を調

べた報告があり，カラマツ採種園での雌花の開花最盛期間と雄花の花粉放出期聞から，構成クロ

ーン聞の交配機会が不均等であり，自家受粉の可能性も商いことが指摘されている。採種圏内で

の花粉飛散については，カラマツ採種園での雄花量からの全飛散花粉量の推定，スギ保種園での

黄金スギを用いた花粉の有効飛散距離の推定，地上高による飛散花粉量の違い，－花粉トラップの

捕捉効率の検討等の報告があり，スギ採種圏内で人為的に雄花量を調節した条件下での花粉の飛

散状況から，隣接した周囲木から飛来した花粉が過半を占め，遠方から飛来した花粉量も予想外

に多いことが確認されている。受精，種子形成については，マツ類の球果での有効鱗片数とその

位置，スギ，マツ類での駈発達と種子の発芽率の発生との関係，スギの不稔種子の形成等を調べ

た報告があり，人為的な冷，日長処理によりマツ類の結実期聞を 1年内に短縮できることが明ら

かにされている。自家不稔性，自殖弱勢については， ヒノキ，サワラ，カラマツでの相対自家稔

性，カラマツの自家稔性の受粉率による修正，スギの自家不稔の主因，スギ，マツ類およびエゾ

マツ， トドマツ孤立木での自殖弱勢の発現等を調べた報告があり，またヒノキでの標識遺伝子に

よる自然自殖率の推定，ヨーロッパアカマツ探種閤産の種子を用いて 18種のアイソザイム分析に

より花粉の遺伝子型を調べ，外来・自家花粉の比率を推定した報告がある。現在までに得られて

いる有性繁殖上の知見にもとづき，スギ， ヒノキ採種園での種子生産上の問題点，とくに隔年結

果性，構成クローンの次代生産に対する寄与率の偏り，自然自殖についての問題点が検討されて

いる。また， 23腐の針葉樹で，開花結実，種子の発芽と貯蔵，播種におよぶ主要事項をまとめた

マニュアルが公刊されている。

無性繁殖については，組織培養による繁殖法，とくに大量増殖技術（マイクロプロパゲィシ s

：，，）の研究が近年急速に進展している。スギ，クロマツの脹培養に用いる培地の探索，スギのカ

ルス培養における生長調整物質の効果，ポプラ，ベユパナトチノキでのカルスからの茎薬分化に

適した培地組成の検討等の実験結果が報告されている。カルス培養による器官再分化の試みは，

細胞レベルでの遺伝子操作から幼植物体を育成するための重要な手段になるが，ポプラカルスで

継代培養に用いた培地組成によって酵素系に変化が生ずることもあり，培養過程での遺伝的安定

性の問題が指摘されている。また，ポプラ， ミツマタで制度枝条の試験管内サシキによる繁殖方

法が検討されている。との方法は，高率に無菌首を作出する有力な手段であるが，同時に多くの

樹種で効率的な増殖方法になる可能性が高いと考えられている。林木での組織・器官培養につい

ては，実験例にもとづく技術解説が多数報告されている。その他，サシキで発根困難なスギタロ

-：，，とクヌギで，加温サシ床を用いて IBA処理し，不定根形成率を向上させる試み，林木での

ツギキ親和性の機構を解説した報告等がある。

4) 遺伝資源の保全

林木における遺伝資源の評価と保全については，技術的な指針を検討するための基礎調査が実

施されている。主要造林樹種以外で保全の必要性が高いと判断された22樹種の31林分で，林分

構造，生育状態，更新実態，現地外保全を行うときの採種母樹の指定等の調査が行われている。
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また，東京営林局管内の 14か所の優良天然林で，保全に必要な面積，保全方法，施業方法等が検

討されている。北海道の広葉樹では，遺伝子プールとしての保全の必要性と緩衝帯（その周辺の

施業地域）の設定が提言されている。林木では，集団の遺伝子プールを全体として保全すること

（現地保全）が主体になるが，生殖質，組織・器官等の施設内での長期保存についても研究事例が

報告されている。花粉，種子の長期保存では，短命なヒノキ花粉が，－20℃，－70℃で8年間十分

に高い発芽率と受精能力を保持し，またスギ，．ヒノキ種子が－20℃で6年間商い発芽率を保持し，

いずれも実用的に利用できる好成績が得られている。組織・器官の保存では，スギ， Fロマツ，

キリのカルスの継代培養による長期保存に適した培養条件が確認されており，キリの種根では低

温，湿潤密封で1年半の保存に成功している。さらに林木における遺伝資源の保全方法と関連す

る技術問題について総括的な論議がなされている。

天然林における林分内での遺伝的構造，林分間，地域聞での遺伝的分化については，多数の酵

素でのアイソザイム分析により基礎的情報が集積されてきている。ヒノキの系統分類を行う目的

で，産地，林分間の遺伝的変異を調べた報告では，九州のヒノキ優良人工林9林分での針葉の4

種のアイソザイムによる分析で，産地問差異が認められ，とくに対馬の林分と他の8林分での違

いが大きかった。同様の産地問差異は，別途に行われた丸州の 11林分での針葉のパーオキシダー

ゼ・アイソザイムによる分析でも認められている。さらに，全国（東北～九州）のヒノキ優良人

工林20林分での針葉の5種のアイソザイムによる分析で，対馬，宮城の林分と他の 18林分での

違いが大きいこと，またアスパラギシ酸アミノ転移酵素のアイソザイムで，単一遺伝子座の対立

遺伝子に支配されている特定の3パyドにより，各林分での対立遺伝子頻度を求め産地聞の遺伝

的変異を調べると，対馬の林分が他の林分と明確に異るととが明らかにされている。モウソウチ

タの茨城県内15林分での成棄のエステラーゼ・アイソザイムによる分析でも， 7型， 2群に区分

され，林分間の遺伝的変異が確認されている。アイソザイム分析で，林分内の個体問あるいは林

分間での遺伝的変異を調べるために，各種の交配・自殖家系群を用いて標識遺伝子として利用で

きる特定パνドが同定されている。スギ針葉， ヒノキ針葉のパーオキシダーゼ・アイソザイムで

は各2本のバンドが，グロマツ針葉のパーオキシダーゼ・アイソザイムでは主要分画のーつが，

いずれも単一遺伝子座の対立遺伝子に支配されていることが報告されている。また，アカマツ種

子の雌性配偶体のエステラーゼ・アイソザイムでは，特定のパンドの出現率で母樹のヘテロ性が

確認できるとと， ヒメコマツの針葉と雌性配偶体のエステラーゼ・アイソザイムを比較すると，

各個体のアイソザイム遺伝子型が同定でき，家系分析に有効な手法となることも報告されている。

クロマツでは，天然林で選抜された精英樹61クローンの種子の雌性配偶体で 19種のアイソザイ

ムによる分析を行い，各クローンの遺伝子型を決定し平均ヘテロ接合率が求められている。さら

にその後37遺伝子座で 111個の主働遺伝子が明らかにされ，各遺伝子座間の組換価を求めて染色

体上での配列順序とその距離を推定し，現在6個の連鎖群からなる遺伝地図が作製されている。

一方，北海道の天然林についての生態遺伝的な解析が共同研究として精力的に行われている。参

画した研究としては，天然林における先駆性樹種について先駆性の指標となる形質群の評価，地
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域の異る林分での構成種の多様性と林分相互間での類似性の検討，樹種構成と林分内での分布か

ら2点相関画数による樹種間親和性の解析等の報告があり， トドマツ天然林で地域分化と林分内

での家系構成を調べた結果では，針葉のパーオキシダーゼ・アイソザイムによる分析と葉形指数

による解析で， トドマツが3系統に大別されること，またアイソザイムパンドの不一致数での判

定から近縁な群（家系）を区分すると，家系は20m以内の拡がりをもっととが明らかにされて

いる。その他，産地，林分間での遺伝的な違いについて，東北地方のスギ天然林22林分で，針葉

の19形質を主成分分析し， 8地域に区分できること，林分内では同じ針葉型の個体が群状に生立

している乙とが明らかにされている。アオモリトドマツ天然林での種の分布状況と天然更新の実

態，カラマツ（中部），スギ（東北），アカマツ（東北）の産地試験地での成績等についての報告

がある。

本文は，印刷，公表された当場の研究成果を要約したものであるが，内容の記載は主たる業績

に限定したこと，林木育種場等との共同研究も含めたこと，文献は記載しないことをお断りする。

（勝田柾）

4. 森林土壇部門

林野土壌調査事業推進のため，森林土壌の成因，分類，性質等の研究に全力を傾注した昭和20

年代から 30年代も森林土壌分野の研究発展段階の第一期とすれば，土壌の生産性の解明に大き

い成果をあげた昭和40年代は， その第二期という事ができる。このような流れを受けたとの 10

年聞には，森林土壌の成因，性質に関する研究の深化が図られたのと同時に，森林土壌の動態や

施業が土境に与える影響の解明が強力に推進された。まさに研究発展の第三期ともいえる 10年

であった。

土壌肥料の分野では歩この時代は昭和30年代から 40年代にかけて活発に行なわれた林地肥培

研究の成果が整理検討され，とくに成木施肥の胞効が林分密度，地位指数，土壌中での無機態N

との関連で集約された。森林生態系内での養分動態，地力維持，肥培等との関連で土壌中のN,

Pの形態変化の研究も活発に行なわれた。林木の栄養，養分吸収の面では，苗木の各器官に貯え

られたNの形態研究があり，また有用広葉樹育成のための基礎研究として広葉樹種の養分吸収に

関する研究成果も発表された。有機質資材の堆きゅう肥化も積極的に研究された。

土壌生物の分野では森林土域研究の一環として根栓菌や菌根菌などの共生微生物，落葉分解菌

を含む土壌微生物および土壌動物等の生態に関する基盤的研究が活発に行なわれた。一方マツタ

ケ等菌根菌の栽培法，グリ立枯病の防除法， o粉炭の微生物調節剤としての利用技術など，技術開

発的課題も手がけ実用的成果をあげてきた。また大気汚染，除草剤や殺虫剤の散布，産業廃棄物

の投棄などに伴う森林土域生物の反応をとらえ，影響の範囲や程度を測定した事例もつみあげて

きた。

以下3分野毎に主要な成果を概説する。 （原田洗）
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1. 林野土壊

1) 森林土壌の生成・分類

「林野土壌の分類（I975）」Uの誕生は，取りも直さず生成・分類分野での研究深化への出発点で

あった。即ち新分類の整備過程で成因や特性が十分解明されていなかった幾つかの土壌について，

その解明が重点的に進められ，次のような成果が得られた。

乾性ポトゾル（PD亜群）と湿性鉄型ポトゾル (Pww亜群）との生成過程の違いが粘土鉱物の

面から追究され，両亜群の闘で認められた層間アルミニウムの有無や加熱による重量減少特性の

違い， Pwco亜群におけるレピドグロサイトの存在等から， Pwm亜群の生成には一時的な滞水

による表層還元が強く関与していることが推定されたのに対し， Po亜群では鉄，アルミニウムの

水溶性有機物によるキレート作用がかかわっていると推定されたへ

新分類で新設された暗赤色土群には，赤色土以外の，さまざまな組成や性質を持った“赤い土”

が雑居することとなり，との土壌群の中心概念はもとより， 3つの亜群の類縁関係も明確にされ

ていない。とのような分類上の不備を整えるため東海・四国南部・小笠原その他において，蛇紋

岩，石灰岩あるいは塩基性岩等に由来する陪赤色土が調べられ，それぞれの特性が次第に明らか

にされてきたヘー方，伊豆・箱根・道北等において火山系暗赤色土の性状や産状が調査され，

熱水風化母材の岩石学的特性によって無機組成や塩基状態にかなり幅のあることが認められた

火山放出物由来の土壌が，幾つかの土壌群にわたって共有している，小さい容積重，高い水分

保持能や燐酸吸収係数等の特性を，土壌分類にいかに反映させるかを検討するため，伊豆・富士

等の黒色土と褐色恋林土とが比較された。その結果，鉱物組成・粧径組成・塩基状態・遊離酸化

物等には放出物の岩石学的特性が強く反映していて，両土壌群聞のそれら性質に大きい違いが認

められなかったのに対し，有機物量・腐植酸タイプ・有機態燐酸量・植物珪酸体等には両土壌聞

に明らかな違いが認められ，これらは生成過程で獲得した生物起源の特性の差と考えられた。こ

の結果から，放出物由来の土壌を区別するため， E群の下に「土壌属」という補助的分類カテゴ

リーの設定が提案されたぺ

湘南地方の丘陵地で発見された塩基飽和度の高い褐色森林土についτ，粘土鉱物の同定や宝永

スコリアの成分溶出試験等の結果，その特異な塩基状態には，ゼオライトや多量のモンモリロナ

イトの存在とスコリアから放出される塩基が深く関与しているとされた”。

新分類で，十分な特性が把握されないまま新設された暗色系褐色森林土の最大の形態的特徴で

ある暗い色調泊ら腐植の面から重点的に調べられ，フルポ酸の大部分がflaフラグションである

こと，またA層の色度比が典型亜詳のそれより高く，腐植酸タイプはP裂であること等が明らか

にされた。

新分類の整備段階で議論の最も集中した表層グライ灰由化赤・黄色土は，孔隙解析の結果，過

湿になり易いだけでなく，乾き易いという特性を持つととが認められ，また水溶性有機物の多い

ことが明らかにされた。一方，沖縄諸島の森林土壌の性質や立地条件が明らかにされた九
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土壌生成環境を推定するため，植物珪酸体や花粉等，土壌中の植物起源粒子の紐成の特徴が，

八甲田山周辺やその他の黒色土と褐色森林土について調べられ，前者の珪酸体の主たる給源植物

がススキであること，また後者のそれがササであること，更に花粉組成の特色から，前者は草原

下で，また後者は森林下で生成されたと推定されたへ

結晶片岩地帯の地すベり発生機構に関する総合研究（科技庁特調費）が数場所共同で行われ，

林業試験場は電気探査，物理探査による滞水層の腔胎状態と土壌，植生を調査し，すベり面形成

との関係が考察された。

土壌生成にとって地形は水分環境形成者の 1つであるほかに，土壌物質の堆積様式や安定度

度（換言すれば土壌生成時間）とも関係していると考えられ，とれを実証するため東北地方で上

位，下位の小起伏面及び山腹急斜面の土壌の性状が比較された結果，異母材の混入程度，粒径組

成，粘土鉱物，物理性等にそれぞれ特徴のあることが明らかにされた。

2) 森林土壊の性質

森林土壌の生産性を林木の養分の面からみれば，窒素と燐酸の可給性が重要であると考えられ，

との分野の研究が進められた。燐酸については主としてカラマツ林とヒノキ林土壌について行わ

れ，Bray-4法による深さ 50cmまでの燐酸量と地位指数との聞に明瞭な相関のあることが明らか

にされた。一方，培養法によってAl曹の各態燐酸量の変動を調べた結果，地位指数の商い林地ほ

ど有機態燐酸の変動が激しく，また培養4週間目の有機態燐酸量が地位指数と最も商い相闘を示

すととが明らかにされたへ

窒棄につい．ては無機化能が調べられ，微生物活性に関与するとされる pHや置換性石灰との聞

には明瞭な関係は認められなかったが，炭素率が低いほど無機化能が商いことが認められた。ま

た無機態窒索量は，全蜜素量との聞には正の相関が，炭素量や炭素率との聞には負の相関が認め

－ちれたが，塩基状態との聞では特に認められなかった。

土壌有機物について，落葉枝→堆積腐植→鉱質土壌中の有機物という一連の変化機構を解明す

るため，各段階の有機物の質的・量的特徴が明らかにされつつある。苗場山のプナ林土壌のF層

では，植物片が小さくなるにつれて炭素含有率の低下，窒索含有率の増加，炭素率の低下が認め

られた。 H層の炭素率は，褐色森林土では細粧のものほど低いが，ポトゾルでは栓径による違い

は認められなかった。新潟県・栃木県その他のスギ林土壌でもほぼ同様の傾向のあるととが解明

された。

赤・黄色土，赤色系及び黄色系褐色森林土，褐色森林土（典型亜群）の3土壌聞の判別指標の

1っとして，遊離酸化鉄，特にその結晶化の程度が有効と考えられ，広く各地で比較研究が進め

られた結果，赤色系褐色森林土の鉄の結晶化の程度は，一般に赤色土と典型亜群とのほぼ中聞に

位置することが明らかにされた則。

3) 森林土墳の水分動態

テYショシライシメーターを使い，関東・中部・沖縄等の代表的林地において土壌水分環境の

経時変動を調べた結果，水分環境は，年降水量に大差がなければ，蒸発散量と流去水量に律せら
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れることが明らかとなり，また表層グライ灰白化赤・黄色土の水分環境はそれほど湿潤ではない

等，主要土墳の経時変動特性が明らかにされた。一方，テνションフリーライシメーターによっ

て重力水の量と溶存成分の動態が主要土壌について明らかにされた11）。

PF自記計による土壌水分の季節変動特性が関西地方で調べられ，太平洋側と日本海側の遣い

が明らかにされたほか，丸州では， ヒノキ林とシイ林の土壊水分の変動が調査された。

4) 施業の土嬢に与える影響

森林が生物ー無生物共同体であるからには，その主たる構成員の1つである森林植物に変化が起

これば，培地である土壌にも変化が生じるはずである。とのため，土壌の生産性を維持向上しつ

つ永続的に林業を営むには，施業によって生じる土壌の変化を多面的に解明して得られる土壌管

理技術（その多くは林分の管理技術となろう）を施業に組み入れていくべきであろう。

しかし，施業によって生じる土壌の反応の仕組みは余りにも複雑であるため，その解明は容易

でなく，との10年聞には，四国で林相の違いによる土壌の理化学性，微生物相や表層土佐の動き

等の違いが調べられたほか，東北地方のプナ林，北海道の針広混交林，栃木県高原山等で皆伐に

よる土壌の変化が追究されたに過ぎない。高原山のヒノキ林皆伐による土壌の変化は次のとおり

である。

皆伐によって流出水量の変動掘が大きくなった。これは，土壌の孔隙組成の変化のほかに表層

部で生じた乾湿の激変がかわっていると推定された。土壌水の溶存成分濃度は皆伐後商くなる場

合もあれば低くなる場合もあって一定の傾向は認められなかった。 A層の土壌水中の硝酸態窒素？

濃度は，山腹斜面上の位置の上下によってそれぞれ特徴ある変動パターンを示し，またA層の硝

酸態窒素とアンモニア態窒素は，斜面の上・中部では皆伐後増加したが，下部ではむしろ減少し

ていた。 A層の理学性には，皆伐後，透水性の低下，容積重の増加，組孔隙量の減少，細孔隙量

の増加が認められ，皆伐により表層が織密になるととが確かめられた12)0 

そのほか，林床植生の種，量ゃん層の量の変動，地表面の土粧の動きが調べられる等，皆伐が

土壌に与える影響が多面にわたって明らかにされたが，以上の成果は特定林地における 1回の皆

伐に由来した土壌の反応であって，更に広く調査研究を積み重ねる必要がある。また，このよう

な土壌の変化がいかに生産性に影響するのか，皆伐によって変化した土壌の諸性質が成林に伴っ

ていかなる変化をたどるのか等，解明すべき問題が山積しており，今後強力に研究を推進しなけ

ればならない分野である。 （久保哲茂）
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昭和50年代は，主としてスギ成木林について実施されてきた施肥試験の成果を集約した時期と

いえる。結果の要約は以下のようになる。

林分密度の商いスギ林では，着葉量の多い優勢木ほど胞効が大きく，劣勢木には肥効が現われ

にくい。従って肥効を期待するには適正な密度管理が必要である。また閉鎖前の林分で肥効が比

較的大きい。

材積成長に対する肥効は，施肥後数年経過してから現われ，二居試験地”のスギ林のように肥

効が9年間も持続した例がある。肥料の種類は胞効に影響する。

施肥効果は常にあるとはいえない。湿性土壌よりも乾性土壌で肥効が出やすい。現状では40年

生の地位指数20以下，地位2～3等地では肥効が期待できる。施肥効果が顕著な例では土壌中の

NOa-Nより NH,-Nが多く， NH,-NがNO,-Nより少いと肥効が低い。

針葉に含まれる窒素，燐酸，加里は施肥によって増加するが，カルシウムはむしろ減少する。

とれら針葉の養分濃度と成長量との聞に相関があり，とくに窒素濃度との相関が商いことが示さ

れた。

施肥効果は成長量の改善だけでなく，地表に還元される落枝葉を通じて土壌の理化学性の改良

に役立つ例が多い。例えば高野山の20年生スギ林”では土壌の理化学性の変化，赤沼の'J:l年生

アカマツ10）林では表層土の無機態窒索量，西条のグロマツ林7）ではAo層の厚さやコシダ，ススキ

など林床値生の組成への影響などが確められた。

この他黒色土におけるトドマ九アカエゾマツ幼齢林に対する施肥効果は大きく，さく酸可溶

型PおよびAl型Pと樹高成長との相闘が高いことが分った。

パイオマス生産の目的で造成された高密度のシラカンパ林やシイタケ原木林としての広葉樹林

に対しても施肥効果は顕著であった。

なお林地肥培や皆伐などの作業によって，渓流水のNQ9-N濃度が通常の数倍にまで高まった．

これら作業の影響は施胞で約1ヶ月，伐採では数ヶ年にわたるととが指摘された。

2) 土壌中における蜜索の形態

代表的な森林土壊における有機物層や表層土の窒素の形態を明らかにするために，有機態窒素

をアミド態，アミノ糖態，アミノ酸態などに分画することが試みられた。スギ， ヒノキ，カラマ
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九グス，シイなどの新鮮落葉の聞では顕著な差はなく，全窒素に対する加水分解性窒素の比率

は83～91%であった。一方蕗葉は分解するにつれてF層， H層，表層土の順に全窒素に対する

アミノ酸態窒素は減少し，アミド態窒索およびアミノ糖態窒素は徐々に増大した。

土壌中の無機態窒素は一般にNOa-Nより NH,-Nの方が多いが，いずれも pH5.0を境にして

NOs-Nの比率が急激に低下するようである。無機態窒素の全窒素に対する比率は低く，有機物

層で3%，鉱物質土層で約4%，黒色土では1%以下であった。

土壌における窒素の年間無機化量を測定した例によると， ha当りでプナ林760kg, ヒノキ林

4701喝，スギ林470kg，アカマγ林1,050kg，クヌギ林790kgと樹種の違いによる差はあるが，

かなりの窒素が無様化することが分った。との他常緑広葉樹林で年聞に全窒素の数%～・20%が無

機化する可能性のあるととが示された。また黒色土で植被が異なったときに無機化する窒素量に

も影響があり，ス毛ヒノキ，アカマツ，カラマツ，プナ林のそれぞれの表層土壌を室内培養法

で推定した例によると， 44.3, 54. 6, 60. 5, 64. 7, 77. 7 kg/haであった。黒色土の有機態窒素の

無機化量はF層では樹種の差が大きいが， A1層になるとその差は小さくなる。

3) 栄養生理

水耕試験8）によると溶存酸素が不足したときの抵抗性は樹種によって異なりヤチダモ〉トドマ

ツ〉アカエゾマツ＝カラマツの順に酸素欠乏に耐える能力が強い。しかしこの順位は溶存酸素濃

度によって変化し，さらに首齢が大きくなるほど酸素欠乏に対して弱くなる。

111Nで標識された肥料を使って，シラカ νパの苗木を育成する場合，大部分の窒索は肥料から

吸収するが，一部は土壌窒索をも利用し，吸収割合は土壌によって異なることが明らかにされた。

アカマツ首1)では各器官に貯蔵されている窒素が，生育期間中に根や新芽に絶えず移動し，秋

期に吸収された窒素は主として根および新築に蓄積される。また NH,-Nとして吸収された窒素

は針葉中に遊離のグルタミ Yやアルギェ νとして蓄積されることが確められた。

その他広葉樹の養分要求”についての栽培試験の結果によると，ヤチダモは窒素の要求度が極

めて商いが，カルシュウムや硫黄の要求度も商くウタ．イカ yパ，ヤチタ．モ，セシノキは燐に対し，

ミズナラは燐と加里に対して要求度が高いなど樹種による養分要求の違いが明きらかにされた。

植物は生態的にすみ分けをするといわれているが，斜面下部に分布する種類では NOs-Nの濃

度が商く，同一種類でも山腹斜面の下部では NOa-Nの濃度が高いことが明きらかにされた。

4) 有機質資材の堆・きゅう肥化2・“・11,12)

オガタズ，樹皮，家畜ふん尿，下水汚泥，きのこの廃床など多種多様の廃棄物を有効に利用す

るための一方策として有機肥料化がすすめられており，その施用効果についても併せ検討されつ

つある。

家畜ふん尿をきゅう肥化するために，国型物と液体とを分離する必要があり，それぞれをきゅ

う肥化したものが土壊へ還元されている。水分調整剤としてオガグズを混合すると，容易に発熱

醗酵する。堆積初期には堆積した材料の中央部分は嫌気的になりやすく， NH,-Nの生成量が異

常に高まり 5,000ppmにも達することがあり悪臭の原因となっている。しかし切返しを行って
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好気的条件にすると，次第に NOa-Nが増加するようになり，不快臭は酸味臭に変ってきゅう胞

が完成する。勿論きゅう肥は使用する材料によって諸性質に差があるが，一般に熟化が進むにつ

れて，栓径の大きい木質部分が減少し，塩基置換容量は高くなる。

パ－？堆肥の原料は広葉樹の種類によって化学組成が異る．また樹皮にはフ zノール性酸類の

ような植物生育阻害物質が含まれている。とくに阻害性の強いパユリン酸は30℃程度の温度でも

分解するので，堆肥化に際しては常温醗酵が必要なことが明きらかとなった。パークの堆肥化過

程で変化する腐植酸様物質はフェノール酸II,mおよびフロパーフ ;r.νなどであるが，堆肥化が

進行するに従ってこれら成分は次第に消失し，組物の生育阻害性は弱まる。堆肥化にともなって

アミノ酸態窒素は減少し，非加水分解性窒素は増加する。

以上のように有機質資材は堆肥化の過程で成分が変化するため，これらの有機成分の変化にも

とづきパータ堆肥の規格化のための熟度基準について提案がなされた。

この他汚泥堆胞のスギ，ケヤキ苗に対する施用効果が認められている。しかし石灰系汚泥堆胞

は窒索の無機化量は多いが，アルカリ性が強く，木質物を混入すると窒素の無機化量が減少する

などの欠点がある。

ナメコ廃床は堆肥化は可能で，けい糞を添加すると容易に発熱醗酵する。

5) その他首畑試験

苗畑の潜在地力を維持するために，堆胞を施用したときの首畑土擦の理化学性に与える効果が

明きらかにされ，ヒノキ・クロマツの連作，輪作試験の結果が集約された。 （脇孝介）
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3. 土壌生物

1) 森林土壌生物の生態研究とその応用

森林の土壌生物研究の最終目的は現存の生物相を調節して森林の償金な発育を促すことであ
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り，森林の維持管理技術の中に土壌生物の調節技術を正しく位置づけることである。そのために

はまず各種の森林，林齢における土壌生物相の実態とその特徴をとらえておかなければならない。

アカマツ林についてはマツタケ発生環境調査の中で各地で調査を行ない，複雑な生態系をもつ

ことを明らかにした。クロマツ林については菌根菌の役割の大きさを示し，－亜高山帯針葉樹林や

ダグラスファー天然林では菌類相について調査を行ないEと その種組成の豊富さを示した．ヒノ

キ林t）やスギ林（未発表）については内生菌根植物であるため，菌類相が貧弱で種組成が偏る傾

向が見られた。プナ林やコナラ林などの広葉樹林では微生物と菌類相が豊富になり，人工林と対

照的な特徴を示した。以上の森林土壌微生物生態に関する研究成果はまとめて解説， 刊行しベ

普及に供した。

土壌動物についても各種の森林で種組成，現存量，個体数，その季節的変動などを調査し，ア

カマツ林，プナ林， ヒノキ林， Pロマツ林等ωの土壌動物相の特徴を明らかにした。また，大発

生するキシャヤスデの個生態を調査し，発生が7年周期でくりかえすことや生活習性を報告した

これらの基盤的研究の結果とアカ．マツ林におけるマツタケ山造成試験の経験をもとに，アカマ

ッ林とダロマツ林の下木草の除伐とん層の除去が土壌生物相の単純化をひきおこし，マツの細

根と菌根が健全に発達するためには腐生菌と一般土域微生物の減少が必要なことを認めたSに さ

らに菌根菌を含む土壌微生物相の状態がマツの健全な生育，ひいてはマツ枯損に対する抵抗力に

も関連すると考えられることから，海岸防災林の活性を維持強化する手段として，林床の手入れ

に関する実証試験を開始した。

堆積腐植の分布と分解過程の測定法，菌の発生量と菌根の分布測定法，土壌微生物の機能別測

定法などを用いてえられた各森林における土壌生物相の特徴，量，‘種組成，分布様式，自然状態

における基準などを考慮しながら人為が土壌生物に与える影響を検討した。

大気汚染との関係については樹木の衰退を指標として地域をわけ，動物や微生物を調査し，大

きな規模で生物相が変化することを示した円。除草剤や薬剤などの散布が土壌生物相に大きな影

響を与え，ひいては落葉分解の遅延や菌根の消失につながることを示した。家畜ふん尿や有機性

汚泥などの廃棄物が林地に施用された場合にも生物相に大きな影響が現われ，有機物の投与によ

って特定の生物が増殖する傾向がみとめられたぺ

,2) 落葉分解と土壌生物およびその応用

森林土域生物の機能的役割の最大のものは落棄を主とする物質分解とされているが，とれまで

の研究蓄積は乏しく，林地における堆積腐植の分布状態，樹種による分解過程の相違，分解段階

の表示法，落葉分解菌の収集などの基本的な課題から研究を開始した。その結果，落葉の分解段

階と分解微生物の遷移および分解の化学的過程が樹種によって異なり，例えばヒノキ林では細菌，

糸状菌を主とする褐色腐朽が，プナ林ではきのこ類を主とする白色腐朽が進行し，分解に要する

時間も大きくかわることがわかった”。これらの結果をもとに今後は複層林j樹種混変林，枝打ち

間伐など，林業技術に関連づけたとりくみが必要とされる一方，パイオマス関連の研究に見られ
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るように落葉分解菌のリグユ Yやセルローズ分解能の利用，農業の有機質肥料としての落葉堆胞

の見直しなど，今後期待される分野は広いと考えられる。

土壌動物による落葉の分解と破砕は微生物による生化学的分解過程とあいまって物質循環に大

きな役割を果している。野外における摂食量や排世物量を測定する一方，飼育によって探食条件

や動物のし好性，齢や雌雄による違いなどをヤスデ類， ミミズ，オカダンゴムシなどを材料とし

て測定し，裏付け資料を蓄積してきた則。また，これらの排継物や動物遺体に含まれる化学成分

を分析するととによって，物質の生体濃縮およびその分散過程を明らかにし，堆肥製造への利用

や林地における増殖方法など，利用の道を模索している。

3) 菌根および菌根菌の研究とその利用

樹木に菌類，なかでもきのこ類が共生してつくる外生菌根は水や養分の吸収，根の病害防除な

どの点で林木の生長に大きく係わっていることがよく知られている。ただし，我国は自然条件に

恵まれているために育苗や造林の段階で菌根を必要とする場面が少なく，もっぱらマツタケ等の

食用菌生産が注目を集めてきた。したがって菌根の実用的研究を進めるためには有用な菌の個生

態を知り，それを林地において増殖させる方法を開発することが要求された。マツタケの生理生

態的性質については従来の研究成果をまとめて報告した11）。また，林地における栽培技術や菌の

接種の方法については京都府，広島県，岡山県，兵庫県，滋賀県等， 15府県の研究員と約20年

にわたって共同研究を実施し，普及可能な内容について解説し，公刊した”にマツタケの栽培技

術は園内にとどまらず，持園，中国，アメリカなどにも普及されるにいたっている。

マツタケ以外の菌根菌一般についても生態学的研究を行ない，その生態的性質を体系化し，分

類に役立てることを試みた則。一方，生理的性質については菌根菌の抗生物質生産能の利用や菌

根菌接種源の製造法の開発などを通じて研究中である。

ショウロ，ホ Yシメジ，キシメジなど木炭を好む性質を持つ菌については林地に粉炭を埋めて

栽培する技術を開発し，現地適応化試験の段階に移っている。

外生菌根を形成するグリが北陸等の赤黄色土地帯で枯死するととから，その原因を究明し，予

防対策を勝じた。粕質な赤黄色土に植栽されたグリの根系は狭く，多肥栽培されると，根系の発

達が悪いだけでなく，菌根菌が次第に減少する．植栽後10年で地上部と地下部のパラ Yスがくず

れ，吸水能が低下し，病原菌が広がり， Pリが枯れることがわかったH)o したがって，健全にグ

リを育成するためには化学肥料をおさえ，深耕し，有機物でおおい，細根の発生と菌根の形成を

促がす必要があり，病害発生地では栽培方法の変更が行なわれつつある。

昭和48年以来，内生菌根の中でももっとも普遍的に見られるVA菌根について研究を開始し，

林木や農作物を用いて観察を続けてきた。一方，近年世界的に VA菌根の研究気運が商まり，

「自然エネルギーの効率的利用」や「土壌りん」の中で VA菌根の役割について検討するよう農

業分野から要請を受け，実用的研究にとりくむこととなった。研究内容は胞子の採集法，菌根の

染色観察法にはじまって，寄主親和性の検定， リン酸等の養分吸収および生育に対する効果の検

定，接種源としての菌の培養法の開発，土壌中での増殖方法などに及んでいる。中でも粉炭の施
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用によって土壊中で菌が増殖し， VA菌根の形成率が高まる附という成果は内外の注目をひいて

おり，実用化に向うものと思われる。

ラy，ツツジ科植物などにはVA菌根と異なる内生菌根が形成されており，これらの有用植物

の菌根研究も今後進める必要がある。 （小川良）
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5. 保護部門

保護部の研究は，病虫獣害の防除，野生鳥獣の保護管理，ならびに特用林産物としてのきのこ

類の生産に関する分野に大別される。

被害防除については，第ーに材線虫病（松くい虫）研究があげられる。本研究は，昭和59年度

に終了した特別研究が第3次であるが，第1次（昭和43～46年）にマツノザイセンチュウとその

媒介者マツノマダラカミキリが発見されて以来多くの知見がえられこれらは松枯損防止特別立

法制定の基礎となった。この研究においては，保護部だけでなく，造林部をはじめ，林業試験場

本支場の多くの研究分野の総力をあげて取り組んだ結果である。第3次（昭和56～59年）におい

ては松樹においても誘導抵抗性を賦与させられるととを始めて明らかにし，樹幹注入による単木

処理薬剤を開発し，その実用化に貢献した。また，疫学的見地から松の枯損動態のモデル化も行

われた。スギ， ヒノキを食害し，材質劣化を生ずる穿孔性害虫も深刻な被害を生じており，現在

特別研究として共同で取り組んでいる。林木を食害するノネズミの防除は，造林方法の変化に伴
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って困難さを生じているが，そのため多角的なアプローチが行われている。本州の主としてヒノ

キを食害するノウサギ，シカ，カモシカに関しては，現在データを集積中である。

野生鳥獣の保護管理の中では，鳥類の森林生態系における役割を明らかにするための研究が続

けられ，とくに有害昆虫やネズミを捕食する能力の解明が行われている。

きのと類の生産に関しては，とくに問題となるシイタケほた木の黒腐病について，作業工程や

環境条件との関係を明らかにし，降雨遮断が有効であるととを明らかにした。またシイタケ品種

の登録に関連し，菌系分類調査を継続している。近年は細胞融合を利用した新品種の育種のため，

フ．ロトプラストを調製して基礎試験を行っている。

以下，各科保護部門におけること 10年閣の専門別研究の動向とその成果の概要をのベる。

1. 森林病害

昭和51年以降，多数の国際研究集会が日本や外国で開催され，樹病関係から多数の発表があっ

た。それを列記すれば次のようである。

昭和51年 (1976) XVI IUFRO (International Union of Forest Research Organization) 

World Congress, Norway講演し任意提出論文3

昭和53年 (1978) XII International Congress of Microbiology, West-Germanyポスター 1 

昭和55年 (1980) III International Workshop of Resistance to Disease and Pests in Fo・

rest Trees, Netherlands 諦演1

昭和56年 (1981) XVII IUFRO World Congress, Kyoto, Japan講演5，ポスター 9 

昭和58年 ・(1983) IUFRO Working Party Conference of Scleroderris, USA講演1

昭和58年 (1983) IV International Congress of Plant Pathology, Austlaria諦演1

昭和58年（1983)III International Mycological Congress, Tokyo, Japan 競演しポスター

5 

昭和59年 (1984) US-Japan Seminar of the・ resistant mechanism of pines against pine wilt 

dis伺 se,USA講演4

昭和59年 (1984) I International Co喝r白 Sof Nematology, C卸国da講演しポスター 1 

昭和59年 (198めIUFRO,Rus鈎 ofHard Pines Working Party Conference, U鮎．講演1

以上のように講演17, ポスター等20の多きに達した。これらの発表は各国出席者の注目する

ととろとなり，その後の研究交流に極めて有益であった。

この間，樹病関係研究者が外国での研究指導に従事したのは，フィリピν 4回，イ νドネシ

ア 2回，パラグアイ 2回，タイ 2固に及んだ。乙れら各国での造林事業が進むと共に，若

い造林地の病害を今後も引続き調査する必要があると考えられ，国際協力による研究活動は増加

するであろう。

圏内的見地からいくつかの注目すべき研究成果があった。先ず松の材線虫病によるマツの結死

が昭和50年に東北地方の石巻市で発見され，被害地の北限となったが，その後も被害丸太の移動

が原因と思われる散発的枯死木が発見され，それらを基点に材線虫病が東北地方に定着し，ゆっ
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くりと北上していることがうかがわれる。また北アメリカ大陸でもザイセ Yチュウによる枯死木

が発見され，日米聞の協力により同種であるとの結論を得た。

ザイセ Yチュチによるマツ枯損の跡地にヒノキを植栽することが一般的に行なわれているが，

若いヒノキ造林地に樹脂胴枯病の発生が報告されている．本病によって材の変形や変色が残る可

能性があり今後の重要な研究課題となりつつある。

ハイマツ（五葉松）上でマツからマツに直接感染する全く記録されていなかった銭菌が発見さ

れた。研究が進むに従って本菌は各種の五葉松を犯すとと及び北海道から東北地方に分布してい

るととが明らかとなった．

従来，樹病関係の諸問題は対症療法的な事項が多かった．しかし，知何にして被害を最小限に

抑えるかは重要なととで，この方向に進みつつあり，各種病害の実態解明が進むとともに，今後

の発展が期待される。

1) 苗畑病害

1) 島町'Odium属菌による種子の発芽障害が認められ，根雪期聞が長い場合や土壌凍結を遅ら

せた場合に被害が大きく，敷わらをすると被害を助長することが明らかとなった。これは今後の

首畑作業への警告となった。

2) カラマツ先枯病に対しては首畑ではポリオキシ yALが防除効果を持っていることが認め

られ，カラマツ造林が再び注目され出した時点で重要な報告となった。

2. 林木病害

1) マツの病害 第1に挙げるべきものは材線虫病である。 1979年にアメリカ大陸でもザイ

センチュウによるマツの枯死が明らかになり，以前から一部で言われていた我国のザイセ Yチュ

ウが外国から入ったものではないかとする疑問に，一つの解答を与えた乙とになった。我国でザ

イセシチュウによるマツの枯死は，この 10年聞に大きな変化を示した。すなわち，昭和52～53年

と連続した夏期の高温・少雨のためと思われる大被害が記録され， 54年に年間最高の240万ms

の枯死木があった。同時に被害発生も東北地方や内陸の高海抜地でも認められるようになった。

とれらの新発生地では暖地のような激甚な被害とはならないが，発病経過にも差があるようで，

今後の推移が心配である。特に東北地方では，本病は人為的な被害材の持ち込みがあり，それが

新発生の拠点となっていた。防疫的見地から，被害材の移動は注意しなければならない．

研究上の問題ではザイセ Yチュウの持っているセルヲーゼが発病と密に関連しているととがわ

かり，また弱い病原力のザイセンチュウを先に接種しておくと，強い病原力のものを後で接種し

でもマツは発病しないこと（誘導抵抗性）が明らかになった。との事実は新らしい防除法の開発

への出発点となり，極めて注目すべきことである。

2) スギの病害

赤枯病菌の胞子を人工的に形成させる新しい方法が発見された。大量生産された胞子を用いて

人工接種が行なわれ，－本病菌による加害範囲も明らかにすることができた。天候に影響された結

果と思われるスギ暗色枝枯病が多発した時があった。本菌に犯されると枝が枯れるに止ると思わ
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れていたが，枝から主幹にまで病斑が広まり，材質劣化の一因であるととが明らかになった。本

病は若い値栽して聞もないものから数十年生のものにまで擢病範囲があり，軽視できない病害の

ーっとなった。

造林地では，四国・丸州で根株腐朽が発見された。この害菌は何種類かであるが，最初の侵入

はずっと以前であり，植栽時からの注意が必要である。このための発生環境調査が行なわれてい

る。黒柱葉枯病が時に大発生するが，その病原菌の生理・生態は明らかになりつつあるが，防除

手段の確実なものはまだ確立されておらず，との点の研究が緊急の問題である。ごく最近，スギ

ザイノタマパエによる材に斑絞を作る菌類が発見された。この菌については未知な点が多く，今

後の研究によらねばならぬが，材質劣化要因の 1っとして挙げることができる。

3) ヒノキの病害

マツ枯損跡地にヒノキを植える例が多く，そのためヒノキに不適地ではないかと推定される土

域条件・気象条件の所にまで植栽されている。しかも，今後も植栽量は増加することも考えられ，

この若い造林地に発生する樹脂胴枯病が注目され始めた。若し， ヒノキ新植地にネズミサシを残

すと，それが感染源になり， ヒノキ苗木に感染する。いくつかの調査例からネズミサシからの距

離が遠くなると羅病状況も軽度になっていた。その結果，ネズミサシを植栽予定地から駆除する

ことが，防除の第1歩と言える。

4) カラマツの病害

過去15年間，大きな台風が通過しなかった北海道で，カラマツ先枯病の大発生は記録されなく

った。しかし，恒常的な軽度の被害はあるので，昭和56年の台風15号の影響が心配される。

カラマツ落葉病に関しては，長年月にわたる接種実験の結果，遺伝様式の解明が報告された。

林木の遺伝様式の研究としては極めて重要なことであるが，樹病関係者の努力の結果で開発され

た病原菌の培養法・接種法等がこの研究の推進カとなっていることは特筆すべきことである。

最近，北海道で30年生前後のカラマツ植栽木で材質腐朽が発見された。腐朽菌はマツノネグチ

タケとエゾノサピイロアナタケである。前者はヨーロッパでは著名な害菌で間伐・主伐時の伐根

にカミカワタケの培養したものをぬる防除法が実用化されているが，本邦の菌とは少し性質が異

るようである。後者は生立木を枯死させる可能性もあり，注意を要する。いづれにしても材質腐

朽菌は何年も前に侵入して，ゆっくりと材を犯してゆくものだけに，対策を確立するためには長

年月の研究を必要としi病原菌を林地に残さないような施業法の検討も必要になると考えられる．

5) 五葉松

発疹銭病は中間寄主のヨツパシオガマ等が植栽木が生育すると共に林地から駆遂されること

と，ストロープマツの新植がないことから，新発生地はない模様である。

他方，昭和47年に発見され，くり返し行なわれた接種試験でハイマツから他の五葉松へ直接感

染する全く新らしい鋳菌 Peridermiumyamabenseが発見された．本菌は最初，北海道の〈イマ

ツで発見され，その後東北地方の八幡平や栗駒山にも存在するととが明らかとなった。本菌を同

じ五葉松のストロープマツに接種した場合に，通常2ヶ年を経過して胞子を生産するが，最商5
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ヶ年を要して接種部位で胞子を作り始めた例もあり，接種試験後の観察は長期間続けなければな

らない。

ヨーロッパや北アメリカでは二葉松直接感染型の鋳菌が3種報告されているが，上記の菌とは

形態的に異っている。また，との銭菌を二葉松に接種すると，マツの組織内で胞子は発芽できず，

二葉松には一切病徴を現わせないことが顕微鏡下で観察された。

6) トドマツ

白remmeniellaabietina ( ＝＆命。伽7・islarge,るergi,,，） による枝枯病は雪の深い高海抜地だけで

はなく，首畑でも散見されるようになった。本病は北海道内のトドマツ造林地での最大の問題で

ある。植栽後10年位してから本病が激甚となり，再造林すると翌年には枯れる例が多く，一度菌

の密度の高くなった地区へはトドマツを植えない方がよいと考えられる。なお，首畑での発生に

は薬剤が効果的で，健首を山出しすることは，ほぼ解決した。

また天然更新については Racodium菌が芽生えを犯すばかりでなく，根雪期間を長く才ると，

土中の種子も犯すととが明らかとなった。苗畑作業も，根雪期聞を短かくするように計画するこ

とが大切である。壮齢林でも，材質腐朽が重要視され始めた。カラマツと同様で，植栽前の状況

から把握して，発生環境解析と菌害回避の方向に研究が進みつつある。

7) キリ

キリの胴枯性病害について研究上の発展があったo Bot別件'le1おdo，幼幼aによる新病害「さ

め肌胴枯病」の発見があり， 3種の菌による少し症状の異る胴枯性病害を明らかにした。枝打ち

をするとその傷口から菌が侵入することが明らかになり，傷内にトップジン’Mペーストをぬると

効果が認められた。

8) サクラ・その他広葉樹

ナラタケにより根を犯され，樹勢が弱り，花を着けなくなったサクラに対し，擢病根を切り取

る外科手術が行なわれ成功した。多くの労力を要するととではあるが，貴重な木については必要

な処置であり，この成功は大きな価値を持っている。 Taphrina腐菌によるプナ・ウダイカンパ・

ダケカジパの新病害や Neebお galligenaによるウダイカン’パのがんしゅ病も注目すべき病害で

ある。

9) 病原菌の探索法

ナラタケ菌が土中でどこまで分布しているかを知るために，土中へ杭を立て，それに侵入して

来る菌を後に調べる方法が開発された。 この結果を更に広げて， マツ枯死の原因の 1つである

「っちくらげ病」に応用し，成功した。っちくらげ病の場合は菌の分布域がわかれば，殺菌剤での

処理等で被害の拡大を防ぐことができるため，病害予防への進展が期待される。

10) 中部山缶地帯針葉樹銭病菌

昭和35年頃から研究は開始されていたが，近年になって針葉樹の銭病について知見を積み重ね

ることができた。多数の接種試験の結果から，生活史を明らかにでき，各種鋳病の防除の指針と

なった。
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11) 種子汚染と菌類

健全首を作る第1歩は健全な種子が必要である。近年始められた研究によって，種子の汚染が

明瞭になり，種子伝染の機構を明らかにして健首育成への基礎資料を整えつつあり今後に期待す

る所が大きい。

以上が樹病関係研究のあらましである。書き切れないほど各種の問題もあり，また多数の病害

鑑定依頼も加って，全国的に見ればやや乏しい人員であるが，今後の研究によって病害防除への

成果を公表できるであろう。 （佐保春芳）

2. きのこ

1) きのこ類の分類・同定および生理・生態

Hydnaceaeの研究では Odontia属菌について日本未記録種叫新種 12を含む31の日本産種

を明確にするとともに， C為初aco，伽 zムKars.他数属の概念、に検討を加えた。日本初産の Hypo・

め，Ion属菌5種を記載し1），関連属を含めて子座の組織構造について電顕的検討を加え， 分類学

的位置を明確にした2・へまた H.的，ncatum他1種の子のう胞子の発芽や生活史など生理生態

的性質を明確にした4・15）。 Ag訂 iαlesではMarasmius属について検討し， M.pulcher引》especk 

他 1種の日本初産種を認めたへまた南方産シイタケの形態および栽培的性質を解明したり。九州

支場実験林内のキノコについて，種類と発生時期を調らべたべ

マツ土ウジなど数種の食用きのこの菌糸生長にきわめて有効な納豆培地を考案し，子実体形成

条件をtE目差した。

2) きのと類の栽培技術の改良

ほた木の管理技術の改善を図るために，伏込地の微気象を精査した。気温は林内に比べて人工

ほた場は昼間は2～3℃商く，夜間は1℃低い。相対湿度は林内が高く， 3～5月で55%,7月

が最高で75%，人工ほた場はこれより 5%低い．また伏込みほた木の内部温度は気温より夏はや

や高く冬は低いが， 夜は気温とほぼ等しい9,10）。シイタケ菌糸の活着・ほた付き向上のために，

原木の水分動態を調べ実用的に有効な資料を得たII）。

ナメコ白色子実体の遺伝的性質，形態，生理・生態的性質を解明し，実用的栽培体系を確立し

た12)。

3) きのこ栽培における嘗菌・害虫

ヒラタケ子実体の黄褐色変色病徴を起因する病原菌はお-eudomonustolassiiで，発生原因は栽

培舎内の過程，水分管理によって完全に防除できた。シイタケ， ヒラタケ，ナメコのほた木に発

生する材質腐朽性害菌を調査し，その防除対策を検討した。とくに温暖地帯のシイタケほた木に

発生するシトネタケ菌およびエマイガワ菌の生理・生態・病理学的検討を行ない，生態的防除の

可能性を見出した13）。菌寄生性害菌については栽培形態別に発生する害菌の種を同定し，その病 l

理的性質を解明した。また特殊な手法を考案し，とれによって均少ocrea・ n伊初m の子座の形

成に成功した。

虫害では，とくに大分，長崎地方のシイタケほた木に被害の多いハラアカコプカミキリについ



-64ー

て，その被害の実態および作業工程との関係について調査したω。

4) グヌギ肥培木のシイタケ原木としての適性試験（指定研究）

施肥区，中間施肥区，無施肥区から得られたクヌギ原木によるシイタケ栽培試験により以下を

把握した。①肥培木は生長も速く通直性では優れているが，質的には枯枝跡が多く腐朽菌の侵入

も少なくない。したがって肥培木からは優良形質の原木の採取率は低く，見かけは良いが質的に

劣る原木の採取率が高い。②肥培木にはキウロタケ，アナタケ，シロコメパタケなどの審菌の発

生が多い。③子実体の収量は施肥区でわずかに劣った15)0 

5) 炭の新用途開発ー廃ほた炭，マツ枯損木炭のほた場施用試験（指定研究）

廃ほた，マツ枯損木の利用怠考慮して行なわれた試験で，結果を以下のように要約した。①伏

込み場所に敷炭して，その上にシイタケほた木を伏込むと，敷炭しない区に比較してほた付き率

が約20%向上した。②とくに2～5月に乾燥する地域では効果は顕著で，ほた木の初期管理はき

わめて有効である。③発生舎内の敷炭の効果は明瞭でない。むしろ舎内における粉炭・じんあい

による作業の困難性に問題がある。④収穫時に誤って子実体を落した場合，炭によって汚れやす

く，そのために商品価値が低下する。⑤廃ほた処理の一環として，再び廃ほた炭としてほた場に

活用することに大きな意義がある。

6) 食用茸の高度生産技術開発調査（特定研究）

主としてシイタケほた木の Hypocrea病害の実態調査とその防除対策を検討した。①昭49～

53年，阿蘇山を中心とする九州中部山間地帯のシイタケ生産地に大発生した「シイタケほた木の

黒腐病」について，被害症状の解析と病名の検討，被害発生の推移と分布，被害発生地域の環境，

伏込み要因および気象条件と被害発生との関係，原木作業工程と病害発生との関係などについて

精査した。また寵病ほた木の分離検査による検出された菌類について分類学的検討と接種試験よ

り病原菌を検討した。さらに環境制御および薬剤による被害防除法についても検討した。その結

果，

a. 本病害は原木中にまん延したシイタケ菌糸が，初夏～秋の聞に発病死滅する。病徴はほた

木の樹度が形成層から離れて浮きあがり，ほた付き部分は淡黄褐色～背味をおびた黒色に変り，

特異な醗酵臭と多量の水分を持つ．

b. 本病害の発生は伏込み地の環境と密接な関係があり，標高300～700m，凹型地形，中腹地

帯などの湿度の商くなり易い場所に多い。

c. 気象条件との関連については，春季梅雨前の長雨，異常長梅雨，夏季の異状大雨などの年

に被害が大きい。

d. 原木作業工程との関係は， 1月伐採3月種菌接種が安定度が高い。

e. 病原菌は均,Pocrea腐薗で，とくに H.nigricansが主として関係している。

f. 間接的防除法としてピエールシートなどによる降雨遮断が有効である。などを把握した

18.17,1的。②シイタケほた木の Hypocrea病害において，病原菌の侵入経路を検討した結果， Dia-

trype属その他の類似薗が経路の 1つであるととが判明した19）。③グヌギ原木中に棲息する菌類
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の調査を行い，均,pocrea病害発生との関連を検討した判。④数種のH沙ocrea属菌をシイタケほ

た木に接種し，その病原性を確認したSI)o 

η パイオマス変換計画一食用菌およびりグニシ分解菌の採集・培養・育種ならびに生理と腐

朽試験（大型別枠研究）

全国各地の森林・原野からリグニ Y分解性担子菌類約150菌株の培養を得て，広葉樹および針

葉樹に対するリグニン分解能を調らべたところ，マイタケ， ヒラタケなど数系統の有用菌株を得

た。また，ササの分解に有効な菌としてヒラタケ，ウスキモリノカサを選抜し，その省力的分解

法を検討した則。

8) きのこ類の品種判別法

培養菌糸のアイソザイムの電気泳動による分析結果の利用を検討した。シイタケではエステラ

ーゼ， リyゴ酸脱水素酵素，イソダエン酸脱水素酵素について，多数の系統を用いて検討したと

ころエステラーゼが最も有望視された則。また対時培養法の手法の改善を検討した。

9) 食用きのこの遺伝生化学的研究

シイタケの可溶性蛋白質の2次元電気泳動法による分析を検討した。銀染色法によって蛋白質

を検出すると各サンプルとも 200以上のスポットが観察され，菌の系統によってスポットの位置

や強度に違いがみられた。これらのことから2次元電気泳動法による蛋白質の分析は菌系の識別

や可溶性蛋白質の遺伝的解析に利用できる2心。

10) 細胞融合の作物・藻類・菌類育種への応用法の関発（別枠研究）

フ．ロトプラストの調製はノポザイムとキチナーゼの混合溶液で行なしV従来の方法よ・り短時間

で多量に得られた。プロトプラストの培養は浸透圧調節剤を加えたGMY培地で行った。ヒラタ

ケの2核菌糸から得られたプロトプラストからは2核菌糸と同時に 1核菌糸が再生し，その出現

比は片寄っていた。プロトプラストより再生した1核菌糸の生長速度ほ，元の系統のそれより大

きく異なる系統が多数存在し，プロトプラスト化に伴う変異が示唆された。また融合菌の分離の

マーカーとして栄養要求性変異株め利用を試みた．ヒラタケを用いた実験からその可能性が示唆

された則。またヒラタケのプロトプラスト再生菌の菌糸生長速度，子実体発生試験および材質腐

朽力を調らべたととろ，原菌と異なる性質を示したいくつかの系統が得られた。

11) 微生物の長期保存法（特別研究）

既往の成果を体系的に整理して問題点を摘出し，さらに保存法の開発と保存処理にともなう活

性の変化を検討した。

数種の菌根性きのこ菌株を PDAおよびエピオス培地により培養し，コルタポーラで打抜いた

デスクをパイアルに入れたものと，パイアル中に培養したものを用意し，それぞれ純水，グリセ

リンを加えて最大2℃／分および20℃／分で冷却凍結しー85℃に保存した。 3週間後の生死判定

では，ジョウロはデスク，パイアル培養とも生存し，マツタケ，ホ Yシメジはエピオス培地パイ

アル培養で，チチアワタケは－PDA培地パイアル培養で生存したが，アカモミタケはいづれの方

法でも生存しなかった。
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16種の腐生性きのこ （栽培きのこを含む）はー85℃冷凍庫と液体窒素の温度条件下で試験し

た。冷凍庫保存では直接パイアルを入れても予備凍結を行なったものと変らず良く生存したが，

凍結の影響は融解後の菌糸の初期生長に現われた。液体窒素保存では直接浸潰した場合でも多く

の菌株が生存していたが，ダメージもみられた。保護剤は5%DMS0,10%グリセリンなどがよ

い結果を示した。

12) シイタケ菌系分類調査（特定研究）

種苗法にもとずく新品種審査の基礎資料を得るため，全国食用きのこ種菌協会傘下の 15社が提

出した163菌株について，対時培養法により性因子の異同を調査したところ約半数の同一菌系の

存在が認められた。

13) 食用きのこ類の品種改良

シイタケおよびヒラタケの既存系統の特性を抱渥するため，林試構内ほた場において原木栽培

試験を実施中。

14) きのこ類の遺伝子の収集と保存

全国各地の森林・原野から担子菌類，ハラタケ目 10科40属108種 174系統， ヒダナシタケ目

4科7属7系統，腹菌目 4科6属7種11系統，異担子菌類2科4属4種6系統，子のう菌類1科

1属1種 1系統，計21科58属127種， 199系統を採集・同定して純粋培養菌株を得た。

15) 種苗法関連業務

種苗法に基ずく新品種審査に関連し，シイタケ他8種のきのこについて審査基準の作成に協力

した。また新品種登録出願のシイタケ22品種について遺伝的・生理的・栽培的・形態的各特性と

含有成分を調査・検討した。この結果いづれも新品種として登録された。

（古川久彦）
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根回 仁：ヒラタケ属きのこのプロトプラス

トの調製・培養・融合， 28回目菌僻 (1984)

1) マツノザイセンチュウ病（まつくいむし）に対する単木処理薬剤の開発と適用

(1）樹幹注入剤の開発：森林対象ではなくマツ単木の予防処理法として薬剤の樹幹注入を試み，

昭和50年頃すでにテラタワーPとネマホスを感染開始の約1～3カ月前に注入すればマツノザイ

センチュウの増殖阻止に有効なことを確めていた。そのときの樹体内拡散濃度はほぼ5ppm以上

であった。

これら両薬剤は樹幹注入剤としてマツノザイセンチュウの増殖阻害，ひいてはいわゆる“まっ

くいむし”防除に甚だ有効であったが，残念なことに，人畜に対する急性経口毒性が高く，つい

に実用化するに至らなかった。その後，さらに安全性の高い有効な薬剤を求め，農薬製造業者と

の協力のもとに，メスルフェンホスならびに酒石酸モラ Yテルの2薬剤を開発するに至り，昭和

57年ネマノーンおよびグリンガードの商品名で登録され，スミチオ y，セピモールなどを予防散

布しにくい人家や飲用水近くのマツ，神社・仏閣などの著名なマツ，ゴルフ場の重要なマツなど

に広く使用されている。

ととに至る経緯について少し述べると，効力を判定する試験法として 5年生鉢植えクロマツに

よる手法を確立し，多くの薬剤をスグリーユングし，一群の有機りん剤ならびに動物駆虫剤の中

からマツノザイセンチュウの運動機能を麻ひさせる薬剤が有効であるととを発見し，その作用機

構を明らかにするための 1～2の実験を成功させた。なお，樹幹注入の実施にあたっては，液状

のアンプル製剤をドリルで聞けた穴に掃入し，薬液を樹体内に吸入させ，樹液とともに枝先まで

上昇拡散させ，マツノザイセνチュウの運動移行増殖を妨げるととをねらいとしている。したが

って，開発の途中においては吸入させるための製剤液の粘度の改善，上昇拡散させるための有効
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成分の物理化学的な性質の改善，長期間（2～3年間）の残効性をもっ化合物の探索など数多く

の研究がなされてきた。 1例をあげれば，パイジットは5年生鉢植えクロマヅでは有効であった

が，成木に用いた場合は全く無効であった。それは有効成分のパイジットが注入した部制丘くに

とどまり，余り上昇拡散していないととを化学分析によって確めた事実とも一致していた。乙の

弱点を改善するための検討を行い，弱く酸化して側鎖ーSCHa基をーSOCHa基に変えてやるとと

によって水溶性は一挙に数千倍とけやすくなり，上昇拡散が改善されたととである。（この酸化物

がさきに述べたメスルプェ Yホスそのものである）

(2）樹幹注入剤の適用： 5年生鉢植えグロマツによりスグリーニングされた薬剤は有望なもの

は林業薬剤協会を通じての試験を重ね実用性確認の実績をつみ重ねてゆくが，その他にも大規模

な試験を重ねてきた。昭和50年頃から丸州丸十丸島（小・中径木，フ ：，：.：.－＂スルホチオン），千葉

県鶴舞試験地（大・中・小径木混合，フェ νスルホチオν），千葉県戸崎（大径木，フェンスルホ

チオνとチオジン），東海村原研試験地（大径木・フェ yスルホチオン）茨城県谷田部町の不動

マツ並木（巨大木），都内のM神社（巨大木，酒石酸モラシテル），千葉県ゴルフ場（中径木，メ

スルフ ：，：.：.－＂ホスと酒石酸モランテル）などに実施していずれもすぐれた防除効果を認めた。

今後の問題として，樹幹注入剤を予防用だけでなく，治療用に応用することはできないだろう

かということである。感染直後であれば（樹脂異常直後）若齢木を治療できることを確かめてい

るが，感染して相当な期間を経て（薬の変色が認められる頃）治療できるのでなければ実用性に

乏しい。

(8）土域処理剤の開発：テラタワーPおよびダイシスト：.－＂ 5%栓剤を感染の2～3カ月前に 3～

5kg／本処理すると有効であったが， 急性経口毒性などの関係で実用化するにいたっていな

い。なお， ダイシストン粒剤の場合は効果のフレが大きく， とくに大径木（胸高直径30cm以

上）に対して効果が少なかった。

2) 林業薬剤が森林環境におよぼす影響

(1）森林における空中散布薬剤の動向：まつくいむしを予防する目的でヘリコプターにより空

中散布された薬剤スミチオ :yσ但P，フ zニトロチオン）およびセピモール (NAC, カルパリ

ル）について調査した。昭和49,50年度では広島県宮島においてスミチオンの土壌， 7.1c，下草，

土壌表面落葉層における残留量を調査したが， 3年連続散布の結果としての累積は認められず，

残留量もきわめて僅少であった。 55年度のスミチオンの林内浮遊濃度調査では散布6時間後に微

量の浮遊を検出した。ドリフトについては林内に大半落下したものの林縁から風下50mの地点

でもわずかに認められた。 57年度のセピモールの千葉県印臆村における大気中の動向調査では樹

冠部の落下付着量が最大であり，林床落下量がζれに次いだ。ドリフトは風下500,1000, 1, 500 

mの3地点で調査したが，いずれも検出しなかった（検出限界0.001μg/l）。58年度は栃木県野木

町で調査したが，前年度とほぼ同様な結果が得られた占樹高約15mのマツ生立木でのセピモー

ル付着は樹冠部に多く，樹冠内部では少なく，枝より葉に多く付着した。ドリフトは対象林分に

近い範囲に多いが，量のバラツキが大きく，速い範囲（印O～1000m）では量は少いがパラツキは



-69-

少なかった。散布中風向風力が局部的にひんぱんに変化したため風下に相当した地域では約1000

mの地点でも検出されることがあるが， 0.1ng/cm2程度の落下量の認められたのは林縁から風下

200～300mの範囲に限られていた。

(2）森林の生物環境におよぼす影響：いわゆる“まつくいむじ’の予防散布の跡地についての

調査によれば，対象のマツおよび下層植生に大きな影響を与えたという事例は耳にしていない。

ただし混交もしくは近隣のヒノキにスミチオンが落葉させ枯死に至らしめたことは項を改めて記

述する。宮島ではミミズに平均0.02ppmのスミチオνを検出したが，土壌中 lOOppm以上のと

き24時間内に死亡し， lOppm以下では死亡しない。鹿（5才メス）の各臓器からは全く検出で

きなかった。ミミズ（フトミミズの 1種）の“Cースミチオンの代謝は速やかで体内残留は認めら

れなかった。野生鳥獣に対する薬剤の影響をみる予備的な試験としてウズラを用い，その LDso

値（148mg/kg）の 1/10量を4日目ごとに濃厚投与した場合，卵重がやや軽くなる，時に軟卵を

産む，産卵を一時休む個体を生ずるなどの影響は認められたが，催奇性を肯定する結果は出なか

った。解剖所見によれば生殖細胞の異常は認められず，わずかに肝臓の脂肪変性と小腸の柔突起

の結着が認められた。つぎにシジュウカラ，エナガ，ウグイス，セ Yタイムシグイ，メジロ，ア

カハラ，アオジ，キピタキの8種の野鳥についてスミチオyの影響が最も鋭敏に現われると思わ

れる血清コリンエステラーゼ（ChE）活性と 50%阻害度を調べた。一般に野鳥の血清ChE活性は

昆虫にくらべて低い値を示し， 50%阻害度は昆虫とほぼ類似の 10-9～10-10Mの値を示した。野

鳥の繁殖期と薬剤散布期とが重なるので雛におよぼす影響を推定するためシジウカラの雛の生育

期間中にスミチオン lOppbを含む餌を連続投与したが，血球および血清の ChE活性に変異を認

めず，体重，外見に変化なく，臓器中にスミチオyの残留を認めなかった。スミチオy散布3～

5日後の野鳥の羽に多量（2か－－30ppm）の付着を認めたが，これらの血清 ChE活性に異常は認

められなかった。野鳥に対する影響は直接付着する ζとよりも薬剤の付着した落下昆虫を擬食す

ることの方が大きいと恩われるが，野鳥の昆虫摂食は実態が掴みにくいので，同様に落下島虫を

摂食すると思われる同地域内のアカネズミについて調査した。アカネズミの血液 ChE活性の経

時変化には薬物によると恩われる影響は全くみられなかった。なお，スミチオン散布によって落

下した昆虫に残留する量は大多数の昆虫では1～5ppm程度であったが，もっとも少いシロスジ

カミキリでO.Sppm，もっとも多いピロードコガネでlOppm以上であった。セピモールについ

てもやや数は少いが同様に森林環境におよぽす影響の調査を行っている。

(3) スミチオνによるヒノキの薬害：スミチオνの空中散布によってマツ林に混在もしくは近

接するヒノキで落葉枯損する現象が認められた。ヒノキの切枝を用いてスミチオy感受性を調べ

た結果，感受性の個体では浸潰法で lppmで落葉現象を示し，非感受性のものは10%(100, 000 

ppm）でも落葉現象は起らなかった。多くのヒノキについて調査したところ感受性のヒノキは全

体の約10%存在し，さし木やつぎ木によってこの形質は継承された。との現象を起すものはスミ

チオyだけでなくアルキル基をもっ有機りん剤に共通し，とくにジメチルジチオもしくはそノチ

オのりん酸化合物に著しい。とれらをヒノキ切枝に散布もしくは浸潰すると落葉現象が現われ同
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時に多量のエチレY発生が認められた。との発生にかかわるものとして， ヒノキ中のパーオキシ

ダーゼ活性とスミチオシとの関係を電気泳動で調べた。感受性個体のパーオキシダーゼのザイモ

グラフのパタ－:I'は処理5日固までは無処理のものと変らなかったが， 7日目以後では酵素活性

が低下し，非感受性のものでは処理後の回数の経過にともない徐々に活性が弱まり，明らかにス

ミチオνによる阻害が認められた。サリチオyおよび EPNによって若干の落葉現象抑制が認め

られた。なお，ダイシストシ粒剤の土境処理Kよるマツノザイセ Yチュウ病予防試験中付近のヒ

ノキが落葉枯損したもので，このことも併せて検討中である。

3) その他

(1) マツノザイセνチュウが生産する毒性物質：組織培養したマツのカルスに無菌のマツノザ

イセ Yチュウを繁殖させ，生産された物をメタノールで抽出し，ゲルP過グロマトグラフィー，

分配~ロマトグラフィー，高速液体グロマトグラフィーなどにより分離し， トマト・カルスに対

する鋭敏な生物検定法の開発を検討した。

(2）稚苗立枯病防除：スギ，マツの苗の立枯病防除をシャーレ試験，ポット試験，コシグリー

トポット（1×lm）試験，圃場試験とくりかえし，立枯病菌の中 Rhizocton必菌によるものはペ

Yレート T水和剤がもっとも有効であり，ホーマイ水和剤とマ Yネプダイセ :l'M水和剤も有効で

あることを確めた。しかし Fusarium菌による立枯病については適確に発病させることが難し

く，なお検討中。

(3）根切虫防除：パイジット，ダイシスト y，イソフェ Yホスを土壌処理し，土填中の残留を

調査したところ，との順序に残留期聞が長く，根切虫防除効果は残留量とほぼ一致した。一般拝

乳剤は粉剤，粒剤より長く残留した。

(4) マツノザイセ νチュウに対するフラッシ Yグ効果：マツ丸太中のマツノマダラカミキリ幼

虫を除除する目的で合成ピレスロイド系殺虫剤を利用したととろ蛸室に集合したザイセシチュウ

にフラッシング（追い出し）効果が認められた。

(6）穿孔虫の栄養状態：マツノマダラカミキリの体液中の遊離アミノ酸およびトレハロースの

含量は越冬期間中にいちじるしく増加した。 （柏 司）

参考文献

1) 小田久五：松くい虫の加害対象木とその判定

法について，森林防疫ニュース 16:263～ 
266, (1970) 

2) 清原友也・徳重陽山：マツ生立木に対する線

虫Bursaphelenchussp.の接種試験，日林誌

53: 210～218, (1971) 

3) 松浦邦昭：マツノザイセγチュウの防除薬剤

スグリーュ γグ試験，85回日；林講： 256～258,

(1974) 

4) 松浦邦昭：薬剤によるマツ材線虫病の防除に

関する研究（m），ー数種薬剤のポット植栽首

木に対する土壌施用効果ー， 86回日；林講：

315～316, (1975) 

5) MATSUURA, K. : Detectable ti.mount of 

trunk injected nematicicles and their pro-

tictive offects against pineuilt disease-

Proc. XVII IUFRO World Congr. Div. II: 

593～596, (1981) 

6) MATSUURA, K. : Relation between water 

solubility of trunk injected chemicals and 



their mobility in a pine body, abstracts Vth 

ICPC : II e-4, (1982) 

7) 松浦邦昭・深見悌一：マツノザイセYチュウ

防除薬剤の開発，農林水産技術会議事務局編

新しい技術〈第20集）， p. 245～249, (1983) 

松浦邦昭：樹幹注入法によるマツ材線虫病の

防除，植物防疫 38:27～31, (1984) 

一一一一：浸透性薬剤の立木注入によるマツ

材線虫病寵病木の治療（ I), 6種の浸透性殺

線虫剤の治療効果， 66:1～9, (1984) 

8）大久保良治・田畑勝洋： 2～3の有機燐系殺

虫剤の浸透移行および残留量の経時変化，森

林防疫22:6～7, (1973) 

9) 田畑勝洋ほか：空中散布における農薬の動向

調査，昭和56年度農林水産航空協会合理化試

験成績， 148～172,(1981) 

4. 昆虫

-71-

10) 大久保良治・田畑勝洋：空散地における

MEP 剤の残留，第 8~ 回目；林鰭， 368～369

(1975) 

11) 田畑勝洋：林業薬剤散布地における追跡調

査，昭和49（度〉国有林特別会計試験報，1975.

4. 

12）向上 77～84,1976.11 

13）向上 109～113,1977.10 

14) 田畑勝洋：スミチオ γ 〈フ ：：：：.トロチオγ〉

によるヒノキの薬害に関する研究，アイツト

ープ利用研究成績年報〈林試）， 7～15 (1977) 

15) 田畑勝洋・大久保良治：フ：＝トロチオγに

よるヒノキの落葉現象（II），バーオキシダー

ゼに対する燐敵ジメチルの影響，第4回目：本

農薬学会大会要旨， 324(1979) 

昆虫部門における過去10年間の研究は，マツ枯損の防止技術を中心に展開し，スギ・ヒノキ穿

孔虫類の生態解明にひき継がれたといえよう。

昭和40年代に行われた第一次特別研究によるマツノザイセンチュウの発見という歴史的研究

成果と，それに引続く防除法を主とする第二次特別研究の成果をうけて， 50年代に入り媒介昆虫

マツノマダラカミキリを対象とする薬剤の空中散布を計画的に進めるための特別立法が成立公布

するなど，新防除法の研究開発に対して強い要請が続く情勢となった。

これをうけて，国立林試は「マγ枯損防止新技術開発調査」（特定研究， 53～57年）により，

公立林試は33県参加の大型プログzグト研究により，国公立林試の共同研究が進められた。この

研究の課題項目は，①天敵の役割としての利用，②生理活性物質の利用，③薬剤の単木処理法，

＠枯損動態の解明，⑤被害発生予察から成る。①②③は従来の薬剤散布に代る新防除法の可能性

を探るためのものであり，④⑤は防除戦略の立案ならびに防除技術の適用に際し必要とされる基

礎的資料を提供するためのものである。このうち，昆虫部門は③を除く主要部分を分担じた。こ

の研究は，さらに項目をしぼって 58年度より国公立林試の共同研究として続けられている。

．昆虫部門のマツ枯損関連研究はとのほか，「マヅ枯損防止に関する新防除技術開発のための発病

機構の解明」〈農水省特別研究， 56～59年）のなかで疫学的研究に着手L，同時に「生物学的手法

による新防除技術開発のための総合研究」（農水省一般別枠研究， 55～59年）において天敵徴生

物・生理活性物質の利用技術の開発研究を行い，「有機合成殺虫剤の環境生物に及ぼす影響と代替

技術としての害虫誘引物質の開発利用に関する研究」（環境庁特別研究， 52～56年），「マツダイ

ムシ防除薬剤散布跡地の影響調査J（特別会計樹欄発， 52～弱年）などによって殺虫剤散布が

林地の環境生物に与える影響を調査した。

50年代半ば頃からは，スギ・ヒノキの穿孔性害虫の被害が大きな問題となってきた。即ち，主
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として第二次大戦後に形成された 1,000万haにおよぶ人工造林地のうち70%を占めるスギ・ヒ

ノキの若齢造林地に種々の病虫獣害が発生し，このうちとくにスギカミキリ等の穿孔性害虫によ

る被害が顕在化してきた。この問題については40年代より経常研究によって対応Lてきたが，事

態の切迫に伴い「スギカミキ 9等せん孔性害虫の防除技術」（特別会計， 56～58年）を手始めと

して，「スギ・ヒノキ穿孔性害虫による加害材質劣化機構の解明」（農水省特研， 58～61年）が発

足した。この研究は，日本林業の根幹に係る重要課題であるので， 60年代に引き継がれ新らたな

展開をみるものと考えられる。

とのほかの特掲研究課題としては以下のものがある。 40年代の終りに BHC等の使用禁止に伴

い再度被害の増大してきた首畑害虫の被害に対し，「首畑の根切虫の薬剤防除」（場内指定研究，

53～55年）および「宵苗における生物農薬の使用法」（特別会計， 54～55年）などによって，代替

農薬および天敵微生物による防除試験が行われた．また40年代の終わりに集中的に行われた総合

防除研究の補足的研究として「捕食性天敵類の評価と利用」（場内指定，52～54年）が実行された。

他の専門分野が主流となって実施される「海岸林の環境保全機構（略称）」（環境庁特研， 52～

56年）および「ミズナラ等主要広葉樹（略称）」（農水省特研， 57～60年）のなかで害虫部門を担

当した。 50年代未より新潮流となったパイオテクノロジーについても，「細胞融合・核移植（略

称）」（農水省一般別枠， 57～61年）において天敵徴生物を対象として参画している。

ローカルな問題としては，北海道では「1m年有珠山噴火（略称）」（場内指定， 53～~5 年）

に参加し，「風倒地における生立木加害防止のための7.:z:.ロモνによる誘殺試験」（特別会計，57～

59年）でヤツパキグイに取組んだ。丸州では「シイタケの害虫ハラアカコプカミキリの防除」（場

内指定， 53～55年）を実行した。

以上述べたような特掲研究のみならず，経常研究も営々と行われた。主要なものは，キタイム

シ・カミキリムシ等森林害虫の分類学的研究，小蛾類・タマパエ類等の同定と分類，突発害虫の

個生態，マツノマダラカミキリ・マイマイガ・マツカレハ・ツガカレハ・ハパチ類・アプラムシ

類の個体群変動とその要因，密度推定法，行動習性，人工飼育，天敵の検索・利用などの基礎的

研究であり，これらの成果の蓄積が，既述じた多くの特掲研究を推進する力となった。

外部対応としては，森林害虫の同定依頼・防除指導・普及啓蒙，輸入木材や乾材の害虫の同定

のほか，自然環境の重視に伴って増加してきた，道路開発等に関連した環境アセスメ Y 人環境

緑化木害虫の防除普及指導などを行った．防除薬剤についても，公立林試・関連協会の試験に協

力した。海外対応としては，イ ν ドネシア，フィ日ピy，ペルーに研究員を送り害虫問題の解決

に協力した．

主要な研究の経過および成果を害虫群ごとに整理すると次のとおりである。

1. 松くい虫

材線虫病の媒分者マツノマダラカミキりの生態および防除について，広範かつ詳細な研究が行

われた．

本種の分布を制限している要因は，冬の低温ではなく夏の温量不足である。一般に年1化であ
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るが，低温地域では2年1化のものがかなり高率となる。東北地方での調査によると， 8月中句

以降の産卵に由来する幼虫は若齢で越冬し，これが2年 1化虫となる。

幼虫は4齢を経過する。各ステージごとの発育零点，有効積算温量が地域どとに調査された。

その結果，一般に暖地産のものは低温他のものより生育のための温量をより多く必要とする ζと

がわかり，とれは温度環境に対して自然適応したことによるものと考えられる。

カミキ＇！） 1頭当たりの線虫保持数については膨大な資料が得られた。今までの最高記録は

289,000であり，カミキリ個体群ごとの平均保持数は5,000前後のものが多い。保持線虫数の頻

度分布はきわめて集中的であり，枯損木から運び出される全線虫数の90%が脱出カミキリ数の約

20%によって保持されている。保持線虫数とカミキリの性・大きさ・脱出時期・枯損材の保存状

態・枯損林分の状況などとの関係についても解析された＠線虫のカミキリへの乗り移りおよび離

脱の経過・機構についてもほぼ明らかになった。

カミキリ成虫の行動は，移動分散・定着摂食・産卵の3期によってそれぞれ異なる。脱出後の

飛しょうは比較的ランダムであり，生立木に到達すると定着し摂食を始める。脱出後約5日で飛

しょうカは低下するが，産卵期に入ると再び活発となる。その行動は温度に強く支配され18℃以

下では飛しょうしない。成虫の分散距離，若枝での摂食行動・摂食機構，産卵数，産卵経過など

についてもほぼ明らかにされた。

生丸太や線虫接種木に成虫が誘引されることから，これらの揮発成分を分析した結果，十数種

のモノテルペνと嫌気性醗酵物質が検出された。これらの物質を組み合わせて室内および野外の

生物試験を行ったところ，ある程度誘引力のあるそノテルペyとくにαーピネ yと，それ自体全く

誘引性のないエタノールとの組み合わせによって強い誘引力が発揮されることがわかった。 ζれ

は誘引剤としての特許を得て実用に供される運びとなった。

カミキ 9の密度推定法については，樹体内個体群，脱出後成虫個体群それぞれの研究が行われ，

野外個体群の推定も行われた。樹体内個体群の変動要因についても，詳細な解析が行われた。幼

虫の蝿室形成期までの死亡は密度依存的に起とり，とれが変動の主因を占めると考えられる。若

齢幼虫期の死亡の半分以上は種内競争により，その他は捕食・寄生性の天敵昆虫による例が多い。

天敵島虫としては15種以上が同定された。

蝿室形成後の死亡は密度依存的でなく，その要因も揃室形成前のそれとは同一でない。死亡率

の半分近くが病死に由来するものが多く，天敵微生物として数種の糸状菌，細菌が検察された。

このうち Beauverお bassぬne,Serratia mercescensを利用して防除試験が繰返し行われた。と

のほかキツヅキ類が，とくにカミキリの低密度時に，天敵として重要な役割を果している例が示

された。

脱出成虫個体群の死亡率は，脱出後1週間以内で高く，その死亡要因は脱出前成虫のそれと同

ーと考えられる。ケージ内での成虫の生存曲線は数多く得られたが，野外での実態は今後の研究

課題として残されている。 －： ー

このほか，カミキリの発生時期の予察に役立つ資料，カミキリ密度と枯損量の関係に関する資



- 74ー

料が蓄積された。また各地域での枯損動態とその変動要因が，とくに気象との関係で研究された。

低湿地においては，加害の翌年枯れる「年越じ枯れ」の比率が高くなり，太枝など木の一部のみ

が枯れる「部分枯れ」のあるとともわかった。媒介昆虫として可能性のあるカラフトヒゲナガカ

ミキリの生態についても研究が行われた。

殺虫剤散布がマツ林の生物とくに節足動物群等に与える影響については，各種の方法による資

料採衷と解析が行われた。散布後，密度は急激に減少するが，一般に 1～2か月後に回復する傾

向が伺われた。ひろい取り法によって，マツノマダラカミキリも多数籍死落下することがわかっ

た。マツカレハ・マγパノタマパ耳の天敵昆虫に与える影響も致命的ではないという結果が得ら

れた。

2. スギ・ヒノキ穿孔虫

スギカミキ M，スギノアカネトラカミキ P，スギザイノタマパエ， ヒノキカワモグリガの経過

習性については経常研究によって資料が蓄積されており， 58年度特別研究の発足とともに加害機

構を中心とする研究が開始された。

スギカミキリは，本場，関西支場，四国支場において加害機構，各ステージの行動習性，密度

変動，脱出消長と温度，人工飼育法，天敵などの研究が行われた。特筆すべき成果は，パシド法

が成虫の行動・密度推定法に有効であること，接種実験によって幼虫の初期死亡が樹体条件に支

配されることなどである。スギノアカネトラカミキリについては，本場，東北支場において被害

実態，各ステージの行動習性，密度変動，天敵などが研究され，とくに成虫の訪花を含む行動が

防除上重要であり，また東北地方では1世代3年以上経過するものがあることなどがわかった。

スギザイノタマパェについては，丸州支場において分布，密度変動，分布様式，被害機構，発

生環境，天敵などが研究され，とくに林内の微気象が発生環境として重要であること，実質被害

である材斑形成に内樹皮厚が深い関係のあることなどが明らかとなった。ヒノキカワモグリガは，

本場，丸州支場において分布，生活経過などが研究され，とくに幼虫の初期加害が緑枝部から始

まることが示唆された。

以上のほか，キパチによるスギ生立木の特異な変色による被害の実態， ヒノキの枯損に関与す

るマスダグロホシタマムシの生活経過などの調査が行われた。

3. 各種穿孔虫

56年8月，北海道を襲った 15号台風によって生じたエゾマツ類風倒木を温床として繁殖した

ヤツパキクイが生立木枯損を起こすことが懸念されたので，北欧で開発された集合フェロモy

Ipslureを用いて57年度より成虫誘引試験を行った。誘引率は， 1年目は多量の風倒木のために

低かったが， 2年目以降はかなり高くなり防除法としての見透しが得られた。シイタケほだ木の

害虫ハラアカコプカミキリの分布，経過習性，加害実態の研究により，被害回避法の基礎知見が

得られた。

分類学的研究としては，キグイムシの新種の記載，分類学的総説，外材キタイムシの同定検索

と手引書の作成，シイタケほだ木のア Yプロシアキタイムシの検索表の作成が行われ，カミキリ



-75-

ムシでは新種・新記録の記載，主要種の解説などを行った。

4. 首畑害虫

各地域の林業首畑で根系加害昆虫の調査が行われ，第二次大戦後当時の加害種とはかなり変化

しているととがわかった。コガネムシ類の人工飼育法，主要種の生態調査のほか，防除試験が行

われ， BHCに替わる薬剤の防除基準がほぼ確立した。

天敵微生物 Beauveriabrongn白河ii( =B. tenella）を中心に防除試験が繰返され，また Me-

tarhizium, Ricketsiella, En伽ゆ1oxvirusなど新らたに発見された微生物を含め，病原・力，伝播

様式，大量培養法などの研究が行われた。

5. 食薬害虫

マツカレハについて，各地域で天敵寄生率・発育経過の調査， Beauveriabasiana • NPVの野

外利用法の検討が行われたほかi排糞量などによる野外密度推定法の検討，性フエロモνによる

野外生物検定，若齢幼虫の放飼による環境抵抗の比較検討などが行われた。マイマイガについて

は，性フェロモン D紗1arlureによる成虫の発生消長調査，脱皮臨害剤による防除試験，純系の

飼育によるウィルス病抵抗性の検討，各種農業とウィルス感受性の関係の検討が行われたほか，

幼虫の放飼実験によりマイマイガの死亡率が林分によってかなり異なることを明らかにした。北

海萱のツガカレハについては，発生予察を目的として越冬幼虫の密度・分布型・天敵などの調査

を行った。

そのほか，各地で発生したハパチ類のうち，カラマッハラアカハパチ，エゾマッハパチなどの

経過習性・天敵の調査を行った。東北地方のプナアオシャチホコについて，密度変動の調査が行

われた過程で，天敵寄生菌サナギタケの高い寄生率が認められた。

. 6. 吸汁・虫えい害虫

40年代に行われた総合防除の補完研究として，北海道支場でトドマツオオアプラ，丸刈！支場で

マツパノタマパェの天敵寄生蜂放飼試験の追跡調査が行われ，所期の成果が得られた。前種につ

いてはさらにグモ類による捕食堂の推定，後者については施肥による被害回避法，グロー νBU抵

抗性などの研究を行った。

このほか，エゾマツオオアプラの侵入定着増殖の経過，エゾマツカサアプラの虫えい形成要因，

各種カイガラムシ類の寄生率，プナの虫えい形成害虫の生活環，セミの吸汁によるスギ磨丸太へ

の加害防止などの調査研究が行われた。

7~ その他

地上および土壌中の小型動物，とくに節足動物の種類・密度の調査のほか，分布型・多様度の

解析が行われた。具体的には，マY林・トドマツ林でのダモ類・地上俳個性島虫，カラマツ林・

シイ林での節足動物などが対象とされた。これらの調査研究は，薬剤散布・森林施業・道蕗建設・

噴火などに伴って変化する環境の指標として役立つばかりでなく，害虫発生に対する抵抗性林分

の研究に役立っている。

このほか，タマパエ類の寄生蜂数種が記載され，コマユパチ科の分類学的研究も開始された。
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また，海岸林等のマツのしんくい虫類とその天敵，スギの球果害虫の被害・経過習性などの研究

が行われた。竹材を合む乾材害虫については，カミキリムシ類・ヒラタキクイムシなどの加害実

態調査が行われ，シロアリ類については，イエシロアリの飼育が続けられ， ヒパの抗蟻成分の生

物検定試験が行われた。 ・（小林富士雄）
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の可飽性．森林防疫 31,(1982) Monochamus alternatus HOPE (Col. Cel'.-

58) ：寒冷地帯におけるマツ ambycidae): Bionomics and control. Reヤ．

枯損およびマツノマダラカミキりの生態とそ Plant Prot: Res. 14, (1981) 

の特徴．森林防疫 32,(1983) 71) 山崎三郎：MEP空中散布地におけるマツノ

59) 竹谷昭彦：シイタケほだ木の害虫ハラアカコ マダラカミキりのひろいとり調査．森林防疫

プカミキ Pの生態と被害．農水水産研究ジャ 29, (1980) 

ーナル 6.(1983) 72) －小林富士雄・竹谷昭彦：農薬散布

60) ・奥田素男・細田隆治：マツの激害 が森林の昆虫群集に及ぼす影響（ 1)-MEP

型枯損木の発生環境．日；休誌 57.(1975) 散布地におけるすくい網法による 3年間の調

61) 山田房男：マツカレハ幼虫の光周反応に闘す 査一.92回目；体論， (1981)

る研究．林試研報 309,(1980) 73) 山家敏雄・五十嵐正俊：プナ林に発生したプ

62) 山口博昭：トドマツオオアプラ個体群動態と ナアオシャチホコとサナギタケについて．森

多型の出現機構．林試研報 283,(1976) 林防疫32,(1983) 

63) ：地上の無背椎動物．森林学〈大政 74）吉田成章： Systematicstudies on Psoctotru-

正隆絹〉．帝国森林会，東京， (1978) poid and chalcidoid parasites of gall midge 

6盆） ：フィリピγの松くい虫と造林地の injurious to pines and Cryptomeria in Ja-

害虫．森林防疫 27,(1978) pan and Korea. Esakia 14, (1979) 

65) －高井正利：トドマツオオアプラの 75) －小泉力・秋田米治・福山研二：

総合防除．林試研報 295,(1977) フ且ロモYによるヤツバキクイムシの誘殺

66) 山根明臣：マツノマダラカミキリ成虫の行動 (II）.森林防疫 33,(1984) 

習性．藤林防疫 24,(1975) 76) －讃井孝義：スギザイノタマバェの

67) : Dispersal of the Japanese pine 生態と防除の展望．森林防疫 28,(1979) 

5. 烏 獣

森林は従来，木材の生産の場として専ら考えられていたが，最近は国土の開発にともない次第

に緑の自然が失われていくに従い，森林が野生鳥獣の保存の場として，また人閣の休養， レタリ

ェイシ g yの場としての認識が高まってきた。これに伴い研究も従来の造林地における植栽木に’

加害するウサギ，ネズミに対する防除を中心とした研究から，森林における野生鳥獣の保全のた

めの研究が多くなってきた。野生鳥獣の中には天然記念物のカモシカをはじめ，シカ，サル， P

マ等による林業上の被害も問題にされ，これらの野生動物の保全と林業上のこれらの防除と相矛
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盾する問題の解決が迫まられている。

1. ネズミ

林業害獣のネズミに関する研究では，恒常的被害の出ている北海道において，森林施業が自然

保護上，従来の大面積関伐から小面積関伐へ変ってきている．小面積の造林地は，ネズミの駆除

後も周辺から再びネズミが入り，元の数に復元しやすいので，駆除がより困難になっている。ま

た，従来ネズミの生息数を抑制するために役立っていた造林地の全刈りの林床処理が，筋刈り，

坪刈りに変り，より駆除の困難な商が加っている。これにともない新たな毒餌の施工方法，毒餌

改良等の研究が行われている。毒餌も他の野生鳥獣の影響を考慮しむより安全性の商いものが

求められている。従来用いられた 3%の燐化E鉛の殺そ剤を 1%の濃度に下げる試験が行われ

た。また，植栽樹種はそ寄に弱い短伐期種のカラマツから比較的そ容に強い在来種のトドマヅ，

エゾマツに変ってきている。－しかし，これらの壮齢樹の被害も出ており，この対策についての研

究が行われている。またトドマツの地方品種によってネズミに対する抵抗性に相違があるととも

判り耐そ性品種も検討されている。

従来から行われていた生息数調査の精度を高めるための研究で，調査地の条件の不そろいを整

理するために，生息条件の解析が行われ，また，わな捕獲率のふれについての検討が行われた。

大発生の要因の解明には餌植物の栄養価，代謝カロリー等の生理面の研究が行われた。大発生

の年度について，統計的に個体数の年次変動，季節変動の傾向を地域どとにしらベ，また，繁殖

過程の面から，生息数増加，減少には繁殖率に差のあることを見出し，大発生過程をとらえた。

また，大発生の徴候をみる手がかりとして，血液中の酵素系エステラーゼの分子的多形の相違を

しらベ，生理面からの大発生の前徴をとらえる研究を行っている。

道内では， 50年代の前半に各地でササの開花結実があり，従来とかく問題として残されていた

ネズミの大発生とササの実の問題解明の唯一の機会に遭遇した。ネズミの栄養面からの研究が行

われ，開花の前年に出る花芽は栄養的にすぐれていることが分り，開花前年は食物条件が良いこ

とが分った．ササの実はすでに栄養的に良いといわれており食物条件としては申し分ないが，

その反面，開花後のササの枯れは生息条件として不利である乙とが分かった。また，生息数調

査資料にもとづくと，開花結実地帯には大発生というーような生息数増加の傾向はあまりみられ

ない。

本州ではハタチズミ・スミスネズミによる造林木の被害が地域，．年次によって散発的に起こっ

ている。これらネズミの年次変動は統計的にも不十分なものであった。こζ10年聞に， 四国，

関西，東北支場において，スミスネズミ，ハタネズミの年次変動の定点調査が行われている。

東北支場では，定点調査地におけるハタネズミ，アカネズミ， ヒメネズミの3種の生息数の変

動を繁殖率，死亡率の点から機構的に究明している。‘また，これら 3種の種間相互の影響が分布

にどのように反映しているか検討している。

関西支場では，ハタネズミの個体数変動の要因究明のために，主なる林床植生のタイプどとに

生息数変動をしらベ，その季節的な繁殖活動を明らかにした。
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近年有益な広葉樹の造林が見直されてきた。との広葉樹の種実はネズミ類，とくにアカネズミ

類の主食であるためj広葉樹の天然更新の発芽阻害要因としてアカネズミの生態研究が重要とな

ってきた。東北支場では，アカネズミ類のナラ類および針葉樹などの種実の探食量がしらべられ

ている。，

造林地のネズミの駆除には殺そ剤が用いられるが，燐化亜鉛は殺そ効果も比較的よく，残存性，

蓄積性などの点で，人畜に対する安全性が商いことから広く用いられている。野生鳥獣に対する

安全性を確認する一連の研究としむこの殺そ剤で毒死したネズミをイタチ，キツネ等の天敵が

食べ，二次被害を受けるか確認試験が行われた。

燐化亜鉛の殺そ効果は必ずしも満足のいくものではないが，人畜の安全性の商いことから，止

むを得ず用いられているのが実情である。とのために，より安全で強力な殺そ剤の出現がのぞま

れる。開発された新殺そ剤について二，三の致死量試験，実用化試験が行われたが，実用化には

到らなかった。

2. ウサギ

ウサギの被害は，北海道ではとこ 10年間は生息数が少なくなり被害はあまり問題にされなくな

っている。しかし，本州の造林地ではその被害数は相当の数になり依然として問題になっている。

ウサギの防除は毒殺が禁じられている現在では，捕獲によって生息数を低下させることが第ー

であるが，消極的に植栽木に忌避剤を塗布する方法も根強い。とのために，いくつかの新らしい

忌避剤に関する実用効果試験が行われた。また，食害機構に関しての樹種別の食害程度，食害時

期がしらべられた。スギの品種では阿哲4号が他の品種にくらべ異常に食害のあることが分り，

その食害誘因の成分の究明が進められている？また，東北支場では，実生首に《らベ，さし木首

に耐兎性があることを見出した。

ウサギの生態面の研究では後述する雪上足跡数，糞塊数の生息数調査が一般化され，生息数の

把握が適確になったために，生息数と生息地の環境要因の解明の研究が進んだ。

その他に，ウサギの分類に関する研究では，本州，丸州，四国に生息するノウサギには，数種

の亜種があり，頭骨各部の測定値をもとに，それらの亜種の判別を統計的に検討している。

3. セYサス法

野生鳥獣の保護管理上，生息数を把握し，その生息数の推移状況をみていくことは基本的なこ

とである。ネズミの生息数調査は古くから検討され，現在はその精度の向上をはかる研究段階に

なっている。ウサギは積雪上の足跡数から生息数を推定する INτ＇GEP法が統計数理研究所の林

知己夫博士により開発され，これに関連する研究に北海道支場が参加協力した。との基礎資料とな

るウサギの 1日の行動量の調査が現在行なわれている。これに対してテレメトリーによる方法お

よびその器具の検討が行われている。乙の INTGEP法は小面積のセ Yサス法であるが，現在，

ヘリコプターの機上からの足跡数によって，ピs フオンの針の原理にもとづく大面積向きのセシ

サス法の研究が統計数理研究所で進められ，とれにも協力参加を行っている。 INTGEP法は

ウサギに限らず，キツネなどの中型動物にも応用が可能であり，ウサギと天敵のキツネとの生息
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数の関係もこの方法によってしらべられている。また，カモシカの生息数調査法で，大面積向き

に，ヘリコプターからの目視カウントによる方法が検討されている。爆音による動物の驚き行動

が目視をしやすくし，カモシカ以外の大型獣，鳥類のカウνトが可能なことも分った。今後これ

ら実用化のためのマエュアル作成が問題として残されている。

鳥類センサスでは，すでに繁殖期の森林鳥類のセンサス法として「テリトリ・マップ記述法」

「ラインセンサス法」が確立され，これらの精度をより高めるための補足検討が行なわれている。

これらの方法は鳥の鳴声をはじめ，目視などによるが，との鳴声による種の判別には，相当長年

の熟練を要するととから一般的とはいえないーこのために，定点マイク設置による鳴声の時間記

録によるセ Yサス法の開発を目指して，各種の烏の声紋の周波数，波長，波型についての研究が

行なわれている。

4. 烏

「野生鳥獣の保護増殖に係る体系的手法の開発に関する研究Jの中古各林相における烏相の研

究が行われてきた。富士山麓や岩手県滝沢試験地では継続的に，生態観測が行われ，森林の樹

種，樹高等の構造と生息烏種の関係をしらべている。また，それらの植生の遷移にともなう烏相

の変遷も追究している。また，シジュカラの巣箱を初め，渡り鳥のカスミ網による捕獲，記号放

逐により鳥類の生息数の年次変動を調査している。

各地域の典型的な林相，亜寒帯林，暖帯林，温帯林等の烏相の研究が進められている。これら

の研究によって，鳥類の多くの種類を保全するためには，森林の構成が一斉林よりは棄の茂みの

密な，葉層の多い複雑な林相の方が良いととも分った。

鳥類の森林生態系における役割の中に，造林上の有害昆虫の捕食が注目され，鳥類の島虫につ

いて捕食量，また森林内の幼虫の糞量から，樹冠幼虫の現存量がしらべられている。また，猛禽

類のフログについで，鴫乳類の天敵として，造林上の害獣のネズミの捕食能あるいは捕食量が

調べられている。

林業薬剤の野生鳥獣に与える影響についての研究の一連として，鳥類が，殺虫剤の散布によっ

て受ける影響について調査され，現行の殺虫剤ではあまり影響のないことが分った。

農業政策上，水田の畑地への転換が行われている。との中で大豆畑作地においてキジパト，ム

クドリなどの鳥類の播種豆の食害が問題になっている．このために案曲子の改良研究，擬似豆，

忌避剤の種豆の塗布による食害防止の研究が行われ，また畝方向による食害の程度の差を検討す

るなど烏の習性面からも防除法を検討している。

5. カモシカ

カモシカは近年幼齢造林地において植栽木を食害するために問題となっている。との動物が特

別天然記念物であるために，その防除法を一層困難なものとしている。林業試験場では環境庁の

委託により「森林食害発生機構の解明及び被害抑止技術に関する研究」の課題のもとに研究にと

り組んでいる。その骨子は造林木の被害状況の把握と被害の林業経営上の許容限界の究明を行

い，カモシカについては食物現存量と植栽木食害の関係を究明し，森林施業上の防除法を確立す
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るととである。

植栽木は樹商が 1.8m以上になると頂端部の食害がなくなり，以後は順調に成長していく，ま

た間伐の際に異常木を除伐木として役立てれば経済的実損の少いことが明かとなった。カモシカ

は大低の植物を食べるととから，植物現存量の多い幼齢造林地は採餌場所として良好であり，壮

齢林は遮蔽効果が高く，逃避，休息場所として良い。とのことから，カモシカの生息数管理にあ

たっては，これら林相の配置が重要であるととが明らかにされた。防除法としては忌避剤塗布

あるいは防護柵，ポリネット被覆などの効果試験が行われた。 （樋口輔三郎）

6. 防災部門

昭和50年代は40年代の商度成長及び石油シ g ッタへの反省として環境面での国土の見直しが

行われた。長崎災害，山陰災害などの豪雨による土砂災害のほか，有珠山噴火，三宅島噴火，長

野県西部地震などによる災害も多発した．人口の集中化，都市化は被災対象の拡大をもたらし，

水需要の増大とあいまって森林の水土保全機能への期待はいっそう高まった。

このため，予防治山樹府の確立を目ざして，山地荒廃ならびに洪水流出危険地域の予測精度を

高め，森林の荒廃防止機能をより定量的に明らかにして樹林帯を適正に配置し，治山施設の総合

的効果を評価する手法の研究が精力的に進められた。復旧治山技術の合理化については急傾斜裸

地及び雪食荒廃地への省力的木本植生導入と保育管理，緑化技術の体系化，治山施設の安全設計

技術等の研究が進められた．また，地すべりの研究をさらに充実するため，治山科に治山第3研

究室が新設され，既往地すベり地の移動観測と集水井の施工効果判定法の研究が行われた。

水資源かん楚技術の確立については，洪水軽減とともに低水流量かん養上望ましい森林施業法

を明らかにするために流域における林分水収支，及び蒸発散等の個別水文現象の解明にいっそう

の努力が払われ，流出現象のモデル化に向って大きく前進した。

一方，種々の開発に伴う海岸防災林の伐採と衰退に対応して，その環境保全機能を維持強化す

るために望ましい林分構造と配備について研究が行われ， 56豪雪による雪崩災害を契機に雪崩危

険地の予測とも関連して若齢木の効果と育成法について研究がいっそう促進された。また，森林

の防音機貧包大気浄化機能，気候緩和機能の研究も行われた。

56豪雪による冠雪害， 59寒波による寒害等はかつてない規模に達し，それぞれの発生機構，軽

減対策について再検討が行われ，危険地帯予測手法の開発が進められた。さらに，風害軽減法，

造林地の拡大に伴う山地気候の研究，復層林施業等に関連した林内の光・熱・水分収支の研究が

行われた。 （石川政幸）

1. 治山・理水に関する研究

1. 山地荒廃の予防

豪雨による崩壊危険地域の予測：広大な山地における崩壊発生危険地の予測は，治山事業の効

率化からも重要である。従来，崩壊多発区を選び，空中写真の活用により，広域内の地質・地形・

林況などがかなりの精度で明らかにされ，多重回帰回祈および数量化理論による判別解析によっ
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て，崩壊と崩壊因子との複合関連の究明が各営林局，府県との協同で行われ，質的であった危険

度の判定がかなり量的に表示し得るようになった九

一方で，崩壊発生の解明から崩壊発生の危険度を明らかにするため，昭和52年度から 4年聞に

わたって，特別研究「山地崩接及び洪水発生危険地区の判定法」の研究が防災部門を中心として

行われたへ との研究は毎年のように発生する山地崩壊や洪水の被害を防止していくには，危険

性の高い地域を広大な山地のなかから選出し，その地区に効果的な予防対策を構ずる必要がある

ことから，従来の研究に加え，地区によって異なる崩壊の発生密度が直接関係している土層の状

態や，その変動量，雨水の土層中の動きなどの実態を把握して，数haないし lOha内外の区域を

単位とした危険地区の判定を目的とした。このため，花闘岩，第三紀層，中・古生層地帯の崩壊

発生多発区の隣接地域において，斜面の傾斜，横断面形，土層（A層＋B層）の深さ，斜面と渓

流の接触状況，樹種，森林蓄積などの因子を， 5,000分の l地形図上に 1辺2cmの正方形ごとに

計測し，各区の各因子の得点の合計点によって，各区の危険度の大小の判定基準とした。

森林の山地荒廃防止機能：とれまでの研究によって，森林の崩壊防止機能は統計的な検討や個

別の実験例から実証されてきた．また，樹木の引抜試験，根系の現断試験などによって，崩壊防

止機能が根系の長さ，太さ，深さ，根量などによって影響されることが研究された“九しかし根

系の現断，引張りなど力学的な現地試験による定量的表現資料は不足しており，今後は樹種によ

る影響や，傾斜，土質，あるいは土壌水分などの各条件どとの定量化が行れようとしている。

一方，国有林技術開発試験による「保護樹帯による土砂の流出抑止と安定法」において，林道

開設に伴う土砂の流出に対して，森林による，林相別の流出土砂抑止効果，林帯の土砂抑止限界

などが調査検討され，単位面積内の高木と低木の根元直径の合計値を立木指数とする値と流出距

離との関係が解明され，これによっτ傾斜どとの保護樹帯幅が求められ，また，傾斜の限界も指

摘されたS)o 

また，特別研究「山地傾斜地における草地畜産管理システムの確立に関する研究」においても，

急傾斜複雑地形の山地における草地造成に伴う土砂流出と，牧野樹林の構造と機能の検討から，

山地における畜産利用のための牧野樹林の土地条件による幅が検討されたぺ

渓間工事の効果：森林の山地荒廃防止機能を補完する種々の渓間工事の効果が調査された。そ

の結果，航空写真の利用が非常に有効なとと，治山ダムは渓床勾配の緩和や，川崎の変動ならび

に流路の偏角規正，あるいは土砂流出調節の効果があるととな．どが示され，山復工と渓問エを系

統的に組合せた治山計画の必要性が強調された6)0 

2. 山地荒廃の復旧

航空実播跡地の保育管理：航空実播ヱは，近代緑化工における最も能率的，省力的な工法であ

るが，緑化基盤の整備が十分行われないままに施工されることや，緑化資材の導入量が人力的施

工にくらべて軽度であるととから，立地条件によって緑化不良や早期衰退を生ずるととが少なく

なく，施工跡地における永続的緑化のための保育管理技術の確立が望まれた。とのため，航空実

播工が集中的に行われた施工跡地について，立地条件別，施工経過年別等による緑化形成や推移
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について調査され，保育適期について検討されるとともに，保全機能の商い林叢形成を促進し，

永続的な緑化をはかるため，追肥その他効果的な保育管理法が検討された”に

施工方法別保育の方法としては， a）基礎工を行わない荒廃斜面での実播工は，花闘岩地域，F寄

悪乾燥地，急斜凍上面などで，導入植物の早期衰退が顕著なととろも少なくない。衰退斜面では

在来植物の侵入生立も困難であるので，施工当年または翌年の追肥を必要とする。 b）急斜地，乾

燥地では実播前の簡易な筋工や階段を設ける場合があるが，．筋や階段には発根しやすい木本校条

を活用した埋幹方法の併用が望ましい。 c）.追胞の方法としては従来慣行的に施用されている 5g/

msでは少なく， 20～40g/m2の施用が望ましい，ととなどがわかった。

採石跡地の緑化工法：近年，採石，採土による荒廃裸地が全国的に各所でみられ，災害の防止，

景観の保全，－自然保護の立場から，早急な緑化復旧が強く要諦されている。しかし，一般の緑化

施工地にくらべて，きわめて劣悪な条件が多く，緑化復旧対策からみた実態はまだほとんど明ら

かではない。このため，全国各地の採石，採土跡地について，その実態把握を行い，斜面条件と

現存工法の適用の可否，採掘方法と緑化施工，土砂流出の防止抑制，修景緑化，自然植生の回復

など自然的環境の保全，水質汚濁防止，粉じん防止，騒音防止など生活環境の保全，平坦地，斜

面への有用林の誘噂， レジャー施設，宅地その他の利用に伴う環境緑化等について検討された。

乙のほか航空散布緑化工に関しむ施工条件による施工時期，基礎工の程度，散布量，施肥量な

どの検討が行われたへ

治山工作物：治山ダムの安全設計と事故診断技術の確立のため，治山ダムに発生するタラッグ

の発生位置，形状，大きさ等の実態調査と力学的検討が実施された。その結果，タラッタの発生

特性の類型化が行われ，数mmのオーダーでグラックの関口変位を継続測定することにより進

行性，停止性等の診断ができること等が明らかになった。またダラッグ発生によるコ Yダリート

の強度低下に関する試験として，セメシト硬化体の破壊靭性試験による解析が行われた10)0 

火山性荒廃地における治山ダムの最適設計と配置方法を確立するため，桜島における既設ダム

の挙動測定が行われた11）。ダムの変異では最大沈下量，不等沈下量，関口変異量について通常の

ダムと基礎地盤転圧処理と底部フーチィングを施したダムを伸縮継目ごとに測定した結果，最大

沈下量，不等沈下量に大きい差がみられ，ダム設置処理効果が認められた。

3. 地すベり

林野部門における地すベり関係の研究を強化するため昭和53年から，新たに治山第3研究室が

新設された。

まず，林野庁所管の地すベり地の現況の総括把握のための資料調査が行われた悶にまた，新潟

県松の山町，静岡県藤枝市および由比町内地すベり地の実態調査が行われた。実験的には，治山

ダム材料としての銅繊維補強コ Yグリートの強さの試験が行われ，曲げ強度が通常コンクリート

の約2倍あるとと，銅繊維を引張り側に集中的に混入した場合は曲げ強度は分散させた場合の約

1.5倍になり，無混入の場合の約2.2倍になることが明らかとなった。また，鍋繊維補強コ Yグ

リートのモルタル量がコ Yシステンシーや強度を決定する大きな要因であることがわかった。圧
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縮および曲げにおける歪量は無混入に比べると強度半減値が大きく，コ ν？リートが持つ脆弱性

が改善され，破壊じん性が向上することがわかった18,H）ー，

地震地における第三紀層地すベり危険地での地震動，地中歪，地表傾斜，間隙水圧などの観測

が行われた15）結果，地震の規模と震央距離から推定した最大加速度と，現地で記録された最大加

速度は，遠距離に震源をもっ計算値はよく適合したが，近距離の地震では計算値が過大であった。

地すべり地の排水効果を検討するため，埼玉県児玉町平沢地区に，遮水を施した集水井が施工

され，との集水井に地下水層に対応して， 3段の各段3本の集水ポーリ νグによる水位観測孔が

設定され，水位変化を測定することにより，ポーリ Yグ掘削による地下水の低下量がたしかめら

れた則。

地すべりの三次元的運動を把握するため，群馬県下仁田町西之牧において， 3年間 11回の移動

標柱の測定値と，地すべりの挙動を地表面に想定した三角網の各要素の変形を測定し，主ひずみ

の方向と大きさ，移動ベグトルを解析する研究が行われた，地すべりの変動は3年間の標柱測定

結果とよく対応した。とくに活動中の滑落崖を含む三角形要素では引張ひずみが顕著にみられ

たm。

4. 森林理水

森林の洪水防止機能：森林の洪水防止機能については，既往の調査研究によって実証されてい

るが，洪水予防のための予防治山事業，すなわち，水害防備林，理水工法などの配置基準を得る

ため，森林の洪水防止機能のより一層の定量化が求められている。このため，宝川試験地初沢流

域の資料により森林伐採と高水流出の関係が解析され，高水ピーグ比流量は伐採により増大し，

とくに渓流沿いの伐採の影響が大きいととが明らかにされた則。

去川試験地の 1, n, m号沢流域の資料により，皆伐により憎水量が増大することが認められ

た19）。

群馬県足尾町の煙害跡地の流域で，降雨量と流出量の測定から，出水時の増水曲線について，

蒸発散量を時系列的に推定するととによって，有効雨量と流出量との良好な適合性を推定するこ

とが可能となった。また洪水時の損失雨量は降雨の継続時間と降雨強度とに高い相闘を示すこと

が明らかとなった則。

竜ノ口山理水試験地の観測資料によって，山火事による森林植生の焼失が降雨時の増水に及ぼ

す影響が検討された結果，平均的にみて直接流出量は約2倍に，増水ピーク流量（流量の最高値

から増水前の流量を差し引いた量）は約2.2倍に増加していたSlにまた，山火事の翌年に植栽さ

れたダロマツ（3000本/ha）の生長に伴う林相変化による増水ピーク流量の褒化が検討され，そ

の結果植栽後7～8年聞は山火事直後の裸地状態時と比較して約0.6倍，植栽後十数年経過した

時点で約0.5倍となった。また，竜ノロ山南谷でマツタイムシによりグロマツが枯損全滅したが，

枯損後の南谷の直接流出品ピーグ流量は平均的にみてそれぞれ， 1.3倍， 1.2倍に増加した則。

山形県の釜測試験地の2号沢の伐採後22年経過したスギ新種と，広葉樹の天然更新の植生は，

伐採前の本数の 110%，材績で63%と回復していたが， ピーグ流量は無立木時より低下した。



- 86一
一方洪水発生危険地区判定を検討するための，特別研究によって，山形，宝川，岡山，去川の

各理水試験地で，降水量と洪水ピーグ流量が測定された。洪水はピーグ比流量に関係する因子と

して，降り始めからピー－I流量までの雨量と最大1時間雨量が検討され，これらの雨量因子と洪

水ピーク比流量との回帰式において，回帰係数に大きく影響する地況因子を採用することによっ

て，洪水発生危険地の判定する方法が試みられ，かなりの前進がみられた則。

林況と流出：釜測，宝川，竜ノロ山の各理水試験地の森林の取扱いと流出に関する水文観測資

料は， 1958年（昭和33年）までの資料を日流出量を単位として報告されたが，その後の釜測，

宝川（本流，初沢），竜ノロ山の各試験地約20年間の資料についても報告された24.25,2的。また，

1958年（昭和33年）に観測が開始された。宝川の初沢小流域のし 2, 3号の各流域の資料:n>,

および， 1959年（昭和34年）に観測を開始した宮崎県去川試験地のし II,m号の各流域の水文

資料!l81が報告された。

しかし，－宝川の初沢小流域の2,3号の2流域の観測は1983年7月の豪雨による土石流出によ

って災害を受け，その後観測は中止された。

1978年から笠間営林署管内の筑波山東方の幼齢木に設置された小流域で，降雨・流出過程に蒸

発散など森林の個別水文機能を組込んだ流域単位の水収支試験が開始された則。

宝川試験地の小流域において，森林の処理が流出に及ぼす影響を明らかにするため，天然林期

間，択伐後の期間，皆伐後の期聞について暖候期の流出率の検討が行われ，その結果，択伐は流

域蓄積量の約60%であったが，流出率に大きな変化はみられなかった。皆伐後の期聞は明らかに

増加することが認められた。

1906年に日本において，初めて開設された山地流域量水試験地の 1つの茨域県常盤太田市の太

田試験地で，広葉樹林期間と，皆伐後の無立木期間の 13年間の量水資料が得られていたが，その

後との試験流域にスギ・ヒノキの植栽が行われ， 1980年に 57年生の良好な針葉樹樹林となった。

この流域において，広葉樹林期・無林期と現在の針葉樹林期の資料を比較するととにより，林種

転換が山地小流域の水流出に及ぼす影響が検討された。その結果，無降雨期間の地下水逓減曲線

については，広葉樹および針葉樹の有林期の逓減傾向は皆伐後の無林期よりも小さいことがわか

った。すなわち，本試験流域においては森林の水資源保続効果が認められた。なお，針・広樹種

による逓減曲線の違いは見られず，広葉樹林期・針葉樹林期のいずれも逓減傾向は同程度であっ

た。直接流出量および流出率については，無林期において最大であり，つづいて針葉樹林期，広

葉樹林期となる。ピーグ流量については，広葉樹林期は針葉樹林期と同じ傾向を示し，ほとんど

その差は見られなかった則。

森林の個別水文機能：森林での水循環において，雨水の遮断，浸透，地表流下，蒸発散，地下

流出など各機能が組合わされて，森林の水保全機能が評価される。最近，各種の森林の水保全機

能の定量化への要請が強いが，これにはやはり森林の個別水文機能の定量化とその総合された機

能のモデル化が必要とされる。このため，千代田試験地で斜面ライシメーターによる傾斜別，土

層条件別の水収支が検討され，その結果，傾斜別の受光量と消失量とが高い相関をもつこと，土
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層の孔隙量，透水量によって流出ハイドログラフが異なることが確認された。また，本場内のエ

パポトランスピロメーターによる，裸地区，針葉樹区，広葉樹区の蒸発散量の観測が行われた。

北海道支場においては，裸地区， リター区，植被の異なる区の平面ライシメーターによる表面

流出量の観測の結果，流出量の大小の順は 9ター区＝牧草区与裸地区＝フキ区＝ヨモギ区＝ササ

区＝トドマツ区＝シラカンパ区であった。また同支場内で浅層地下水の水位観測の結果， A層の

有効間隙率，透水係数の違いにより，林地は草地より地下水位が低く，地表流が発生し難いとと

が証明された。

東北支場では，大型ライシメーターで，自然降雨下の400の斜面にカラマツ伐採区，牧草区，

プナ区の各区を設け，水土流出量及び土壌水分の観測を行った結果，プナ区は植生の増量によっ

て，地表流下水量も，土砂流出量も減少した。とれはプナ林の蒸発散量と浸透能の増大によるも

のと考えられた。カラマツ伐採区や牧草区は地表流下水量も流出土砂量も僅少であった。中間流

出は各区とも僅少で，底部流出量が多かった。また，カラマツ伐傑区は蒸発散量が少ないため全

流出量は他区より大となった制。

笠間営林署管内で， ヒノキ人工林における熱・水収支各項を定量的に測定した結果，熱収支と

して年間 100kcal/cm2の日射エネルギーが到達し，林冠で 11%反射され，入射エネルギーの約

60%が純放射で，約30%が有効長波放射であった。樹冠遮断量は年間雨量の約21%で，林分から

の蒸発散量は生育期間の4～10月で450～550mmであった”に

（河野良治）

1) 

2) 
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その抵抗力，日林九州支論，（1975) 態十日；林関東支欝， 31,(1979) 

北村嘉ーら：抜根試験を通して推定した林木 13) 竹内美次：鋼繊維補強コ γグリートの圧縮強

根系の崩壊防止機能，林拭研報， 313,(1981) 度，日；林枇 89,(1978) 

河野良治ら：山地畜産技術マユュア，i,，第1 14）竹内美次・：鋼繊維コ γタ”ートの曲げ強度，

編 山地畜産の基本と共通技術，農林水産技 日林講， 90,(1979) 

術会議， (1984) 15) 竹内美次ら：由比地すべり地における地震動

岩元賢ら：荒廃渓流における渓間工事の効 と間隙水庄の変動，日；林関東支論，34,(1982)

呆， 日；体誌， 65(12),(1983) 16) ：朝日根地すべり地における集水

岩川幹夫ら：航空実播跡地の保育管理，技術 井の排水量調査，日；林関東支論， ・34,(1982) 

開発試験成績報告書， (1977) 17) 落合博貴ら：地表応力の測定と弾塑性解析，

岩川幹夫：播租緑化工における緑化不良要因 日；林論， 94,(1983) 

と植被の保育，林業設術， 435, (1978) 18) 真島征夫：部分伐採が高水流出におよぽす影

原敏男：採石跡地斜面の実践について，日 響(II), 日；休講要， (1977)
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19） 竹 下 幸 ：森林伐採による増水晶の変化につ

いて，日林九支研論， 32,(1979) 

20) 近嵐弘栄：山地小流域における有効雨量の推

定，林試研報，320,(1982) 

21) 阿部敏夫ら ：山火事の直接流出に及ぼす影響

について，日林関西支誠， 33,(1982) 

22) ：松くい虫被害の直接流出に及ぼ

す影響について，日林関西支紛，34,(1983) 

23) 河野良治ら ：山地崩波及び洪水発生危険地区

の判定法，農林水産技術会議成果シリ ーズ，

(1984) 

24) JII口利次ら ：釜測森林理水獄験地観測報告，

1, 2号沢流域，林試研報， 311,(1980) 

25) 吉野昭一ら：安川森林理水試験地観測報告，

本流 ・初沢試験流域，林試研報， 302,(1979)

26）岸関孝ら：滝の口山森林,m水試験地観測報

II. 森林防災 ・気象に関する研究

1. 防災林

告，林試研報，308,(1979) 

27) 吉野昭ーら ： 宝川森林理水試験地観~lil報告，

初沢小試験流域 1,2, 3号汎林試研報，

327, (1984〕

28）竹下孝ら：去川森林理水試験地観測報告，

林試研報， 317, (1982) 

29) 平 和 敬 ：テレメ ータシステムを導入した森

林水文試験施設，林拭幼報，179,(1979) 

30) ;p;島征夫ら ：部分伐採が雨水流出に及ぼす影

轡（Il ). 日林論，89,(1978) 

31) 志水俊夫ら ：林種転換が小流域の流出に及ぼ

す影響（ I)，日林論， 94,(1983) 

32) 岩崎勇作ら ：ライシメ ーターによる地被別の

水土流出突験（Il ), 日林論，93,(1982) 

33) 服部重昭ら：エネノレギー収支によるヒノキ林

の蒸散盆測定，日林君主，63, (1981) 

海岸林 ：昭和50年代においては諸種の開発に伴う環境の変化が海岸林に及ぼす影響の解明と

その対応が主要な課題となった。既往の調査結果と併せて海岸防風林 ・飛砂防備林の機能とその

機能を維持しうる最適林帯幅について研究が進められ，各地の海岸林における砂地塩分の水平分

布や，茨城県東海村の海岸林における砂地塩分 ・樹築付活塩分の水平分布パターンから，空中塩

分捕捉に必要な林帯幅を求める方法等が検討された。

北海道石狩川地区海岸林では防風工に関する研究が続けられ，従来用いられていた根曲竹防風

垣よりも機能のすぐれた流線形防風柵（写真一1）が開発されo, また樹脂系ネ ットによる空中塩

分捕促機能についても検討された。本場では防風柵に関する現地調査および風洞による実験の結

果，実用的な防風柵が開発2）された。

写真一l 新防風エの開発
（流線形防風柵）

昭和54年からは特掲研究課題に

よる「環境変化に対応した海岸林の

環境保全機能の維持強化技術の確立

に関する研究」が本 ・支場および関

係県林試の共同で進められた。海岸

林の研究はこれに主力が注がれたの

で後述の「環境保全」ならびに関係

報告資料を参照されたい。なお， と

の研究のあとをう けて，過密林分や

不良林分については最適林分構造へ

誘導のため，必要な諸機能の究明．と
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管理技術の検討がはじめられた。

このほか，近年は海岸侵食に伴う林地破壊が各地でみられ，消波工・防潮堤等の施工が増加し

ているが，保全対策の効果的な施工に資するため， これら工作物の種類・配置等と林分の関係I)

についても検討がはじめられた。

昭和58年5月には日本海中部地震・津波により秋田県北部を中心とする防潮林に甚大な被害が

生じたが，防潮林の効果と併せてその実態調査4)が行われた。

山地防風樹帯・耕地防風林：山地防風樹帯の最適林分構造・林帯幅・配置方法を求めるため，

天城営林署管内における既設防風樹帯について調査すると共に，本場の風洞により，山地模型に

おける気流・風速分布等について実験11）が行われた。また，北海道北見地方の耕地防風林につい

て効果調査が行われた。

雪崩防止林：雪崩防止林の機能に関しては，斜面方位別あるいは無植生斜面と有林地斜面の林

木に加わる積雪移動圧を測定して，その移動阻止効果が検討された。しかし， 56豪雪で天然幼・

若齢林地から発生した雪崩が人災をひき起こしたことから，雪崩危険地の予測が問題になり，こ

れら低木状林地の生長段階に応じた雪崩防止機能を明らかにするととを重点に研究が進められる

ようになった。そのため実験斜面における単木供試木による積雪移動抵抗力の測定と，林地にお

ける定期的な林木の埋雪状況・積雪移動量等の調査8）が行われ，林分全体としての積雪移動抵抗

力，雪崩発生防止効果が検討された。

雪崩防止林適樹に関しては，樹幹の倒伏性，着雪性，生長特性等に関する実験的検討や現地調

査により，プナ，イタヤカエデ，ウリハダカエデ，コ・パノトネリコ，ホオノキ，？ルミなどは適

性のたかいことが明らかになった。

雪崩防止林の育成については，積雪移動を助長する若齢広葉樹林分に除伐地と宋除伐地を設け，

積雪移動量および雪面出現木の比較調査が行われたーまた，固定調査地において階段工と林木の

生育，積雪移動量と林木の生育，雪面出現木の実態調査等が継続された。十日町試験地の実験斜

面では，伐根利用によるスギの生育についての調査や，山形試験地の実験斜面では雪崩防止林と

してのスギの生長に及ぼす斜面方位別積雪重量・雪質についての検討が行われた。

雪崩防止施設については雪崩防止柿の構造および配置方法7）に関する検討が進められたほか，

地表植被の異なる斜面で雪崩防止柵に加わる雪圧について検討された。また，雪崩災害地におけ

る調査”｝では，雪崩防止柵の破壊はその配置法にも大きな関係があることが認められた．十日町・

山形試験地の実験斜面においては固定柵と吊柵にかかる雪圧と積雪の移動量の調査が継続され

た。なお，雪崩防止柵の設計に関しては従来用いられているスイス方式の雪圧計算は，湿度の高

い日本の雪質に合わない点があるのでその検討も進められた。

多雪・豪雪地帯の皆伐跡地に多発している雪食荒廃地（写真ー2）に関しては，プナ林伐採跡地

における伐根の転倒・滑落と雪崩発生に至る経過や，山腹の侵食・荒廃の実態が調査10.則された。

雪食荒廃地の復旧には，雪崩防止工・雪崩防止階段ー雪崩防止柵等を設置して雪崩の発生を防止

することが基本となる。しかし，林木の生育を促進するためにはさらに積雪のグライドを抑制す
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ることが大切で，とれについて検討

を進めた結果，鋼製またはコンクリ

ー ト製の偏平半球体を斜面に配置し

て積雪のグライドを軽減する特許工

法が開発された。

2. 気象被害

寒害 ：スギ ・ヒ ノキの幼齢造林地

における凍害12) （胴枯型寒害）の発

生機構については林床植生の熱容量

との関係に活目し，回場に枯草モデ

写真ー2 雪食路地 ル区と木本モデル区を設けて検討し

た。その結果，枯れた高茎の革本類が放射冷却を助長するために発生しやすいとと，また，被害

音！I位を合む垂直方向の温度差の大小に起因する こと等の推論が確められたIS）。このほか群状植え

と樹体温度の関係についても検討された。なお，茨城県下の凍害常習地帯における苗畑の 23冬期

にわたる資料によって，日最低気温と凍害程度の関係U）を調らベた結果，凍結の発生は初冬の冷

えこみだけでなく， 12月以降の冷えとみによっても生ずることも知られた。

阿武隈山系の高原地区を例にして，スギの胴枯型凍害の危険地形について検討したところ，谷

部では冷気が停滞して被害が大きし突出部では風の影響で被害は少なかった。秩父地区では季

節風の流入しにくい陽だまり地形で被害が多く，常緑針葉樹林内は凍結防止に有利な環境となる

ととが知られた。

昭和59年には降雪を伴った第1級の寒波により，長野県以北から背蕊県に及ぶ太平洋岸で，幼

齢～壮齢の人工林に上半枯型寒害が多発しその実態調査が行われた。なお近年は復数要因によっ

て生ずる復雑な被害状況も認められ，その発生機構や診断方法の検討も手がけられた。

寒風害については，高崎営林署・管内の現地で上木密度をかえ，林内照度とスギ ・ヒノキの被害

状況および生長状況について調査が行われた。矢板営林署管内の現地では，伐保方法と土成凍結

深について調査が進められ，保護樹帯の側方効果について検討が行われた。なお，スギ・ヒノキ

については全国的危険地帯区分が明らかにされたほか，中区分法については前橋営林局管内の場

合を例にして検討が行われた。小区分法の段階では，凍結深が深くなるにつれて被害が噌加し，

斜面方位によ っても差のあることが留意された。

なお，寒風容の発生機構については，従来冬期の季節風による葉からの強制脱水が主因と考え

られていたが，新らたな研究では，こうした冬期乾燥害は土域凍結が原因となって，根系と楽の

水ポテンシャルの勾配，つまり樹体内水ポテンシャル勾配が逆転して枯死に至るという結論15）が

得られた。

雪圧害 ・脱禁雪害：林木の雪圧害に関しては，積雪深 ・雪質 ・積雪枕降圧等の測定 ・検討によ

って，むi；降係数はシマリ雪の多い年ほど大きく，最ー深積雪深がそれほど多くなくても雪害が多発
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する傾向のあることが認められた。スギ幼齢木に加わる沈降圧を，整枝と枝打ちによって軽減す

る方法も検討された．積雪による林木の被害は雪量だけでなく，雪質・地形・土境条件等によっ

ても異なるが，東北支場ではとれらの要因および気象要因を併せて，造林適地判定のための区分

関作成も手がけられた。

北海道ではトドマツ・ストロープマツの埋雪枝葉の脱落E”と皮層部変色等の被害が注目された

が，実験的には枝葉をアルミ箔その他で被覆すれば被害が減少することが認められた。本州でも

長野・前橋営林局管内，新潟・富山・群馬・山形・岩手県下等でスギ・ウラジロモミ等に脱薬被

害I”が認められ，広域的な現象であることが判った。

冠雪害：十日町試験地ではスギ・モミ・アカマツ・カラマツ・プナ等について冠雪荷重の実験

18）や現地調査が行われ，プナは最も耐性のあることが認められた。なお，冠雪が生ずる気象条件

は風速2m/s以下，気温＋ 2℃～－ 1℃である削ことも判った。

冠雪害は少雪地帯で多く生じやすいが，いわゆる 56豪雪の冬期には福井県の豪雪地帯から福島

県の少雪地帯にわたる 22県下において被害面積29万h，被害額714億円に達する激害を生じ

た。代表的地区の人工林冠雪激害地については，樹種・品種・施業種・微地形等と被害度を検討

のため現地調査が行われたほか，空中写真による広域的調査手法の開発も進められた。 5倍引伸

写真によればスギとアカマツの幹折れ激害地の判読は可能で，地上での抽出調査と併用すれば老

齢木の激害を広域的に把握でき，また，寒気の流入方向と地形別被害なども検討できることが判

った。福島県下における無雪期の写真では冠雪激書林分の広域的分布状況が十分把握できること

が判った。なお，昭和58年度からは本・支場共同による「人工林冠雪害の育林的防除技術開発調

査」が行われている。

風害：森林の風害に関しては常風的強風について検討が進められ，風害と林分構造・地形・高

度等の関係について現地調査を行い，危険地形・強風地における林木の形状比等の検討が行われ

た。また，強風につよい樹形を明らかにするため簡易な樹幹動鋸記録計を開発して検討が進めら

れた．

これによると，強風に強い樹形は単に形状比が小さいばかりでなく，振動数・振動方向の異な

る太枝によって，基部樹幹の揺れが小さくなるような林木，すなわち，太枝の数が多くてその発

達が復雑な樹形のものがすぐれていることが判った。なお，林木の動揺が激しいのは風上側林縁

から 10m付近までであり，また樹幹の太い木は抗力が大きいので，林縁には径級の大きい林木

を配置・育成すれば有効であると考えられた。

林野火災：効果的な消火地点判定についての基礎資料をうるため，延焼動態の解析を進め，ま

た林野火災の総合消火技術の向上について検討が進められた。このほか，名古屋・東京・長野各

営林局消火基地における空中消火業務の運用法についても調査が行われた。

なお，昭和52年の栃木県黒羽町地区，昭和田年の広島県江田島地区，昭和58年の東北地方お

よび昭和60年の愛媛・香川県境地区等における林野火災については現地実態調査および資料収集

が進められ，焼止り線・防火線・防火樹帯・ー般山地保護樹帯の防火効果等について検討が行わ
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れた。

3. 森林気象

本場の筑波移転に合せて，独立した山体をなしている筑波山地区に，斜面方位別の徴気候観測

地点が設けられ，また，移転場内の森林気象実験斜面においても斜面方位別の徴気象モデル実験

が継続された。このほか，森林の気候緩和機能の評価および復層林施業の合理的ローテーション

の究明に関連して，造林初期から成林に至る過程における林内気象の変化を明らかにするため，

露場モデルおよびケヤマハシノキ林分等によって検討が進められた。

北海道では寒さの指数の推定ための計算式が明らかにされ，また全道・317地点の累年（20年）

資料から平均最深積雪分布図2”が作成されたほか，函館営林局管内地区については温量指数分布

図が作成された。

昭和53年度から始められた「農林水産業における自然エネルギーの効率的利用技術に関する

総合研究」のなかで，林木葉の光学的性質と群落内放射環境の解明を進めるため，広葉樹の高密

度模型林から採取した樹葉サYフ．ルによる調査，薬層の光透過サプモデル，林内光推定モデル等

によって理論的な検討21)が行われまた笠間営林署管内天岳良共同試験地のヒノキ壮齢林における

林内日射量・林床の分光放射量の測定，ヒノキ模型林による葉層階層別の分光放射量および葉群

構造の解明が進められた。詳細は関係報告資料を参照されたい。

風しょう地の風速をササ群落から推測する方法について，伊豆地方で現地調査が行われ，また

アカマツ造林における気候的適地判定を行うため，アカマツ天然林分布と空中水分凝結商度との

関係が検討された。このほか，寒風害防止対策と関連して， ヒノキ上木による下木植栽地の徴気

候改良機能について現地調査が行われた。

近年研究が進められているパルーν集材に関連した事項では，地形要因による風速推定法担｝，

気象的作業適地，気象的適期等が検討された。

北上山地帯における風食荒廃地に関しては，冬季の風速・積雪深・土嬢凍結深等の調査や，早

池峰山地区亜商山帯林における気象調査も行われた。

野外用森林気象測機器に関しては種々改良・開発が進められた。

本場では理工研型小型ロピyソY風測計の2点式発信機構を3点式とし，また ICを用いた電

子カウ Yターによる小型デジタル風速計が開発された。乙のほか， 1名で測定作業を行ない，か

っ林内外の絶対値および相対値の計算結果をデジタルプリ y トできる相対照度計も開発された。

北海道ではカセットテープレコーダーを利用した風速記録法が考案された。また，野外では一

般に lOOVの電源を要しない簡易な測機を必要とする場合が多いが，水研62型水位計を中・小河

．川でも使用できるようにICを組み入れて改善が図られた。

4. 環境保全

昭和48～52年度にわたって進められた「農林漁業における環境保全技術に関する総合研究」

のなかで，森林の防音機能2幻・大気浄化（オゾY濃度・粉塵〉機能・気候緩和機能・施業におけ

る気象変化等に関する各研究が行われた。詳細は関係報告資料を参照されたい。



-93一

社会開発・経済の進展につれて，海岸林の周辺では住宅・工場・レジャー施設など諸種の開発

が進み，林分破壊や生育減衰等によって環境保全機能の低下が問題とされてきた。このため，昭

和54～58年度にわたって特掲研究による「環境変化に対応した海岸林の環境保全機能の維持強

化技術の研究」が本・支場および関係県林試によって進められた。すなわち，全国の海岸林のな

かから代表的な海岸林として北海道石狩町海岸のカシワ林，山形県酒田市・茨城県東海村・宮崎

市の各海岸クロマツ林が対象とされ，保全機能に及ぼす各種要因と機能の定量的解明を行い，最

適林分構造を判定し，それに誘導するための具体的管理手法について指針が示された。詳細は関

係報告資料を参照されたい。

昭和田～55年に行われた「都市および都市周辺における樹林地の維持と管理に関する研究」の

なかで，林地内のオゾン濃度2'）の分布が調査され，樹林地のオキシダνト浄化機能について検討

が行われた。 （岩川幹夫）
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7. 林産化学部門

研報 321,(1983) 

林産化学部門の研究は木材をそのままのかたちで利用する場合に，その欠点をカパーし，更に

好まじい性質を与え，より商い価値をもたせることを志向した部門と，木材をかたちにかまわず

その成分を考えて利用しようとする部門に分けられるが，このほかに，林業に関連した部門があ

る。いずれにしても，化学的手法によって，森林資源を人類のために有効に利用することを目的

としている。

乙とでは以上の分野を4つに分けて解説するが，第1は化学加工であって，木材を化学的に処

理して，原料よりも美しく，丈夫で，長もちするようなものを作り出す。更に木材にない新しい

性質をもつものを考え出そうというものである。

次の木材成分利用は木材の主成分であるセルロ Jス，へミセルロース， リグニ yおよび抽出成

分それぞれについての研究であり，有機化学的手法のほかに微生物化学，酵素化学の手法をとり

λれている。抽出成分の研究では，木材だけでなく，森林資源全般を対象とし，林産業だけでな

く，林業に関する化学，特に種々の生物活性物質の研究を行っている。

パルプ・ポード類の研究は上記の木材成分の利用ではあるが，木材の繊維利用として別項目で

解説する。とれらは製品の種類が非常に多く，製法も多岐にわたっており，木材からセルロース

だけをとり出すものから，木材成分殆ど全部を使って製板するものまである。これらの原料問題，

製法，性能向上等の研究について解説する。

木材炭化の項では，エネルギーとして利用されることが少くなってしまった木炭の新しい用途

を開発する研究や，普からの製炭法に代わる新しい製炭技術について解説する。

〈石原達夫）

1. 木材化学加工

木材の化学加工処理技術の基礎となる木材の高分子化学的特性の把握と，木材表面の化学加工，

木質を基材とした多元複合材料さらに木質資源のエネルギー化について， 10ヶ年間の主要な研究

動向を記述する。

1) 木材の高分子化学的特性

(1) 木材の 1時空隙（内部表面）のモデル化1)-S)

木材の高分子構造の理論的解析の試みとして，木材内部表面構造の理論的解析の試みとして，

木材内部表面構造と化学反応性との関係を明らかにした。木材は水分子を吸着・脱着することに

より寸法の変化を起す。これは木材中の活性なーOH基に水分子が吸着し， I時空隙が形成され，

さらに水分子が多層状に吸着して 1時空隙が拡大する。一方脱着により 1時空隙は縮少し絶乾時

には消滅する。

01時空隙の表面は， 1次内部表面と 2次内部表面とに分けられ， その面積比は0.41:0.59 
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が得られた。

O制限膨潤内における化学反応の場は1次内部表面である。

01次空隙モデルの理論と，化学反応によって得られたデータの解析結果はほぼ等しかった。

(2）γ線照射による木材構成成分の崩壊ω叫

木材セルロース（溶解パルプ），プナホロセルロースの酵素加水分解に及ぼすr線照射の影響を

検討するため，重合度，結晶化度，平衡合水率，表面積などを測定し，これら徴細構造にかかわ

る特性変化と酵素反応性との関係を究明した。表1に示すように非照射セルロースの重合度は

1363であったが照射線量の増加するとともに重合度は低下した。 165胎 ad照射したときその重

合度は約1/55となった。

表 1. セルロースの微細構造の変化

試 科｜明量 I ；－；－；~対度｜輔炉｜表cx1'g＞判明率制
。 1363 84.4 21.7 179.1 44.0 

10 180 82.2 18.2 166.3 27.3 
セルロース 60 62 80.1 22.2 209.4 39.0 

165 25 64.9 69.0 215.3 93.0 

制 E.M.C.: Equilibrium moisture content 
制酵素分解時間： 24時間

(3) 木質系水銀イオ y吸着体制引

木粉をキサントゲン化しアダロレイ yのグラフト共重合によって導入したアルデヒド基を，常

温，常庄下でチオセミカルパゾY化し，イオン交換基を付加することにより水銀イオン吸着体を

製造する技術を開発した。工程を示すよ次の通りである。

木粉粒度調．藍

（前段官能基付加）
気相法アクロレイングラ
フト重合

(4) セルロースのグラフト共重合

r 

（前処理）
温水抽出及びアルコール
ベンゼン抽出

（後段水銀イオン）
交換官能； 』付加

アクロレイ・ンアルデヒド
基チオセミカルゾン化

（活性化）
キサントゲン化及ぴ過酸
化物処理

木質系水銀イオン吸着体

木材セルロースの化学的改良を目的とじて，セリウム塩法によりメチルメタアグリレート側

MA）をグラフト共重合し， セルロースの構造変化や反応系のモディフイケーシ g yがグラフト

セルロースの組成・構造やグラフト分岐の特性に及ぼす効果を検討した。
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2) 多元複合材料

(1) WPC10> 

昭和50年頃までに基礎研究はほとんど完了しその後は開発研究に移行した。これらの技術が役

立ち現在では年商100億円を越す産業に成長した。 WPCと F即の積層複合材は曲げ強度が高

く，曲げヤνグ率は20×10'kg/cm9程度であることから耐熱性・耐寒性有機複合材料として注目

された。これらの技術を発展・改良し，農業副生物例えば稲わら，落花生から，い草，落葉，も

みがらなどをポリマーで複合化した後，熱圧縮の工程を径てポードを製造した。さらに木質・石

膏・ポリマー複合材 (W-GPC），木粉・セメシト・ポリマー複合材 (W-CPC）など，有機・無機

複合材製造技術の開発と併せ，材料特性を体積分率で解析し，加成則との関係を明らかにした。

(2）炭酸化ボードSト的

木質材料を含め有機質材料の不燃化は現在の科学・技術では不可能であり，現実的な問題とし

て難燃化が研究の対象である。そこで木毛の表面に Mg(OH)2, Ca (OH)aなどの水酸化物をペ

ースト状にして均一に付婚させ成形した後，加熱した炭酸ガスを直接吹きこみ， MgCOa, CaCOa 

に化学変化（結晶化）する際に，木毛と木毛聞を固着させる技術を開発した。最近炭酸ガスの有

効利用が叫ばれているとき，排煙中の炭酸ガスも利用できる。木毛セメ Yト板の原料は樹種に制．

約を受ける最大の理由は，木材中にセメ Yトの硬化阻害物質が含まれているからである。その点

炭酸化ポードは樹種選定の必要が無い。炭酸化ポードは白色の美くしい表面をもつことも特長の

1つである．さらにポリマー溶液で処理すると，微少量のポリマーが被膜となるととから，耐水

性が向上する。

(8) 木質・金属・無機質積層材161

木質材料表面に 50μm程度の薄い鉄板を積層し，さらにその表面にレジンコンタリートを積層

したのち，表面住上げとして突板をはった多積層複合材は防火性，耐水性，力学的性質の向上を

はかることができることを確めたのもこれら複合材の製造条件の諸因子について検討した。顕

著な特性として電磁波シールド性をあげることができる。

木質材料表面の防火性を目標とし，安価な水ガラスと，水ガラス不溶化のために種々の無機化

合物を添加した混合物を木質材料表面に塗布したのち，加熱・圧締する製法を検討した。

(4) グラフトセルロースの特性

種々の条件下で製造した P-MMAグラフトセルロースポードの機械的，熱的性質を測定する

ために，まず成板条件を決定した。熱圧締は P-MMAのTgより 50～ω℃高温側がよいζとを

見出した。曲げ強度測定結果からグラフトセルロース (I），グラフト物（m）ともに成板条件と

してプレス温度180℃， lOOkg/cm＇がよかった。この条件で成板したポ｝ドの物性測定を行ない

次のような結果を得た。引張り強さは P-MMAの体積分率 （V，） とともに増加し， V与0.53で

グラフトセルロース（∞）ボードは420kg/cm9を示し，グラフト物（G）ポードでは570kg/cm'

になった，引張り強さを製造条件別で比較すると， G=GC，低分子量〉高分子量，商比重〉低比

重であった。 GCおよびGの誘導体を熱圧縮すると，透明なフィルムが得られ，その熱溶融性を
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誘導体別に比較すると，プロピオエル化物＞カルパニル化物〉ジアノエチル化物の順で．あった。

各種誘導体を木材表面に熱庄締により積層し，その特性について検討を加えた。

3) 木材の染色11)-12)

木材の色や質感は木製品の価値をきめる要素となっている。天然銘木類や優良化粧材原木の減

少から木材着色榔青が進み，木材の染色は漂白・調色を含めて企業化されている。

木材の染色には内部まで均一に染色する技術と，表面層のみを染色する技術とに大別できる。

林業試験場では長年前者の染色技術を研究課題としてとり組んできた。これら長期間の業績をま

とめ第14回木材の化学加工研究会シνポジウムで「木材染色の技術体系とその問題点」を発表

した。その内容を要約すると ①木材の特性と染色性②染色木材の製法 a木材内部の染色

法 b染料溶液 cカラーマッチYグ ③木材と染料溶液の相互作用 a染料溶液の浸透・拡

散 b染料溶液の選択的吸着 c染着④染色木材の評価 a染色性測定法 b品質評価 な

どである。

表面層の新らしい染色技術としてキトサン（多糖類：パイオポリマー）を媒体とする連続染色

法について検討した。この櫛荷は現在稼動している工場ラインに組みとめることを前提とした技

術開発であり，その可能性を確めつつ実験を行った。

4) 木質エネルギー化

(1）成形燃料の燃焼特性別ー14)

木材の元素分析値はおよそC: 50%, H : 6%, 0 : 44%でこの値は樹種による変動がほとんど

ない。樹皮38種についてC, H, Nを定量し， Oを計算上求めた。また産地別樹皮の実測熱量と

元素分析値より計算上求めた値との相関分析を行なった。

(2）複合燃料化削

生活・産業の環境・規模は昔と異なっており電気・ガス・液体燃料を使うことを前提として機

器システムが広く用いられている。木質燃料と化石燃料金複合化する櫛荷として， SCP生産工程

副生物と重油および水と極小量の分散剤とよりなるコロイダル（流体）燃料を開発し LOM（リ

グ＝ν・オイル・ミグスチヤ｝）と名づけた．また炭化物を原料としたコロイタ．ル燃料 cc沿M

（チャコール・オイル・ミッグスチャー）の製造技術も確立した。固形複合燃料としてはAPPと

商合水樹皮を混練後，成形することでSOOOkcal／旬以上の燃料を製造するととができた。とれら

複合燃料は熱量を任意に設計できることが特長である。

（村山敏博）
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体の製造法，特許第1054317号 加工研究会鵠演集(1984)

7) Y. HIRABAYASHI, T. MURAYAMA, G. G. 13) 阿部房子：早生樹租などを原料とした木炭の

ALLAN : The Recepti吋tyof Powdered Beech 製造と生産木炭の燃焼性およびガス化反応性

wood (Fagus Crenata) to Cyanuric Chlor- について〈第2報〉早生樹および本邦産広葉

ide, Wood Science and Technology, .Vol. 樹の樹皮率と発熱量，木材学会誌， vol29, 

19, No. 1, (1985). No. 12. (1983) 

8) 村山敏博：炭酸化反応による有機・無機複合 14) 黒須博司：バイオマスー木質系燃料一，木材

材，新らしい技術， 176号， 18集（1980) 工業， vol37, No. 10 (1982) 

9) 村山敏博：無機質複合木毛ボード製造法，特 15) 村山敏博：天然繊維紫体系複合流体燃料及び

許第1067515号 その製法，特許第1217568号

10) ：多元複合材料（1）～（6),Plastics-

2. 木材成分利用

1973年の石油危機を契機に，再生産可能な資源としてのパイオマスの利用が注目され，パイオ

マスの中でも最大の蓄積量を有する木質系資源の食・飼料，化学工業原料（ケミカルス），エネル

ギー等への変換技術の開発が重要な課題となった。とのような背景のもとに，林産化学部木材成

分利用部門（木材成分化学研究室，抽出成分研究室，微生物化学研究室）では，経常研究として，

木材の主要成分であるセルロース， リグェ y，ヘミセルロースから付加価値の商い二次製品を製

造するための基礎的資料を得る研究と腐朽菌および酵素による主要成分の変化，および樹木抽出

成分の性質とその利用研究が行われた。

一方との 10年の研究動向の特徴として，木材成分に関連する数多くの特掲項目研究が組織さ

れ，参画した研究室において，経常研究に平行して実施された．以下にそれらの研究課題名を発

足年度順に列記し，ついでその成果の基盤を形成する経常研究成果の概要を課題別に記述する。

木材成分利用関連特掲項目研究課題（昭和50～60年度〉：未利用樹種の利用技術に関する総合研

究（南方未利用材の利用技術）昭49～51（木化研，抽出研ほかに農林水産廃棄物の活用による

飼料等の開発（SCPの生産技術の開発ー残廃材の微生物による SCPの生産）昭50～54（徴化研，

木化研ほか）；マツ枯損防止新技術開発調査，昭53～57（木化研）；マツ枯損防止に関する新防除

技術開発のための発病機構の解明，昭56～59（木化研，抽出研）；生物資源の効率的利用技術の

開発に関する総合研究（パイオマス変換計画，昭56～65（木化研ミ抽出研，微化研ほか）；農林

水産業のもつ国土資源と環境の保全機能及びその維持増進に関する総合研究（他感物質等環境形

成微量物質の検出向定技術）昭57.～58（抽出研）；農林水産業のもつ国土資源及び環境保全機能白

の定量的評価（保健休養機能・樹木から放出される微量成分がもっ保健休養機能の計測と要因解

祈）昭58～61（抽出研）；林産物の生物活性に関する研究，昭58～61（徽化研，木化研，抽出研
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ほか）

1. 微生物化学

1) 腐朽菌の多糖類分解酵素1-2)

木材の主成分であるセルロ－；；，へミセルロースの加水分解に，微生物の産出する酵素を活用

するととを目的にして，褐色腐朽菌オオウズラタケの菌体外酵素系を調べた。 CMーセルラーゼ，

キシラナーゼ，マYナナーゼ，キシロシダーゼを生産するための培養条件を検討するとともに，

これらの酵素を単離，精製し，その酵素的諸性質を調ベ，さらに，精製キシラナーゼおよびマ y

ナナーゼについては，それらのキシラ νおよびグルコマジナνに対する作用機作を明らかにした。

2) 木材多糖類の酵素加水分解”

木材細胞壁中に存在するセルロース，へミセルロースをセルラーゼ系酵素で加水分解するとと

を目的にして，とれらの多糖類に対する酵素の反応性を増大するための前処理としての脱リグエ

y処理，アルカリ処理微粉化処理，有機溶媒処理，蒸煮処理の効果を調べた。とくに，有機溶媒

処理，蒸煮処理によって，木材の主要成分を効率的に分別し，それらの微生物蛋白，反すう動物

用組飼料，食品，化学工業原料等への変換法について検討を加えた。

3) 木材へミセルロース類の生物活性，－a>

木材へミセルロースを医薬品として有効に利用するために，各種へミセルロース（アラピノガ

ラタタ y，キシラ Y，グルヨマνナν）の生物活性を調べた。広葉樹キシラ νにはマウスの血液

および肝臓中のコレステロール低下作用のあるととを認めた。また，広葉樹キシラシおよび針葉

樹グルコマンナYは，マウスに移植した臼rcoma-1加の増殖抑制効果を示すとともに，マウス

の体液性免疫および細胞性免疫を増強することを認めた。

4) 木材ヘミセルロース類φ構造7-8】

上記の研究を推進していくなかで，広葉樹キシラ y，針葉樹キシランおよび針葉樹グルコマν

ナνの化学構造について新しい知見を得，さらに，キシラ Yのメチル化反応中に，←0ーメチルグ

ルキュロン酸残基がP－脱離分解をうけることを明らかにした。

5) 残廃材の微生物による SCPの生産冒｝

昭和50年より 5か年計画で，未利用および廃棄されている残廃材を原料として利用し，安全性

を確認しながらSCP（微生物蛋白）の生産技術を開発する研究が，家衛試・畜試と共同で実施さ

れ，脱リグェ yのための前処理方法，酵素による糖化方法，適性菌株の選択分離・培養条件，菌

体・製品の品質・安全性について検討された。

2. 木材成分化学

1) 木材成分の生分解10-18)

木材の微生物分解，すなわち腐朽は木材利用上の大きな障害となっている。腐朽に伴う木材成

分の化学変化に関する既往の研究例は，単離した個々の成分の分解を対象としたものがほとんど

であった。そこで白色腐朽菌による木材分解において，ある特定成分の分解が，共存する他成分

の分解，および木材の組織構造とどのように関連しているかについて研究を進め，単離リグエジ
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の場合，培地にセルロースまたはヘミセルロースが存在すると，それらによって誘導されるキノ

シ還元酵素の作用により， リグエシの重合が抑制され，分解が促進されるとと，また，木粉の腐

朽では，セルロースの分解生成物であるグルコースが培地中に徐々に蓄積され，それがセルラー

ゼやPーグルシコダーゼの活性を阻害し，その結果，リグェ yの優先的分解が起ること，広葉樹リ

グニ νはシ日 νギル核部分がグアイアシル核部分に優先して分解されるが，それはシ！｝ yギル核

に富むりグェ yが，最も腐朽されやすい構成要素である木繊維の二次壁に局在しているためであ

ることなどを明らかにした。

2) 広葉樹構成要素聞の木材成分組成，構造の相異1')

木材は複雑な組織構造を有してやるが，それぞれの構成要素，細胞壁各層における木材成分の

分布，化学構造に関する知見は未だ不十分である．それを解明するため， ミズナラの放射組織と

他の部分の木材成分，特にキシラ Yの相異について検討し，放射組織は，他の構成要素より， !} 

グェ y，キシロース，ガラグトースが多く含まれ，キシラ Yの構造には余り大きな変化がないこ

とが判明した。

3) 木材多糖類の化学的改質15-18)

木材を構成するセルロースおよびヘミセルロースは石油を原料とする合成化学では実現できな

い複雑かっ整然とした化学構造をもっ多価アルコールである。との木材多糖類の特性を活用し，

付加価値の商い機能性商分子誘導体の開発を行い，次のような成果を得た。最近開発されたセル

ロースの新しい溶媒を用いてセルロースの均一ハログν化を行い，グルコース残基のC-6位水酸

基のみを選択的に，かっ商置換度でハログY化する方法が開発された。ハロゲν化セルロースを

反応中間体として，グルコース残基のC-5と6位聞に2重結合を商置換度で導入した。セルロー

ス溶媒中でのセルロースの溶解機構をisc-NMRにより明らかにした。省資源，省エネルギーの

観点から，木材や高収率パJレフ・からのセルロース誘噂体の製造を試み， リグノセルロースを過ヨ

ウ素酸酸化し，温水抽出すると，カルポエル含量の商いジアルデヒド体が高収率で得られること

を見出した。

4) 木材ポリフェノールの樹脂化附．

木材ポリフ s ノールから木材用接着剤を製造するととを目的として，先ず手始めに，水溶性耐

水樹脂のモデルとして，カキシプ硬化機構解明の諸試験が行われ，ついで木材乾留生成物の木タ

ールを原料とする熱硬化性樹脂製造が検討されている。

3. 抽出成分

1) 邦産樹種の抽出成分

(1) ケヤキおよび関連ニレ科樹種の材成分20)

昭和40年代に引続き，代表的広葉樹材であるケヤキ材および関連ユレ科樹種の材成分が，その

すぐれた材色，高耐久性，加工時の接着障害，健康阻害などとの関連，ニレ科樹種の化学成分分

類，優良ケヤキ系統の選択育種への応用考察に至るまで究明され，多数のカダレシ型セスキテル

ペン類およびフラポノールとフラパノノールのC配糖体の存在が明らかにされた。
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(2) サワラ葉の抽出成分21)

サワラ薬の抽出成分を検索し， 7種の新ジテルペy，ピシフ z !J :y酸，ピシフ s ロール，ピシ

フエラール，ピシフ z リν酸メチルエステル，ピシフ .:c.!J :Y, 15ーヒドロキシフェルギノールおよ

びかメチルピシフ s リy酸を単離し，その構造を決定した。最初の4物質は黄色ブドウ状球菌に

対し抗菌性を示し，また，ピシフェリ y酸は天然界では数少ないC-10/J樹脂酸であり，ピシフ z

リンは7員環新炭素骨格ジテルペyである。

(3）林産精油・樹脂成分22-2&)

「パイオマス変換計画ム「国土資源」の両総合研究に対応して，邦産主要針葉11種の各種条件

下における精油含量が定量され，その発熱量が調べられ，エネルギー源として有効であることが

示された。またユーカリ属9種の葉油含量と構成成分が精査され， 1,8ーシネオール原料として

は，シネレ7 (24. 79 ml/kg）が最適であるととが示された。発熱量も9000～10,oookcalでエネ

ルギー源としても有効であることが示された。森林の保健休養機能に関係する樹木が放出するテ

ルペy類の計測分析法が検討され，ユーカリ 7樹種の周囲，ダロマツ林内などの大気中での諸濃

度が検出された。一方林産樹脂有効利用の一環として，松ヤエ主成分を原料とするアピエチν酸

およびレポピマル酸のハイドロポレーシ g y反応生成物の構造および立体化学が検討された。

(4) マツ枯損関連成分SS-27)

アカマツを始めとして，本邦産，外国産を混じえ， 17種のマツの樹度成分を，マヅノマダラカ

ミキりへの後食誘因との関連から追究し，各種のマツから単糖類，ジヒドロコエフ z リルアルコ

ール，カテキ y，ケルセチ:y-3’ーoーグルコシドなど， マダラカミキ Pの摂食行動を誘発する物質

を単離，同定した。またマツ枯損病に関与する毒性成分の探索を実施し，マツノザイセνチュウ・

ポトリティスの培養系から 5種のトマト葉の萎凋性成分を分離し，そのうちの1成分が CMCエ

ースであることを見出した。

2) 熱帯材の抽出成分

(1）パプアエューギエア産未利用材の抽出成分制

パフ．アニューギエア産未利用材46種 55個体の木材分析，逐次抽出試験が実施され，昭和40年

代に実施された南洋材試験結果も含めて，熱帯産70種の逐次抽出物量と樹脂障害，耐朽性，塗装

性との関連性を総括し，樹脂障害は全抽出物量が6%以上含まれる材に著しく現われ， 6～4%

の材でもへキサν可溶部の多い材に現れた。耐朽性も抽出物量6%以上の材が優れており，塗装

性はアセト ν抽出物には無関係であり，これを除いた抽出物量と塗料の硬化時聞がほぼ比例する

ことがわかった。

(2）南洋材の塩紫定量29)

アルミサッシの腐食トラプルと南洋材中の塩分との相闘を検討するため，輸入南洋材30種の塩

素定量をフラスコ燃焼法で実施し，相当量の塩素含量を示した供試材は，その経歴，木口付近と

中央部との含量差などから，海水浸潤に由来するものと考えられた。

(8）各種南洋材抽出成分特性SO-S2)
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アルピジア材のステロール成分とフラポノイド成分，ウォーターガム材の樹脂障害トリテルペ

y成分2種， ミレチア材の4種の変色関連イソフラパν成分，台湾産ヒノキ属埋もれ木精油成分

とその抗虫歯菌成分などが明らかにされ，その他タイ産チャシパ材の稲の稚首枯損成分，ジャイ

アνトイピルイピル材のパルフ．色もどり原因成分，ガテマラ産ロッグウッドエキス成分などの検

索，南洋材15種の加圧下（10～12kg/cm2）逐次抽出物と常庄下抽出物との比較検討，タウν材

の耐蟻性付与サボニν成分としてオレアノール酸ー・3-0ージグルコシドなどが明らかにされている。
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23) 桜井孝一ら：脱精油後の針葉の利用（1)(2), 
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定量法，林試研報280,286 (1976），林産化

3. 木材繊維利用

1) 原木適性
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学部業務報告書 (1976)

30) 谷田貝光克ら：アルピジア材とウォーターガ

ム材の抽出成分，木材誌24(6)(1978) 

31）林良典ら：ミレチア材の抽出成分，木材誌

24(12) (1978) 

32) 谷田貝光克ら： Strep旬coccusmutans （虫歯

菌〉に活性なヒノキ埋もれ木の成分，木材誌

30 (3) (1984) 

木材化学工業の最大のものは紙パルプ産業であり，わが国の木材需要の1/3を占めている。現

怠原料の大部分は製材の際生じる背板などからつくられるチクプのかたちで供給されている。

紙の需要は将来増大することはあっても減少するととはないと予測されているが原料の方は世界

的に漸減の傾向にあり，今まで未利用だった欠点の多い低質原料を使わなければならないのが現

状である。原料の入手難では繊維板・パーティグルポード生産でも同じ乙とがいえ2原料問題は

木材繊維利用工業共通のものとなっている。

このような事情でいままで使われていない木材資源を求め，パプアニューギエアの東・西ニュ

ープリテ y産材のパルプ・繊維板・パーティグルポードの原木適性を検討したほかl)S)8）ベ 日本

産タイワ Yフウ，ユーカリ，エージーラ y ド産カリビアマツ間伐材，ギYネム・イピルーイピル

等と呼ばれる早生樹種のパルプ原木適性もしらベた。

また，被害防除に努力しているにもかかわらず，松くい虫で枯れるアカマヅ林はあとをたたず，

増加する松枯損木の利用が重要課題であった。柏損木はザイセシチュウにより組織が破壊され材

質的性質が劣り建材には適さないので，低質材でも利用出来るパルプ・繊維板原木への活用が考

えられた．枯損木を林内に放置すると，時間が長くなるにつれ，変色菌・腐朽菌が繁殖し材の性

質が劣化し，チップ化すると精選チップがへりダストがふえる傾向があった。枯死後経過時間の

異なる材からつくったチップからパルプをつくりパルプの諸性質を解析したととろ，枯死後6ヶ

月以内であれば，パルプ収率・紙の強度特性とも健全材と大差なかった叱乾式ハードポード製

造でも 1年経過の枯損木なら十分使用出来るという結果が得られ，枯損木を原料とするチップ工

場操業の基礎データーとなった。さらに好ましいことにはチップにするとき枯損木のなかにいる

マダラカミキリの踊はチッパーで切断され死亡しているととが判明した。即ち，枯損木のチップ

化はパルプ・繊維板の原料を供給するばかりでなく，マダヲカミキ 9の駆除にも役立っているこ

とになり，破砕・焼却駆除をもりこんだ松くい虫被害対策特別措置法も施行され枯損木チヅプの

利用を一段と推進した。

2) パルプ

間伐材，小径材および枝材等をパルフ・原料として使う場合，除皮が最も問題になるため材の直
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径と樹皮率の関係，チップ化段階における樹皮の挙動，径時変化による樹皮の挙動ならびにグラ

フト法蒸解時における樹度の問題を検討した。

省資源の立場から化学パルプ程度の紙カ特性を持つ商収率パルプ化法として，徴量の MgOを

添加した亜硫酸水素ナトリウムーメタノールー水蒸解，プタノール添加グラフト法等，有機溶媒系

蒸解を模索した．また省エネルギーパイオロジカルパルフ．化法，電解漂白法についても研究を実

施した。

紙・パルプ製造廃水による環境汚染防止を目的とし，特に塩素系漂白廃液中の有機塩素化合物

の毒性・紫外線による塩素化オキシリグ.：：.:,tの分解を明らかにし，その処理法を追求した。

3) ファイJξーポード

ハードポードは，現在建築外装に使用されているが，今後セミハード（MDめを含めて，ファ

イパーポードの外部使用は益々増大するととが予想され，ボードの耐候性向上は最も重要な課題

となりつつある。そこで，無処理ならびに各種の加工処理を行なった広範囲な材質のポードを屋

外に暴露して環境条件のポード材質に与える影響を究明し，ファイパーボードの耐候性ならびに

耐候性付与についての基礎的資料を得た。

また，得られた結果を屋外暴露しなかった材料で行なった耐候性促進試験のデータと比較し相

関を求めた．

ファイパーモールディ Yグでは原料パルプの特性，技術上の制約要因等を検討し，種々の廃材

などから立体成形物を製造するときの資料とした。添加するアグリレートラテッグスは強靭性が

高いことならびにポりエチレν繊維の添加は成形物の耐水位向上に効果があり，熱圧温度は溶融

温度より商い温度で効果が大きいことが認められた。また，三角図法による成形物用のパルプの

混合割合の推定方法を確立した。プラスチッグとの射出成形では種々の原料の調製を行い，ササ，

ヒノキ樹皮，カラマツ樹皮，タワおよびシラカνパ粉末の適性を検討した。

4) パーティグルポード

わが国で今後需要がのびると予想されるパーティグルポードの使用目的と材質特性との関連は

きわめて不明確であった．そこで，使用目的に対する材質特性値の評価規準を確立すると同時

に，製造と使用の両面に対し指標となる材質評価を行った。

建築用ポード材質のうち，耐久性の評価方法を試験するため，促進試験と屋外ぼく露試験を行

い，両者の相関を求めた。その結果，過酷な条件下のポードの耐久性を評価する促進試験として

は繰り返し荷重後の曲げ強さ，ならびにその簡便さから煮沸曲げ強さ測定が適切な方法と判断し

たへ
その他，国産針葉樹間伐材の利用残材を原料として高度な材質を有する製品を得るため，配向

4ーティグルポードの製造を検討した。また，パーティグルポードから放散するホルムアルデヒ

ドの定量法として，パーフォレーター法を確立し，ポードメーカーから提供される試料の鑑定を

可能にした。床下地用パ戸ティグルポードの工事標準仕様の作成のための基礎資料として，実大

の張付け床に散水を行いパーティグルポードの変化についてしらベた．その結果，ボードの側面
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（木口面）にギyパラシール処理をほどこせば，目透かし張りをしなくても端面にふくれを生ずる

などの不具合がなくなることを明らかにした。 （田中 治郎）
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る合板・ボード類・パルプおよび木炭の製

造，林試研報， No.292, 97～160. (1977) 

2) ：パプアユ品ーギユア材の

加工的性質 4.東ユュープPテγ産産材の

混合樹種によるボード類・パルプの製造，林’

試研報， No.294, 51～84. (1977) 

3) ：パプア：.:Joーギユア材の

加工的性質 9.西ニ品ープリテシ産材による

合坂・ボード類・パルプおよび木炭の製造，

4. 木材炭化
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セ γチ品ウによるアカマツ枯損木のパルプ化

試験，．林試研報， No.315, 113～124(1981) 

6) 岩下陸：パーティグルボードの屋外ばく露

と劣化促進処理の関係，第29回木材学会講要

654 (1979) 

木炭は燃料として用いられるばかりでなく，工業面では製鉄，製鋼，二硫化炭素の製造，刃物

鋼，チタ Y，金属桂索，木炭ガス発生用に使われるほか，汚水処理，浄水処理用の活性炭，研磨

炭，画用木炭など多方面にわたって産業基礎資料として重用されている。また農業用木炭として

土嬢改良剤，融雪剤，家畜飼料添加剤などに，公害環境対策として空気の浄化・消臭剤などに利

用されている。製炭時回収される木酢酸は土壌殺菌，消臭，食品嬬製，その他微生物の活性化に

用いられようとしている。このような木炭事情から日本の農山村に炭やき産業の復活をもたらす

経済性を考えた各種の炭化炉や製炭技術の確立が要望されている。

林試で開発した移動式炭化炉，角形プロックカマは諮にも炭がやけるように考案された炭化装

置である。

移動炭化炉は簡単に炭材のある所に順次移動して製炭を行うもので，そのため軽量で，いくつ

かに解体でき，また容易に組み立てられるようになっている。例えば炭材集積地に分解した炉を

車に積んで運び，再び組み立てて炭材をたて詰めて，その上に着火用の枝条を上ケ木とし：着火す

るe しばらくして天井蓋をのせE さらに下部の4つの煙窓口に煙突を取りつけるe との時勢いよ

く煙をだせば着火は確実である．あとは煙の色を見ながら製炭する．青煙になってくれば炭化終

期で，煙が無色になれば煙突をとりはずし通風口，煙突口および接続部を粘土でよく密閉する。

冷却時聞は約6時間である。収炭率は生材で約13%である。出来上った炭は急炭化のためやや

品質が落ちるが一般燃料その他の用に十分供しうるものである。マツ炭の工業分析結果は水分

6.80%灰分0.95%揮発分18.37%固定炭素77.43%であった。必要があれば煙突下部に受器を置

けば炭化過程で生成する木酢液を捕集することが可能である”。

角形プロッグカマは市販の軽量セメ Yトプロックと鉄筋をつかい，カマの内面にメタルラスを
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張り，それに耐火セメ Y トを 10～，2omm厚に塗装したカマで，天井には作業しやすいように前と

後に直径20cmの穴があけてある。築窯には，材料が揃っていれば3人で 1週間もあれば十分で

あり，炭材をつめればすぐ製炭できるカマである。保温材でカマを覆い放熱を防ぎ炭化するのが

特徴で，着火も早く，燃材も少なくてすむ。窯内温度があがり炭質が向上し製炭時間も早い．上

ケ木の消耗も少なく高収率である。冷却日数は保温材を炭化終了と同時にとりはずすため2, 3 

日ですむ．これは土窯製炭の半分の日数で生産性のよいカマである．このカマは千代田試験地に

設置されている。

千代田試験地には角形プロッグカマのほか白炭ガマと黒炭ガマも構築した．

出来た木炭について性質の解明も同時に行われた。市販木炭および活性炭の表面性，吸着性，

木材および木材成分の炭化過程，木炭の水蒸気賦活に際しての特性などの研究を行った。また熱

分解挙動に及ぼす諸条件の影響を考察し，それらより得られた基礎的知見を活かして，フィール

ドにおいて早生樹租を含む実用的な実験を行い，得られた木炭の性質と炭化条件との関係を検討

した2)0 

また，木炭用燃焼器具についても試験を行った。

2) 木炭の土壌施用

木炭は植物組織をたもった多孔性の構造で表面積も石炭の 10倍もあり保水性，通気性， 透水

性，吸着性などに優れた特性をもっている。木炭を土壌施用することで理学性や微生物相を変え，

植物の生長を促すことが見出され，農林業用木炭の利用開発の一環として下記の事例について研

究をすすめた。

林業苗畑に木炭，活性炭，樹皮炭を混合，層状施用区を設け実験した結果，苗木の生長がよく，

また根系の発達がよく，緑が濃く樹勢もよいことがわかったへ

竹林のタケノコの早出しと，竹材利用を目的とし移動炭化炉による竹炭製造を行った。出来た

炭を竹林に表面散布し，タケノコの早出しをはかった。

ゴルフ場のグリーνに融雪を兼ねて木炭粉を年2回（紛Okg/mり表面散布すると，春の芽ぶ

きが早く芝生の緑が濃く根の発達もよいとの結果が得られた。

わが国のように四方海に固まれ海岸線の長い国土を守るためには海岸ダロマツ林は海岸防災林

の主要な林分を構成するものとして広く各地に分布しているが，その保育の指針は明らかになっ

ていない上，適切な手入法も行われず諸容に対する抵抗力も弱いのが現状である。

ダロマツの活着，生長促進，飛砂防止，食用菌根菌の増殖を目的とし，茨城県鹿島町波崎海岸

グロマツ林に各種の木炭施用する実験を行った。用いたグロマツ林は30年生で生長が悪く，樹高

6～，7mで，、、手入れのよい林であった。列状に自動耕運機で幅30cm，深さ 20～30cm，長さ 10cm

の瀧をつくり， 1列に木炭約100kgを厚さ 10～15cmに埋め込み，飛散と乾燥を防ぐため上に砂

をかけならした。その結果，グロマγの樹勢回復と松露が5アールで266コ収穫出来，木炭と松

露菌の共生関係が成立しているとともあわせみとめたぺ

（田中治郎）‘
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加え，木造率の低下が続いて木材需要量は大幅に低減し，木材関係産業はかつてない深刻な不況

にみまわれている．

原木供給面では依然として輸入材が2/3を占めているが，産出国の丸太輸出規制，製品輸出拡

大の傾向が強まり，輸入原木も低質化多様化が目だっている．これらのことは，輸入材のうち量

的に最も多い南洋材において特に著しい．一方，国産材については針葉樹造林木の蓄積が次第に

増大しているとはいえ，大部分が若齢林分であって形状的に劣るものが多く，これらの利用拡大

が大きな課題になっている。

乙のような情勢のなかで， 当部門においては未利用南洋材， 国産針葉樹材などを主たる対象

に，材料の物理的特性を明らかにするとともに適正な加工条件を追求しむそれらの有効な加工

・利用技術の確立に寂り組んできた．関連する各分野の経常的な研究に加え，特掲的な研究とし

て科学技術庁：「未利用樹種の利用技術に関する総合研究（パプアニューギニア材）ム農林水産技

術会議：「間伐材の利用技術の確立に関する研究」などが実施され，さらに現在，同「針葉樹造林

木の単板積層加工利用技術の確立」の研究が進められている。それらの最近10年間の歩みを木

材材料特性，木材物理加工の2専門分野にわけ，以下に記述する。

（筒本卓造）

1. 木材材料特性

木材の需要量は昭和48年に最大になって以後，低水準のままで推移して来ている。この間，世

界の森林資源は大きく変化をし，優良材の枯渇，未利用樹種の増加が目立って来ており，産出国

の丸太輸出規制，製品輸入の増大などの傾向がはっきりとして来ている。

圏内の森林資源は，造林木の蓄積が次第に増大してきているが，大部分は若齢林分で，そのま

ま，現在の木材需要に対応することは不可能である。一方で，これら若齢の森林資源の有効利用

は大きな課題のーっとなって来ている。

園内の針葉樹材資源が十分利用出来る時期に達しても，広葉樹材資源については，需要に応じ
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ることは難しいため，依然として，熱帯産材に頼らざるを得ない状態が続く筈である．

以上のような点から，研究の対象は，輸入低質材，国産針葉樹材，国産低質広葉樹材などの多

様でかつ低質な原木へとむかっていかざるを得ないのとれらの原材料を有効に利用していくため

には，組織，材質，物理的性質などを十分把握する必要がある．

木材が，非木質材料との競合にたえるためには，生物からの生産物であるためにもつ特性を明

らかにし，その特性を活かしきるととが必要であり，木材の良さの解明もされなければならない．

1)° 木質材料の居住性伽川

住宅の近代的生産と性能向上が求められる今日，良質・大径材の枯渇化もあって， ピルディ ν

グエレメ νトとして強さを受け持つ構造壁の多くが伝統的真壁から大壁や木質パネル壁に置き換

えられることが多くなっている。これらのうた木質パネル墜は，それなりに合理的性能を有する

ととから，将来それの占める比率が伸びると考えられる。しかし，結露，遮音，断熱などの居住

性的観点からは，新しい方式だけにこのパネル壁に問題点がないわけではない．とのととから，

木質パネルに関する一連の研究を手がけてきている。

手はじめにとりあげた研究「木質パネルの透湿と結露」により，壁表面の結露は表面材料の吸

湿性，疎水性と関係があり，パネルの断熱化が耐結露性を向上させ，また，内部結露はパネルの

防湿層，断熱層の有無につよく依存する，などが明らかになった．しかし，結露を予測するため

湿気貫流率を計算する際，透湿カップ法と湿度計法の結果ではくい違いのでることなど，現実的

な非定常的状況を考えるときまだ究明すべき問題点が残っている．

次いで，中空のパネル壁が遮音性が低いといわれることから，中空層に吸音材を充填した壁，

および2重， 3重壁の遮音効果などを検討した。質量則から予測されたように，ハードボード，

パーティグルポードを用いると遮音性が向上する。一方，あぜくら壁は遮音性が低く，モルタル

壁は良好な遮音性をもっていることが判った．

木質系壁用ポード類，パネル壁の熱貫流率を実測し，ポードの表面性状によって表面熱伝達抵

抗に差があるとと，中空パネルに断熱材が挿入される位置によってかなり貫流率に影響があるこ

と， 中空層の対流が無視できないととなどを確認した。との一連の研究から木質パネルの物理

（居住性）的観点からの問題点と対処方法はほぼ明らかになったといえる。

2) 木材の物性4)5)

木材の物性に関する研究は，“木材の良さ”を明らかにすることを目標のーっとして行ってい

るものである。主として木材と水，木材と熱に関係して行われて来ている。前者については，木

材が吸水する現象を解明するに当って，自由水と結合水を分離して考えることが必要であるが，

研究の結果両者を分離する方法を見出した。この方法によると，従来用いられて来た吸水量増加

曲線を推定するための式には適用限度があるとと，木材中の毛細管の形態の差異によって，自由

水と結合水の吸水速度が異なり，これらの吸水速度の組合わせによって種々の吸水量増加曲線が

得られることが判った4

以前から難しいとされ，かつ要望の高い比較的高含水率状態にある木材の含水率の計器による
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測定の可能性を検討した。この結果的．交流電気抵抗， 電極電位， 熱伝導などの3方式による

と，計器の指示値はいづれも繊維飽和点以上で，合水率の増加に伴ない末広型に分散する。 2）こ

の分散傾向は樹種あるいは比重をパラメーターに整理すると，かなりまとまってくる。したがっ

て基本的には計器測定が可能である。一方，これらを実用化するには計器，電極あるいはプロー

プの構成，補正の仕方などに多くの問題がある。

木材と温度との関係については，木材の温さが，物理的指標によって計量出来るかどうか検討

のため，暖房した住宅の室内において黒体箔温度と黒球温度を測定したが，その値が位置により

変動し，空気温度より 1～3℃低いことが判った。

3) 材質評価8)7)8)9)10)11)

わが国に産する主要樹種72樹種（針葉樹24，広葉樹48樹種）の利用上の指針を得るために昭

和34年以来行って来た「日本産主要樹種の性質」の試験結果のうち，物理的，加工的性質，耐朽

性に関する特性健を一覧表とし，それらの特性値と比重との聞の相関関係を示し，国産材の性質

の評価の際の基準，各性質問の相互関係の推定ならびに利用の際の樹種選択の指針の資料とした。

南洋材の加工，利用のために行った「南洋材の性質」の研究の成果に基づいて，南洋材の材質

および加工性の評価の総括が行われた。これに続いてとりあげた「パプア・ニューギユア材の加

工的性質」の研究では，二 s ープリテν島の東・西2地区に直接調査員を派遣し，分類学的に正

確な木材試料（総計，天然木44種，造林木3種）を採集し，それぞれの基礎的な性質について調

査した。さらにこれらの結果の総括がされ，木材の利用適性に関する総合百平価がされた。これら

樹種の大部分は，いわゆる「未利用樹種」と呼ばれているもので，今後の熱帯材利用に有効な指

針を与えるものである。すでに行われた市場材および「未利用樹種」からの木材を含む熱帯材の

研究成果をもととして主成分分析を行い，用途に応じた樹種区分を行った。

上述した「日本産主要樹種の性質」の一連の研究に補足した形で出発した組織構造的性質に関

する項目のうち，広葉樹40種の繊維長の一覧表が作製された。ココナツの維管束の繊維および基

本組織のスグレロシスの進行度合，維管束の面積比率の水平方向と軸方向の変動の仕方と比重と

の関係を求めた。これらの結果に基づいてココナツの幹が理想的なパルフ．原料として用いられる

のは，幹の先端から 3～・7m程までであるととを明らかにした。

4) 木材の職別12)

輸入される南洋材の樹種が，今後フタパガキ科を中心とした有名市場材から，多数のいわゆる

「未利用樹種」のまざったものに変化することが予想されている。これに対応するため，南洋材の

識別に関する研究が継続され，その対象樹種の範囲が広がって来ており，それらの識別に必要な

多くの資料が集積されている。また，「未利用樹種」が中心となっているパプア・．ニューギユア

産材についても研究が行われた。また，上述の熱帯材の識別の研究ならびに日常の鑑定業務の実

行に欠くことの出来ない木材標本の収集が精力的に行われ，標本数は日本で最大のものとなって

来ている。このように熱帯材識別に関する研究成果の集積および大量の標本保存数などによって，

林業試験場は日本のみならず太平洋地域において，熱帯材の識別に関連した研究の主導的な役割
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を果しており，わが国の熱帯材利用および研究に大きく貢献している。

5) 生長と材質削1')1削8)

木材生産に当って良質材の生産が大きな課題となっているが，－品質を考慮した木材生産のため

には，材質に影響を及ぼす因子の解明，木材の品質の把握が木材研究の側で十分に行われ，生産

への提言がなされなければならない。このために，次のような研究が取上げられた。

新しい研究手法の適用が比較的少なかった材質と生長との関係に関する研究分野で，デνシト

メトリーが導入され，日常の研究手法として定着したととは注目すべきととである。これは，ソ

フトX線とデνシトメーターを組合せた手法で， X線写真により表現された年輪内の密度の連続

的な変化を，後者により濃度曲線に書きあげるものである。材質研究の分野において，従来，非

常に重要な指標として用いられて来た挽材率は通常，年輪ごとに色調を肉眼的に測定して来てお

り，その判定については常に論議がされて来たものである。この手法によって，晩材と早材の境

界を数値によって定めることが出来，正確な晩材率の算定が出来ることになった。また，年輪内

の比重の変動が連続的に把握されるため，年輪構造に影響を及ぼす因子が，どの部分に，何時，

どのように働いたかを，より正確に記載することが出来る。この手法の導入により， NP,PK, 

NPKなどの肥培によって年輪内におこる比重の変動の違いの解析および別項で述べるように光

化学オキシダνトなどによる公害の木材の構造に及ぼす影響の解析がより精密に把握されるよう

になり，この分野の研究成果が多く出された。また，この手法の導入により日常の研究の際にお

ける比重の測定が迅速にかっ，より精度高く行われるようになり，多くの分野の研究が恩恵を受

けている。

広葉樹材の欠点の一つである引張のアテ材の識別方法を検討するたのポプラを使って調査を行

った。との結果，チ .:r.！／ソーによって切断すると，ゼラチン層の引抜けが多く光沢に差があるの

で，最も簡単な肉眼的識別法になる。また，軽度あるいは局部的に形成された引張りアテ材は円

板を染色した後，飽削すると明確に区分出来る。また傾斜に伴って引張のアテ材で占められる率

は増加するととがわかった。

6) 材質育種17)18)19)10)91)

カラマツの材質指標のうち，用材として用いる際に，最も大きな欠点要素となる繊維傾斜度の

変動の解析が行われ，別項に述べているように，との成果を育林的な手法を用いるととによって，

繊維傾斜度の少ない（したがって木材の狂いの少ない）カラマツを選抜していくための基礎が確

立された。

昭和36年度から開始された「アカマツの材質育種に関する研究」は，すでに母樹に関する調査

を終わり，成果は報告されている。とれに続いて，母樹から得られた子供首が広島県と岩手県の

試験地に植栽され撫育が続けられて，すでに 18年が経過し間伐が必要となった。この時期を利用

して，当初の計画通り，間伐木の重要な材質指標について調査を行い，それらのファミリー内お

よび間変動，親と子の聞の関係などの検討を行うため，先づ岩手県の試験地から試料木が採取さ

れた，当初，母樹について取上げられた調査項目は，非常に多数であったが，すでに行われた研究
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成果に基づいて，材質指標としては，比重，年輪構成，収縮率，繊維傾斜度，仮道管長などに関

連した項目である。

また，当初調査項目として取あげられていなかった繊維傾斜について調査が行われ，すでに発

表されているカラマツの繊維傾斜の変動とほぼ同じ傾向があり，さらに，繊維傾斜度の指標とし

て最大繊維傾斜度が特いられることが判り，上述のようにアカマツの材質育種の研究の中で材質

指標のーっとして取あげることにした。

η 用材の品質12)

間伐材等の小径材からの製材品は，断面寸法が小さく，心持ち材が多く，したがって，乾燥に

伴って狂いや割れが生じ易い，これらの製材品を構造用材として使用するためには，用途や施工

条件に対応して，欠点の許容限界を明らかにする必要がある。このために構造に組込まれた部材

の狂いや割れの調査を行った。とのため，施工前の製材品（断面寸法4.5cm,5.5cm, 7cm）に

ついて乾燥前および後，品質調査を行い，その結果と，構造に組込まれ部材の変形（単体パネル

および構造物の狂い）との関連を求めた．製材品の狂いについて最も大きく影響する因子として

はアテの分布，繊維走向角度などがあげられることが明らかになった。また構造に組込まれた場

合には乾燥に伴う部材の狂いはかなり抑制されることも明らかになった。

8) 熱帯造林木の材質

熱帯産の天然木からの木材の基礎的性質，加工，利用的性質などに関する研究は，すでに行わ

れて，その成果は発表されている。今後の熱帯地域における森林資源の状況を考えると，造林木

についても同様な研究が必要である。とくに，すでに試験造林の域を超えて，商業的な森林の造

成が行われているような樹種については，今後の木材工業への利用指針を提出するためにも必要

であると考えるa 現在まで，造林され，かっ，今後その面積が増大することが期待出来る樹種と

して，カリピアマツ，カメレレ，その他を選んで，その基礎的性質，樹種によっては，その加工・

利用的な性質を含めて検討を行っている。 （須藤彰司）
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16) S. OHTA et al. : Effets de divers modes de の分布とその出現型，林試研報， 248(1972) 

fertalisation (N. P. K. )sur certaines carac- 21) ：カラマツの母樹とグローγの織維

teristiques physiques, chimiques, mecha- 傾斜度の関係，林試研報， 312(1980) 

niques et proprietes papetieres du・pin ma- 22) 斉藤久夫ら：間伐材の利用技術の確立に関す

ritime des Landes (Pinus pinarter Ai仁川． る研究，研究成果， 154，技術会議 (1984)

Ann. Sci. for. 40 (1983) 

2. 木材物理加工

木材を物理的に加工し，製品化するにあたり，主要な工程には製材，－乾燥，各種機械加工，集

成加工があるe 上述のような木材需要の低迷，原木の多様化，低質化のなかで，これらの加工技

術研究も従来の商加工精度，高能率を追求する方向とともに，各種原木の特性に適合した効率的

な加工技術に重点をおいた研究が行われてきた．

この期聞における木材物理加工関係の研究動向および研究業績の概要を以下に紹介する。

1. 特別研究等

49年～51年にわたり未利用材の利用技術に関する研究が行われたe 熱帯広葉樹林のうち，太平

洋地域からの樹種は東南アジアの樹種に比べ，わが国ではなじみも少なしまた，小径木，軽軟

材，重硬林が多く，これらの利用推進は資源国，消費国の両者から強く要請されてきた。とのよ

うな背景から，パプアニューギニア産材42樹種について，各樹種の基礎的な性質のほか，鋸断

性，乾燥適性，飽削性，接着性，塗装性，曲げ木加工適性，釘打ち適性などの挽材加工，単板切

削，単板乾燥，単板接着などの合板製造試験のほか，化学的加工の諸試験が行われた。これらの

試験の結果，各樹種の特性が明らかとなり，用途に関する指針が得られた。また，とのととによ

って，その後の太平洋地域からの木材の適切な利用に貢献するととができた九

間伐材の利用技術については別にくわしく述べられているので，ここでは省略する。現在進行

中のものでは，針葉樹林木の単板積層加工技術（59～61年）がある。来るべき国産化時代には，

針葉樹造林木が大量に出材されるととになるが，従来，主流をなしてきた製材品としての利用だ

けでなく，単板積層材として利用をはかろうとするもので，スギ，アカマツについて研究が進め

られている。

2. 製材

低成長経済を迎えてからの製材業界は原木事情や製品市場の構造変化から従来までの存立基盤
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が沈下してきているので，そこに企業の革新と効率的な運営を図るととが急務となっている。と

の問題解決のためには実効的な経営管理の在り方を設定する必要があり，製材業の経営実態調査

をつうじて，経営管理技法について検討を加えた。その結果，内陸製材のうち，間伐材等小丸太

の製材工場を対象として，その基本的な管理方式を明らかにし，新規工場の設立に際し，との方

式を役立てることが可能となった。また，構造不況下の国産材を対象とした製材工場について，

原木の形質，木取り方法，生産方式などの現状を分析し，それにもとづいて製材方式の適切な方

向について検討を加えた。全国6地域のスギを主とした製材工場は9タイプに分類できたが，大

きくは役物製材工場と並物製材工場とに区分でき，前者については能率よりも価値歩止りを視重－

した製材方式を，また，後者については製材ライ ν全般にわたる自動化により能率向上をはかり，

低コストを目的とした製材方式をとるよう提言できたa>•>s>a＞。

帯のとによる木材の切削は木材加工の基本ともいうべきものであるが，その鋸断性の判定法に

は切削抵抗，ひき材面の品質，送り速度とひき曲り，使用のとの寿命の長短，所要動力など種々

の因子によっているが，それぞれ一長一短がある。そこでひき材抵抗についてより簡易に行なえ

る方法を検討したが，その結果，鋸断性の判定法としてほぼ妥当なものであるととを確かめ，ま

た，樹種べつの最適ひき材条件を見出すために役立つととが明らかになった”。

樹種べつの鋸断性については，未利用南洋材32種のほか，熱帯産造林木についても試験を行な

い，これらの樹種のひき材特性を明らかにするとともに，ひき材に必要な製材機の動力設定の指

標を得ることができた仰に

南洋材の原木事情から今後重碩材の利用も必要となるが，重硬材は通常の鋸では鋸断の困難な

ものが多い。このような材を製材するため新らたに開発された超碩加工帯鋸について性能を調べd

実用化の可能性を示したへ

間伐材から角材を採材する場合，背板落しを一種のチッパーにより行い，角材とチップをー工

程で生産する型削り方式について，機械を試作し，切削条件，切削性能について検討を加えた。

当初，加工面の節周辺に逆目ぼれが生じたが，刃物の形状やその取り付け方法を工夫して，逆目

ぼれを実用上支障のない程度にまで軽減するととができた則。

3. 機械加工

従来，一般に使用されている単板厚さは3mm程度までであるが，原材料や製品の多様化のな

かで厚単板の要求が商まっている。とれにこたえるため，ペ＝ヤレーヌによる厚単板の切削につ

いて検討を加えた。パタチカンについて最適切削条件を求めながら切削した結果，厚さ10mm程

度までは一応使用可能な水準以上の単板が得られるととがわかった。しかし，アシペロイでは原

木に割れが生じ，ラジアタパインでは面組さが著しく大きくなるなどして，厚さ 5～6mmまで

が限界であり，樹種による差が著Lかった．

また，ベニヤレ】スによる単板の切削諸現象を解明するため，切削時に単板内に生ずる裏割れ

の形成過程を検討し，単板品質に対する切削条件の影響を切削応力の状態から説明するととがで

きたll)IS)_I”。
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たてつぎ材に関しては，枠組壁工法枠組材のほか， LVI，のたてつぎ，たてつぎ材を貼り合せて

作った角材，生材のたてつぎ，スギ小丸太のたてつぎなど種々の用途面についてミエフィシガー

の性能を求めた。また， ミエフィシガー材を構造用に使用しようとする際，市販の製品では接合

有効率にパヲツキが大きく，普及上のネックとなっているが，との解決のため，加工工程上の問

題点を検討したS).10).H).I叫，18)0 

傘形状のディスグにカッター刃を取り付け回転させて飽削するベベル型カッタープレーナを試

作し，その得失を検討している。従来の回転かんなに比べh 騒音が少ないとと，ナイフマーグが

浅く， リップル帽を広くするととなどが期待できる。

木材工業において，木材製品が量産化され，また，高度な加工精度が要求されるにつれて，穴

あけ加工においても合理的な作業基準の作成が望まれてきた。とのため，穴あけ加工について，

国産材，南洋産材を対象に，種々の切削条件について系統的に検討を加え，作業基準についての

基礎資料を蓄積した則。

直径が1/lOmmオーダーのノズル干しから高圧で噴射するジェット水流のエネルギーにより木

材を切断する新しい木材加工法について，実用化の可能性を検討した。種々の切断条件の検討のほ

か，水による材料の漏れを少なくする方法についても検討を加え，実用の際の指針が得られた18)

木材の接合のうちでも釘による接合は他材料にみられぬ木材独特の接合法といえるが，その接－

合力の一つである引抜き抵抗について，日本産材，米材，ソ連材および南洋材の多くの樹種をと

りあげ，一覧表を作った19)0 

4. 乾燥

未利用樹種の利用を考えるとき，乾燥の難易は各樹種の利用適性を評価するうえで重要な因子

となる。パプアエューギニア材をはじめ，多くの未利用樹種について乾燥性を求め，各樹種の利

用上の指針を得てきた。また，多くの南洋材について，乾燥スケジュールを求めてきたが，それ

らを総合的に検討し類型化をはかった。との類型化したスケジュールは乾燥スケジュールの未知

な新らたな樹種の乾燥スケジュールの決定に役立つものであるI).20），刻。

従来，わが国の在来建築工法における針葉樹の構造材はほとんど生材またはそれに近い状態で

使用されてきたことから，針葉樹材の人工乾燥はほとんど行われていなかったが，ツー・パイ・フ

ォー工法や，プレハプ工法などの建築が導入されると，乾燥を必要とする部材が多く，針葉樹材

の人工乾燥の必要性が生じてきた。そこで， 100℃以上の高温を用いる乾燥法を適応し，その得失

を検討した．その結果，乾燥所要時間の短縮，熱エネルギー費の節減，ゃにの除去などの利点が

ある反面，狂いの増大，節の脱落，褐色化などの不利があった。断面の大きい材，損傷の出易い

樹種などを除けば，本法は針葉樹材の乾燥法として適用できることが確かめられた則。

樹種の多様化，大寸法乾燥材の需要の増大などから，木材を減圧下で乾燥する方法に関心が高

まってきている．そこで，空気加熱一減庄を繰り返す減庄乾燥法について，その得失を検討した。

その結果，通気性の良い樹種では材の厚さが厚くとも乾燥時聞は箸しく短縮できるとと，収縮率

が比較的小さいこと，材色もよく仕上がることなどの利点があったが，通気性の悪い樹種では乾
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燥時間の短縮は期待できず，本法は樹種によって効果に著しく差異のあることが認められた制。

乾燥による損傷のうち表面割れは収縮とともに材のグリープおよびセットの発生に大きく左右

される。そこで，このグリープとセットについて，乾燥条件との関連性を検討し，損傷のない乾

燥についての指針が得られた制。

単板の乾燥については，未利用材の樹種べつの乾燥性を求めるとともに，厚単板の効果的な乾

燥方法，新らしい単板乾燥法として，マイタロ波による方法について検討を加えている叱また，

石油ショッグ以来，木材工業の廃材を燃料として利用しようとする気運が再び高まった。そこで，

木屑をポイラ燃料として利用する際の廃材の性質，焼焼方式，熱効率，評価，煤塵の除去などの

諸問題について検討し，廃材を燃料として有効に利用するための指針を示した25)0 

5. 集成加工

集成材用ラミナの評価と品等区分およびその組合せ方法を確立するため，県林試・林産試の協

力を得て，ラミナおよび集成材の強度性能に関するデータを集積し，とれにもとづいて，わが国

の実情に即したラミナの目視法および機械的等級区分を提案した。また，集成材の等級と許容応

力度に関する改正案を提示し，建設省告示1799号に採用された幻，28)0 

集成材の耐久性と耐腐朽性を明らかにするため，各種製造条件により作製した集成材を屋外ば

くろし，耐久性を調査している。 10年経過したエゾマツ集成材では，旭川市における劣化度が，

他の八王子市，商知市におけるものより低いこと，防腐処理の効果が顕著なことが明らかになっ

た。また，既存の集成材建築の耐久性実態調査を実施し， 20年経過後も十分な安全性を保持して

いることが判明した。また，集成材の耐久性の評価に関する試案を作成した27)28）。近年，優良材

の払底から集成材の表面にはる化粧単板が簿くなる傾向が認められる．そこで，集成材の美観を

維持し，使用に支障のない単板の限界厚さを把握する必要が生じ，表面割れについて検討しで，

化粧単板の厚さについての基準を求めた則。

間伐材はその性質からできるだけ簡易な集成加工法が望まれている。そこで，心持ち角材を生

材のまま集成プロック化する方式について検討を加えた。その結果，スギ間伐木を用いて製造さ

れたラミナの接着性は良好であり，反り，狂いも主伐材によるものとほとんど採色がなかった。

また，実用的なプロック接着のための簡易庄締方式を開発し，製造法に関する特許を出願した10)

則。近年の原木事情は樹種の多様化，小径化により，同一樹種の入手に支障をきたすととも多く

なっているが，とのような場合，集成材の製造にあたり，異樹種混合接着のはたす役割は大きい。

そこで， 30樹種を対象に接着耐久性を主体に検討を加えた。その結果，接着剤の種類により，接

着耐久性の不満足な知種の組合せもあっ．たが，ラミナ厚さを簿くするととにより接着耐久性を向

上させることができ，また，他のほとんどの組合せにおいても十分な接着性が得られていること

から異樹種接着集成材の実用化の可能性が得られた則。

単板を繊維方向に平行にして積層した新らしい軸材料である単板積層材が使用され始めた。建

築構造材として使用される可能性のあるラワ Yおよび針葉樹6樹種の単板積層材について曲げ強

度性能試験を行った。その結果，曲げヤνグ係数は構造用集成材と同等であり，曲げ強さは1層
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おきにパットジ aイYトを設けた場合は普通構造材並み， 2層おきの場合はとの 15～・25%増の性

能があった。これらの結果から単板積層材の許容応力度を誘導しうる見直しが得られた。また，

との外に，単板積層材の製造方法，種々の製造条件で作製された製品の性能について検討を行っ

ている。

木製パレットの安全性，耐用性，保全性をはかるため，製造条件と性能を調査している．使用

材の強度性能，釘の保持カ，パレットモデルについての強度性能を調べ，木製パレットの構造計

算法について検討を加えた制。 （中野達夫）
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〈第2報〉，木材誌， 27,179 (1981), 〈第3

報〉，木材誌， 28,788 (1982), （第4報〉，木

材誌， 29,750 (1983) 

19) 小西千代治，くぎの引抜き抵抗，米材6種，

ソ連材5種ならびに南洋材21種，林試研報，

297, 196 (1977) 

20) 久田貞典か：材質特性による南洋材の乾燥ス

ケジュールの予測，木材誌， 22,498 (1976) 

21) 佐藤庄一：南洋材の乾燥性の変りだね，木材

工業， 33,35 (1978) 

22) 鷲見博史：木材の高温乾燥〈第1報〉，木材誌，

24, 385 (1978), （第2報〉，木材誌，24,391 



-117ー

(1978), （第3報〉，木材誌， 28,489(1982), 27) 森屋和美ら： zゾマツ集成材の酎候性，木材

〈第4報〉，木材誌， 28,750 (1982），（第5 工業， 38,20 (1983) 

報〉，木材誌， 29,105 (1983) 28）藤井毅：集成材建築の耐久性調査(I），木

23）筒本卓造ら：木材の空気加熱・減圧法による 材工業， 35,443 (1980), (II），木材工業

乾燥試験，木材工業， 33,538, (1978) 35, 495 (1980) 

24) 久田卓輿：木材乾燥におけるグリープとセッ 29) 菅野護作ら：市販の化粧貼り造作用集成材の

ト〈第1報〉，木材誌， 25,688 (1979），（第2 表面割れに対する抵抗性試験，木材工業，34,

報〉，木材誌， 25,697 (1979), （第3報〉，木 401 (1979) 

材誌， 26,233 (1980), （第4報〉，木材誌， 30) 森屋和美：簡易匡締集成プロヲグ加工法，特

26, 519 (1980), （第5報〉，木材誌，27,381 許出願番号56-11865(55年度〉

(1981), （第6報〉，木材誌， 27,390(1981) 31) 森屋和美：異樹種混合接着集成材，林試年報，

25）筒本卓造：木材工業廃材の燃料としての利用 58 (1976) 

(1），木材工業， 33,52 (1978), (2），木材工 32）藤井毅ら：単坂積層材の強度性能(I），木

業， 33,104 (1978) 材工業， 37,367 (1982), ( II），木材工業，

26）藤井毅ら：国産材によるラミナおよび集成 37, 424 (1982) 

材の品等区分，53年林業試験研究報告密， 47 33）藤井毅：木製パレフトとその現状，熱帯林

(1980) 業， 69,10 (1983) 

9. 木材利用部門

この 10年聞における原木供給，外材事情，製品輸入，木材需要などの変遷は木材部門と同じで

あるので省略するが，それ以外に，貿易摩擦に関係した関税引下げ，非関税障壁撤廃問題はます

ます深刻の度合を深めてきている。とのように国内外の情勢は，わが国の木材関連産業にとって

はきびしい環境にあり，この危機克服のため産業構造の改善，企業体質の強化，木材の需要確保

と用途開発について官民あげて取組むべき情勢になっている。技術的な面では，当該部門に最も

関連の深い建築の分野において，この10年聞に国民の住宅に対する要求は次第に量の充足から，

質の向上への転換が求められ今建築工法の変化や住宅性能に対する多様化した要求への対応と住

宅の安全性，耐久性，居住性などの質的向上を強く求められている。

このような背景のなかで，昭和52年 11月に財団法人日本住宅 e木材技術セ Yターが設立され，

住宅に関連した木材利用技術の開発を行うととになった。とれと相前後して，昭和田年4月に林

業試験場が目黒から筑波に移転するに際して，木材利用技術の開発を主たる目標とする部門とし

て，木材部から分離拡充した木材利用部の新設が認められた。

その後は同セ Yターのなかに，建築と木材に関連のある人々による各種委員会を組織し，建築

における木材利用技術の開発と設計資料の整備など多大の成果を上げてきた。そのなかで当該部

門は主要な役割を果してきているとともに，また，間伐材利用の特別研究，地震に対する既存木

造住宅の性能向上のための科学技術庁プロジZダト研究，貿易摩擦に関連した農林規格改正のた

めの資料の提供など，多くの成果を上げてきた。その内容を「木材構造利用」「木材保存技術I廃

材利用」の3つの専門に分けて， 10年間の歩みをまとめた。なお，「木材構造利用」は主として
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木材利用部構造利用科の成果を，他の2つの専門分野は主として同部資源利用科の成果をまとめ

たものである。 （雨宮昭二）

1. 木材構造利用

木材利用の過半を占める建築材の分野においては非木質系材料の進出が著しく，新設着工住宅

の木造率は昭和49年の66%から昭和59年には50%に低下している。しかし木材の需要を安定

的に確保するととは林業・林産業の存紘ひいては森林を健全に保持するために不可欠なことで

ある。構造利用の面では木材および木質材料を主として建築用の構造材料として利用する場合に

必要な資料を整備することを目標に，木材および木質材料の強度性能，木質構造接合部の改良・

開発，構造体の強度解析，材料製造および建物施工時に接着剤を応用する技術などの研究が進め

られている。これらの成果は農林・建設行政に直接反映されており，乙の 10年間の主なものとし

て次の諸事項を挙げることができる。すなわち枠組壁工法構造用製材の JAS制定および改正，

合板類の JAS改正，集成材の JAS改正，建築基準法施行令改正，くぎ類の JIS制定および改

正，機械プレカット部材の木質建材認証制度への適用，床組用現場接着剤の認定制度（日本住宅・

木材技術セジター），在来軸組工法用接合金物の自主規格制度（同），枠組壁工法住宅工事共通仕

様書の制定および改訂（住宅金融公庫），木造住宅工事共通仕様書改訂（同），木質パネル製造基

準の制定（日本木材加工技術協会）などである。

このように広く活用されている成果のうち，との 10年間の概要を簡単に紹介する。

製材の構造材としての強度性能に関しては昭和49.年にオープν化された枠組壁工法に用いら

れる構造用製材の JAS制定に際し，強度等級区分法が検討され円その後の改正にあたっては年

輪幅制限に対するよユュージーラνド産ラジアタパイ νの取扱い， Fomespini菌に侵された北米産

材の取扱いなどに闘し多くの試験が行われた。また国産材有効利用の基礎資料としてスギの正

角，平角，たいと材，丸太など，実大材の強度試験が多数行われ，強度による等級区分の基礎資

料としての曲げヤYグ係数と曲げ強さとの相闘についても多くの資料が蓄積され，実大材の強度

に影響する因子の解析が進められている。自由振動法によって測定した動的ヤYグ係数と曲げ強

さとの相関も有意であり，実用的な可能性のあることが明らかになった。節による強度低減を節

周辺の繊維走行の乱れから推定する研究幻のほか，長年にわたり行われた日本産35樹種について

の無欠点小試験体による強度的性質がとりまとめられたへ これらの成果は建築基準法施工令改

正の際に参考とされた．林野庁が推進している 7x7工法に関連してスギ， ヒノキ7x7材の実

大曲げ試験，との工法に用いられる箱型梁の設計荷重および雪荷重に対する夕日ープ挙動も長期

間にわたり測定された。倉庫に製材品を備蓄した場合の商品としての材質変化，備蓄法の改善策

についても検討が加えられた。

建物の強度部材としての用途がひらかれたパーティダルポードに闘し，小試験体と実大試験体

について強度が測定され，試験体のサイズ効果が明らかにされた。

筑波移転に際し実大木構造体の耐力試験設備が整備され，この面での研窓は著しく進展した。

移転直後の昭53・6・12に発生した宮城県沖地震による木造家屋の被害を援に「既存木造住宅の
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耐震・耐火度判定法および補強工法に関する研究」が当場，建築研究所，国立防災センターの共

同研究として開始された。この研究の中で，住宅工法を類似化した試験体や実際の住宅に静的な

らびに振動によって水平力を加え，問。性ならびに耐力を測定することにより各種の補強効果を定

量的に比較した。これらの実験手法はその後の既存住宅の構造耐力調査，各種面材による耐力壁

の評価，間伐材利用による実大建物の試験ωなどに応用され，木造住宅にも一般の振動理論が適

用できることが判明した。

また，木質パネル，耐力壁の耐力に関する試験が実大試験体により数多く行われた。これらの

中で，日・米聞における試験方法の差と試験結果との相闘が明らかにされ円 耐力壁の理論的な

解析と実験によるその有効性の検証が行われた”－”。各種の面材を使用した耐力壁の壁倍率の実

験値は，昭和56年の建設省告示第1100号（軸組構法に使用する面材の壁倍率の規定），昭和57

年の同告示第56号（枠組壁工法の技術基準）に反映された。

床の耐力に関しても広い室空間を求める住宅傾向に応える一環として，実大試験体での試験が

材料，施工法を変えて多数行われ，変形性状と剛性が明らかにされた。モデル的な床および実際

の建物内の床を使つての歩行および振動実験なども行われ，モデル床と実際の床との剛性の差が

明らかにされ，さらに床の固有振動数を求める方法が提案された。合板箱型梁についても強度性

能が確認され，スパY表が作成された”・則。

在来構法木造住宅に利用される各種の接合金物類，大断面材による木構造物に応用されるグル

ーラムリベット，シアプレートとスプリットリ νグなど各種の接合金物類について，接合耐力，

繰り返し加力試験などの資料が蓄積され，接合金物類の標準化，耐震補強法などに関し有効な資

料を提供した削，11にさらにこれらの接合具類による構造体の試験も併せて行われた。

この 10年間，木造住宅に大きな被害をもたらす地震が瀕発した。これらの際には事情のゆるす

限り調査団を派遣して被害の実態調査を行い，より安全な住宅のための問題点の発見に努めて来

た。木造住宅の耐震強度は過去における大地震の教訓と研究成果によって改良されて来ており，

最近は地盤，基礎，工事法などに起因する被害が多く観察されているが，実験室的な耐震強度向

上の試験のみならず，被害現場における検証は今後も続けて行く必要がある。

住宅の構造安全性向上の立場から古い建物についての耐カおよび補強効果の試験，耐久性向上

の立場から部材・部位ごとの含水率調査が多数行われ，地震の調査例同様ρ研究成果の検証と今

後の発展方向への資料収集が行われている。

接着剤応用技術の最も大きい分野である合板に関しては，従来の原木樹種に代わるものを探る

趣旨から，未利用だった南洋産樹種，外国産針葉樹，国産針葉樹などの単板について接着適性，

接着条件の改善試験が行われ，工場で試作された実大合板について曲げ，ロ－ !J νグシア， レー

・ルシア，圧縮，釘せん断耐力，衝撃などの強度評価が行われた。合板から放散するホルムアルデ

ヒドに関しては当場における試験結果などを基にして 3段階の規格値が JASに取り入れられた

（昭55・9）。この基準により格付けされた製品について，住環境に近い条件下での経時変化，温

度の影響などが測定され， JAS製品のホルムアルデヒド放散挙動が明らかにされた。
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構造用合板の JASは南洋産樹種によるものを主な対象としていたが，北米産の針葉樹合板に

も適用できるように改正することが外交上の懸案となっていた。これに応えるため，接着性能の

評価，無欠点小試験体と実大試験体との強度比，節の強度への影響などが幅広く試験された。こ

れらの結果は構造用合板の JAS改正（昭57・12）の基礎試料となった。 JAS改正，国際規格制定

などと関連して，接着強さ試験法についても検討が加えられた12).18）。

木材の接着は乾燥した材を集成するのが原別である。しかし商合水率材を接着できれば特定の

条件の下では工程の簡略化，歩止まり向上，乾燥による狂いの大きい間伐材の利用などに好まし

い効果を期待できる。そとで新しいタイプの市販接着剤のス夕日ーェ yグテスト1，）と，従来の接

着剤の改良などが試み；れ，エポキシ系接着剤，水分架橋型のウレタ Y系接着剤，縮合を進めて

粘度を高くしたレゾルシノール系接着剤が好結果を示すことが判明した。このうちすぐれた耐候

性がすでに確認されているレゾルシノール系接着剤を利用しむ間伐小径木の形質に見合った製

品をコストのあまりかからない加工法で製造する技術開発が行われた。それは小径木や背板から

とった小幅板を幅はぎして，広幅の建築用下地板を製造しようとするものであり，このような材

料を能率よく製造するための実用機械の設計・製作も行われた問。との種の機械で連続生産され

た材料は実用化されるに至っており18むその普及が期待される。

木質材料製造の手段としての接着とは別に，建築現場で接着手法を応用する技術についても初

めてとり上げられた。それらの結果，床根太と床下張材とを釘打ち圧締により建築現場で接着す

る方法は，接着剤を選択するととによってかなり極端な作業条件下でもある程度の接着強さを期

待できること，釘打ちのみによる施工法よりも床の剛性が増大することなどが確かめられ，床組

用現場接着剤の性能試験方法（日本住宅・木材技術セ Yター），枠組壁工法住宅工事共通仕様書

（住宅金融公庫）に反映された。従来，施工時における接着剤の効果は構造計算上認められていな

かったが，構造耐力上のメリットがあることが認められた訳であり，これらの技術は今後も発展

させて行く必要のある課題である。

耐火性被覆板としての多孔性無機質材料と木材とをラテックス型グロロプレYゴム系接着剤で

接着する試験が行われ，無機質材料の表面をアグリル樹脂またはウレタ ν樹脂などでプレコート

すれば十分な接着効果が得られるととが明らかとなった。また超大形集成梁など，木質大形部材

の二次接着法として，部材聞にガラス繊維をはさみ，接着部分をシールして減圧し，エポキシ樹

脂，ポリエステル樹脂などの非収縮性樹脂を注入する“減圧接着法”が開発され，多くの利点が

あることが確かめられた。木材に耐熱性を付与する手段として7:r.ノール系樹脂で処理した木材

についてもその処理の効果が検討された。

我が国における宅地事情から，住宅における木造率は低下してきているが，一方，大断面集成

材を利用した木造建物の制限が緩和されたととにより，木構造に対する関心が高まっている。ま

た一方では間伐材や国産主伐木の需要開拓也急務であり，小径木も多用した農・畜産用構造物や

校倉造り住宅の設計・実大試験も開始されている。再生産可能な木材資源の活用は林業の活性化，

ひいては森林の健全化につながるものであり，今後も木材の構造的利用をさらに発展させるため，
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必要な資料の一層の蓄積，理論の展開と実験による裏づけが期待されている。
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10) 金谷紀行：木構造における接合金物(1).(2). 

木材工業， 31,・375～378, 42ト 427(1976) 

11) 一一一一：ネイルプレートを用いた接合部の

強度性能，材料， 32,922～928 (1983) 

12) 唐沢仁志・井上明生：合板の接着力試験片の

形状と接合強さ，木材工業， 39,124～128 

(1984) 

13) 松本庸夫：圧縮せん断接着強さにおよぼす試

験片形状と荷重速度の影響，木材工業， 34,

298～301 (1979) 

14）唐沢仁志・柳下正： 10種の接着剤による

生材接着性能試験，木材工業， 33,291～293 

(1978) 

15）千葉保人：小幅板を幅はぎした建築用下地

材，木材工業， 36,339～342 (1981) 

16) 一一一一：間伐小径木による建築用下地材の

製造法，新しい技術第20集，250～256(1983)

乙の 10年聞には筑波移転があり実験施設，機器などがおおきく整備拡大し，また研究組織に変

化もあり表題の内容のみならず，もとの材質改良部門の研究の内容にも，ととで触れることにす

る。

林業試験場が目黒にあった時代の材質改良科でおとなっていた研究のうち，合板，集成材，パ

ーティグルボードなどの接着剤を使ったいわゆる改良木材は，それぞれ他の部門に移ったが，木

質セメ Y ト板や主として有機薬剤を使用した寸法安定化処理，耐候性向上技術，そしてさらに塗

装全般の分野は，防腐，難燃とともに現在の木材の耐久性向上を目的とする研究の枠の中におさ

まっている。

1. 木材の防腐防虫

木材および処理材の耐朽性の把握について抗試験は浅川実験林富畑で，昭和35年以来行なわれ

ており，筑波移転後はさらに農林研究団地7号の暴露試験場でも実験を続けている。杭の腐朽状

況についてO～5の6段階の被害度評価を行ない，軽度の腐朽およびシロアリ被害の観察された被

害度2.5をもってその材の使用可能限界として区分し，材の実用上の耐朽性の指標、を与えるとと

ができた．各種木材の心材の耐朽性の区分を表1に円 処理材の区分を表2幻に示した。グレオ
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区

I 

最大

分

(9年以上）

n 
大

(7.0～8.5年）

表 1. 野外の杭試験による心材の耐朽怯区分

樹

カヤ，ヨウヤマキ

種

ギアム，コキーグサイ，コムニヤ!I', ，，ξシキライ， Jξラウ，レサヲグ，ウリ y，り 'Y

zア，イシツィア，ロYリヤy，グメリナ，チーグ

イチイ，ペイスギ，ベイヒパ

ヒノキ，サワラ，ネズョ，アスナロ，ヒパ，グリ，ホオノキ，ヤマグワ，エセアカシ

ア，ケヤキ，セYベルセコイア

プグヲグ，チ宅Jテールパシコイ，セνガワy，ホワイトメラyチ，マラス，セプター

，，号ヤ，ケラット，テラ 9!I' 

m I イヌマキ，タプノキ，ベイヒ

中 ｜ ウラジロモミ，シヲベ，スギ，カラマツ，アカマツ，グロマツ，カツラ，ハリギリ，

(5.0～6.5年） ｜ ヤマザグラ，ウワミズザグラ，グヌギ，ミズナラ，アラカシ，シラカシ，ダフリカカ

ラマツ， Jξングシャマツ，チ aウセYマツ，ダグラスファー

チ品テールサール，グルイ ν，ヵオウール，ライトレヲドメランチ，イエローメラγ

チ，ボルネオオーダ，カロフィルム，ゲロシガy，メシゲリス，スロールグラハム，

ウォーターガム

'IV I モミ，マカンパ，アカガシ，イチイガシ，ハルニレ，イヌエYジ~
A、 ｜ コグイ，イチョウ，ベイツガ，スブルース

(3. 0～4.5年） ｜ ヒメコマツ，ムグノキ，プナ，イヌプナ，ヤチダモ，オエグルミ，マテパシイ，キハ

ダ，コナラ，アペマキ，ヒメシャラ，ストロープマツ，テーダマツ， J、νテYポグ

可

最小
(2.5年以下）

ターミナリヤ，ェりマ，アピトν，レヅドラワ Y，ニzージーラYドピーチ，ジa!I' 

コY，ケレダν，カメレν，タウシ，ナトー，イエローターミナりア，レッドプラウ

シターミナリア，パラキsーム，プスプラムス，ラYラシ

トドマツ， トガサワラ， ドロノキ，ヤマナラシ， ミズメ

シラカyパ，アカシデ，イスノキ， トチノキ，シナノキ，オオパポダイジs，ハりギ

リ，ミズキ，シオジ，アオダモ，キリ，オオパヤナギ，ヤマハYノキ，エゾマツ，ベ

エマツ，ラジアタマッ

ハりそしイタヤカエデ，グスノキ，イイギリ，サワグルミ，オオパシナノキ

キャ Yプノスパーマ，スポYジアス，アルストエア，ジェルトY，カナりウム，ニュ

ーギニアパスウッ．ド，ラミ y，ロョy，チャシパヵ，ラプヲ，プランチ aネラ，ホワ

イトシりス，アシベロイ，カラス，セルチス，グワシドシ，マツイア，タ．イゾネタグ

ス，アシチアリス，アルトカルプス，エポジア，スロアネラ，ピメロデyドロシ，カ

シジス，パラルトカルプス，ホワイトシリス，ステルダリア，パルサ

ソート油，グレオソート油重油混合および CCAを加圧処理した材は，非常に良好な耐朽性を示

している。

ヒラタキタイムシのような乾材虫に対する薬剤の効果を調べるため，これらの虫の飼育法を検

討した結果，そば粉を主体とした固形の人工飼料による飼育方法を確立することができた。との

事は，防虫剤の安全化が進むなかで，より低毒性の薬剤を見いだすためにおおいに役立つもので

ある”。

ヒラタキタイムシによる合板の被害を防ぐために，接着剤中に防虫薬剤を混入して防虫をほか

るととがおとなわれ，適正な薬剤添加量を定め，その分析方法を確立することがおとなわれた。
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表 2. 防腐処理木材の野外抗試験による酎朽性区分（スギ辺材）

区 分

I (18年以上） ｜ グレオソート油加圧処理

｜グレオソート抽＋重油加圧処理

｜ グレオソート油＋コールタール加圧処理

I CCA加圧処理

n c1s～17年） I TBTO加圧処理

I Na-PCP加圧処理

i硫酸銅加庄処理

PF2種加圧処種

PFl種1号加圧拠週

トリプチルスズオキワイド（TBTO) 加庄処理

PF2種拡散

タνオソート油 2回塗布

ナフテン酸銅塗布

OPP 加圧処理

ホー索化合物加圧処理

ホー素化合物拡散

Na-PCP 浸せき

PFl号浸せき

Na-PCP 2固塗布

CCA2号 2回塗布

PFl種1号 2回塗布

ホー索化合物2回強布

m c12～14年）

前
一
ワ

u
一
広

～
一
年

n

，－
oo 

w
u
v
 

薬剤は，グロルデνが当初は用いられたが，環境汚染の点から他の薬剤に置き換えられる方向と

なり，ホキシム，フェエトロチオYなどの非塩素系の薬剤が使用されるようになり，それらの薬

剤に対応した適正添加量，分析法が検討されている。

ナミダタケによる被害状況に就ての実態調査を，ナミダタケ対策委員会としておこない，実態

を把握するとともに，生理実験，生育環境試験さらにナミダタケ用の防腐剤の性能試験をおこな

い，とくにとの菌に独特な菌叢拡大防止試験法を確立した。

接着剤混入による防腐合板の防腐効力の確認の試験が始められており，実用化への方向で検討

が進められている。

カラマツ材のような難注入材の防腐処理について，イ νサイジνグによる浸透促進の検討がお

こなわれ，スギなどの間伐材についても同様な研究がおこなわれ，イ Yサイジyグと強度の関係

についても調べられた。

2. 難焼処理

建築材料の火災に対する安全性能は，内装材料の着火着災，炎の広がり，発生する煙，ガスの

毒性防止などの点を加味することになり，昭和51年に準不燃および難燃材料の試験方法が改正さ
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れ，建設省告示第1231号ガス有害性試験による煙，ガスの毒性試験の評価が加えられ，との情勢

に対応するため指定研究「木質材料の火災時における発生ガスの毒性評価」を設定して研究がお

となわれた。試験装置の概略を図1に示した。回転かどのなかにマウス 8びきをいれ，一定の条

件で加熱した場合の，マウスの行動停止までの時間を標準材料である赤ラワンと比較し，煙の濃

度などを測定するものである。プラスチッタによりオーパーレイされた化粧合板とっき板化粧合

板についておとなったマウス行動停止時間の結果の一例を図2に示した。（玄）の値は約100個の

標準材料のマウスの行動停止時間の平均値である。ポリエステル樹脂，塩化ピニル樹脂化粧の物

は行動停止時聞を早める傾向のあることを示している。

建設省，日本住宅・木材技術センターなどとの協力により，住宅部材の防火性について実大の

実験や実大家屋の火災実験をおとない，隔壁防火，防火扉，ファイヤーストッパーなどの効果の

検討がおとなわれた4川。木材の燃焼時の挙動を化学的に追跡するため，セルローズあるいは難燃

薬剤で処理したセルローズの熱分析をおとなったへ

3. 材質改良

塗装された合板の塗膜の劣化による亀裂の発生機構について，木材と塗膜の水分にたいする膨

潤率の違いと塗膜の破壊ひずみ， 塗膜の粘弾性的性質などとの関係において検討が加えられたり

へ木材の経年変化による諸性質の変化を，暴露試料あるいは100～必O年ぐらい経過した古い材

の赤外線股収スベグトル，熱分析，走査型電子顕徴鏡などにより検討をおこなった。また素材を

100℃前後の温度で熱劣化処理をおこない，同様の測定をおとなし、，経年変化による劣化の傾向の

把握につとめた。

カラマツあるいは間伐小径木の有効利用のひとつとして，木毛セメント板の製造実験を行ない，

諸性質を評価するとともに，今後の問題点を明かにした。木毛セメシト板は，難燃材料として有

望なものであるが，現在行なわれている一般的な製造法式では，建築材料としての均一位に欠け

るととろが多いので，製造ライ νにおける品質管理を積極的にとりいれ，木毛の長さを短くして，

厚さむら，密度むらの生じないようにするととが必要であるととが示された””にまた， セメシ

トの硬化障害の簡易測定法によりパフ・アエューギエア材のセメ Y ト硬化障害の程度の測定をおと

なった。

4. その他

森林エネルぎーの有効利用のひとつとして，木質燃料ぎ使用したボイラー，暖房機によるスギ，

ヨナラ，オガライトなどの燃焼試験をおとない，まきなどを燃料とする場合の問題点を検討した

木造住宅あるいは木質内装住宅の居住性と耐久性の向上の問題が大きくとりあげられ，既存木

造住宅の腐朽度，合水率分布，釘腐食度などが，住宅の部位，使用環境，立地条件，経過年数な

どとの関連で測定され，多くの知見をえた。
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3. 廃材利用

森林で生長した樹木は伐採，運搬，加工を経て木材製品となるが，その過程において必然的に

不要な部分が分離されて残廃材を生ずる。とれら残廃材には伐採時に生じる林地残材と加工の際

に排出される木材工業残廃材があり，この他木材を使用した後の廃棄物である住宅解体材やきの

こ栽培残廃材が加わる。これらの他に松の枯損木や徐，間伐材等の形質不良材を合せた広範囲の

ものが廃材利用の対象と考えられる。

かつては残廃材は公衆浴場や一般家庭用の燃料として広く使われていたが，昭和30年代に入っ

て経済の商度成長期を迎えると，安価な原油の大量輸入によってエネルギー需給がゆるむ一方，

旺盛な住宅建築需要に支えられて木材業界は活況を呈した。このような状況を反映して，この時

期には木材業界は大量に排出される残廃材の処理に頭をかかえる状態であった。しかし石油ショ

ッタ後は状況が変化し，廃材のエネルギー源としての価値が見直されたことや，業界自体費用を

かけて処理していた残廃材を売却に廻して少しでも採算の向上に寄与させる必要が生じたこと，

更にはのと屑や樹皮等の用途開発が進んだことなどの理由により，最近では廃材の利用率は大幅

に向上している。

廃材利用を目的とした研究は，各部においていろいろな角度から進められて来たが，その主要
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なものは燃料としての利用，炭としての利用，チップ化によるパルプやボード原料としての利用，

土じよう改良材としての利用，飼料化等であり，更に最近ではウッドケミカルスを目指した研究

も進められている。

廃棄物は各種統計資料に載るととが殆どないため，その排出実態を知ることは極めて困難であ

る。木材工業残廃材について込，年次別の排出量の推移を把握できるような資料は乏しい。大型

別枠研究「グ !J-Yエナジー計画」の一環として，我が国の木材工業における残廃材の排出と処

理・利用の実態に関する調査l)が行われた。乙れは日本住宅・木材技術セ Yターによる調査を補

足したほか業種別の事例調査および畜産業によるのと屑使用実態調査S）を総合したものである。

とれによると，調査時点では製材工業残廃材のおよそ90%，合板工業残廃材の99%は何等かの用

途に利用されている。利用されずに焼・棄却される廃材のおよそ85%を樹皮が占めている。

間伐材や住宅解体材の中には用材として利用し得るものもあるが，一般に残廃材を利用するに

当ってはチップ状または粉状にする必要のある場合が多い。廃材利用の第一歩である廃材破砕に

関する調査・研究U）が行われている。チッフ・化された廃材はパルプ・ポード用原料として用いら

れるが，粉砕されたものはのこ屑の代替資材として畜舎敷料用，木質推肥用，食用きのこ栽培用，

燃料用（直接燃焼用およびオガライト・ペレット等の成型燃料用），プラスチッグ成型充填材用

等多用な用途に利用されている。のと屑需給が逼迫する傾向にある現在，破砕廃材の需要はます

ます増加するものと思われる。より効率が良く故障の少ない破砕機械の開発研究は，今後ますま

す必要性が商くなると考えられる。

廃材利用のうち最も簡便，かつ実用的で，量的にも多く使われるものは燃料としての利用であ

る。これに関しては「木質エネルギー利用促進調査」の項目において述べられる。

木材を炭化して燃料，工業原料，農業用等に用いることは廃材利用の有力な方法の一つである。

これに関しては木材炭化の項目で述べられるので省略する。

のこ屑を更に微粉化して筒別したものは，従前から繊維壁材製造やプラスチッグ成型物製造の

ための充填材として使用されている。廃材を加工し，より付加価健を商めて利用する乙とを目的

として，樹皮などの組悪な原料とプラスチヅグ材料を組合せて複合材料を製造する試験，研究s瓜

”が行われた。

パータ堆肥と呼ばれる樹皮などの残廃材を原料とした木質土じよう改良材は，昭和3~ 年代の実

用化試験段階を経て昭和40年代には商業ベースの生産が行われるようになった。また，最近畜産

業界は畜舎敷料用ll）に大量の木質資材を使用しており，これより生ずる厩胞は主として農耕地に

還元されている。このように木質土じよう改良材は，かつて農家が自家生産していた稲わらや落－

棄を原料とした堆・厩胞に代って各方面で使用されるようになって来た。しかし，実用化技術が

先行した反面，基礎的研究が後れをとったため，との資材を使用する際に生ずる種々の問題点の

解決に十分対応できない状況があった。このため，木質土じよう改良材の化学的性質の解明8,9,JO,

11,19,13）ゃ障害原因物質の検討，使用時における化学成分変化の検討ωなど基礎的な面の研究が進

められた。その結果木質原料の堆肥化は木材中の多糖類の分解がポイントとなること，窒素や無
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機塩など微生物活動に必要とされる成分の存在が重要なことが明らかにされている。針葉樹原料

の土じよう改良材を使用した場合，土じよう中では3年経過すれば木材中の多糖類のほぼ金量，

Pグエシの2/3が分解無機化されるととが明らかになり，施用量について参考となる知見が得ら

れている。のこ屑を用いた食用きのと生産時に生ずる廃培地を堆肥化して利用する研究15）も行わ

れた。ナメコなどの広葉原料の廃培地では比較的容易に堆肥化できるが，ヒラタケなどの針葉樹

原料の廃培地ではそのままでは堆肥化が困難であり，針葉樹と広葉樹の微生物に対する抵抗性の

差異と言った基礎的問題も含めて今後の研究課題となろう。

木材を家畜飼料に利用する試みは戦時中から行われているが，とと 10年間の精力的な研究llJ.1”
により犬きく進展した。飼料化には2通りの方法があり，一方は木材を物理的，化学的に処理し

て反綿動物の組飼料18）とするものであり，他方ほ木材中の多糠類を分解して糖波を作り，微生物

を培養して微生物蛋白”・SO）として飼料化するものである。飼料化については大型別枠研究「パイ

オマス変換」の項目において詳述される。

植物は空気中の二酸化炭素を太陽エネルギーを用いて植物体と言う有機物として固定してい

る。このように木材は化石資源とは異なり，永久に再生産可能な資源と言えよう。従来木材は主

として材料として利用できるもののみが林業，林産業の対象となっていたが，とれからは木材を

材料として利用する際に生ずる残廃材ならびに材料には不適だが生産性の高い樹種を燃料や化学

工業原料として利用することが人類の生活のために必要になって行くものと思われる。との分野

に関しては現在は基礎的な研究21.泊．ωの段階と言えようが，今後はパイオテクノロジーを特いた

微生物変換の手法も含めて研究を発展させるべきものと考えられる。
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11[. 各支場の地域林業iζ対応した試験研究

1. 北海道支場

北海道は温帯気候の北限あるいは亜寒帯気候の南限にあたり，全島が冬期寒冷，春秋冷涼であ

り，気温の年および日i綾差が大きい。

降水量は本州に比べて少なく，特に道東は1,QOOmmを下まわる寡雨地帯である．北海道の土

壌は知床半島，大雪山系，－積丹半島を結ぶ線の南北で著しく異なり，南部は新しい火山放出物を

母材とする土壌が広く分布し，その多くは砂質または壌質であるが，北部は先白亜系，白亜系，

新第三氏安山岩等を母材とする土壌が広く分布し，一般に埴質である。

北海道の森林の大部分は温帯林と亜寒帯林との移行帯に含まれ，エゾマツ， トドマツを主とす

る亜寒帯性針葉樹林とミズナラ，ハルニレ，シナノキ等の温帯性広葉樹林がモザイタ状に分布し

ている地域が多く，とのため森林構成は多様性に富み，日本列島では極めて特異な地域を形成し

ている。

北海道の森林は，明治初期に始まる開拓以来，天然生の針葉樹と良質広葉樹の大径材生産の場

として利用されてきたが，生産力の商い針葉樹を主とする人工林に切り替えるべきだとの意見が

あり，特に昭和30年代はとの意見が強く反映され，また早生短伐期樹種の造林が推奨されたこと

がも手伝って，再造林や拡大造林が積極的に行われ，多様性を持っていた北海道の森林の約 1/4

はトドマツ，カラマツ等の単純人工林に変わった。北海道の人工造林地は昭和58年現在で144万

haに及び，その内訳はトドマツ74万ha，カラマツ 49万ha，エソ・マツ 10万ha，その他針葉樹及

び広葉樹11万haで，その大半は， 2～5齢級に偏っている．北海道における造林の歴史は浅く，

造林技術の体系化が他の地域に比べ遅れている。一方，カラマツが間伐期をむかえ， トドマツが

これに続とうとしている現在，特にとれら人工林の保育技術の確立が急がれる。また，依然とし

て多発傾向にある病虫獣害及び気象被害の回避のための適地判定と抵抗性のある森林造成法の開

発も重要である。

北海道では拡大人工造林が推進されてきたが，なお現在の森林面積の70%以上を占める天然

林は北海道の林業にとって極めて重要であり，その保続的生産力の増強を図らねばならない。ま

た，近年資源の減少している大径材，特に広葉樹資源の保続的生産を図るためにはも天然林施業

技術の確立が必要である。

北海道の寒冷な気候，冬季の積雪，吹雪や生育期の強風，海霧等は住民の生活，生産業の振興

や安全，円滑な交通を阻害している。このため，往時より，都市，集落等居住地や海岸及び農

耕，草地には海岸及び内陸防風林，防雪林，防雰林等が配備されてきた。また，山間僻地や海岸

段丘等の急斜面上には崩壊防止林，土砂かん止林，落石防止林等が残置され，保安的諸機能が発

揮されてきた。しかし，最近豪雨による山地災害は増加傾向にあり，これに加えて，林地の他用
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途への転用面積は漸増傾向にあるので，各種保安林の配備はますます重視される傾向にある。こ

のため森林の水土保全その他の諸機能を活用するための研究も重要ぜある。

北海道の民有林経営は農業と密接民連係しており，従来から農家林経営や混牧利用という面で

林地の複合利用が行われてきた。近時，北海道における低材価，高労賃のため林業生産活動は停

滞傾向にあり，農山村での振興を目指すなかで，林地の農林，林畜複合利用を図るととが時代の

要請として再び取りあげられ，より実効のあがる農林複合利用櫛荷の確立が必要とされている。

以上にのベた北海道の地域性を背景とした重要課題として，北漏茸支場が過去10年間に取り組

んできた’のは「人工林育成技術J，「天然林施業技術」，「森林の公益的機能の解明」及び「混牧林

施業技術」である。この他に， 1977年の有珠山噴火による森林災害に関しては農林水産樹官会

議の緊急調査研究のほか， 1978年度から 3か年計画で噴火の森林生態系に及ぼす影響に関する

研究を実施し，また， 1981年8月の台風15号による森林被害についての緊急調査を実施した．

1. 人工林育成技術

北海道の拡大人工造林も一段落し，更新段階から保育段階になった。このため研究課題も造林

初期の研究課題であった育苗にかかわる育首法，施肥，気象害防除法等の研究から保育段階の研

究課題に移行した。しかし，北海道林業は人工造林の経験が乏しいため，北方系造林樹種の施業

技術の体系化を必要とし，このための研究が行われた。

施業技術としては，間伐技術が主要な課題とされ， トドマツ，カラマツの林分密度管理図の作

成が行われた1,1）。

しかし個々の林分についてみれば，その適合性は必ずしも満足できるものではない。乙のた

め，主としてトドマツについて，適合度改善のための検討を続けてきた。その結果，林分状態を

表わす変数として，上層木平均直径とha当たり本数に立木度を加え，また，間伐方法を本数間

伐率伐と間伐種（間伐前に対する間伐木平均直径の比）のこつの因子で指定することによって，収

穫量の予測精度が著しく向上することを確かめた。またとのようにして得られる予測収穫量を，

数種の実験式を用いて素材材積に換算し価格づけすることによって，初期林分状態と密度管理

の方法別に，収穫量及び収益を予測するための計算システムを構成した凡さらに，これを利用

して， トドマツ人工林の間伐方法の在り方について，収益性の面から考察を行ったヘカカマヅ

人工林においては，列状間伐が一般化しており， トドマγ人工林においても列状間伐が実行され

はじめている。また，最近の人工造林は気象被害回避のための樹下植栽，地ごしらえの効率化の

ための筋刈地ごしらえ跡地の列状植栽等現在，将来とも変則的な林分構造を持つ林分が多くなる

傾向にある。このため，これら変則的林分の保育間伐についての研究として，列状間伐の効果，

樹下植栽したトドマγの生長”及び上木の疎開時期について検討を行なった。また，ササ生地等

で進められているトドマツ等の列状植栽林分の特性を明らかにするωと共に，こうした林分の今

後の取り扱いについて，間伐法を中心に研究を進めている。

林分レベルの予測モデルである林分密度管理図は，変則的林分構造を持った林分への適応が困

難である。そこで，林分密度を隣接木間の樹冠の競合関係としてとらえる。単木生長のシミ品レ
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ーシ :I！／モデルの検討を進めている。 トドマツについては基本的モデルを，ほぼ完成した”に

このモデルの利点は，当初の樹幹の大きさに応じて，指定された直径生長量を実現するのに必要

な生育空間の大きさが決定できること，生育にともなう幹形の変化，従って，主・間伐時の材種

別素材生産量が予測できる等，林分構造の細部にわたった見通しが得られるととであるe

本数管理と共に，植栽されたアカエゾマツは枝が多く自然落枝しにくいため，材質管理のため

に枝打が不可欠とされる。強度の枝打は，生長低下だけでなく，枯損木の発生をみた。そこで，

枯損原因を解明し，枝打ち強度の限界を明示した7）。

一方，人工造林の経験から，植栽初期における各種被害，障害に対する樹種特性の解明が進め

られた。

寒害に関する研究は，造林樹種の耐凍度の獲得消失と環境条件との関係を調べ，植栽時期，施

肥，光，積雪条件によって耐凍度が変動するととを明らかにした。さらに， トドマツ，アカエゾ

マツの耐乾性の生理生態的な特性的の研究は，北海道において特徴的な寒害である寒乾害の発生

機構の解明の足掛かりとなっている．他方，気温が冷涼であるため過湿な土壌が広く分布してお

り，過湿土壌の酸素不足による林木の生長抑制に関する研究を進めている． トドマツ，アカエゾ

マツ，カラマツ等の苗木の根固における酸素状態と生長の関係を水耕法や土耕法で調べ，カラマ

ツが酸素欠乏に対し生理的耐性の小さいことを明らかにした仇則。

耐陰性については，光合成特性の面と被陰実験によって，主要樹種の光条件に対する生育特性

の解明を進めると共に，被陰試験及び下刈り試験にもとづき下刈り適期を明らかにした11)0 すな

わち，下刈りが年1回である場合の適期は， トドマツでは7月中句であることが明らかとなっ

た．適期をはずした場合の下刈り時期は，生育前期の6月よりも生育後期の8月中句頃までの方

が， トドマツの生育に良好な結果をえた。アカエゾマツはカラマツ，ストロープマツ等の陽性樹

種と同様に，生長期間中の明るさは常に 100%が最良の生育を示し，相対照度 5%以下では被覆

の期聞が短期間でも，生育をかなり遅滞さすことが認められ，陽性樹種の下刈りを検討す1る上で

の指針がえられた。

人工造林においてササ植生の紫殖制御は更新の成否を決定する重要な要因となっている。この

ため昭和田年から，国有林野事業持別会計技術開発試験「ササ生地における更新技術の体系化」

でとりあげられ，経常研究においても集中的に進めてきた。また，昭和56年から出発した大型別

枠研究「パイオマス変換計画」において繁殖，再生に関する研究を進めて来た．

これらの研究から，林地除草剤によるササ類の抑制と駆除阻むタマイザサ，チシマザサを対象

とした群落構造の経年変化，林内光条件とタマイザサの生育18），刈り払いにともなう再生力の種

間差異，ササ型林床破壊後の植生変化とその機構等，いままで未解明であったグマイザサ，チシ

マザサの中・大型ササに対する生態的特性を明らかにする研究を進めてきた。乙の結果，ササ類

を中心とした雑草木の抑制技術は，ほぼ体系化された。

また，ササ類の分布域は，最深積雪深によって分けることができ，太平洋側の少雪地帯にはミ

ヤコザサ，スズタケ，日本海側の多雪地帯と山岳部の高所にはチシマザサ，この中間地帯にはグ
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マイザサが分布することを確かめた。また，北海道のササ分布面積は切O万haと推定され，全道

面積850万haのω%，森林面積560万haの89%に相当し，とのなかではダマイザサがササ地

面積の58%を占めることを明らかにした。

人工林におけるエゾヤチネズミの研究は，外的要因の解明に主力が注がれて多くの成果をあげ

てきたが，内的要因についての研究は皆無に等しかった。そこで，エゾヤチネズミの長期的予察

調査から，本種の変動には額著な地域差のあることに着目し，機能（生長，繁殖），形態（歯形）

遺伝（血 エステラーゼ）面から地域的変動差の原因解明を行った。その結果，若齢期の相対生

長速度は，道北，道南より道央高地，道東が速く，繁殖能力（早熟，連産，多胎性）は，道南

より道北，道央高地，道東が優れていた。上顎第3臼歯型は， 3型（単純＝S，中間＝M，複雑

=C）のうち，道央高地にC，周辺にS，中聞にMが多かった。一方，利尻島はCが多く，澗爺

湖中島はSのみであったω。血 エステラーゼの泳動パタ－Yは，個体別平均パyド数とパyド

別出現頻度が，道南から道北，道東に向けて減少する。道央高地は，平均パyド数，出現頻度と

も利尻島に類似し，洞爺湖中島では平均パンド数が少なく個体聞に差がなかったE則。

エゾヤチネズミの個体群の特性について，このような他面的かつ全道的な調査結果は，今後の

地域的な予察の精度の向上に役立つものと思われる。また，変動を左右する成長と繁殖に地域差

のあることが判明し，乙の差がアイソザイムバターνと一致したととによって，今後の発生変動

を内的要因の面から証明する目途がえられた。

個体群変動要因を食物栄養の商から求める研究では，施業方法の異なる種々の林分で，食物条

件の違いによる変動との関連性を調べた。食物量と個体数は，天然林より択伐林，人工林が多

く，幼齢林は，壮齢林より食物量と個体数が多いが，壮齢林も間伐後は幼齢林に類似した18,l”。

過去の調査では，造林地にはエゾヤチネズミが，天然林にはヒメネズミが多かったが，今回の調

査でエゾヤチネズミは択伐林にも多く生息し，商齢級造林木に被害を与えているととが判明し

た。

エゾユキウサギの個体群動態を解明するため，自然集団の齢組成と生命表の作成を行った。

自然集団の560個体の生命は， 1年未満のものが68%で最も多く，最高年齢は3.75年，平均年齢

は1.14年であった。自然集団と飼育集団（123個体）を比較すると，出生から生後約l年（繁殖

年齢）までの死亡率は，両集団とも約80%であるが，残りの20%は両者聞に差異が認められた。

すなわち，自然集団では繁殖年齢の中期（生後4年以下）まで，飼育集団は後繁殖年齢（生後7

年以上〉まで生存した18)0 防除法確立の基礎となる生息数を知るため， I夜の行動距離を雪の上

での足跡追跡法（悶TGEP法）によって調査し，平均1,364±235mをえた則。

エゾマツオオアプラムシの発生面積は，アカエゾマヅ造林面積の拡大にともない増大してき

た。本種は，アカエゾマγ，エゾマツ等の幼齢木に寄生し，生態等の点ではトドマヅに寄生する

トドマツオオアブラムシに類似すると考えられたが，寄生と被害との関係は異なる点が観察され

たので，この害虫独自の生態を解明し，防除法の確立を目的として，個体群動態と被害の解析を

行なった110訓九
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エゾマツオオアプラムシは，卵で越冬し，春になって第1世代（幹母）となる。 6月上句に第

2世代が出現する。この第2世代はほとんど有麹虫で6月下匂～7月上句に分散する。その後，

胎生で3～4世代を経過し， 9月上匂に有性世代が出現して 10月中句から産卵する。とのような，

生活史はトドマγオオアプラムシとよく似ているが，有麹成虫の割合で大きく異なっている。す

なわち，有麹成虫の割合はエゾマツオオアプラムシではかなり多く－，それだけ分散力が強いこと

が分かった。

本害虫の密度調査法として， 1本のエゾマツのコロエーの大きさによって寄生数をランク付け

する（寄生度）ことから密度調査を簡易化する調査法を確立した（表－1)21）。

表－1 エゾマツオオアプラムシの寄生度と平均個体数

ー一日
2
一必

また，個体数の季節変動は6～7月に最大となる．低地では8月に急激に個体数が減少するとと

が多く観察された。 n年6月の密度を N(n）とすると n+l年6月の密度は

N (n+l) =antilog (0.18 log N(n) +o. 97) 

で推定された。

寄生による平均伸長量の低下と防除時期との関係は，本種への寄生による被害は6月の個体数

密度との相闘が高く， 7月の密度が異常に商くなる場合に顕著であった。アカエゾマツ造林木が

寄生・を受けた場合，植栽後5年固までの被害は下刈り期間の 1年延長を必要とする程度であるこ

とが分かった。－薬剤散布は，その回数をなるべく少なくするためには，植栽後3,4年目の 6月

に散布するのが効果的であるという結論がえられた。

北海道のカラマツ造林木は，間伐期を迎えて，根株腐朽被害が問題視されるようになった．

1979年より北海道営林局及び各支局に依頼してその実態把握に努めてきたが，さらに林業技術開

発推進北海道プロック協議会の討議を経て，北海道全域の間伐実施林分を対象にしたア Yケート

調査を実施している。

1979年から 1985年の7年聞に集計された調査の結果は， 表－2のとおりである．根室支庁だけ

が極端に高い被害率を示しているのは，同管内の防風保安林の1箇所に激害地があったためであ

る。全道的に被害の発生が認められ，局所的に 45～55%の本数被害率を示す林分があるが，全道

平均の本数被害率は5.5%であったの

調査票から，尾根筋（風街），中だるみ（一時停滞水）および沢筋（高地下水位）地形で被害が

集中する傾向がうかがえた。とのことは，林木の生育に不都合な局所的立地環境が，腐朽菌の発

生を助長する要因として重要であることを示唆している却.2,)0 

現在までに北海道で確認されたカラマツの根株腐朽菌は， カイメシタケ （Phaeolusschwein-

itzめ，レYゲタケ何rromycesbalsameus），ハナピラタケ（皐-,a,rassiscrispa), .:s:.ゾノサピイロ
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表－2 支庁別調査件数および被害実態（1979-19~）

支 庁｜調査件数｜ 調査槻 ｜ 被害本数 ！被害事（%）

上 JII l1 2.040 142 7,0 

網 走 53 10,731 915 8.5 

根 室 18 2,145 632 29.5 

郵II 路 17 3,407 215 6.3 

十 勝 29 6,320 125 2.0 

日 高 40 8,130 288 3.5 

!II 振 11 2,250 113 5.0 

空 知 46 9.010 169 1. 9 

石 狩 13 2,550 56 2.2 

後 志 7 1,800 54 3.0 

槍 山 4 7伺 8 1.1 

渡 島 4 800 35 4.4 

計 253 40.943 2.752 5.5 

アナタケ （Fuscoporiaweirii），マツノネグチタケ（昂＇terobasidionannosum）の5種である。エ

ゾ・ノサピイロアナタケとマツノネグチタケによる被害は，本州のカラマツ林ではまったく認めら

れていない。生立木を枯死させる能力をもった，北方性のこれら 2菌が，針葉樹林跡に植栽され

たカラマツ造林木に被害を与えている事実は，北海道林業にとって重大なことである。

人工造林のための，気象環境推定法として森林地帯の月平均気温推定法及び温量指数の簡易推

定法を提示し，さらに，北海道平均最深積雪分布図を調製配布し，造林適地の判定に利用されで

u、る。

2. 天然林施業技術

天然林施業に関する研究は，明治後期から，それぞれの時代に即応して実施されてきたが，稚

樹の発生問題については，ある程度の成果をみたものの，収穫にともなう林分構造の変化等長期

を要する問題については未だ基礎的な裏ずけに乏しいのが実態であり， 天然林施業の体系化に

は，まだ多くの研究成果の蓄積と，その組み立てによる体系化が必要である。

最近の生態学，遺伝学の進展にともない，これらの研究手法によって天然林の生態的，遺伝的

構造を解明し，その成果を天然林施業に導入し，新たな天然林施業を組み立てる試みを進めてい

る．

昭和50年から道内数箇所の天然林に試験地を設け，林分構造の解析とその動態を追跡調査する

と共fC.，.現況天然林の広域的な構造把握，針広混交林の伐倒調査による群落の成立過程の復元と

その成因211）等を明らかにしてきた。一方，風害，伐採等による森林の林分構造変化にともなう植

生遷移に関する研究は，風害後26年にわたる遷移の継続調査結果がまとめられた剖九また，有珠

山噴火（昭和53年）による森林被害の推移ならびに植生涯移の調査を進めている。

一方，天然林の遺伝的構造に関する研究は，針葉樹天然林の集団構造の解析を中心として進め

てきた。これは天然林施業，特にその更新，世代交代の過程等の基礎的情報として林分構造の最
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小単位の解明と，系統の解明に分けて行なってきた。前者についてはトドマツ，アカエゾマツ等

26林分の調査，資料収集を終わり， トドマツ 11林分については針葉パーオキシダーゼの電気泳

動分函パタ Yの解析等から最小の集団構造としての家系の存在を確認した27にまた，後者につい

ては， トドマツ，エゾマツ等合わせて 84林分の資料，解析を行なっている。トドマツ64林分の

針葉のパーオキシダーゼの電気泳動分画パターνの解析，及び針葉形態の計測値の解析等によっ

て，集団構造の最大単位とみられる 2つの分集団の存在が認められた28九乙れは，おそらく系統

発生的なものと考えられるが，なお詳しい検討が必要である。

天然生広葉樹林の遺伝学的研究としては，昭和49年以来，主として生態遺伝的な立場から研究

が進めてきたが，その中心をなす樹種はミズナラ，ウダイカ νパである。さらにこれらの樹種に

関連して，その近縁種であるシラカシパ，ダケンパ，カシワについても研究が進めている。

ミズナラについては，その地域住の確認のため道内各地から種子，葉等の資料を収集した。い

ままでの結果では，葉の諸形質のうち葉柄長，葉柄長と薬長の比，単位長さ当たりの鋸歯数等が

遺伝的支配の強い形質であると考えられる29）。また，泳動分画数については北海道西部の林分で

多く，北海道東部，北部で少なくなっており，地域的分布が示唆される。

こうした地域変異の研究と共に，木材利用上の形質の変異についても検討を進めている。特に

生長が良好で年輪幅が広く，従って重厚な材質を示す，いわゆるイシナラと序ばれるものの遺伝

性について検討を進めている。

さらに材の利用上，ウダイカ yパと類似し，道内の自然分布も広いダケカシパについて，葉形

による地域変異を検討した。その結果，道南，中央山岳，日本海北部沿岸等6つの地域に分けら

れたが，他はダラスター分析においても明らかな地域性は見られなかった。とのような研究と共

に， ミズナラ同様に，実用的な形質についても，その遺伝的変異の確認に努めてきた。特に心材

と思われる材の着色部分の割合は生育していた地域及び地域内の小区域によっても異なり，かな

り遺伝的なものであると考えられる結果s”をえているが，詳細については，なお検討中である。

広葉樹は一般に混交林として存在することが多いので他樹種との関連についての研究を始め

た。全道にちらばった 25の天然林の結果によると，針葉樹の多い天然林内の広葉樹は，広葉樹林

内の広葉樹に比べて枝下高が低く，幹の通直性でも劣っている結果をえている。しかし，この仕

事は始まったばかりであり，今後の進展にまつととろが多い。天然林施業を適切かつ計画的に進

めるためには，その目的に応じて，種々のレベルで森林の構成と資源内容，立地環境を把握する

調査法の研究が必要がある。

一般に天然林における森林調査は，作業条件の厳しい傾斜地が対象となるため，特にササ濯木

の茂った天然生林では，多大の労力を必要とする。このため，林分蓄積調査の簡略化を目的とし

て，北海道北部地域のトドマツ，エゾマツ天然生林について，標準材積衰を作成した81)0とれは，

平均直径に等しい直径をもっ数本の立木の平均樹高から，その場所に適合する 1変数材績表を選

ぶもので，これまでの樹高曲線を用いる方法に比べて，樹高の測定本数を大幅に減少させること

ができた。一方，樹高を毎木測定する場合と比較した精度の低下は，実用上ほとんど無視できる



-139ー

程度である。

空中写真から林分蓄積を推定する方法として写真材積式をとりあげ，種々のタイプの広葉樹再

生林について実用性を検討してきた”にこの過程で，従来の尺板等を用いる方法にかえて，カー

プリーダーとまイダロコンピュターで樹冠直径，樹高を半自動的に測定する方法を考案し，好結

果をえた88），.今後は対象林分の範囲を広げ，また，ステレオグラムとの比較判読で区分される林

分型と対応させて，適合性の高い写真材積式を選択するという方向で一般化を進める。

また，パイオマス変換計画の一環として，資源量調査とその調査法の検討を進めた。伐採跡地

に残置された残廃材量の推定法として，伐採跡地に系統的に配置した標本点から，ラνダムな方

向に伸ばした一定長の垂直平面に交叉する末木枝条の本数を数えることによって， ha当たりの

残材材績を簡略に推定できるととを示した．

天然林施業の土壌環境への影響を知るため過去の風倒跡地や伐探跡地の土壌変化の調査を進め

ているが，昭和29年洞爺丸台風で壊滅した天然林跡地における 4年ごとの調査結果では，最初の

数年のうちに堆積腐植ならびに極く表層の土壌で変化を認めたが，その後はあまり変化しないこ

とが分かった”にまた，天然林を皆伐した時の土壌の経年的変化も，最初の数年のうちに極く表

層で僅かのpHが上昇する等の変化が認められたが，土壌の理化学性に顕著な変化はみられなか

った。

天然生広葉樹施業に関する研究は，まだ緒についたばかりの段階であるが，広葉樹の樹種特性

に関する研究が進められている。

土壌条件と主要樹種の生長に関する研究として，ウダイカ νパ優良林分の実態調査を進めてい

るが，ウタ・ィカンパの生育適地は，地質は古世層で，土壌型はBdから Be，有効深度が30cm

以上あり保水性，排水性の良い土壌であった則。苗木の養分要求度，土壊水分， pH，被陰に対す

る反応，光合成特性等の研究も進めている。

3. 森林の公益的機能の解明

北海道内の落石危険地は，実態調査から段丘斜面の発達した海岸線地帯と，風化節理の進んだ

内陸中央部に集中して存在し，その対策は北海道の治山事業の重要課題のーっとなっている。落

石対策の一つに森林の活用等の保安林制度の準用が考えられる。このために林木，ササ，緑化植

生，裸地等の自然斜面を利用して， 落石運動におよぼす植被の影響を実験したところ，緑化植

生， Fマイザサ，林木のj頓に落石防止機能の大きいととが確かめられた88九実態調査の結果によ

ると，落石危険地の急斜面下部には崖錐が形成されて，植栽可能な所も多い。林帯造成はとの部

分からはじめ，必要に応じて基礎工を配置しながら，順次斜面上部へと林分形成を進めるべきで

あろう。また，既に林帯のある所では更新問題が，その機能の維持増進上重要なこともその対

策としては，上木の保護が期待できる聞に造成を行なうととが肝要で，現存林分を構成するイタ

ヤカエデ，シナノキ，ハシドイ，ヤマグワ等が対象樹種として適当であると考えられた。

山地土層の浅層地下水の性質や動きの研究は，斜面崩壊の仕組みの解明や，森林の貯水機能を

解明する上で，極めて重要な課題である、昭和54年から観測用浅井戸（地表下1.2-1.5m）を天
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然林，人工林，草地等の緩・急傾斜地に60本あまり設置し，観測を継続している。得られた成果

を以下に要約する。緩傾斜地では，盛夏を除いで地下水位が地表下1.5m以内に認められ，特に

融雪期には融雪水の供給にともなう日周変化が著しく，熱収支法を用いた計算結果どよく合致し

た。また，流域下端の量水堰で測定した水量，水質と地下水位の変化を対比すると，両者が密接

な関係をもって変化し，豪雨・融雪の出水時の流出成分は中間流出が重要成分であることが実証

された切。なお，春一秋期には蒸発散にともなう地下水位の階段的減水が認められたほか土地利

用の違いによる減水割合の差が著しかった。

20° 前後の急傾斜地では， 100mm以上の大雨時だけに地下水が観測され，斜面上部から下部

への地下水の動きの様子がわかった。このほか地下水位の変化に影響する土壌物理性を土地の利

用形態別に調べ，土壌の有効間隙率と透水係数を用いた雨水流法による地下水位シミュレーシ g

y結果では，議林土壌の貯水機能が優れていることが立証された。ほかにも飽和・不飽和透水係

数の検討や土層中の水分張力の経時変化の検討等の基礎的研究も重ており，土層中の水の動きや

林地土層の果たす役割評価について，浅層地下水位の観測を通じて研究を進めている。

防風林のもつ風速減殺機能をはじめ，環境保全機能についての調査研究は多数にのぼっている

が，これらの成果が広く利用されるよう，主として北海道における防霧，防風，防雪林の効果に

関する既往の文献200編余りを選び目録の整備と内容の解説を行った刷。

また，昭和50年代前半期には北見営林支局とともに，斜網町方の小清水町周辺の固有幹線防

風保安林を対象に，地域内の風速分布，林帯幅，林型と防風効果，林帯前後の気温，作況等の調

査を行ない，同地域における防風保安林の現況を明らかにし，乙の調査結果をもとに，今後の保

安林の造成，更新についての資料とした。

また，海岸林に関する研究が実施され，風街林型の理論的解析，塩風によるカシワ海岸林の枯

死原因，樹木の生育障害形態の解析を行った。

海岸林をとりまく情勢は50年代中期頃から，例えばレジャー施設造成，産業立地へむけての開

放といった外部からのイ yパグトによる諸問題が生じ，全国的に海岸林の環境保全機能の維持強

化に関する研究の機運が高まった。昭和54～58年には，国立公害防止研究の一環として，林業試

験場の共同研究に参加，石狩海岸林を対象として，気象環境の実態，土地利用状況の推移，気象

被害要因，防風，空中塩分捕捉，飛砂防止機能等の解析を行ない，石狩海岸林の環境保全能力，

最適林分構造への誘導法等についての指針をえた。石狩海岸林については，現在新港造成のため

大規模な伐採が行なわれているので，今後もひきつずき，伐採林縁の変化の推移，内陸気候の変

化等を追跡している。

4. 混牧林施業技術

トドマツ人工林の放牧試験は人工林を放牧利用する場合の林業的問題点の摘出と対応を目標と

して，放牧用に仕立てたトドマツ人工林の牧養カと，放牧による林木被害を把握した。結果を次

に要約する88)。

トドマツ造林木の樹高lm以下の年代では放牧牛による枯損木の発生は幼齢ほど多く，放牧の
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強さに比例した被害木が発生した。樹高2m以上になると踏みつけ被害は急減し，新たにナスリ

っけによる倒伏木，幹剰l皮木等が発生したが，被害量は極く少ない。草量は林木の成長による被

圧の増大及び経過年数と共に減少し，導入当初ha当たり 40ton以上あった牧草収量が10年も

経っと 15ton位に低下した。とれにともなって牧養力も低下し，当初200以上あったカウデー

(ha当たり 500kg換算頭数）が100以下に低下した。牧草施胞の影響はトドマツにも表われ，特

に枝張りは禁牧区に比べて格段の差をつけた。この一方で列聞の広い植栽をした造林地は陽光射

入が十分なため，下枝は15年生でも地際から着生しており，幹材の収穫を期待するには適期の

枝打が必要である。林齢15年生のトドマツ林の生育は，現存率 85%，平均高6m，平均径8cm,

樹冠径2mの旺盛な成績であった。トドマツ人工林の放牧利用は1齢級さえ軽度放牧に制限すれ

ば，林業的にも十分可能である。

混牧林ササ地の研究は指定研究として昭和50年から 5年間共同で実施したもので，北海道はグ

マイザサを担当し，次の結果をえた。放牧庄とササの衰退・回復をみた研究は放牧圧を重度と軽

度の2種，放牧季節を春秋区，夏区，秋区の3種として，両者を組み合わせた6種の牧区に， 4

頭1群の若齢乳牛を所定の放牧圧になるまで強制的に放牧し， 4年聞これを継続したーその結果

春秋年2回放牧区のササは最も衰退著しく，薬重量は他区の 1/2～1/3に減少し，牧養力はha当

たり 30カウデーに低下した0 4年間放牧後，さらに4年聞を休牧して観察したととろ，原状回復

までに，軽度放牧で2～3年，重度放牧で7～10年が予測された則。

被陰生育の研究では相対照度を 100%,51 %, 27%の3水準にタレモナで調節し，新しく発生

したササの形態を検討したところ，草丈，薬長，葉幅の3者は100%区を 100とすれば， 51%区

は101～104,27%区は105～114と，いづれも暗いほど大型になる ζとを認めた。

群落構造の推移を未立木地と林内ササ地の固定区で7年間観察した結果，グマイザサの稗密度

は，光条件の良好な未立木地で多く，林内は暗さに応じて少なかった。枯損の発生は夏に多く，

一般に高齢樟から順に枯れた。ササ稗の発無には隔年どとに豊凶がみられ，大凶作の翌年は大豊

作になった。凶作で稗密度が低下しても，凶作年の稗は多く分枝靖葉するので，面積当たり葉量

が激減するようなことはなかった。
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2. 東北支場

東北地方は，本州東北部の6県を包含し，その面積は約邸9万ha, うち森林面積ほ475万ha

で全国森林の 19%を占める。との広大な森林は，かつては秋田のスギ，青森のヒパ，岩手のアカ

マツといった著名な天然生美林で代表されていたが，第二次大戦や戦後の需要拡大，さらに昭和

30年以降の拡大造林の推進によって，その大半が伐採利用されて姿を消してしまった。これに代

って人工林化されたスギ・アカマツ・カラマツなどの若齢林分が増加した。しかしながら当地方

の自然・社会的条件もあって，里山には拡大造林から取り残された旧薪炭林が，また山地帯の上

部から亜高山地帯にかけての奥地にはプナ天然林が依然として広く分布している。このようなこ

とから，当地方では若齢人工林については資源予測と適正な保育管理技術の確立が求められてい

るし，またよ方では組放化した里山広葉樹林の改良技術，さらには人工造林が不可能な奥地プナ

林の天然更新技術の確立などが大きな問題となっていた。

一方，森林造成・林業生産上では南北500km余りに亘る奥羽山脈を背景として西側の多・豪

雪，東側の寒冷という厳しい気象条件が特に大きな阻害要因となっている。すなわち，日本海側

は潜在的にスギの適地でありながらも常習的な雪圧害があり，太平洋側では凍・寒風害が多発

し，加えて異常降雪時の冠雪災害がしばしば発生して成林が妨げられる。また，雪や寒さに関連

して発生する病虫獣の被害も軽視できないが，特に近年は関東以西で大問題となっている’マツ材

線虫病が昭和50年以降当地方に侵入し，北進しつつあることからマツ林に対して一大脅戚をあた

えているなど，大きな問題をかかえている。しかし反面，これらの諸被害が回避されればスギや

アカマツの適地が広いこともあって，将来の林業生産増大の可能佳は大きい。

当地方の森林は，前述のように面積には全国森林の 19%を占めているが，その所有形態の面で

は国有林が約44%と全国の31%よりかなり多い反面，農家林家率は86.5%と全国でも最も高い

ーという特徴をもっている。しかも私有の大規模層といえども専業形態は稀で，農・畜産部門など

の複合経営形態が多い。これは他の地方に比べて林業の所得形成力が弱いためである。最近の林

家は農業経営が悪化し，賃労働化が進んでいることから林業収入への期待が大きいが，近年の木

材需要の著しい減退や，当地方での拡大造林の推進に伴なう人工林化が昭和40年頃に造林面積

のピーグを迎えたため，造林地はまだ育成段階にあるものが多く，人工林化が早い時期に進んだ

西南地域に比べると若齢林分が多くて間伐収入も少ないなど，林業経営の維持さえ難かしくして

いる問題をかかえている。

また，当地方の土地資源は，森林育成，林業生産のほかに，農・畜産の生産基地としても利用

され，加えて近時社会経済の発展，都市化の進展に伴なう開発や，東北新幹線，東北縦貫自動車道

の開通など高速交通時代に入り，新しい観点での土地利用の飛際的な進展が予想されるだけに，

森林の環境保全的諸機能の確保の問題も大きい。さらに近年の森林の動・植物を含めた自然保護

に対する国民の関心の高まりも無視できない問題である。

以上述べた東北の地域性を背景として，多様化する諸要請に応えながら森林生産の増大と森林
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の保全機能を維持して健全な林業経営を発展させるための試験研究を関係試験研究等諸機関と協

力しながら進めてきた。

ちなみに，この 10年聞に実施した地域の林業技術開発推進のための研究課題のなかから主要

なものを摘出するとj以下に記述する 8項目に集約される。 （柳谷新一）

1. 山村林業地帯の発展に関する研究

東北地方は素材の生産供給地としての特徴をもっているが人口減少・高齢化・林業生産や生活

環境基盤整備の立ち遅れ，木材消費市場情報の不足などが目立つ。木材その他林産物の都市部や

全国的な消費動向・需要動向も考慮した効率的な林産物供給の組織化に必要な諸条件の整備につ

いて考察し，地域林業と地域経済の発展を指向する立場からこの分野の研究を実施してきた。

木材に関連して青森ヒパ，秋田スギの流通機構と地域林業の関係を明らかにし，新しい林業地

の岩手県住田町をふくめて木材の生産から流通にいたる産地形成上の諸問題を検討したE則。 秋

田と住聞は第三セグター方式で住宅建築部門まで考慮した総合的な産地形成を意図して施業技術

の体系化や加工・流通の組織化を図っている。秋田では天スギ産地から 100年伐期の新生秋田ス

ギ産地への脱皮が意図されている。この産地化の決め手は従来の国有林依存体質の改善と間伐推

進である。青森ヒパは資源的には秋田スギより多いが全国的市場性に欠けており，県外より地場

消費の割り合いが増加する傾向にある。昭和55年に青森木材セ Yターが作られ，ヒパの素材と製

材品を取り扱う市場として機能している。住回では民有林が主体であるが秋田のように銘柄化で

きる商品特性がない。産地化には川上から川下までの供給体制の合理化と安定した需要の開発が

重要である。

東北地方の山村には木材生産とともにシイタケ，ナメコ等の食用キノコ，タム肉牛生産，な

どを経営して収入をあげ，生計を立てている複合経営林家が多くあり，これら地域住民の所得の

向上と安定，生活確保と地域の発展に果している役割りが大きい。このような複合経営林家の簿

記記憶記録を整理分析してその経営的特徴，成立条件，経営改普方向について検討を加えた伽｝。

特用林産物の産地形成に関連してシイタケ生産体制の整備と流通の改善，ナメコ生産の現状と問

題ベ黒炭の主産地における生産・流通の実態と問題などを明らかにした。地域的な協業経営方式

で運営されるシイタケ低温貯蔵施設，ナメコ生産施設，山菜加工施設，山菜とキノコの展示販売

施設，山プドウと山菜の加工施設などの建設，運営組織その他について考察した。

林畜複合経営に関連して東北地方には戦前から林野の畜産的利用が行われており，そとに林畜

複合経営が成立していた。このような林内放牧の研究としてタマイザサ地帯の放牧とアカマツ天

然更新，カラマツ林内の牧草導入と放牧などについて調査と考察を行い成果を発表したm則。こ

れらの研究は主として林木の更新や幼齢時の保育問題と放牧・草生産の関係に重点を置いて行っ

た。今後は林木壮齢時の林況や間伐と放牧・草生産の関係と林畜複合経営の経営実態について研

究をすすめる。

林業地域の特性を客観的に表現し，林業地形成のために集落が果している役割りを明らかにす

ることを目的として岩手県大東町他6町村272集落を対象とし，特性区分と総合評価区分を実施
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し，それによって林業拠点集落を摘出した。その林業拠点集落を中心とした林業生産や販売の組

織化について考察したぺ

以上の研究領域全体にわたって今後は地域林業の生産諸要素の分析的研究とそれの有機的結合

による林業生産と販売流通の地域的組織化について研究をすすめるとともに食用キノコ生産や林

内放牧による農林複合経営について個別経営の立場と地域的協業の立場から研究を進める。

（中村三省）

2. 人工林の資源予測と施業法に関する研究

戦後の拡大造林による造林地の大部分が間伐の必要な年齢に達し，とれらの林分を健全に仕立

て，施業目標に応じた森林を作るために必要な保育や間伐の基準の作成が要求されている。との

問題に関連して東北地方各県の民有林のスギ，アカマツ，カラマツの人工林の林木蓄積資源の把

握，主・間伐収穫量の予源応施業方法，間伐方法などを研究した。資料は各県の森林計画係が林

野庁の人工林資源予測資料作成事業で調査したものを利用じた。との資料はスギ2,595林分，ア

カマツ 675林分，カラマツ 390林分にわたり，今日の造林地の成長動態を把握するための資料と

しての価値が高い。との資料からまず類似した生育地域どとにスギ（表東北地方，裏東北地方），

アカマツ（表東北地方，日本海地方），カラマツ（本州地域）についてそれぞれ推定精度の高い林

分密度管理図を作ったω叩。

スギ人工林については生育分析から津軽（青森），南部・下北（青森），秋田，庄内（山形），内陸

（山形），岩手，宮城，中？浜通り（福島〉，会津（福島）の9生育区を設け，アカマツについては

青森，岩手，宮城，福島の4生育区，カラマγについては岩手，福島の生育区を作った．各生育

区ごとに地位曲線を検討し，林分材績表を作成した。地位曲線は浪u樹学の6種の回帰式から精度

の高いものを選び，との推定値を4種の理論成長曲線式に適合させて決定した。地位級の数は間

伐設計や成長予測の実用性を考慮して 5区分した。林分材績表は現実林の平均密度曲線と地位級

別成長曲線，林分密度管理図の各種関係式を使って作ったUI)o 各生育区ごとに樹種別，地位級別

に施業目標を考えに入れた林分の施業フローチャートを作り施業別収穫予想衰を作った。そのさ

い試験地の間伐効果の分析，固定収穫試験地の観測から得られた成長法則，民有林の間伐の実態

などを参考にして，樹種別・地域別に生産技術を考慮し，地域別林分密度管理図や現実林分材積

衰を使って施業方法に応じた伐期と間伐方法別に収穫予想表を作成した，18)1')0 

以上のような研究を通じて戦後の東北地方民有林の造林地の生長，林木蓄積，主間伐収穫など

を解明し，生育特性と施業目標に応じた間伐指針と主・間伐収穫計画の資料を得ることができ

た。

従来実施したとの分野の研究で取り扱った間伐は下層間伐（保育間伐）を宣言体にしていた。今

後は林業経営経済的視点から間伐（上層間伐，利用間伐）や伐期などを取り扱い，研究をすすめ

る計画である。 （小坂淳一）

4. 広葉樹天然林の施業に関する研究

東北地方における広葉樹天然林の主体は，低山帯を中心に広く分布するコナラを主体とした旧
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薪炭林，山地帯の峯部や乾いた斜面に成立するミズナラ・ウダイカ yパ，谷部のカツヲ・トチノ

キ・サワグルミ林，さらに山地帯から亜高山地帯にかけて優勢に分布するプナ林からなってい

る。当支場では，とれらの広葉樹天然林のうち特に面積的に広大であるプナ林とナラ類を主とす

る林分を対象に，天然更新を主体とした施業技術の確立を目ざして研究を進めてきた。

すなわち，プナ林については，昭和40年代の前半から天然更新法を主体とした比較的簡略な

施業法の確立を図るため，林床植相タイプの異なる地域のプナ林に固定調査地を設け，国有林の

経常事業のなかで皆伐施業形態での幾つかの伐採種に天然下種I類と同E類の更新種を組合せた

ものを採用して，上木伐採方法と更新の関係について調査・検討を行ってきた。この間，特に本

・支場の共同研究として昭和50～55年まで「亜高山帯針葉樹および上部プナ帯の施業法J，つづい

て昭和56～58年まで「プナ林および軍高山帯林の更新保育技術の体系化」が実施されたことも

あって研究が大幅に進展じ，これまでに天然更新を進めるうえでの基本的な要件の整理111)，上木

伐採方法とプナ稚樹の発生・消失・樹高成長の関係18)17），更新地における林床植生繁茂の経年変

化18)19）など，主として皆伐形態での更新初期の成績と一部の個別技術が明らかにされた＠これら

の成果はすでに東北地方国有林の施業指針として利用されているが，施業技術の確立までになお

未解明の課題が数多く残されている。今後は，残された幾つかの間題点，すなわち更新補助作業

としてのササの処理対策，稚樹の刈出し，更新完了の判定基準，さらに，これまでほとんど手が

つけられていない非皆伐施業形態での更新法について研究を進めていく計画である。また，これ

らの研究と並行して，天然下種更新が完了した林分を早期に良質プナ生産林に誘導するための保

育法を検討するため，秋田営林局と共同して生育条件に恵まれた形質良好な純度の高いプナ二次

林を対象に，各種の間伐試験林を設定して生育調査を行っているSO）。しかし，保育研究に着手し

てまだ日が浅いことから間伐効果や間伐指針を示すまでには至っていない。なお，この研究は昭

和57～60年までの特別研究「ミズナラ等主要広葉樹の用材林育成技術の開発」の細部課題である

プナ再生林の密度管理技術の開発，密度管理法の開発と合せて進めており，すでに林分密度管理

図の作成Sl)および密度別生産構造の分析に着手している。今後は既設の間伐試験林の成績調査を

主体にプナ林の間伐効果と適正密度を解明し，良質材の生産を目標に間伐指針を明らかにする。

ナラを主とする天然林については，古くから薪炭林施業を中心に研究が進められてきたが，昭

和40年代に入ってからはそれまでの薪炭資材供給林という観点から，鵡芽林の特性を活かしたシ

イタケ原木林および有用高木類・特用樹種を対象とした広葉樹用材林への誘導のための研究に転

換されている。すでに，東北地方のナヲ類を主とする薪炭林の林分構造の特性を把握しながら，

伐採種とシイタケ原木生産量との関係や，大径用材林誘導に至るまでの関連諸因子について検討

され，また，これを受けてシイタケ原木林に適さない壮齢林などを対象に用材林へ誘導するため

の実地試験に着手して，これまでに上木の疎開度と残存木の直径成長・林分成長量との関係など

が検討された舗加に今後は，シイタケ原木林については林齢30年以下でナラ類の混交率60%以

上の林分を対象に，択伐方式と皆伐方式について，原木収穫量を高めるための単位面積あたりの

適正株密度と立木密度，原木適径級をねらった回帰年・伐期齢などの検討，また，小径広葉樹の
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大径用材林誘導については，林齢30年以上で高木類樹種の占める割合の高い林分を対象に，胸高

直径30cm以上の用材を生産する林分に誘導するための樹種の組合せ，伐採方法，残存量，残存

木の直径範囲などについて研究を進める計画である。とのほか， ミズナラ用材林についても遅ま

きながら前述の特別研究「広葉樹」のなかで，母樹保残法による天然更新技術の開発に着手し，

これまでに施業試験地の設定と壮齢林の生産量，更新初期におけるミズナラの発芽・発生消失な

どについて検討がなされている制制制。 （柳谷新一）

4. 多・豪雪地帯における育林技術に関する研究

東北地方の日本海側は多雪・豪雪地帯であり，豪雪地帯の造林地で樹幹の折れ，事jれなどの破

壊的被害を受ける。また，多雪地帯においては成林可能であるが，根元曲りによる形質悪化の問

題がある。

東北支場では，この地帯における人工林造成技術の向上をはかるため，本課題を取り上げ研究

を進めてきた。

雪害は，雪圧に対する林木の抵抗能力が限界を越えた場合に起るが，積雪状態を人為的に変化

させるととは一般造林地では不可能であるから，森林造成にあたっては林木の耐雪機能を十分発

揮できる造成方法及び保育方法が採用されなければならない。そのような観点から，林木の耐雪

機能に関する研究を取りあげ，スギの樹幹形態と雪害との関係，根元曲りの回復性，地形別雪容

と生長，スギの地下部の構造と樹幹形態を調査した”に雪害防除技術に関する研究として，雪害

と植栽本数との関係，スギ幼齢木の雪起し効果117），階段造林の効果，値栽方法と根系の発達との

関係を調査した”に耐雪性造林材料の選択として，各地方から収集したスギ品種比較試験地の調

査を継続し，耐雪性系統の選択とその特性の把握を行った。

また，積雪地帯における造林可能判定の精度を高めるため，積雪深のほかに気温，斜面方向，

傾斜角度，海抜高，開放度，土壌などの因子を取りあげ，総合的に雪害危険度を区分した積雪環

境区分図の作成に取り組みao＞，東北6県についての試作図をつくりあげた。

さらに，56豪雪で大きな被害をもたらした冠雪害についても，冠雪害発生機構を実験的に解明

するため， 58年度から冠雪害抵抗性の要因解明と冠雪害抵抗性品種の保育方法と現地適応試験

に着手した。

今後は，雪害常習地帯における被害実態と環境要因を解析し，積雪環境の地域特性を小流域で

とらえ，現場における人工造成可能地判定の基準を明らかにする。積雪環境と樹種別耐雪機能に

ついては引続き研究を進め，雪圧に抵抗性のある樹幹形と地下部の構造，樹冠特性，樹幹の曲げ

強度，積雪下における林木の生理などを明らかにし，造林材料の選択，植栽方法の改善，保育技

術の向上をはかる。さらに，雪害防除試験地等の経時的調査を遇して，個別技術の効果を検討

し，雪害回避技術の体系化をはかるととを計画している。 （三上進）

5. 寒害の発生機構及びその防除対策

東北地方の太平洋側では，奥羽山脈に属する地帯を除くと，全域が少雪寒冷地帯であり，年に

より場所により程度の差はあるが，スギの幼齢植栽木は，冬期間，常に寒さの被害を受ける危険
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にさらされる。とのととから，比較的規模の大きな被害が発生した都度，実態調査が行われ，ま

た防除試験も実施されてきた。その結果，発生環境が大まかではあるが把握され，寒害地帯区分

図が作成されるとともに，植栽初期の防除対策についてもいくつかの知見が得られた。しかし，

寒害発生要因については不明な点が多く，また防除についても植栽後1～2年間の対策を中心に

したものであった。

東北支場では，昭和45～46年に整備された低温風洞装置を利用し，寒害発生の仕組みを明ら

かにするための研究を引続き進めるとともに，林業的回避技術を確立するための野外試験を実施

してきた。

林木の寒害は，組織の凍結による細胞破壊と寒乾風による強制脱水乾燥が被害発生の主因とさ

れ，前者を凍害，後者を寒風害として区別している。しかし，寒風害常習地帯におけるスギ植栽

木の冬期間の水分消失状態を調査した結果では，脱水が組織の乾燥枯死に至る原因とは考えにく

い結論を得た。このととを確認するために，風洞実験を反復so，またスギの寒害組織の顕微解剖

的観察を進めた8'拘置】則。その結果，寒風害症状は必ずしあ脱水をともなわなくとも寒さに風が加

わるととによって起ることが明らかとなった。その被害組織に含まれる樹脂状物質の分布及び形

状は，脱水して乾燥枯死した組織のものとは明らかに異なり，枯死の要因の違いを示した。しか

も，寒風害を受けた各地のスギの被害組織においても同様な現象が観察された。とれらの事実か

ら，自然条件では，夜間の気温低下により樹体が凍結しているときに，風によって枝葉の組織が

破壊される「凍結性の寒風害」が存在することを指摘した”九

一方，寒害常習地帯のカラマツ及びアカマツ人工林で，帯状皆伐を行ってスギを植栽した場合

と上木を疎開してスギを樹下植栽をした場合の寒害防止効果を検討してきた。帯状皆伐区では雪

の保護がなくなる 4年自に枯損被害が発生するが，樹下植栽区では上木の種類や間伐率（30～70

%）に関係なく，枯損被害は皆無であり，寒害防止効果が顕著である結果を得た81）則。

スギの寒害発生は，危険予想地帯においても，冬期の気象条件によって軽重さまざまな被害を

もたらす。積雪のある場所では根元から枯死することは稀であり，被害木の多くは翌年回復す

る。この過程を4～5年くり返し，本質的に弱いものは淘汰され，また条件が良ければそのまま伸

長し，植栽後5～6年を経過すると被害はほとんど見られなくなり，成林に向う。とれが今までの

一般的な知見である。ととろが， 59年の異常寒風害にみられるように，寒害について比較的安全

であると恩われていた地帯において，しかも，スギやアカマツの壮齢木までも赤変させる被害が

発生する。

寒害の発生機構については，まだまだ不明な点が多く，また発生環境の解析も不十分である。

今後も，これらの研究を継続するとともに，林業的寒害回避技術を確立するため，複層林施業を

含む各種施業法の検討，保護樹帯の配置と気象緩和機能の解明，被害林分の回復過程，部分的被

害木の回復技術等の研究を進める計画である。 （三上進）

6. 国土保全に関する研究

近年，北上山系を中心に山地の畜産的利用が推進されているが，畜産利用が山地の水及び土保
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全に及ぼす影響については未解明な部分も多く，したがってその対策も確立されたとはいいがた

い。そこで山地傾斜地における新たな畜産利用体系の確立を企図した別枠研究「山地傾斜地にお．

ける草地畜産管理システムの確立に関する総合研究」の一環として環境保全の観点から調査・検

討が行なわれた。それによると放牧利用地における土壌の物理性の悪化的や水や土の流出量の増

大Z肘など，林地であった時に比べて水保全及び土保全機能の低下が認められ，適正な草地造成，

維持管理及び放牧管理の重要性が明らかになった。また，水保全，土保全，家畜の保護などを目

的とする牧野樹林の効果が認められ，今後牧野樹林の適正配置が望まれる。

豪雨や豪雨・融雪水によって発生する山地災害を予防するためには，崩壊や洪水発生の危険地

を的確に予測する必要がある。そこで本支場共同の特別研究「山地崩壊及び洪水発生危険地区判

．定法の確立」の一環として，昭和50年8月に集中豪雨によって崩壊の多発した山形県真室川地区

と釜澗理水試験地を調査対象に，従来の研究蓄積に加えて表層の状態や土壌水分の移行特性など

の新しい関連因子を含めて総合的に検討し，山地災害発生危険地区の判定法の確立をめざした。

数量化理論による判別解析の結果s’h従来よりも的中率の向上がみられた。今後，危険度判定に

必要な関連因子の精度の向上とメッシュの面積の縮少をはかることにより，より精度の商い危険

地区の判定が可能になると恩われる。

東北地方の日本海沿岸には，冬季の北西風による飛砂や潮風の害を防止するための海岸林が古

くから造成されているが，近年の開発の進展に伴ない海岸林の環境保全機能の維持・強化が望ま

れてきた。そこで本支場共同の「環境変化に対応した海岸林の環境保全機能の維持強化技術の確

立」の一環として，主として山形県の海岸林において環境保全機能に及ぼす各種因子の実態解析

40）と環境保全能力の評価が行われた。その結果，環境保全能力が発揮される最適林分構造とこれ

を維持管理するための潮風・飛砂防止法，更新保育法，土壌管理法，病虫害防止法などが明らか

にされた。

東北地方は奥羽山系によって東西に二分されるが，東側の北上山地はいわゆる少雪寒冷地帯

で，高海抜地には風街荒廃地が多数分布している41にこのような荒廃地を対象に植生の自然復旧

過程を把握し，s＞，それにもとづく自然景観との調和を考慮した各種の緑化試験工を継続して施工

してきた。その結果，気象条件や地形・地質条件に適合した緑化工を選択することにより，風鏑

荒廃地復旧の目途がついた。

反対に奥羽山系の西側は多雪地帯であるが，ーそのほぼ中央に位置する山形試験地では，なだれ

防止林となだれ防止柵に関する研究制及び多雪地帯の水収支に関する研究ωが継続されている。

近年水需要の増大に対する積雪の役割の重要性はますます増大しており，水収支に関する今後の

研究の進展が期待されている。

とれまで述べた研究は主として現地調査にもとづいているが，現地調査では究明できない基礎

的な事項を解明するため，支場構内に人工降雨装置付ライシメータが設置されている。との装置

を利用して植生別の水と土の流出量が測定され，林地，草地及び裸地の水収支の流出土砂量の差

異が明らかにされた仰。今後同装置を利朋して，－林地から転換された放牧草地の水と土砂の流出
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量の変化について研究を進める予定である。

以上過去10年聞にわたる国土保全に関する研究の概要を述べたが，今後は更に地域の要望を先

取りし，地域に密着した課題を設定して研究を推進するつもりである。 （竹内美次）

7. 東北地方のマツ材線虫病に関する研究

当支場におけるいわゆる松くい虫の研究は，東北地方のマツ枯損の実態解析とマツノザイセシ

チュウ（以下材線虫という）の侵入とその分布調査から出発し，昭和50年に本病が初めて宮城県

下で発見された後は，材線虫の生理・生態とマツの枯損動態およびマツノマダラカミキリ（以下

カミキりという）の生態解明や防除法などの研究に移行した。

本病の研究については「東北地方におけるマツ材線虫の防除」（指定研究）， 「マヅ枯損防止新

防除技術開発調査」（特定研究），「マツ枯損に関する新防除技術開発のための発病機構の解明」

（特別研究）および「穿孔性害虫の生態と防除」（経常研究）などの課題のもとも材線虫の低温

耐性，殺線虫剤による防除および生立木への材線虫の接種試験などが進められた。また，カミキ

りでは個生態，個体群動態および防除法などの試験が行われた．とのほか本病の感染源としての

立場からマVのっちくらげ病についても研究が進められた。

1. 材線虫の低温耐性と防除試験

本病の東北地方各地への侵入定着の可能性を探るため，材線虫の低温耐性がまず検討された結

果，材線虫の各ステージによって低温耐性に差があり，特に分散型第3期幼虫でこの耐性が高い

ことが明らかとなった制。また，材内の材線虫に対する各種薬剤jの効果が検討され，有望な薬剤

として NCS剤がスグリーニ yグされた。

2. マツの枯損動態

本病の東北地方における自然感染は7～8月で，感染木は8月以降に発病（樹脂診出の異常，停

止）する場合が多い。

宮城県下で観察したマツ枯損の進行は，枯死木の約60%は感染当年に枯れたが，残りの約40%

は翌年になって枯れ（年越し枯れ），その比率は温暖地方に比較してかなりの高率を示した；。

このような枯損動態をさらに詳しく解明するために，樹齢の異なるグロマツやアカマツに，材

線虫を時期，頭数別に接種したところ，年越し枯れの比率は感染時期が遅いほど高くなるととが

明らかになった制。しかし，これとは別に感染時期が遅れても，その時期が高温であれば当年枯

れが高まる事例も観察された。したがって，枯損動態についてはまだ未解明な部分が多く残され

ている。

この年越し枯れ木では一般に発病は感染年の秋までに起こっていて，針葉の変色の進行が冬期ー

の低温で抑制され，翌春に持ち越される場合が多い。しかし，一部には年内は全く健全で，越年

後に発病と枯死が現われたり，越年後に枝枯れなどの部分的な症状が現われてから全身枯れに移

行するものなどもあって，年越し枯れの様相はかなり複雑であることが明らかになりつつある。

マツの枯損時期とカミキリの寄生率との関係をみると，当年枯れ木はカミキリの寄生が高率で

あったが，年越し枯れ木では低下した。なお，マツに対して光合成が押えられるような光条件を
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与えると，本病の発病がある程度促進されることも明らかになってきた。

3. カミキ日の生態と防除

当支場構内での観察によるカミキロ成虫の羽化脱出期は6月下句から 8月上句で”と産卵は7

月下句から始まり，その最盛期は8月中句であったIll九との産卵期は温暖地方に比べてかなりの

遅れがみられる。このような産卵時期の遅れはその後の幼虫の発育にも影響し，その結果として

2年1世代虫を出現させた。この 1年および2年1世代虫の出現は，産卵時期の早晩によってほ

ぼ決まることが判明したへまた，カミキリ幼虫は越冬期にー20℃の低温にも耐えるととも明らか

になった49)0 

とれまでの研究によって寒冷地方もこのカミキリの分布を規制している要因は冬の寒さでは

なく，夏の期間の短かさによるものであることが実証された。

防除試験の一環としてカミキリの生息林分に誘引トラップを設置して，その効果を検討した。

これによると，誘引トラップに対して当地方のカミキリもよく反応することが確かられた。また，

カミキリが寄生している餌木を用いてキツツキの捕食天敵としての有効性を検討したところ，マ

ツ枯損の未発生地では100%に近い高率の捕食効果が得られた。しかし，当地方南部の被害発生

での捕食率は若干低かった。

4. その他の問題

当地方における本病の発生地では，マツのっちくらげ病による被害木が感染源として重要な役

割を担っていることが明らかにされてきた制。この評価については現在検討が進められている。

また，寒冷地方に分布するカラフトヒゲナガカミキリが材線虫の媒介者になることが実験的に

証明され，その生態の解明も行われている。

今後に残された問題としては年越し枯れの発生機構の解明が大きな課題であるが，同時に，カ

ミキリについては2年1世代虫の生態解明と媒介者としての位置づけを明らかにしながら，当地

方に適合する防除技術の確立に向けて，課題の解決に取組んでゆく必要がある。 （滝沢幸雄）

8. 野生鳥獣の保護と防除

野生鳥獣は単？と貴重種を保護区のなかで守るのみではなく，生態系における重要な構成要因と

しむあらゆる地域を対象に総合的に保護管理する必要がある。その反面，鳥獣ば農林作物を加

害する場合が多いので，その防除対策も同時に確立する必要がある。とのような観点から野鼠兎

を含めて多くの獣について，基礎から応用に至る広範な研究を行ってきた。

森林性鳥類に関しては，まず調査の基礎技術としての簡便正確なセ Yサス法の研究を進め，繁

殖期のライ νセYサス法について，烏種別記録率の数量化手法による推定法を明らかにし精度改

善をはかった則。それらの成果を土台に日本の森林鳥類群集の林相別類型化をはかり，繁殖期で

は15タイプ，冬期は11タイプの鳥類群集類型を明らかにした闘同九また年次変動H），季節変動な

どの分析から繁殖期の森林鳥類群集組成は長期にわたり安定していること，越冬地として低地

の針広混受林や常緑広葉樹林が大切であること，鳥類相を豊富に保つには林分階層構造を複雑に

すればよいととなどがわかった。これらから，森林鳥類群集の保護管理の指針がおおよそ明らか
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になったが，保護管理のための地域肌林分別施操法の具体策は継続研究中である。鳥類の保護

管理にあたっては，森林環境条件のほかに個体群変動要因の解明も大事である。滝沢鳥獣試験地

で森林有益鳥類の代表であるシジュウカラについて，長期の巣箱架設試験を行なった結果，シジ

ュウカラの繁殖つがい数は前年10～12月の平均気温と，産卵生態は4月下匂の気温や餌としての

昆虫幼虫量とおのおの密接な関連があった。また密度増の対策として，巣箱は木に架けるのでな

く，ヘピやネズミの加害を防ぐために太い塩化ピ＝ールパイプの上に架ければ良い乙とがわかっ

た。森林性烏類はマツカレハをはじめ多くの食業性害虫の天敵として一定の役割があることはす

でに明らかにしてきたが書その後マツ材線虫病の伝播者であるマツノマダラカミキリの天敵とし

て，キヅヅキ類が微害地では相当の役割を果たしているとともわかってきた。

烏害防除に関する研究は，水田の転換畑作の拡大による被害増に対応してこの10年間継続して

きた。ダイベ トウモロコシについて東北地方の県別，立地環境別の被害度を明らかにするとと

もに，害鳥のセ Yサスデータをもとに被害率と害鳥密度の関連を明らかにした。ダイズの主要加

害鳥であるキジパトの繁殖密度は，滝沢鳥獣試験地における長期データの分析の結果，冬期間の

越冬地の気候の厳しさと密接な関係があるととがわかった則。ダイズの鳥害防止法としては自動

旗振りカカシなど，脅し模型に音，勤きを組合わせた作動型機器がもっとも有効である。しかし

コストの面で問題があるので，忌避剤の有効利用の観点から疑似発芽大豆（にせ豆）の使用を考

案したe 現在もっとも簡便で効果があると思われる方法は，畑の真中にマネキν人形などの静止

型威嚇模型を置き，畑の周辺部に食塩，塩化マグネシウムなどの忌避剤っき押麦やユセ豆を散布

する方法である117)0 しかし悪食のドパト，カラス類にも効果をあげるためには忌避剤を初め，ま

だ改良が必要である。

次に獣類関係について述べる。ノネズミの発生予察法の確立の基礎として，その個体群変動機

構を滝沢鳥獣試験地で10年聞にわたり再捕獲法で調査した。主対象は林木加害性であるハタネズ

ミであるが，天然更新に関与するアカネズミ，ヒメネズミについても綿密な調査を行った。その

結果，この期間内に 3種とも 2回の密度のピークを持ったが，ハタネズミと他の2種ではずれ

を示した。 3種ともピーグをはさんで増加期と減少期があった。これら 3種の密度差や変動パタ

ーンには種間関係的なものが見られ，現在解析中である。ハタネズミの個体数は2,3年かけて

ピータに達するので，毎年調査を継続すればある程度ピーグ年が予測できる。春と夏に発生予察．

調査を行った場合，夏に当年個体が多く雌の比率が商いほど，また春と比較して夏に越冬個体

数の減少が少ないほど，その年の秋から翌年にかけて密度が増加する可能性が商くなる旬。その

他，天然更新の見直しに伴ない，ノネズミが林木種子をどの程度食べるか，摂食実験を継続して

し、る”に

ノウサギについてはスギの品種系統別の耐兎性試験を中新田営林署の現地と支場網室で実施し

た。その結果，さし木苗に比べ実生首の方が一般に耐兎性が低く，さし木首の品種系統内でも耐

兎性に差のあるととが明らかになった制。ノウサギの生息環境選好性を明らかにするため，好摩

実験林で調査を行ない多変量解析の結果，夏期では草本密度，冬期ではそだ低木密度の高い場所
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を選好するととがわかった。野兎鼠害の防除については，今後とも被害発生環境解析，発生予察

法の研究と個別防除技術の組合わせをもとに，総合防除体系の確立をはかる予定である。カモシ

カについては，その保護と森林施業との調和を目指し，現在特別研究を継続中であり，これまで

に環境別食餌植物現存量の地域間比較を行なってきた’”。 （由井正敏）
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林業（続〉林試経営部資料（1982) 17) ：プナ皆伐母樹保残作業の更新初期

4) 安ヶ平精三：乾シイタケ・用材林・稲作の複 の成績ー落葉低木型とササ型植相プナ林の比

合経営と住田式地域複合，農林複合経営のす 較，日；体東北支誌， 36,(1964) 

すめ方，林業改良普及双書88，全国林業改良 18) ：プナ林の伐採跡地における林床植

普及協会 (1984) 生繁茂量の経年変化，一落葉低木型植相」，

5) ：きのこ経営の特性，きのこ年鑑， 日；体東北支誌， 28,(1976) 

農村文化社，’83年版（1983) 19）金豊太郎ら：プナ林の伐採跡地における林

6) ：なめこ生産経営の現状と問題点 尿植生繁茂量の経年変化，ーササ型植相につ

一山形県，福島県ーなめこ需要開発調査報告 いてー，日；体東北支誌， 33,(1981) 

書，林野庁 (1983) 20) 小坂淳一ら：プナ林の間伐効果分析（2）一入角

7）神長毎夫・小川澄・ニ瓶守治（青森営林 山国有林〈角舘署〉プナ二次林間伐試験地の

局〉：グマイザサ地帯の放牧とアカマツの天 成績ー，日；体東北支誌， 34,(1982) 

然更新，青森営林局 (1978) 21) ：プナ林の間伐効果分析但）ー林分密

8）神長毎夫・小川澄：肉用牛の放牧がタマイ 度管理図作成および現実林への適用検討ー，

ザサの生育・再生に及ぼす影響，東北支場だ 日林東北支誌， 36,(1984) 

より， 221(1980) 22) 柳谷新ーら：低質広葉樹林の大径材生産林へ

9) 小川 澄：カラマツ林内の牧草導入と放牧， の誘導(I）ー林分の疎開程度と残存木の直径

東北支場だより， ・248(1982) 成長の関係，日林東北支誌， 31,(1979) 

10) 小坂淳一：人工林の資源予測法と間伐指針の 23) ：低質広葉樹林の大径材の生産林へ

検討，林試東北支年報， 22,(1981) の誘導（II）一施業後10年目の成績ー，日林東

：林分密度管理図を用いた間伐指針 北支誌， 34,(1982) 

および収穫予測，林試東北支だより， 239, 24）森麻須夫ら：ミズナラ壮齢林の現存量と生

(1981) 産量，林試東北支場年報， 23,(1982) 

12) ：東北地方人工林の生長特性分析 25) 桜井尚武ら：ミズナラ稚樹の成立過程に闘す

(2），スギ人工林の地位級・生産量の分析，日 る研究(I）ー落下種子の消失とその要因につ

林東北支， 32,(1980) いてー， 94回目；体論， (1983)

13) ：東北地方人工林の無長特性分析 26) ：ミズナラ稚樹の成立過程に関する

(3），スギ人工林の密度実態と間伐法の分析， 研究（II）ー稚苗の発生消長についてー， 94固

日林東北支， 32,(1980) 日林論，（1983)

14) ：東北地方人工林の無長特性分析 27）遠田武・栗田稔美：多雪地帯におけるスギ

(5），表東北民有林アカマツ林の生長予測と間 幼齢木の雪起し効果，日；林東北支誌， 32,121
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～123, (1980) 智，日；体東北支誌， 29(1978) 

28）遠田武・井沼正之・栗田稔奨：スギの植栽 45) 岩崎勇作ら：ライシメーターによる地被別の

方法が根系におよぽす影響，東北支場年報， 水土流出実験(I），日；体論 88(1977) 

21, 105～109, (1980) 46）庄司次男：マツノザイセシチ晶ウ （Bursa・

29) 蜂屋欣ニ・古川l忠・井沼正之・片岡健次郎 Phelenchus l伊iicolus）の低温耐性， 日本線虫

－栗田稔美・森麻須夫・遺岡武：豪雪地帯 研究会誌， 9(1979) 

の造林技術の体系化，昭和54年度技術開発試 47) 陳野好之：マツ類のつもくらげ病ー病原首の

験成績報告書， 73～101,(1980) 捕促法とその応用ー，林業と薬剤， 81,

30）片岡健次郎：東北地方の積雪環境区分の試 (1982) 

み，林試場報， 223, 5～7, (1983) 48）庄司次男ら：クロマツに対するマツノザイセ

31) 古川l忠・岩崎正明：東北地方におけるスギ γチa ウの時期別接種試験， 94日；林論，

の寒風害，凍曹の発生要因と被害防止につい (1983) 

て，青森営林局技研集録， 31,1～9, (1978) 49) 滝沢幸雄ら：東北地方におけるマツノマダラ

32) －貴田忍・岩崎正明・及川伸夫・ カミキ”の生態一盛岡における飼育結果を中

村井正文・長谷川浩一：人工林の複層林施薬 心にしてー，森林防疫， 28,(1979) 

に関する研究（V），複層林の寒害防止効果， 50) ：寒冷地帯におけるマツ枯損およ

林試研報， 323,211～218, (1983) ぴマツノマダラカミキ Pの生態とその特徴，

33）貴田忍・岩崎正明・及川伸夫・村井正文： 森林防疫， 32(1983) 

樹下植栽したスギ寒害防止の一例，日林東北 51) 五十嵐正俊：東北地方におけるマツノマダラ

支誌， 33,20～22, (1981) カミキリの生態 XVI－産卵時期と 2年 1世

34) 村井正文：下北半島におけるスギの寒害個体 代の出現割合，日；林東北支誌， 36,(1984) 

の解創的観察，林試研報， 310,17ト 181, 52) 由井正敏：森林原野性鳥類のライ Yセンサス

(1980) 法の研究〈四〉，数量化理論による記録率の推

35) ：北上山系におけるスギの寒害個体 定法，山階鳥研報， 63,(1982) 

の解剖的観察，日；体誌62,276～279,(1980) 53) ：森林性鳥類の群集構造解析(I),

36) ：低温風洞装置により人為的に誘起 繁殖期，向上， 47,(1976) 

したスギ苗木の寒害組織の解剖的観察，日；体 54) ：同（Il），冬期，向上， 49,(1977)

誌， 62,435～439, .(1980) 55) ：同Cm），繁殖期群集の年次変動，

37) 梁瀬秀雄ら：放牧草地における楳地の発生， 向上， 66,(1983) 

日林論， 94(19~3) 56) ・青山一郎・伊達功：東北地方に

38) 岩崎勇作ら：林地の草地転換が水土流出量に おける害鳥の生息状況，応用烏学集報， 5, 

及ぼす影響ー森林の伐採による水土流出量の (1985) 

変化ー，日；体東北支誌， 36(1984) 57) ：にせ餌利用によるハト書の防除，

39) 北田正憲ら：山地崩壊と諸国子について，日 植物防疫， 38,(1984) 

林東北支誌， 33(1981) 58) 岩目地俊：アカマツ幼齢林におけるハタネズ

40) 北田健二：酒田地域の海岸林における徴気象 ミの個体数変動，東北支場たより， 262,

調査，日林東北支誌， 32(1980) (1983) 

41) 梁瀬秀雄：北上山地の荒廃地，林試東北支場 59) 鈴木一生：ノネズミによるプナ科種子の消失

たより， 259(1983) 試験，日林東北支誌， 33,(1981) 

42) 北田正憲ら：北上山地〈岩手県〉の風街鏑廃 60) －由井正敏・岩目地俊：・ノウサギに

地における先駆植物，日；体論， 95(1984) よるスギ苗木摂食試験，向上， 32,(1980) 

43）佐藤正平：雪崩防止階段工の樹種別植栽成 61) －岩目地俊：北上山系におけるカモ

績，日；体東北支誌， 35(1983) シカの食餌植物，向上， 35,(1983) 

44) 小野茂夫ら：融雪経過に及ぼす森林伐採の影
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3. 関西支 場

関西支場の研究対応地域は，北は能登半島から南は紀伊半島，西は山口県に至る2府12県にお

よび，極めて広大である。地形も標高2,700mの白山を含む両白山地から，丹波・吉備商原に代

表されるような数多くの丘陵や低山地が存在し，気候も冬季寡照・多雪の裏日本型と，温暖寡雨

の瀬戸内型の両気候区に大別され，紀伊半島南部には温暖多雨の南海型気候区も出現するなど，

自然条件は非常に複雑である。

また当地域の土壊は，赤・黄色系褐色森林土を基調としているが，乾性土壌の構成比率が商

く，更に過収奪のため受食土，未熟土が広く分布し，花闘岩山地は砂質の「マサ土」となり，山

地崩壊，土砂流出などの大きな原因となっている。流紋岩山地は粘土質で理学性不良な土織に，

また赤色風化物の残っている山地は重粘で強酸性土擦となっている。このような土壌は一般に生

産力が低く劣悪であるので，防災的研理技術と地力維持増進樹荷の開発などの対応が必要であ

る。

さらに管内2府12県にまたがる林業は，吉野，北山，尾鷲林業に代表される先進林業地があ

り，しかも少雨，多雨，多雪地など多様な環境条件下に植栽されてきた 177万haのスギ・ヒノ

キ人工林と 88万haのアカマツ天然生林があり，乙れら先進林業地と後発林業地の経営経滑のあ

り方，森林の更新と保育などに対する研究が一段と必要となっている。

また京阪神都市域と，大小の多数の都市からなる瀬戸内臨海工業地帯での樹林地と，その近郊

の竹林や森林では，宅地をはじめとする各種の用地開発が行われ破壊が進行している。これに対

し，住民の聞からは，風致・景観あるいは自然環境の保全のため，開発の規制・保護管理の強化

が要請されている。

さらに大都市圏では水不足，琵琶湖・淀川水系をはどめとする諸河川の水保全，生活圏の拡大

に伴なって生じる山地災害の防止，レグリエーシ B ::,I'効果などの森林の諸機能がますます重視さ

れつつある。

一方，瀬戸内から内陸部の各地に存在するマツ林は，とれまでスギ・ヒノきとならぷ重要な林

業樹種であったが，松くい虫の激害を受け，被害の内陸化と日本海側への拡大をみるにいたり，

マツ林業の表退，人工造林の中止という事態を招き，地域林業という面のみならず，環境保全上

も大きな問題となっている。近年，この松くい虫激寄跡地の造林樹種としてヒノキ人工林が拡大

されつつあるが，これらのヒノキ林のなかには，立地限界を越えて植えられたため，－その成育が

危ぶまれる林分もあり，この対策，さらに未成熟林分で多発している病虫獣害に対する防除法の

確立が急務となっている。

以上のベた関西における地域性を背景として， 10年聞に2部6研究室が力をいれて取り組んで

きた研究の概要は次のとおりである。

育成部門に関する研究

育林部は経営，造林，土じよう，防災の4研究室で組織され，昭和50年代における主要研究は
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次のように行われた。

経営研究室では，従来の研究が国有林一辺倒に近かったことの反省に立って，一般の経済学，

経営学の見地から林業経営を見直すととに重点を置き，林業の経営経済，森林の施巣測定に関す

る研究を行ってきた。

造林研究室では，林業生産において，人工林の質的な向上や単に経済性のみではなく，公益的

環境保全面の配慮が必要となってきたことに対応しつつ，人工林の更新と保育，タケ類の生態と

生理に関する研究を行ってきた。

土壌研究室では，管内の低海抜山地に広く出現する森林土の生成論的研究に発展させるととも

に，その地力増進および都市近郊林の保全問題に対応して同地域の土壌条件と植生の関連を把握

するための研究を行ってきた。

防災研究室では，管内に温暖少雨地帯が多く，しかも大中都市をかかえる立地条件にあること

から，水資源の保全，洪水防止の両面に立って森林の水保全機能の解明に関する研究を展開して

きた。

以上，－各研究室の経常研究および特別研究対応で行われた主要成果は下記のとおりである。

1) 林業の経営経済に関する研究

経営経済に関する研究分野の主たる目標は，農山村民の経済福祉の向上，山村経済の振興，林ー

業経営の改善におかれており，そのために必要な民有林の経営活動のあり方を研究の課題として

きた。研究は，先進林業地の成立・発展過程ならびに経営事例の調査，さらには経営成果の会計

的把握と分析を通じて，．優れた林業経営体の育成の方向を探索してきた。

具体的には，奈良県吉野林業，京都府北山林業，愛媛県；久万林業など経営の成立ならびに発展

の過程を調査分析するとともに，育林業に関する損益計算法の体系化，林業に関する経営計画法

の開発，林業経営改善のための指導z 林業後継者の育成，優良材の生産と流通，森林組合の経営

などの問題を研究した。これらの成果は山村振興調査や林業構造改善調査などの各種コ Yサルテ

ーショ y活動などへ反映されてきたo-,>o 

2) 森林の施業測定に関する研究

従来は，どちらかと言えば施業測定の研究は，収穫試験データの収集ならびに解析，収穫量の

予調弘間伐の問題，林分の取扱いと材質の問題など，技術的側面が強く打ち出されており，いわ

ゆる経営経済の問題とは別個に進められてきたが，次第に技術問題と経営問題の接合が強く求め

られるようになってきた。

とうした背景のもとに，育林投資の観点からみた施業技術の評価の問題，さらには林業経営の

最適化計画の策定や経営成果の把握の問題なども必要になり，いわゆるオペレーシ !I ！／ズ・リサ

ーチの手法を積極的に林業問題に導入する試みを行ってきたS川。

この間に，研究室にマイコ yが導入され，また農林水産研究計算センターの端末装置が設置さ

れ，オシライシで大型電算機が使用できるようになり，今までは単なるモデルとしてしか提示で

きなかった研究が，電算機によるシミュレーシ s ！／にまで発展可能となり，経営問題の探求に大



一日17-

きな威力を発揮している。

3) 人工林の更新と保育に関する研究

関西地域ではマツ枯損跡地などにヒノキが多く植栽されているが，ヒノキ造林不成績地の増

大，また，林冠の閉鎖による地表の有機物や土壌の流亡など林地の悪化が懸念されている。これ

らの欠点を回避する手段として，アカマツとの混受あるいは間伐による下層植生の導入が考えら

れるため，それらの林分構造，物質生産量，物質循環速度などを明らかにしたぺ一方， 兵庫県

中南部のアカマツ林帯ではアカマツ・ヒノキ混交二段林が多い。これらアカマツ・ヒノキ混変林

の実態を解析し純林施業に比較し混交林の有利性が明らかになった。

さらに，非皆伐施業法の確立に関する研究として，林内における人工更新と天然更新に関する

研究が行われた。人工更新では林内環境の把握と林内条件下における下木，雑草木の生長実態の

解明を中心に，また，天然更新ではヒノキを対象に林内環境と稚樹の発生，消長との関係解明を

中心に研究が進められた的ー”に

以上のほか，良質材生産のための育林技術を確立するために，スギ， ヒノキを対象に間伐方法

や枝打ち方法の違いと良質材生産との関係を生態的な面から解析を行った。

4) タケ類の生態と生理に関する研究

タケ類の生理生態的研究は，森林にくらべて不明な点が多いため，わが国の代表的な有用竹種

であるモウソウチタ，ハチグ，ホウライチダなどを中心に，林分の生産構造，物質循環，親竹の

配置とタケノコの発生位置の関連，竹種による発芽発根特性などを調べた11ト18）。アイソザイモグ

ラフィ手法による竹種の同定も行った。

タケ類の生理生態に関するデータはまだまだ少なく，不明な点が多いので，今後もデータを集

積し，竹林の更新，保育技術の改善を行う必要がある。

5) 森林土壌の生成論的特性と地力増進に関する研究

沖縄地方の台地，正陵地に出現する表層グライ系赤黄色土の生成論的特性をはじめ，同地域に

分布する各種土壌の実態を明らかにして1'），森野土壌の実態に新しい知見を加えた。

これらの研究に併行しむ管内の低海抜山地に広く出現する赤色土，赤・黄色系褐色森林土の

生成論的研究を行い，それらの化学的性質を主とする生成過程の相遣を明らかにした則。その他

管内に出現する特徴的な実態を解明する研究を行い，暗赤色土の中でも，母材料や生成環境の速

いによって，粘土鉱物や塩基状態に著しい差のあるとと，土色の発現はFeとMnを主とする

が，その他 Cu,Coも関与していることを明らかにした。さらに偽似グライ土の化学的特性を明

らかにするとともに生成論的考察を試みた則。

以上のように管内に出現する特徴的な土壌の実態を化学性を中心に明らかにしてきたが，とれ

らの土壌はいずれも肥沃度で劣る土壌であるととから，今後，生産力と関係の深い窒索， リン酸

の肥沃度に関する研究を発展させる必要があろう。

一方，森林土壊の水温状態の実態解明を発展させた。電源のない山地向きに開発したパッテリ

ー電源の自記テンションメーターによって，現地における土壊の水湿状態の変動を連続測定する
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ことができるようになった”にこの自記テンションメーターを用いて，地形条件に伴なって現わ

れる乾性～適潤性の各土壌型の水湿状態 (pF価）の変動パター y，変動域を明らかにするととも

に，気象条件との関連で土壌の pF価の変動を解析し，乾性系の土壌では，夏期，無降水 7～10

日後に pF価は最高値付近に達するが，他の季節では無降水田が10日以上続いても夏期ほどの

乾燥は示さないことが明らかになった18）。また，北陸地方の多雪地帯の土壌の水湿状態は，積雪

下の pF価が低く，通年的に大平洋側に比べて湿潤状態の期聞が長く続くととが明らかになっ

た。

土壌層における保水姥については，土壌の孔隙特性を中心とする物理性のほかに，樹種に起因

する生物作用の影響も考えられ，今後，林地の保水（水保全）機能を林況との関連で解析を進め

る必要があろう。

め 低位生産林地および樹林地における施肥と土壌管理に関する研究

低位生産林地における生産力増強手段として林地に対する施肥試験を行ってきた。グロマツ林

に対する施肥反応の解析を行った結果，著しい施肥効果が認められたが，施肥区ではクロマツ針

葉の養分元素比 (N/P,K/P）の改善などが認められた則。また，強度な枝打ちと施肥を組合せ

たスギ林（京都北山）における養分備環の実態を解析した則。

低位生産林地に対するクロマツやスギに対する施肥効果の著しいことは明らかになったが，管

内の低位生産林地に植栽されつつあるヒノキに対する施肥効果が明らかでなく，今後， ヒノキに

対する施肥効果の解析を行う予定である。

一方，造林部門において，瀬戸内海沿岸を中心とした治山のための緑化を進めるための基礎デ

｝タを得るととを目的として，植栽する樹草類の栄養生理的な特性を薬分析と土域分析の結果か

ら把握し，肥培との関係の解析を行った。

その他，特別研究「都市および都市周辺における樹林地の維持と管理に関する研究」（51～55年）

の中で，土壌条件の現状把撞と特殊環境下における土壌の諸性質と樹木の生育の2課題を分担し

た。また，指定研究「木質堆肥の規格化」（52～55年）を分担し，木質系堆肥の製造過程に伴なう

生宵阻害物質の消長過程を明らかにするとともに， リグニン函分の熱特性の変化を堆肥熟成化の

指標としうる可能性を明らかにした創出に

7) 温暖少雨地帯における水保全に関する研究

近年，水需要の伸びは鈍化しているが，依然として増加基調にあるし，大・中都市圏の水需要

は以前と同様にひっ迫している。また，都市域の山間部への拡大は，洪水の発生と被害の増大を

助長している。したがって，水保全の研究は以前にも増して緊要であり，水源山地における森林

の合理的な管理に基づく水保全機能の発揮にかける期待は非常に大きい。とくに，近畿・瀬戸内

地方は少雨地帯に属し，しかも大中都市をかかえる立地条件にあるので，水資源，洪水の両面か

ら森林の在り方が関われている。

とのような背景下で，昭和50年代も引続き，森林の水保全機能の解明に関する研究が積極的

に展開された。まず，「治山施工跡地の水保全性」の研究では，荒廃地への法切工，わら積首工，
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筋工などの基礎工，植栽工の導入に伴なう水保全機能の変化が，プロットおよび小集水域試験に

より究明された制。そして，ピーグ流量，地表流出量は施工に伴ない大幅に減少するとと，土壌の

理学性や浸透能が向上するととなどが実証され，緑化工による水保全機能の改善が確認された。

との閑，洪水防止の研究として，特別研究「山地崩壊及び洪水発生危険地区判定法の確立」に

おいて寡雨地帯を分担し，降雨時における斜面からの地表流，中間流や地下水位，土壌水分の変

動を経時的に測定するととにより，洪水発生時の雨水の動態を把握し，直接流出の発生状況を明

らかにした。あわせて，洪水ピータ流量，比流量と地形図ヂとの回帰分析を行い，到達距離集中

率，細長率など洪水発生に寄与度の商い因子を摘出し，危険地予測の精度向上がはかられた2')0 

林況変化に伴なう流出特性や水収支の変化は，岡山試験地の竜のロ山森林理水試験流域におい

て「山地流域の流出特性」，「温暖少雨地帯における林況と流出」の研究テーマで進められ，皆伐，

山火事，松くい虫被害が流出に及ぼす影響が解析された25)-21にその結果，皆伐，山火事のように森

林が全面的に消失すると，年間流出量は林相が健全な場合に比べ， 60--90mm程度増大した。一

方，直接流出量，ピータ流量は，山火事による森林消失ではそれぞれ2.0倍， 2.2倍に増加し，

松くい虫被害の場合はそれぞれ約1.3倍，約1.2倍に増加することが知られた。このような水収

支，流出特性の変化は，林況変化に伴なう蒸発散や土壌水分環境の変化に起因し，森林の－取扱い

が河川流量に及ぼす影響の重大さが再確認された。したがって，これらの成果は，温暖少雨地帯

の水保全機能を維持向上させるための流域管理，育林技術への指針を与える資料として利活用で

きる。

さらにとのなかで，土居中の水移動が浸透理論を用いて数値解析され，地下水位の変動特性が

土域の理学性を反映していることが証明きれ，土層中の水移動を物理的に解明する手掛りを築い

た28）”に

また，昭和57年から開始した「竹林の雨水貯留機能」の研究では，竹林の林冠通過雨量，竹稗

流下量，土壌水分量が測定され，竹林内での降雨のパラツキや林冠遮断量および土壌水分環境の

実態が把握され，竹林の水保全機能の解明と評価は，以前より大幅に進んだ則。

以上の研究の流れを踏まえて，森林の水保全機能の解明を前進させるため，当面，土層中にお

ける雨水の挙動を物理的に解明するととと，森林からの水消失量，すなわち蒸発散量を予測する

手法を開発する必要があり，早急に着手する予定である。また，水保全機能の計量化手法を確立

するととを目的として，造林，土壌部門との連携を取りながら，流出モデルによる森林施業の影

響検出，評価についても取り組んでいく考えである。

保護部門に関する研究

2府12梁における多様な環境条件下に植栽されてきたスギ， ヒノキ人工林と，アカマツ天然生

林を中心に多様な病虫獣審が続発した。過去18年間のマツ材線虫病によるマツの被害量は昭和

45年までは約5万msで推移したが， 47年から 50万ms前後に急増し，さらに52～54年にわた

る3年連続の夏期の高温少雨によって 54年には85万msに達した（図－l)oまた被害発生地域は

それまでの海岸に近い地帯から中国近畿の内陸天然アカマツ地帯へと一挙に拡大した。スギ・ヒ
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ノキの健全木の樹皮下を加害して材質劣化をもたらす虫害が各地にひろがり，林業経営上大きな

問題となってきた。またスギ・ヒノキ造林地における野ウサギ，野ネズミ，シカ，カモシカの食

害はそれぞれ4,000～5,000 ha, 100～400 ha, 1, 000～4,000haにも及び， さらに当地域に特異

的に発生しているツキノワグマによる立木の皮はぎの被害が100～500haに及んも獣害も育林

上大きな陸害となっている。

以上の主要な3課題について，保護部は経常研究をはじめ「特別J，「特定」，「技術開発Jの研

究課題を掲げて対応してきた．その研究内容は下記のとおりである。

なお，従来からの樹病，昆虫に加え52年度から獣害関係の研究者が配属されたことにより獣

害問題にも対応できるようになった。

10万立米

10 

枯

損

量 5

／＼／＼ 

／＼／＼／、

ノ
42 44 46 48 50 52 54 56 58 年（昭和）

図－1 過去18年聞の2府 12県におけるマツ枯損盆の変化

(1）・マツ材線虫病に関する研究

この課題について樹病および昆虫研究室は，「薬剤によるマツの材線虫の直接防除」（指定研究

50～53年）， マツ類枯損激害地域の更新技術（九州・四国・関西支場共同研究， 50～54年），「マ

ツ枯損防止新技術開発調査」（特定研究， 53～57年）および「マツ枯損防止に関する新防除櫛荷

開発のための発病機構の解明」（特別研究， 56～59年）に参加し，分担課題で所定の成果をあ伊

た。との間樹病研究室は経常研究課題として「．マツの材線虫防除」（51年），「マツの材線虫の発

病機構」「マツの材線虫病の発生と環境J.(52～54年），昆虫研究室は「マツ類の枯損防止」（51～

59年）を寂りあげた．

との聞の主な成果をあげると，関西林木育種場との共同で行ったマツ属に対する線虫接種で

クロマツ，アカマツ，ヨーロッパアカマツ，ヨーロッパクロマツ， リュウキュウマツが感受性，

フランスカイガンショウ，スラッシュマツ，ポンデローサマツ，パンクスマツは中間，ストロー

プマツ，テーダマツが抵抗性であることがわかった”にまたマツ属以外の針葉樹では，カラマツ

は枯死し3S），傷害細胞のみをもっそミと細胞間道のないヒノキ2属では線虫は一次的に接種部で

増加するがやがて減少し，モミのみ部分枯死した”九耐久型幼虫の接種試験では，切O頭で培養

線虫 1,000頭以上の接種と同程度の枯死率を示した仙．カミキリ成虫からの線虫れ離脱は羽化

脱出後3週間目に最大となった紛則。また 1頭のカミキリ虫体から後食痕に移った線虫数は4日
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聞で平均67頭であった制。

線虫を時期別に接種し，マツの病徴の進展をピν打ち法で調べた結果，いずれの場合も 8月以

降に形成層活動に顕著な影響がみられた則。 1年1化性のマヅノマダラカミキリの平均保線虫数

は年度によって変動し，また同一枯死木から脱出した個体閣でも保線虫数に大きな変異があっ

た39)0 2年1化性のカミキリのほとんどの保線虫数は前者の 10%以下であった。そのほかマツノ

マダラカミキリの羽化脱出消長や飛期能力などが研究された。

(2) スギ・ヒノキの材質劣化害虫に関する研究

昆虫研究室は51年から経常研究で「スギ・ヒノキ穿孔性害虫」を取りあげ，人工飼育によるス

ギカミキリの飼育と発育経過，生態および行動習性，被害と防除を研究してきた。一方， 「スギ

カミキロ等穿孔性害虫の防除技術」（技術開発， 56・～58年）と「スギ・ヒノキ穿孔性害虫による加

害・材質劣化機構の解明」（特別研究，58～61年）に参加し，そのなかの「スギカミキリの加害に

伴なう材変質」を樹病研究室が分担した。経常研究で得られた主な成果はつぎのとおりである。

近畿地方では，スカギミキリが造林地に侵入するのは2齢級時であり，その後定着期を経て 3

齢級時に高密度状態になり多くの被害を発生させ， 4齢級以降は密度が低下していくのが一般的

であるω。密度上昇の契機は多量な枯死木の発生によってもたらされる場合が多い。当支場構内

におけるスギカミキリの脱出は，平年は3月20日頃から始まり， 4月上句に 50%脱出回をむか

え， 4月末に終了するω。産卵は4月上匂から約1ヶ月間，ふ化の盛期は4月下匂から 5月中

句，踊化は7月下匂から始まり 9月頃から成虫になるω。成虫の性的発育には休眠を必要とし，

覚めた後脱出までの発育零点は4.4℃， 有効積算温度は244日度，ふ化までのそれらは5.2℃と

170日度であったω。 スギは内樹皮からのヤエ診出によってスギカミキリ幼虫の樹皮下への侵入

に抵抗し，人為的にヤェ穆出力を抵下させると侵入が容易になるω。人工飼料による飼育では4

齢と 5齢を経過する個体がみられ，幼虫の体重は7月上句に最大になり，その後蝿化までの1～

2ヶ月は減少した制。新しい防除法として幹に薬剤または粘着剤で処理したパνドを巻く方法を

試みて，その有効性を確かめた48)47)'8)0 

(3) スギ・ヒノキ造林地における獣害の発生機構に関する研究

これまで「野鼠防除法の確立J （技術開発56～58年）で「近畿・中園地方における林床植生型

と野鼠類の発生との関係」に取組み，また「森林食害発生機構の解明及び被害抑止技術に関する

研究」（特別研究， 56～60年）では「カモシカの年齢査定と既存林分の被害解析」を分担した。経

常研究では「西日本におけるハタネズミとスミスネズミ個体群の動態」および「野兎個体群の動

態」を取りあげた。その主な研究成果はつぎのとおりであるJ

野ウサギ等の胃腸内容物または糞の処理による摂食植物の定性・定量的分析法を確立したω｝。

この方法によると野ウサギの主食がイネ科植物であり，スギは13%であった闘にまたカモシカの

糞ではヒノキが1年中全体の 10～20%を占めた。

スギ在来品種の中には野ウサギの食害を極めて受けやすい阿哲4号から食害を受けにくいもの

まで品種聞に差が認められた。シカ，カモシカの食害については被害を受けにくいヒノキ個体が
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存在するようである。従来いわれてきたササ類の開花結実と野ネズミ大発生との聞に必らずしも

一致する関係は認められない。
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立過程（1）間伐直後の稚樹の発生・成立状態， 157「山地崩犠」 (1984)

日；体関西支講， 32,(1981) 25) 藤枝基久ら：竜の口山試験地における森林の

10) ：間伐後のヒノキ天然生稚樹の成 成立が流出に及ぼす影響林試研報， 317,

立過程（2）間伐後3年後の稚樹の成立状態，日 (1982) 

林関西支説 35,(1984) 26) 阿部敏夫ら：山火事の直接流出に及ぼす影響

11) 鈴木健敬ら：ハチタ林の生産力について，日 について，日林関西支講， 33,(1982) 

林論， 91,(1980) 27) 阿部敏夫ら：松くい虫被害の直接流出に及ぼ

12) 河原輝彦ら：モウソウ竹林の稗の分布，日；体 す影響について，日林関西支講， 34,(1983) 

関西支勝， 32,(1981) 28）谷誠：ー次元鉛置不飽和浸透によって生じ

13) UCHIMURA, E. : Ecological stu,Jies on culti ・ る水面上昇の特性， 日；体誌， 64,(II), 1982 

vation of tropical bamboo forest in the 29）谷鵠：地下水面上昇の観測結果に対する不

Philippines，林試研報 301,(1978) 飽和浸透理論の適用，ハイドロロジー， 13,

14) 西国盛昭ら：沖縄地域における赤色土，黄色 (1983) 

土，赤黄色土，表層グライ系赤黄色土および 30）.阿部敏夫ら：竹林における林冠通過雨量，竹

暗赤色土の遊離敵化鉄の形態，林試研報， 稗流下量の測定，日林関西支部， 35,(1984)

285, (1976) 31) 峰尾一彦：各種マツ類に対するマツノザイセ

15) 西国豊昭：赤色土，赤色系褐色森林土および γチ品ウらの接種試験，日；林関西支講， 32,

黄色系褐色森林土の生成過程における化学的 (1981) 

組成の変イじ林試研報， 295,(1977) 32) 田中 潔：カラマツに対するマツノザイセ γ

16) ：土壌のグライ化によって溶出する チュウ接租試験， 日；体論， 89,(1978) 
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33) 山田利博ほか：針葉樹4属におけるマツノザ 32, (1981) 

イセソチ品ウ個体数の推移，日植病講要，58, 43) 小林一三：スギカミキリとヒメスギカミキリ

(1983) 成虫の休眠と材からの脱出温度条件，日：林論，

34) 峰尾一彦：マツノザイセγチュウ酎久型幼虫 95, (1984) 

の頭数別接種試験，日：林関西支欝，33,(1982) 44) 小林一三：スギのヤユ分泌とスギカミキりの

35) 細田隆治・小林ー三：マツノマダラカミキリ 寄生， 日；体関西支鶴， 33,(1982) 

からの線虫離脱経過，日林関西支講， 27, 45) 細田隆治：スギカミキリ幼虫の発育経過と踊

(1976) の発育速度，有効積算温量，日林関西支講，

36) ：同上（その 2），日；林関 35, (1984) 

西支蹄， 29,(1978) 46) 小林一三ほか：薬剤処理バソド巻きつけによ

37) 峰尾ー彦：マツノマダラカミキリからのマツ るスギカミキリ被害防除試験，日林関西支

ノザイセγチュウの離脱と樹体侵入〈第2 蹄， 34, (1~83) 

報），日；林関西支購， 34,(1983) 47) 伊藤賢介・細田隆治：薬剤処理バY ドによる

38) 鈴木和夫：材線虫の時期別接種とアカマツの スギカミキ”成虫の捕殺効果，日林関西支

仮道管数増加の経時的変化，日；体論， 93, 購， 35,(1984) 

(1982) 48) 伊藤賢介ほか：粘着処理バYド巻きつけによ

39) 細田隆治・小林一三：マツノマダラカミキり るスギカミキリ成虫の粘着捕殺効果試験，日

の材線虫保持数の年次・季節変化，日；林関西 林関西支購， 35,(1984) 

支講， 31,(1982) 49）堀野真一・桑畑動：草食晴乳動物の食性調

40) 小林ー三・柴田叡弐：スギカミキリの被害と 査のためのリファレγスプレパラート作成法

防除法，林業科学技術振興所， (1985) と観察法について，晴乳類研究， 43,(1982)

41) 細田隆治・小林ー三：スギカミキり成虫の脱 50) 山田文雄ほか：日本産ノウサギの食性（II）胃

出消長，目；林関西支講， 30,(1979) と直腸内糞内容物組成の比較，第16回野兎研

42) 小林一三ほか：スギカミキリの成虫脱出期産 究記録〈藤岡浩〉日；林誌， 66(5),(1984) 

卵，ふ化期と薬剤防除適期，日林関西支講，

4. 四国支場

四園地方は総土地面積の74%が森林で占められているが，中央部をほぼ東西に走る四国山系に

よって2分される太平洋側と瀬戸内側では，自然環境の相違により森林の実態も大きく異ってい

る。

すなわち，太平洋側は起伏量の大きい山岳地形を形成し，一般に土地は肥沃で温暖多雨の気候

条件と相まって，林木の生育に適している．との地域では，戦後の復興ならびにその後の急激な

経済成長にともなう木材需要の増大により，天然林の伐採利用と跡地へのスギ， ヒノキを主とす

る拡大造林が大きく進められ，現在では全国平均にくらべてかなり商い人工林率を示している。

しかし，これらの人工林はその大半が若齢林分で，最近の林業をとりまく社会経済条件の悪化

や，小丸太の需要の低下などにより除間伐が遅れ，不建全な林分が増加する傾向にある。－したが

って，とのまうな林分に対する施業のあり方が問題となっている。一方，との地域では地形が急

峻で多くの断層線や破砕帯を含んでおり，そのうえ，台風の常現地であるため，とれにともなう

集中豪雨などの影響により，崩壊や地すべりなどの山地災害や土壌侵食などによる地力減退など
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が起り易い不安定な土地条件のととろが少なくない。とのような立地環境のととろでは，水土保

全ならびに地力維持の面から非皆伐施業に対する要請が商まってきており，非皆伐施業による各

種保全効果の科学的な実証と，施業樹林系の確立が望まれている。

とれに対し瀬戸内側は，全般的に小起伏山地が多く降水量も少なく，一般に土地生産力は低

い。さらに，瀬戸内海沿岸の地域は早くから文化が開け，そのため家庭用や製塩用の燃料とし

て，森林の過度の収奪が繰り返されてきたため，寡雨の気候条件と相まって林地は荒廃し，不安

定なアカマツ林となり，とくにせき悪化したところも少なくない。また，との地域ではまっくい

虫によるマγの枯損がはげしく，林分破壊が著るしく拡大しており，その防除対策が大きい問題

となっている。言らに，まつくい虫による被害跡地の頁新については，経済性の面からヒノキの

造林が進められているが，土地生産性が低いため成林が危ぶまれる林地も少なからず発生してお

り，風致やその他公益性の面からもその対応策が望まれている。

四国地方における民有林の経営規模は一般に零細で，林業だけの自立が困難なものが大部分を

占めているため，農業の作目やシイタケ生産などとの複合経営が必要とされている。また，山間

部の過疎化にともなう労働力の低下は，林業生産活動に大きい影響を与えており，とれら地域林

業をどのように活性化していくかなどの大きい問題を抱えている。

以上のような四国の地域性を背景として，四国支場でとくに重要な問題として取り組んで来た

課題について具体的にその内容を述べる。 （井上輝一郎）

1. 主要研究

1. ヒノキ林の地力維持に関する研究

先進林業地では，皆伐施業の繰り返しによる生長量の減退が経験的に認められ，それが地力の

低下によるものだと云われている。林地における地力変動に関する研究は，古くから断片的では

あるが数多くの研究が進められてきている。しかし，これらの研究は諜林の皆伐にともなう地力

変動に関するものが大部分で，林の成立過程における地力変動の実態については，あまり明らか

にされていない。とくに， ヒノキ人工林では林分が発達し閉鎖するようになると，との樹種本来

の性質から下層植生の消失，落葉の流失，地表侵食などにより地力低下の起きることが多くの人

びとによって指摘されているが，その原因やしくみについての研究は極めて乏しい。との地域で

も近年ヒノキの植栽面績が増大する傾向にあり，そのうえ，地形が急峻で降水量の多い自然条件

下にあるため， ヒノキ林における地力問題はとくに重視され，早急にその実態の解明が望まれて

いる。当支場でもこの問題を重要研究課題のーっとして取りあげ研究を進めている。

ヒノキ林の地力に関する研究は，、林地におけるん層の堆積量，落葉の移動ならびに地表侵食，

土壌の諸性質の特性と変動などについて，調査研究を行ってきた。

ヒノキ林のAo層の堆積量については，植栽してから林が成林する過程の変化を調べた。また，

この調査では，スギ林についても同様の調査を行い両者を比較検討した。スギ林のAo層は植栽

後5年生ごろまでは漸増し，林分が閉鎖されたとみなされる 15～20年ごろに急増し，以後の林分

ではほぼ8～14t/haの堆積量となっている。乙れに対しヒノキ林では， 10年生ごろまでは増加す
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るが，それ以後減少し， 20年生以上の閉鎖林分では2～4t/haで，同林齢のスギ林にくらべると

著るしく少ない1)。

乙のように， ヒノキ林の Ao層が堆積し難い原因を明らかにするため，閉鎖林分における年間

の落葉量や，落下した落葉のその後の行動について調査を行った。その結果， ヒノキの落葉は，

落下後その場所に止まらず，比較的容易に斜面下方に移動していることが明らかにされた。すな

わち，年間の落葉の移動量を年間落葉量に対する比で表わすと，下層植生の存在するととろでは

20～40%，下層植生を欠くととろでは40～90%に達したll)0 とのように， ヒノキの落葉は地表面

できわめて不安定で，その移動には下層植生の有無が大きく影響していることがわかった。また，

との調査で，落葉の移動は降雨，とくに降雨強度に支配されているとと，10月から 12月に集中し

て落下した蕗葉は，翌年の8月ごろまでにかなり細かく破砕されること，落葉および土砂は樹冠

からの雨滴によって飛散しながら斜面下方に移動するものが多いとと，また，落葉とともに土砂

の移動も多く，下層植生を欠くととろでは下層植生の存在するところの2～3倍に遺することな

ど明らかにされたベまた，ヒノキ林の地表侵食については，下層植生量との関係，樹冠の高さ

との関係，斜面位置や微地形との関連などについて現在も調査を継続して行っている。

土嬢の諸性質の特性とその変動については，微地形や土壌型などの立地条件が等しいとみなさ

れる同一斜面に隣接して植栽されているヒノキ林とスギ林について，両者の土壌の諸性質を，林

齢の異なる数個所の調査地で比較検討した。ヒノキ林の表層土には未分解の組大有機物が含まれ

ており， Ao層中のそれより多い場合もあり，かなりの量の落葉が表層土に混入されていた。また，

ヒノキ林の表層土ではスギ林にくらべて粗孔隙の・占める割合が小さく，それに関連して透水性の

不良な土壌の出現が多い。さちに， ヒノキ林では土壊の酸性化が進んでおり，置換性カルシウム

を主体とする塩基含有量も少ない8）。土壌微生物は Ao層の細菌の数に差がみられ，ヒノキ林では

箸るしく少なかった。表層土でのアンモユア酸化菌と亜硝酸酸化菌はスギ林には多かったが， ヒ

ノキ林では検出されてもその数はきわめて少なかったぺ

以上のように，同じ立地条件のところでも植生因子の違いによってん層や表層土の諸性質に

変化が現われ，とくに， ヒノキ林では理化学性の一部に悪化の傾向が認められた。今回の調査林

分は，すべて初代の造林地であるので，土壌への影響は表層土に止まり，下層土まではおよんで

いないが，さらに， 2代， a代とヒノキ造林が繰り返された場合は，より下層にまで影響がおよ

び，土層全体の地力減退につながるととが容易に予測される。また， ヒノキ林が起きる土壌の悪

化現象は， Ao層による地表面の保護効果が小さいことに主原因があると考えられる。したがっ

て，ヒノキ林の育成にあたっては，落葉の移動流失を防止しん層の堆積をうながすための対策

が必要であり，今後は，この面を中心に研究を進めていく予定である。 （井上輝一郎）

2. 人工林の複層林施業に関する研究

複層林施業は非皆伐施業となることが多いため，公益的機能について効用が大きいだけでな

く，林業経営上の利点も多いため，その育成技術の確立について要望が高い。

四園地方は前述の自然環境を持つため，当支場では特に重要な課題としてとりあげ，昭和必年
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より研究が始められた。

昭和50年代に入ってからは，48～52年まで行われた大型別枠研究「農林漁業における環境保全

的技術に関する総合研究Jに参画し，国有林に設定されたこ段林を中心に研究をすすめた。さら

にとれと併行して，昭和50年～54年まも九州，関西，東北の各支場と本場造林部との共同に

まるプロジェグト研究「人工林の非皆伐施業に関する研究Jが行われ，著しく研究が進展した。

その後，経常研究で研究が続けられ，今日に到っている。

との問，複層林施業を行ううえで基本的に重要な林内光環境の測定方法，林内光環境の変動，．

耐陰性，庇陰下における雑草木の再生，林分構造と生長等について研究を進めた。

林内光環境の測定法として，全天写真の画像解析から関空度を求める方法5）や， トレシνグペ

ーパーをずらして重ねた遮光板の下にジアゾ感光紙を置いて露光することにより，積算日射量を

求める器具の開発的を行った。

林内光環境の変動については上木の間伐や枝打ち強度をかえたスギ，ヒノキによるニ段林で相

対照度の経年変動の調査を続けた。一般に経年変化は，上木の林齢が若いほど，間伐・枝打ち直

後ほど変化が早く，また，上木がスギの場合はヒノキより変化が大きいととが明らかにされた8)0 

また，間伐強度と林内相対照度の関係に検討を加え，間伐後の収量比数と林内相対照度の関係を

明らかにした”。との結果は複層林の間伐指針として利用できる。

耐陰性に関しては，スギタローνの耐陰性，下木の光環境と．生長について検討を加えた。スギ

グローνの耐陰性的 lこついては，四国産精英樹59グロー νの挿木首と 5系統の精英樹オープシ

種子による実生苗を林内相対照度約5%のヒノキ人工林内に植栽し， 3年聞にわたって調査を行

った。耐陰性の判定は樹冠の枯損状況を5段階に分けた枯損指数と枯損率によった。枯損指数が

4以上で， 50%以上の枯損率の耐陰性のとくに低いものが21ダロ－：／，枯損指数が2以下で枯損

率がOと耐陰性が高いものが6グロ一 Y, 4系統であった。精英樹オープν種子実生首の5系統

はいずれも著しく耐陰性は高かった。との試験で耐陰性が商いと認められた精英樹3タロ －Y

と，低いと認められた4タロー yを人工庇陰下で育て，その同化，呼吸量を測定し， CO.a収支を

求めた”に 8月の5%の相対照度の下でのCO2収支は耐陰性の商いグローνはプラスとなった

が，低いグローνは大きなマイナス値を示し，耐陰性試験の枯損率と対応が認められた。下木の

光環境と生長については，下木として用いられたアヤスギ，ヤナセスギ及びヒ fキの 1年間の伸

長量と林内相対照度の関係に検討を加えた問。照度が高くなると伸長量は大きくなるが，下木の

伸長量と林内照度の関係は，樹種，品種・系統によって変るものと考えられる。

庇陰下における雑草木の再生量についてはスギ老齢林（74年生，樹高約30m）を3段階に間伐

し，下木にスギを植栽した試験地で調査を行った由。林床植生の構造，種類組成，優占種の遷移

には林内光環境との聞に密接な関係のあることが認められた。林床植生の再生は皆伐区より間伐

区でおそく，間伐が弱度であるほどおそかった。皆伐区では植栽後2年目から下刈りを必要とし

たが，強度間伐区（間伐後の Ry0.50）では3年目，中庸度間伐区 (Ry0. 73）では4年目， 弱

度間伐区 (Ry0.80）では5年目まで下刈りは必要としなかった。
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二段林の林分構造と生長については上木の間伐強度を3段階に変えた二段林（上木スギ69年

生，下木ヒノキ37年生）18）と，上木の枝打ち強度を変えたこ段林（上木スギ12年生，下木スギ7

～8年生）1'）について，それぞれ10年間と 3年の林分生長を検討した。二段林の上木の生長と上木

、密度との関係は単層林の場合と同じく解析できるが，下木の生長は上木の取り扱いによる光環境

の変化に応じて変動する。上木の間伐，枝打ち強度が強いほど下木の生長は増加するが，上木の

林分生長量は逆に減少する。林分の経営目標に応じて上木の取り扱いを変える必要があることが

明らかにされた。

これまでは複層林の初期段階である林内更新技術を中心に研究をすすめてきたが，今後は更新

完了後の二段林の維持管理技術に向けて強力に研究に取り組むことになっている。（安藤貴）

3. 地域林業の実態分析と振興に関する研究

戦後，日本経済の高度成長期間を通じて，わが国の木材需要は増大の一途をたどったが，これ

に対応する国産材の生産態勢は，資源の大半が幼齢林分のため需要に対応するととができず，専

ら外材輸入に傾斜していった。

その結果，外材の輸入盆は需要量の7割を占め，自給率は3割に減少した。

一方，との閉山林をとりまく社会，経済的条件は，人口減少にともなう，過疎化，老齢化，産

業の停滞を誘発し，その結果は地域の林業生産活動にも大きな影響をおよぼし，林業をどのよう

にして活性化させ，振興さすかが大きな課題となっている。

そこで，とのような林業の現状を打開し，振興さすためには，地域林業の実態を分析する必要

があり，「林業生産の地域分析」という課題で，1974年から研究を開始した。この研究は町村の林

業生産の実態と，地域の林業生産をとりまく特質を明確化し，地域林業振興上の問題を明らかに

しようとするものである。との研究の発足に当たっては， .1973年に実施した徳島県木頭地域1974

年に実施した徳島県中部地域の地域診断の経過を踏まえながら始められたもので， 1975年にはと

の課題のもとで，徳島県西部の三好地域を診断した。調査は林業生産者，製材業者の意向調査，

林家の労働力調査および森林組合と行政機関の調査を実施した。その結果，この地域の林業振興

を図るためには，従来の個々の生産者の努力は評価するものの，流域全体の生産者を糾合して，

流域全体を対象にした施業計画にもとづく生産と，流通販売の組織化を図る必要性が判明し，さ

らに地域林業を振興さすためには，担い手を確保する必要があるが，地域の大多数の労働者には

技術がないため，早急に技術を修得させ，質の高い労働力に転化さす必要性のあることが判明し

た115）。

ついで1978年～1981年にかけて，特別研究「先進的林業地域における生底販完組織の展開」

が発足した。乙の研究は山村，農山村の過疎化により，資源管理や社会生活維持の困難性が増

大，林業生産の担い手不足が著しくなったので，林業生産を維持増進さすためには，個別経営の

枠を越えた地域的，組織的対応が強く要請され，とくに土地の合理的利用，地域林業の担い手集

団などをめぐって，村落など地域社会の新たな役割を明らかにするととが必要となった。したが

って，このような研究の背景と目的のもと，愛媛県；上浮穴郡の久万町を含む5か町村を対象に，
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農業集落カードをもとに，人口論的過疎段階区分を5指標で，地域論的過疎段階区分を10指標で

行い，両者を合わせた総合的過疎段階区分の結果，過疎化のはげしい集落の割合は，県全体の

43%に比べとの地域は76%でs過疎化のはげしい地域であることが判明した。

つぎに林業成熟度を，産地の状況を示す7指標と市場の状況を示す4指標により明らかにし

た。その結果，久万町は県平均より商く，小田町は県平均に等しく，他の3か町村は県平均より

低いことが判明した。

さらに，林業特性区分を林業経営基盤と林業労働力を示す各3指標と，林産物市場性を示す1

指標で行った総合評価の結果は，地域内324集落のうち18%の41集落が，林業特性において平均

以上のレベルにあるととが判明し，これらは，今後地域林業の振興を図るうえで核となる拠点集

溶とみなし，この集落を中心に外延的に集落聞の結合を深めながら，地域林業を振興さす可能性

が認められた則的。

さらに 1983年～1985年にかけて，「地域性に立脚した林業の総合的管理方式に関する研究Jが，

場内プロジ＝グト研究で発足した。

これは近年わが国林業をめぐる社会的経済的条件が大きく変化し，私有林を担う山林保有主体

においても兼業化，非農家化の進展により林業従事者の減少が著しく，これに対する政策の方向

として，「地域ぐるみ」の林業が打ち出されている。しかしその具体的内容については突込んだ検

討がなされていない。

本研究では，本場および各支場で地域の代表的町村を対象に，自然的社会的条件を考慮した

「地域ぐるみ」の林業のモデルを提示し，民有林行政への貢献と，電算機を軸とした地域林業関連

情報処理，地域計画や政策への活用方法に関して新しい展望を聞くため，四国と関西の両支場で

は，木頭林業地域を対象に，地位指数曲線を作成し，最適管理図を決定し，予想表の作成と生産

予測に取り組んでいる。一方木頭地域の生産者への意向調査の結果は，約6割の林家が家族労働

を中心に施業計画や間伐を導入して山林を経営しており，経済不況のなかでも，地域の大多数の

林家は積極的に山林を経営しているととが判明した。今後は，製材業者，森林組合，行政機関の

調査により地域林業振興の方途を明らかにしてゆく予定である”に （都築和夫）

4. マツノマダラカミキりの個体数変動と防除

マツ類の枯損量を少なくするため線虫の伝播者であるマツノマダラカミキリについて，枯損木

内での個体数変動19），脱出成虫の生存率JI）および天敵微生物を用いた枯損木処理制について研究

を行ってきた。

異常木に産卵されたマツノマダラカミキリの卵の死亡要因としては，一部産卵のためかみ傷を

つけただけで産卵をしていないものも認められるが， ヒメアリによる捕食，病気によると思われ

るものおよび他の個体による破壊によるもの等があげられる。一般に卵または産卵かみ跡の密度

に対する依存性は認められなかった。

ふ化した幼虫は，約1か月ぐらい樹皮下で生活をし，その後穿入孔を作り材の中と樹皮下の両

方で生活をするが（一部材に穿入せず樹皮下だけで生活するものがある），との聞に主として樹皮



下で摂食する場所をめぐっての競争（共食い，場所の破壊）が行われ，との死亡は密度に依存し

た死亡であった。 9月以降になると幼虫は摘室を作る。蝿室を作ってからの死亡は全体的にみる

と低く比較的安定をしている。しかし，場所，年および木によっては病気によると思われる商い

死亡が認められた。樹体内での生存曲線の一例を図－1に示す。

樹体内から脱出した成虫は，脱出した時に卵が未成熟なため約1か月ぐらい健全木の小枝をか

じった（後食）後産卵を始める。産卵期聞は約2か月ぐらいと推測される。との閣の行動は夜間

の温度に支配されるようで，温度が高いときには行動する範囲も広くなっているようである。ま

た，脱出した成虫は，野外で鳥類，小動物（グモ，ムカデ類）の捕食のほかに樹体内で感染した

病気等によって死亡しているようである。

鳥類，小動物の捕食を除いた（網室内での調査）生存率の一例は図ー2に示すとおりである。図

に示すように徴審林分から脱出した成虫の方が激害林分から脱出した成虫より，やや生存率が高

いようであるが，さらに資料の追加を行う必要がある。

マツ類の枯損量を少なくするためには被害木の処理が重要である。天敵微生物を用いた枯損木

処理を本場天敵微研と共同で進めてきた。その結果は表ー1に示すとおりである制。

S. marcescensとB.bassianaの混合液の4

月散布が有望と認められたが，その後の調査で

処理木の置かれていた状態等により効果にパラ

ツキがみられた。今後，散布条件等について検

討を加わえ，さらに被害地での散布試験も併せ

て行い，天敵微生物を用いた枯損木処理の条件

を明らかにしたい。 （越智鬼志夫）
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表 1. 各処理区の脱出当日の死亡を合めた死亡率
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3) 捕食による死亡を除いて計算する。

2) オオコグヌスト，ウパタマコメツキ類による。

4) Abbott法による。
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虫の生存曲線(I）生存率に影響する要因，日

林関西支講34,(1983) 

九州・沖縄の森林商積は276万haで， これは地域面積の62%を占め， また全国森林面積の

11%にあたる。その森林の大部分は暖温帯域（常緑広葉樹林帯）．に属し，温暖多雨で一般に林地

生産力は高く，林業活動も活発で，稽政時代から人工造林が行われ，日間，小国，八女，妖肥，

芦北など各地に有名林業地が形成され，素材供給基地のーっとして位置づけされている。

一方，標高800～1,OOOm以上の商海抜地は冷温帯に属し， ミズナラ， プナ等の落葉広葉樹林

や，そしツガ林が残されており，この地域の大部分は国立，固定公園に指定され，我が国の貴

重な自然として保全が強く望まれている。

また，九州の低山地帯や南西諸島では，生産力の低い赤，黄色土あるいは赤黄色系褐色森林土

が広く分布して林業生産上問題となっている。特に南西諸島ではスギ， ヒノキの生育には適して

いないため，広葉樹天然林施業が行われているが，資源として利用，水土保全機能等の面から問

題が多い。

これらの自然環境下で，地域林業の活性化を図るために必要な研究要請は多伎にわたるが，当

面の重要問題を整理すると以下のとおりである。

用材生産の面からみた場合の，森林の55%(1981）はスギ，ヒノキを主とした人工林となって

おり，とれは目標人工林面積に対する進捗度でみると，ほぼ80%に遣しており，幼，若齢林が著

しく多いこと，さらには，林業をとりまく社会的，経済的条件の変化にも関連して，スギ林業で

は40年前後の短伐期，皆伐，並材生産経営方式の改善策，ヒノキ案業では長伐期，良質材の主産

地形成を指向した施業技術の体系化，広葉樹資源問題では有用広葉樹の用材率向上を目ざした天

然林施業技術の改善，保護問題では，生態系の単純化に伴なうスギ， ヒノキ，マグの病虫容や気

象害多発の傾向についての対象などがあげられる。

林業経営の面からみた場合，農林家による零細な経営が大部分を占め，健全な森林を維持，管

理するためには，これら農林家の所得増大を図り，定着条件を作り出すことが重要で，その改善

方向としては複合経営技術の向上があげられ，シイタケ等，食用きのこ類の生産性向上，グヌギ

混牧林施業技術の改普等の研究推進が必要である。なお，竹，街栽培技術の改善と体系化，特用

樹，薬木薬草・山菜の生産技術を向上するための研究推進も要望されている。

水土保全・災害防止の面からみた場合，九州には火山性崩綾地などの特殊荒廃地が分布してい

る泊三台風や集中豪雨の常現地帯であるために，最近でも長崎市に生じた如き山地崩壊や土石流

は，地域住民の生命，財産に多大の脅威と損害を与えている。逆に福岡市や那覇市などの例にみ

られるように，水不足が深刻な問題となっているほか，各種開発に伴ない林地の転用が目立って

きている。したがって，人工林率や都市化の程度が極めて高い地域や．国土保全の問題のある地
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域においては，森林のもつ水土保全機能や防災機能の評価と維持増進を図る施業技術の確立が望

まれている。

以上の重要問題解決のための研究対応として，関係試験研究等諸機関とも協調しながら，最近

10年聞に多くの貴重な成果が得られたが，それらのなかから主要研究成果を紹介すすると以下

のとおりである。

1. 育種技術の改善

1) アイソザイムの遺伝様式の解明

林木の遺伝育種的研究にアイソザイム手法を適用するうえで必要となる分析方法の確立と遺伝

様式の解明を主要林木であるグロマツ，ヒノキ，スギを用いて行った。

まず，アイソザイム手法を適用するための基礎実験として再現性の高いアグリルアミドゲル電

気泳動法の使用，針葉試料採取時間決定のためのザイモパターνの季節変化円パνド活性の遺

伝子支配の有無を調べるためのひとつとして各パンドの基質特異性叱多種類の酵素（19酵素種）

のアイソザイムの検出方法等について検討し確立した。

遺伝様式の解明としては，まずヒノキの針葉中のパーオキシダーゼとアスパラギシ酸アミノ転

移酵素のアイソザイムの遺伝子分析の結果2モノマー型の Pod座とダイマー型Got座の2つの

遺伝子座が明らかとなった。またグロマツで雌性配偶体を用いて 19酵素種のアイソザイムにつ

いて行った結果，これらの酵素を支配している 34遺伝子座が明らかとなったへこれらの遺伝子

座間の連鎖関係の有無を検討したところ，現在までに20の遺伝子座組み合わせで連鎖が認めら

れ，とれらは5つの連鎖群を形成していた。また各遺伝子座の遺伝的変異量をヘテロ接合率を用

いて調べたところ，遺伝子座間で大きな違いが認められた。なお，平均ヘテロ接合率は約30%で

あったペ乙れは今後，これらの遺伝子をマーカーとして様々な研究を行なう場合，研究目的（例

えば，個体聞，集団関，種間4腐閑等の遺伝的な速い）により，効率的なマーカー遺伝子を選ぶ

うえで役立つものと思われる．

2) 丸州産ヒノキ精英樹実生首の生長特性

丸州産ヒノキ精英樹実生省の生長特性：；九州林木育種場に集植されている精英樹134系統のつ

ぎ木グローν14年生時の樹高生長量を，上位，中位，下位グループに分け，各5系統実生1～2

年生の光反応，施肥反応を調べた。光反応では，上位のものに相対照度40%および波長域400～

切Onmcut光質などの日陰条件下でも苗長生量の大きいものが多かった。施肥反応でも，上位の

ものは施肥量の多い土壌で苗高生長量の大きいものが多かったへとれらの生長特性は，母樹14年

生時の樹高生長量の大きいものに当り，両者の生長量にプラス相闘があることが判明した．

2. 主要樹種林分の更新，保育技術に闘すQ生態生理的研究

1) 根系優良首木の育成

首木移植後，早く活着し，早く生長する苗木としては，どんな根系のものがよいかを明らかに

するとともに，とくに，実生首に比べて初期生長の遅いさし木苗の根系優良苗木の養成技術を組

みたてる研究を行い，スギさし木首の植栽後2年間の発根状況叱クロマツのさし木における光
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質利用効果7），インドール酪酸によるさし木の発根促進円首木，成木の根切り効果的について，

それぞれの成果を得て，造林の初期管理における省力技術の最適化（育苗技術10））についてのと

りまとめを行なった。

2) 林木の健全性

マツ類のマツの材線虫病に対する抵抗性要因を調べ，材線虫を4年間連続接種しても枯死しな

い抵抗性のアカマツ，クロマツは針葉の蒸散機能が商く，水ストレスが小さいものであった。ま

た樹液流速度の調査の結果では，実生6年生の抵抗性木はマツノザイセ Yチュウ接種前後とも樹

液流速度が高く，これらの水分生理特性は抵抗性要因に関与していると考えられた。

3) 暖地における林木の凍害回避技術

九州の凍害に多い胴枯れ型凍害発生機作について，スギ精英樹クローνのさし木2,4年生木

の幹の部位別耐凍性を調べた結果，いずれのクローンも幹の上部より下部の耐凍性の弱いことが

確かめられ，含水量は幹の下部の方が少ない傾向が認められた。また樹下植栽木のスギ，ヒノキ

6年生木は，全光線下で育った6年生木よりも耐凍性が弱く，上木の被覆効果によるものと断定

された。皆伐造林地で下刈方法と凍害発生の関係を求め，凍害常襲地帯では全刈下刈よりも無下J

刈の方が被害が少ないことを確認した。ほぼー20℃程度であるが，ハードニシグによる凍結実験

で，スギの潜在耐凍性（遺伝的耐凍能力）はー28℃の耐凍度の発現がみられる品種があり，品種，

ダローνには遺伝的耐凍能力に差のあることが確認された11)0 これらの成果は凍害回避の施業指

針作製に基礎的な情報として活用されるものと期待される。

・4) 人工林の複層林施業に関する研究

近年，環境問題に関する社会的認識の高まりにともない，大面積皆伐施業の弊害に対する反省

も含めて，非皆伐施業の環境保全的効用の再認識と，その施業法の確立が強く要望されてきた。

林業試験場では昭和40年代後半から林内人工更新について，関西，四国，丸州の各支場で地域

に応じた経常的研究として，それぞれ独自にはじめられていたが，「非皆伐施業に関する研究資

料一主として林内人工更新に関する中間報告ー」IS) としてまとめ，問題点を整理した。ついで昭

和50年度よりプロジェグト研究が開始され，その成果は「人工林の複層林施業に関する研究」18)

として複層林施業技術の基礎的指針となる多くの成果をあげている。

5) 常緑広葉樹天然林施業に関する研究

人工林率が55%に達している九州では，有用広葉樹資源及び公益的機能を期待した施業法確立

の要請が強い。丸州及び南西諸島にはシイ類，カシ類，イス，タプ等を主として常緑広葉樹林と

プナ等を主とした落葉広葉樹林の各森林型がある。

九州支場では昭和51年から奄美大島における天然生広葉樹林の林分構成解析1')を進め，ついで

昭和52年には奄美群島，沖縄等南西諸島の森林施業基本調査を受託調査しUS）昭和56年には技術

開発課題「南西諸島における広葉樹林の更新技術の開発」18）の調査研究を進めた。さらに昭和55年

以降の経常研究では，シイ林の天然更新17）の研究を進めつつあり，シイ林の分布域，更新稚樹の

実態，埋土種子集団の動態等について貴重な知見を得ている。
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林業試験場の全場的な対応として，昭和54年に広葉樹研究の有効な組織化をはかるための総

合研究会を組織して，広葉樹問題についての検討内容を要約した”にそしてプロジェグト研究

「ミズナラ等主要広葉樹の用材林育成技術の開発」（昭和57～60年度）を実施中で，そのなかにシ

イ林の天然更新技術の開発，好適立地判定技術の開発，形質向上のための密度管理技術の開発な

どの研究成果が蓄積されつつあり，今後の研究の進展が期待されている。

3. 九州地方における森林土壌の環境特性

土壌の水分環境は立地を左右する主要な因子である。水分環境は気象要因により決定される部

分が大きいが，地形や土壌の保水量などによっても異なってくる。九州地方に分布する主要森林

土壌の一般理化学性についての資料はかなり集積されているが，水湿状態の変動や土壌の保水量

の資料は少なく立地をよりくわしく把握するうえでのネックになっている。

各種林分の主壌水分強力や地形と土壌水分張力の関係を調査した結果，水分張力は地形とかな

り密接な関係にあるととが明らかとなった。土壌の孔隙解析より，各土壌の有効保水量（pFl.8

～3.2に相当する孔隙量〉を推定したととろ，褐色森林土は母材によって異なるが，黒色土より

少なく，赤，黄色土より多いようである。有効保水量の少ない赤，黄色土は乾燥傾向に，黒色土

は湿潤な傾向にあるものと推測された。

土壊中の水溶性成分の量や質を把握することは，林木の養分吸収の点からも，土壌中における

養分の移動の点からも重要である。長期聞にわたり，土壌をイ νキュベーションすることによ

り，土壌中の水溶性成分の潜在量を推定した結果，水溶性成分は多くないと推定された。

渓流水の水質調査結果では，森林伐採により養分流出量が増加するととが認められた附．とれ

は，林地における養分収支のうえで，林木の養分吸収が果す役割はかなり大きいと考えられた。

また，土壌溶液中の養分濃度は斜面下部の集水地形の所の方が，斜面上部より高い傾向にある。

施肥チッ棄の土壌中での動きを調査した結果では，アシモユア態チッ素は硝酸化成作用により硝

酸態チッ素とな’り，雨水とともに，急速に流亡する。この場合，土壌中のカルシュウムなどの塩

基も流亡する。林業は山地斜面において営まれている。斜面における水分環境や謎，水分の移動

を明らかすることは立地をより正しくとらえる上で重要と考えられる。

なお，南西諸島には表層の灰白化した土壌が分布しているe との土壌は漸定的に表層グライ化

ホ黄色土に分類されているが，その生成機構は不明な点が多い。この土壌の分布状態や理化学

性などを調査した結果， 乙の土壊の生成には母材が強く影響しているのではないかと推測され

た。

4. 暖温帯林の施業，経営技術の改善

この問題への研究対応は，施業・測定，混牧林，経営経済の3分野に大別される。まず，施業

測定分野では，九州における主要造林樹種であるスギ， ヒノキの固定試験地の長期にわたる定期

調査資料等を活用して，同齢単純林の成長法則の解明，的確かっ効率的な収穫予測法の開発につ

とめ，間伐率のちがいによる成長予測，林況診断表の作成等につきそれぞれ成果を得た却に広葉

樹関係では，択伐によるカシ類優占林分への誘導効果の長期的変化を解明して暖帯性広葉樹林施
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業に貴重な示唆を与えるとともに20，公立林試と共同してグヌギ林分収穫表等の調製却を行っ

た。後者の成果は丸州におけるシイタケ原木供給予測，クヌギ林施業指針作成などに基礎的な情

報として活用されるものと期待している。

九州における混牧林は，丸州全域に分布しているわけではないが，阿蘇・丸重地域では北海道

東，北東北，中国山地と並んで重要な土地利用形態の一つであって，またその組み合わせはグヌ

ギ・ネザサ（又はススキ）という全国的にみても独特の形態である。したがってとの分野の研究

では今まで全国的分担関係においてネザサを対象に，その生態と放牧利用との関連を中心に研究

をすすめるとともに28），林内放牧にともなって起る土地保全上の問題について表層土の移動や浸

透能低下など土壌条件悪化の実態を解明してきた則。

最近10年間の林業経営環境は，第2次オイルシ g ッグをはさんで，ますます悪化しており，九

州においても例外ではなかった。これらの実態を造林投資の採算性の地域別比較によって明確に

するとともに却にこの事態への研究対応として地域林業診断手法（過疎化段階区分等28うや計画

手法（とくに労働環境施設，間伐小径材加工施設や複合経営を中心とした地域林業形成の基準，

評価）について検討を進めて来た別刷。これらの成果は，当該山村地域ばかりでなく類似山村に

おける地域林業計画立案の拠りどとろとして活用されている。

5. 主要病虫害の防除技術

当面の問題として主要な病虫害をあげると，まつくい虫問題，スギザイノタマパエ， ヒノキカ

ワモグリガによる被害の問題，スギ， ヒノキの材質劣化の原因となる変色や腐朽の問題があげら

れる。

過去10年聞に取り組んできた研究の動向はつぎのとおりである。

1) 病虫害関連では，まず，疫病的蔓延で全国に広がったマツ類の材線虫病は，当支場におい

てマツノザイセンチュウ（病原体）とマツノマダラカミキリ（伝播者）との関連が明らかにされ

た。（197129>,197280＞），その後10年間で特別研究，経常研究を重ねることにより，マツ（宿主）

と伝播者と病原体のかかわりや，発病と環境の関連などが一層明確となり，その防除対応がなさ

れてきた。しかし，発病機構等については十分な理論づけには至っていないが，本・支場体制に

より現在継続した研究を進めている。

主な業績をあげると，①マツの材線虫病の進展とマツの水分生理状態との関係so，②マツ類の

材線虫病における線虫の動態とマツの病態生理変化82），③マツノザイセンチュウの病原性と変異

88）ならびに誘導抵抗性8'），④薬剤施用による材線虫病の治療効果85）の検討，⑤マツノマダラカミ

キリの変動要因の解析88），⑥成虫の移動，分散の構造解析81），⑦マツーマツノマダラカミキリー

マツノザイセYチュウ 3者の量的関係の把握as＞，⑥枯損動態の調査と解析89），⑨後食予防剤の昆

虫群集に与える影響評価，o＞，⑮発生予察のための成虫の羽化脱出消長と発生環境の解析，o等に大

別する ζとができる。

2) 虫害

スギザイノタマパエ（ザイタマ）は発見されて以来，生息域，分類，個生態，防除法について
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研究され，技術として適用される成果が得られた。しかし，その後の林業ならびに社会的背景の

変化にともない発生，被害は広域化し，加害形態も様々になり対応できない問題がでてきた。

これらの問題に対応するため1978年から研究を再開したが，問題が多様であるために植物生

理，生態，腐朽等の関連研究室と共同研究を進めている。研究の内容は被害の広域化阻止のため

成虫の移動・分散の様式の解明，ザイタマ個体群変動に与える生物的・物理的要因の把握とその

役割の評価，ならびに要因の強化方法である。加害機構に関しては，幼虫密度の変化にともなう

皮絞の深さの変化の把握，品種聞の樹皮構造の解剖学的な比較検討，さらに被害量の把握方法な

どがあげられる。防除法に関しては，林地における殺虫剤による防除は経済的にみて採算がとれ

ないので，林業的防除法，抵抗性品種の育成および生物的防除法などについて研究を進めてい

る。とれらの成果の途中経過をとりまとめ「スギ・ヒノキの穿孔性害虫，11りに発表した。

ヒノキカワモグリガは丸州において顕在化したのは最近のととである。しかし，実態調査を行

ってみるとその被害は実に甚大であった。調査は地理的分布，成虫の発生消長，材内被害の実

態，個体群の年次変動，被害歴ならびに品種閣の被害量の差異の把握などについて実施してい

る，aに

3) 病害

スギの幹に現われる変色や腐朽の発現機構の解明を進めており，現地調査の積みあげを行・って

きた。これらの原因には暗色枝枯病，高山帯（標高鈎Om以上）にみられる腐朽病も確かめられ

たが，なお原因不明な被害も多い。さらに気象害のうち，凍裂や干害との関連で腐朽に進展する

例もみられ，関連する菌類の検索を行っている。

ヒノキについても同様に材質劣化をおこす病害がみられ，根株腐朽病と漏脂性病害U）が主要な

被害であることが判明した。

根株腐朽については，キゾメタケによる根株心腐病の検索を行い，九州南部はもとより北部

（長崎県下）四国（愛媛県下）でも発見された“にまた，スダジイの根株腐朽（奄美大島）から本

菌を確認しており前生広葉樹の拡大造林地に現われる被害と考えられる。

高山帯（九州中央山系，四国）にはスギの腐朽と共通した菌が確認されたが，子実体の形成が

みられず，現在子実体の形成を試みている。また，菌の培養的特長と腐朽型から菌の判別はおお

よそ可能となった。

以上のように丸州の人工林では，奈林の成熟につれて種々病虫害の発生をみるので，その管理

技術の向上を目指す必要がある。

6. シイタケ等，食用きのこ類の生産性向上

農林家の所得増大を計るため複合経営樹荷の向上が考えられる。そのなかでシイタケなど食用

きのこの生産性の向上のため，品種改良，栽培技術，ほた木の病虫害等重要問題をかかげて研究

を進めてきた。

過去10年間の業績を下記に示した。

シイタケの品種改良については，シイタケの野生系統161菌株を収集・保存中。その栽培特性
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に関する遺伝形質および形質相互の関連性について研究を進めた。単胞子交雑育種については多

数の F1を調べた結果両親の特性を共有する遺伝子型の出現頻度は極めて低く，今後は新しい育

種技術開発が必要であるう。

栽培技術については，既往のシイタケ栽培技術の科学的根拠を明らかにし技術水準を評価する

ため，伏込地の水分蒸発量，原木の作業工程と含水率“｝，原木伐採時期の XWP'7>，伏込地の微

気象，伏込木内部温度，庇陰資材の雨水透過性などについて試験を行ないその一部が明らかにな

った。これらの諸要因とほた付き率との関係が解明されつつある。

シイタケほた木の病害については，丸州に特有の病害であり，昭和47～53年の被害総額約40

億円に上る激害を生じた「シイタケほた木の黒腐病＇ B)Jに対して総力をあげて取組んだ結果，病

原菌としては H沙OCT・~a 属菌およびパグテリアが関与していることが推定されるにいたり，その

一つは H.nigric, :nsであることが明らかになった。パグテリアその他については継続中。誘因

は伏込環境および伏込木の水分過剰であり，伏込地の選定，伏込方法の改善，過剰な雨水の遮断

などにより被害を軽減できるととがわかった。しかし本病害に関する伏込期間の原木水分状態と

菌フロラの推移についてはまだ解明されていない。とのほか丸州に多い病害としてニマイガワ菌

およびシトネタケ菌に49）ついて研究を進めている。

シイタケほた木の害虫については，昭和47年頃原木の移入にともない長崎県対馬から丸州本

島に侵入したハラアカコプカミキリ 60，叫が定着し被害が拡大しつつあり，被害の実態調査および

環境的防除に関する調査を行った。その結果，産卵は直径8cm以下の小径原木に集中する，一

本当りの産卵こん数および幼虫害面積，幼虫一頭当りの食害面積その他が明らかになった。伏込

環境および原木作業工程と被害率との関係はみとめられなかったが，原木個体による差は認めら

れた．幼虫食害量とシイタケ減収率との関係については継続中である。

食用きのこ類の遺伝子収集についてはマツオウジ，ヌメリスギタケ，ユオウシメジ（日本新産

種）など野生種19種86系統を収集・分離・保存中。また，これら収集の基礎資料として九州に

おけるきのとの分布を調べ52），ハラタケ目を主とする約350種を明らかにした。

7. 水土保全，災害防止技術の改善

九州地域は，台風や梅雨による集中豪雨が激しく，近年の都市開発，土地利用の変革にともな

い豪雨による災害が拡大する傾向にある反面，かんばっの起りやすい点でも有名な地域である。

一方，丸州地域の人工林率は商く，若齢林分によって，大部分が占められており，とれらの林分

に対する水土保全上望ましい森林施業のあり方についての要請も商まってきている。

森林の水資源かん養，ならびに洪水緩和機能等の水保全機能に関して，丸州の代表的な林相で

ある常緑広葉樹・スギ林および，スギ－・ヒノキ林について，去川理水試験地を通じて，主として

統計的な解析により，林況変化が流出量に及ぼす影響を明らかにしてきた。流域伐採処理の影響

は，処理後7年位まで続くこと，総雨量が初O～初0mmに達すれば，森林が増水流量におよぼす

影響は小さくなることなどが認められた除問。こん後は，更に水保全上望ましい施業の取扱いの

ために，理水機能の計量化手法の研究や，これまでほとんど未着手であった高標高の蒸発散査に
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ついても検討する。

土保全技術や災害防止技術については，シラス地帯や火山性荒廃地などの特殊な災害の形態に

ついて森林の崩壊防止機能や土木的な防止工法について検討を行ってきた。

毎年のように崩壊が発生しているシラス地帯において，常緑広葉樹，スギの幼・壮齢木の根系

分布および，根系の引張抵抗力を調査した結果，スギ，常緑広葉樹の壮齢木はかなりの抵抗力を

もつが，若齢木は，ほとんど期待できないことが明らかになった118,59九

火山性荒廃地として有名な鹿児島営林署管内の桜島において，個々の崩壊の発生原因，形態な

どの特性をつかみ，森林施業によるコ νトロールと有効な防止工法の検討を行ったが，災害防止

対策を確立するところまでは至っていない則。
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6. 浅川実験林

浅川実験林は大正10年に帝室林野局林業試験場として発足し，昭和22年に林政統ーによって，

農林省に移管され，幾多の変濯を経て今日におよんでいる。

当実験林は58haの面積を有し，その中には永年にわたって育成してきた樹木園，見本林等が

存在している。すなわち樹木園（Sha）は内外の樹種を広く収集し，約1,300種類が植栽されて

きた。また見本林（23ha）には90余種の樹木が成林しており，さらに試験林（4ha）は林木育種

病虫害等の試験研究の場として利用されている。

このほか昭和41年以来農林水産省の桜対策事業として設置されたサクラ保存林（6ha）には

現在243種類， 1,750本のサクラが収集，保存されている。

当実験林は，暖帯北部という森林分布の位置づけと首都圏西部低山地帯に位置するという地理

的条件から樹木研究室，樹芸研究室が設置されており，樹木の分類と生態，特用樹種や都市緑化

植物の特性などについて研究が行われている。これらのうち，いくつかの課題の研究の概要はつ

ぎのとおりである。

1. 日本産サクラ科の分類および特性

当実験林に設定されたサクラ保存林のサクラ品種の収集と品種の同定を目的として，サクラ品

種の形態および品種の増殖法などを検討するため各地より多数の品種の穂木が収集され，接ぎ木

により増殖されてきた。定植した苗の同定は開花をまって順次調査し，同名異種，異名同種など

の個体を判別し，品種名を同定すると共に，サグラ品種群の形態類別と分類の研究を進めてきた。

サクラ品種のなかでも特異な形質をもっ早咲き性，四季咲き性のものは量とかく品種を混同さ

れていたが，．各種の個体を集め比較した結果，相互間の違いが明らかとなった。フダνザグラは

著名な四季咲性のものであるが，三重県鈴鹿市白子町のものを正名とし，滋賀県酪が井のフダν

ザタラはコパザタラ（ー名フユザグラ）とすべきものであり，また長野県梓川村にあるのは白子

町のサクラと同じようにいわれてきたが，．これはシキザタラであった。白子町のフダシザタラの

学名の取り扱いについては，小泉源ーのいうようにヤマザタラ系のサトザグラ品種とするのがよ

いと恩われる．サトザタラ類は多くの品種があり，大別されずに現在は Prunuslannesianaの品

種として，一括して扱われているが，葉，花の特徴，特に薬緑鋸歯の有を程度，裏面の白さ，有

毛程度，花の等筒，等片の形状などを重視して区別すべきである。花の形質は複雑に各器官ごと

に変化がみられるが，等の形質は比較的個体聞ならびに個体内の変化が少ない。サグラ保存林の

品種については，なお検討調査を加える必要があるが， 1981年現在にて，一応，同定し品種目録

を作成したU。また，サクラの増殖に一部はさし木が可能であることが知られていたが，多くのも

のはこれまで不明であったので，野生種を主とし，一部園芸品種について，可能性の有無を明ら

かにした幻。
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2. サクラ保存林の維持管理

当実験林のサクラ保存林はたび重なる風倒や病虫害の被害をうけており，今後貴重なサグラを

末永く維持するためには，適切な病虫害の防除，樹勢の回復，補植導入，品種保存のための増殖

方法，更新方法など，具体的な撫育管理方法を明らかにする必要が生じてきた。

昭和53年から3年聞にわたる主要病害の実態解析以来，今日までの研究から問題になっている

ものは，地際および根株を喰害するコスカシパ，ナラタケ病s＞，ガYシュ病等の複合被害による

根腐れと，地上部の幼果菌核病ωである。

根腐れによる風倒枯損の原因は，植栽された樹木の台木と接木方法に問題があった。すなわ

ち，若い台木そのものにすでに病菌が侵入しており，接木方法が低位接ぎで，覆土するやり方の

ため接木部位の創口から病原菌を侵入しやすい状況にし，さらに山地植栽で深植の傾向が一層根

腐れを助長したものと考えられた。このことから，実生の健全な台木養成と接木方法の検討が必

要となった。とれまでのところ，実生苗木養成のもとである種子の取扱については，昭和55年か

らの研究の結果，採取翌春の養苗には，水洗した種子を1～2日室内で乾かした状態で密封容器

にいれ， 1～3℃の低温に貯蔵し， 3月揺種前40日以上の低温湿層処理を施すことで充分満足な

発芽率がえられることが判明した。さらに長期保存をするには，水洗種子を3週間自然乾燥後，

密封容器にいれ低温に貯蔵する方法がもっともよく，この場合には，ヤマザタラでは40日以上，

オオシマザタラでは60日以上の播種前低温湿層処理が必要であることがわかった”－へ接木増殖

法としては，実生のヤマザグラ，オオシマザグラの首木を台木として， 8月下句から 9月初句の

芽接ぎによる方法がもっともよいようである。今後は，台木と穂木の親和性の検討が必要である

う。さらに土壊病原菌と根腐れについては，本場菌類研究室の協力を得て，病原菌の分離同定，

接種実験による病原性の判定の研究を進めている。

コスカシパについては，スミチオン乳剤（200倍）を5月から 8月の聞に 3回散布で効果が認

められているが，虫の密度と被害量との関係を明らかにするため，フエロモYトラップによる誘

引試験を進め，防除技術の向上を目指している。

幼果菌核病は7），ベνレート水和剤（2,000倍）の散布で防除をしているが，適切な防除時期と

散布方法の検討が残されている。

3. キリ栽培に関する研究

南米諸国でのキりの根培は，主として日系移住者によってウスパギリを主体にして行われてき

たが，その材質は＝ホ Yギリなどに比べると劣るため，販売面で不利なことが多かった。そこで

材価の高い＝ホYギリを生産すベく，種々の経路から我が国の銘柄材である会樟桐，南部桐など

の種子，種根を多量に導入したが，とれらはいずれも期待したような成果が得られなかった。ま

た， 1970年代には東南アジアの諸国でも，キリの植栽が広範に行われるようになり10.1s.“にここ

でもウスパギりは生長がよいが，エホνギロは生長しないという現象がみられH），原因の解明が

求められた則。

このような現象はすでに台湾で認められていたが，これまでは主として，エホYギリを熱帯地
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方に導入して成功しないのは，温帯地方を郷土とするものにとっては，熱帯地方の気温は高すぎ

て生育できないと考えられていた。しかし最近の研究では，北緯30度辺を境にして，これより北

側に主として分布する種と，南側に分布する種とでは日長に対する反応のしかたが異なり，北側

に分布するエホνギりなどは，日長に対する反応が極めて敏感なため，生育期の日長が短い低緯

度地方では，生育できないといった，種類によって光周性にちがいがあるととによるものである

ことが明らかにされた10,11,18,14,1的。

一方，キリのてんぐ巣病は，幼齢時に・寵病すると生長を姐害し，ときには枯死するなどの被害

を与える病害であるため，古くから多くの人によって研究が進められて来た。しかし現状では，

経済的でしかも適確に防除が行なえないのが実体であるのもとの病気に強い抵抗性を持ったも

のを作る以外には，適当な対応策がないのが現状である7・”。とのようなことから，各地の種々の

キリを集めて，てんぐ巣病に対する抵抗性を調べたところ，種類によって抵抗性にちがいがあ

り，南方型のココノエギリ，タイワ Yギりなどは抵抗性が強くほとんど橿病しないが，ニホ Yギ

ムチョウセンギリなどは抵抗性が弱くほとんどのものが羅病する15)0 またウスパギリ，ラグダ

ギりなど幼時に生長のよいものは，幼齢時に曜病すると病状の進展が早く，枯死するものが多く

なることが判明した17九とのようにてんぐ巣病に対して，抵抗性の強いものの存在が明らかとな

ったので，これら抵抗性の強いものを交配母材料として，てんぐ巣病に強い，材質，生長のすぐ

れた栽培しやすい，優良品種の育成に大きな期待が持たれるようになった。

4. 都市および都市近郊林樹木の殖繁生態

東京を中心とする都市および都市近郊林は経済的価値もさることながら，環境保全上の問題

とも関連して重要な立場に置かれている。

しかし，昭和30年後半から始まった，経済活動の急成長に伴なう都市化の進行に従い，規模の

縮小や大気汚染物質の増大なども構成樹木の生育環境が悪化し衰退の方向Iとある。とのような

都市および都市近郊林を，今後良い状態で存続させるための対策が必要となり本課題がとりあげ

られるに至った。

これに関連する仕事として，すでに，昭和49年度から 55年度まで，「都市林および都市近郊林

の生態学的研究」の課題で，東京都およびその近郊の樹林地について，保存状態，森林型の区

分，構成樹種の分布特性，樹種構成の地域差および樹木被害の実態などを，生態学的立場から調

べ多くの成果をあげてきた。

こうした実態調査に引き続き，都市および都市近郊林を維持管理するための具体的な資料を得

る目的で，昭和 56年度から 5年間の予定で，「都市および都市近郊林樹木の繁殖生態Jの研究に着

手した。

まず，東京およびその周辺の樹林地にみられる大気汚染環境が樹木の繁殖に与える影響を知る

ため，東京地方の樹林地における主要構成樹種であるケヤキを指標に用い，大気汚染が種子生産

および稚樹の生長に与える影響を調ベ明らかにした18，則。天然更新の状況を知る目的でタネの飛

散状況，天然更新稚樹の消長調査を行うとともに人工更新に必要な資料を得る目的で，ケヤキの
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開花結実時期，タネの豊凶，採取時期，貯蔵法，発芽促進法および宵苗方法について検討し，ケ

ヤキ種苗の取扱方法を確立した20,tl)0 

次に，都市近郊林に位置する林業試験場浅川実験林の樹木固とサクラ保存林の樹木約200＿種類

およびサクラ品種約200種類を対象に開花，結実季節を明らかにするため検討も進めている。特

にサグラの各種類については，天然更新状況を知るために，タネの飛散状況，天然更新稚樹の消

長を調べるとともに，人工更新を行う場合に必要な資料を得るため，タネの豊凶，採取法，貯蔵

法および発芽促進方法について検討を進めた結果，サクラのタネも乾燥貯蔵が可能であるなど，

いくつかの新知見が得られた担・”に
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7. 木曽分場

中部地方とくに信州地域では，日本の屋根と称される 3,C削 m級の連山に固まれ，日本海側多

雪地帯，太平洋側多雨地帯，内陸性寡雨地帯および寒冷な亜高山地帯というように，それぞれ特

徴のある地帯に区分され，自然環境は複雑で厳しい地域である。

林業的にも当地域では木首ヒノキをはじめ，日本カラマツの中心郷土としての信州カラマツの

存在など特徴的である。寡雨地帯，亜高山帯という厳しい条件において，カラマツ造林は良く適

合しており，戦後の急速な造林熱によって造林地は拡大され，結果としてはカラマツの植え過ぎ

と弱齢造林木の材質脆弱も手伝って，長伐期指向，若しくはヒノキへの代替植林などが大きく要

望されている。とれらを推進するには，病虫害，適地問題など解明すべき問題を抱えており，こ

れらの要因を早急に解明するととが要請されている。木曽ヒノキについても，天然林の伐探は進

められているが，いわゆるポドゾル地帯という更新困難地帯もあって，木首ヒノキ後継樹の育成

をより強く掘下げるべき時期にきている。

木曽分場はとこに設立されて 30年を経過し，子さな組織ながらも厳しい自然環境に対応する林

業のあり方について模索し，木首ヒノキ，カラマツ地帯での施業技術の解明櫛荷に重点がおかれ

て研究を進めてきた。昭和50年代におけるそれら研究の概要をのべると次のとおりである。

1. 豆高山怯樹種などの育苗技術

亜高山帯を多く含む当地域では，亜高山性樹種の育林技術の解明が当分場の設立当初からの命

題であって，育林，育苗，病虫害など分場を挙げての研究が進められてきた。これらは本場を含

めての研究となり，天然更新技術などが確立され，病虫害についても多くの報告がなされてき

た。なおその一環として，種子の取扱い，育苗技術の解明が続けられ，これらの成果がまとめら

れた。即ち，亜高山性樹種の種子の取扱いについては，樹種によって多少異なるが，種子を冷処

理することによって発芽力を強め，春先き早闘に発芽させひいては生育期間を長くすることがで

きるl)S)o 

さらに，天然生の少ないミズナラの種子の特性を調べ，多睦芽S）や，湿潤保存で発芽率が保持

できる“などをまとめた．これら個々の問題とともに，一般的な育苗技術のなかで緑化樹，花木

類というまとめのなかで種子の取扱い，さし木，つぎ木など苗木の育て方としてまとめ，一般宵

首家に重宝がられた5)0 

2. 更新困難地対応

昭和40年代における土壌研究室廃止以来，当分場の立地研究はやや薄れていたが，昭和50年代

にそれらの復活がみられた。まず，東信地方はカラマツ適地であるが，ここにヒノキを導入する

ときの留意点として，過去のヒノキ造林地の実態解析から，寒害などを防止するためカラマツと

のこ段林施業が望ましいことを指摘したぺさらに，カラマツの生長は風街地など生長の悪いもの

を除いて比べると海抜高が商くなるほど生長が劣り，地形，地域によってその傾向が異なる”。

木曽谷のヒノキについても，南部，中部，北部で生長が異なり，特に中部での湿性土壌ではその
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割に生長が劣るなどの傾向がみられたへとのように地域ごとの造林木の生長との関係解析とと

もに，信州地域全体としての森林立地区分を行い，それは自然植生とも結びついているなど立地

区分についての検討がなされたmへとくに施業見合せ地となっている木曽谷湿性ポドゾル地帯

については，信大などの三浦実験林研究グループにも遅れながらも積極的に参加することとな

り，亜高山性樹種の生長比較，ヒノキ地域別，産地別試験，および土壊A層の形態と生長との関

係，起伏指数で表現される微地形と生長など，若干の傾向を得ることができた11)，則。

3. カラマツ林分密度効果の解析

寡雨地帯である東信地方では，カラマツしかないということでカラマツ造林地が拡大されてい

るが，材質，材価問題もからんで間伐促進に困難性が伴っている。このため，既往の収穫試験地

などの資料を生かして，カラマツ林分の密度効果の検討が進められ，密度管理を被圧度という形

で表現することで，直径生長に響いていることがわかった18),1'）。また間伐する乙とによって，中

庸木の生長助長が期待された則。このほか，直径生長に関係する要因を検討し18う密度管理によ

る直径生長予測表が作成されたの18)0 

4. まっくいむしなど侵入病害対応

病虫害診断については，その都度各界からの照会に対応してきているが，とくに当地域は内陸

性高冷地に属するため，病害についてもやや未感染分野が多く，カラマッ先枯病が昭和48年に長

野県に初感染がみられたときも，真先に取組み，官民あげての防除対応，連けいがとられ，その

しめくくりとして，被害の特徴と対策留意点をまとめている問料。まつくいむしについても，長

野県に初感染が起るまでに，周囲県の被害林の特徴や20，県南部の未感染地域の調査制など警戒

を指摘してきた。

昭和55年長野県侵入後も，マツノザイセ Yチュウの鑑定その他被害鉱大防止に努力が続けら

れている。関連してアカマツを枯損させるものとして，っちくらげの実態把握と防除試験制制を

足がかりにして，まつくいむし以外にもマツを枯らすものがあり，予防にはたき火禁止などを提

言している則。

なお，ハイマγのさび病の現地接種実験H）アスナロてんぐす病の接種実験27）など，長年にわた

る中部山岳地域のさび病としてまとめられss＞，当地域におけるさび病の実態を明らかにした。

5. カラマツを加害するハパチ類の生態

カラマツ造林地拡大が進むなかで，害虫被害が集団的に広まっている。その中でハパチ類の異

常発生は特徴的であり，マツノグロホシハパチとカラマツアカハパチは長野県内で西部と東部に

棲分けていたが，昭和50年には混棲がはじまりSベ大発生のあと昭和51年に突然激減したのは

餌の欠乏と推定され，被害地周辺の地形，植生の条件がハパチの分散を阻止して，限られた地域

にとじこめられているととを指摘した”九とのように，ハパチ類の習性を調べていくなかで，寄

生菌の探取81)種類の交替H】天敵類やノネズミによる捕食制などが観察され，種の増減との関連な

ど更に追究が進められている。

以上のように問題点が多いことを示しているように多方面に亘って研究が進められてきた。し
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かしこれからは地域の特性を活かし， ヒノキ天然林地帯の更新技術の改善と，人工林地帯での阻

害要因の解明に焦点をしぼって研究を進めるととにしている。
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町． 総合研究の動向

1. マツノザイセンチュウによるマツ枯損に関する研究

昭和43～，46年に実施された特別研究「まつくいむしによるマツ類の枯損防止に関する研究」の

成果として，マツ枯損の原因がつきとめられて以来， 15年が経過した。ひきつづく第2次の特別

研究「マツ類材線虫の防除に関する研究」（48～50年）では，被害発生の機構を十分に解明した。

そして，被害対策として・病原体マツノザイセ Yチュウを媒介するマツノマダラカミキロ防除の有

効性をいちはやく指摘した。研究成果は直ちに昭和52年制定の「松くい虫防除特別措置法」（52

～57年）に基づく防除事業推進に応用されるところとなった。研究の成果はまた，マツ枯損は病原

体が媒介者によって伝播される伝染病であることを明確にし，学問的にはマツ材線虫病の名を与

えた。その後も被害は猛戚とどまるところを知らずといった勢で増大していったが，その背景には

この間の社会情勢の大きな変化や，また気象などが要因として分析，指摘された。こうした情勢

において，昭和57年失効期限に達した旧特別措置法は，新たに「松くい虫被害対策特別措置法」

(57～62年）の制定により引き継がれた。当然ながら研究推進の要請は一層強いものとなった。

被害の実態に関しては，被害量の増加もさるととながら，被害地の拡大がここ 10・年間の大き

な特徴で， 病気は東北や北陸地方，また内陸商海抜地域へと広がり，今や北海道，青森県を除く

ほぼ全土に及んでいる。一方，南の方でも，沖縄県への新たなマツノザイセ Yチュウの侵入が，現

在では重大な被害をもたらしている。人為的な伝染源の持込みによる伝染病拡大の典型的な事例

をととにみることができる。これほどのひどい病気も，世界的にみれば問題を起こしているのは

日本に限られるようである。日本以外での被害発生は昭和54年にアメリカではじめて確認され

た。ひきつづく調査で，マツノザイセンチュウの全国的な分布が明らかにされた。保存標本の再

検討の結果，原記載が訂正された Bursaphelenchusxy1均，hi/us(Steiner and Buhrer, 1934) Ni-

ckle, 1970が，日本で記載した瓦 lignicolusと一致するととが判明し，後者は前者のシノニム

とされた。この事実はまた，アメりカにおけるマツノザイセンチュウ分布の記録が 1930年以前

にまでさかのぼれることを示した。古くからの広い分布を疫学的にみれば，マツ材線虫病はアメ

リカでは風土病にとどまっていたのである。なによりもアメリカ原産のマツは抵抗性なのであ

る。アメリカに導入された外国産のマツだけがひどい被害を受けている。

今世紀初頭に端を発するわが国におけるマツ材線虫病の被害発生経過を，その激しい病原力や

伝播力にてらしてみるなら，そこに外来性病原体の流行病的蔓延の様相がうかがえる。アメリカ

との違いは日本のマツが強い感受性だというととである。本病の根絶を期するには，不断の防除

努力とともに，病気に対する抵抗性を集団として，また個体として備えたマツの育成をめざさな

ければならない。
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研究の経過

抵抗性機構解明の最初のてがかりは，発病のメカニズムを知ることである。線虫侵入と発病の

関係の現象面での解明は十分になされていたが，では何故そうなるのかといったメカニズムにつ

いては不明な点が多く残されていた。そこで発病機構の解明をめざし，マツ’枯損に関しては第3

次ともなる特別研究「マツ枯損防止に関する新防除技術開発のための発病機構の解明」が昭和56

年から昭和59年まで実施された。発病に果たす線虫の役割，発病にいたる樹体生理の異常，抵抗

性要因，毒素，病気の伝播・拡大の疫学，といった問題の解明を目的として課題が設定された。

対象とする問題の幅の広さから，この研究には本支場の保護部門の他，造林部，林産化学部が参

加した。

との 10年間， 新らしい防除技術開発を直接めざした研究が，林業試験場の特定研究として，

継続して実施されてきた。その 1つは「マツ枯損防止新技術開発調査」（53～57年）であり，と

れはまた，公立林業試験研究機関を対象とした林野庁の大型プロジzタト研究「松の枯損防止新

技術に関する総合研究」（53～57年）に対応して設定されたものである。いわば共同研究的な性

格を持っていた。ついで，あげられた成果の適用化を意図した研究が昭和58年からはじまった

（「マツ枯損防止新技術適用化促進調査」）。

研究成果の総括

(1) 発病機構

マツノザイセンチュウに感染したマツは，はやくに生理的あるいは組織細胞上の反応を示し，

全身的な発病へといたる。本病は症状が全身に及ぶことから萎凋病と定義される。媒介者の後食

による傷痕から，線虫は皮層や木部の樹脂道に侵入する。感染初期ではほとんどの線虫が侵入部

位附近に分布している。侵入部位周辺での広がりは主に皮層を通じて行われている。この時期，

少数の線虫が樹体内広く移動分散する事実が明らかにされているが，量的な広がりは認められな

い。感染後の初期症状として，エチレν生成の増加や呼吸速度の上昇がみられる。放射組織や樹

脂道では，柔細胞のえ死，褐変化がみられ，それは病状の進行とともに顕著となる。樹脂の樹脂

道外への漏出による仮道管の部分的閉塞が起こり，その部分では水分通道が阻害されている。水

分通導阻害は部分的であり，蒸散や光合成停止にいたるのは病気の末期症状としてである。病状

の進行は樹脂分泌停止へと発展する。こうした初期症状があらわれる時期には，線虫の分布はま

だ限定的で，数の増加もない。組織の反応，症状発現は線虫の増殖・分散に先立って進行，拡大

している。接種実験によると，樹体から検出される線虫個体数について，ある時間経過すると，

接種直後より減少することが知られている。一方，樹体成分中には，線虫の活動を臨書する働き

をもつものがあって，そこに樹体の示す防衛反応をみることができる。このような効果も病状進

展とともに失われる。樹体内での線虫増殖のはじまりは，病状がかなり進行してからで，例えば

樹脂分泌の停止などは，線虫増殖に先行する症状としてとらえられている。樹体の発病をひき起

こす線虫の一次的な役割は，感染初期の侵入部位での定着と活動にかかっていることが推測され

る。とれに関連しては，発病における化学物質の関与が想定されるところから，毒素の研究がす
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すめられた。羅病木材組織からの抽出物，線虫の代謝産物，また線虫自身のもつセルラーゼなど

について，発病における役割が追求されている。市販の細胞壁分解酵素のマツ苗木への投与が，

線虫接種と類似の仮道管閉塞現象をひき起とすのを認めたことから，線虫の保有するセルラーゼ

が注目され，その性質などが追求された。また，線虫の培養において，培地中に多量のセルラー

ゼが生産されることも確認されている。

線虫の病原性に関しては，随伴する微生物，とくに細菌関与の有無が議論されてきた。とれに

対しては，無菌化した線虫の接種実験から発病における細菌関与を否定する結果をえた。なお，

電顕観察により線虫の体細胞中にグラミジア様栓子，また腸内に細菌様佐子を見出していて，こ

れらの本病における病理学的役割の解明が課題として残されている。

マツノザイセ Yチュウにも病原力に大きな変異のあるととが確かめられた。その変異は小範囲

の線虫個体群悶，例えば同一林分内での枯死木個体別にも存在する。強・弱線虫の受配試験か

ら，病原カは遺伝的性質であることが認められている。弱病原性線虫を前接種することにより，

後に病原カの強い線虫を接種しても発病しないといういわゆる抵抗性の誘導現象が明らかにされ

た。との抵抗性は樹体の全身にわたって誘導される。誘導抵抗性の生じる要因を知るととは，抵

抗性機構の解明につながる。さらにはこの現象を応用した防除技術の開発も期待できる。

すでに抵抗性と評価されている各種マツも，その抵抗性は齢に関連していることが示された。

一般に抵抗性の強い樹種ほど，生育のよりはやい段階から抵抗性を示すようになる。各種マツ樹

体成分の化学的検察の結果からは，これら化学成分と抵抗性要因とについては，宿主ー寄生者の

動的関係のうちに探るべきことが示唆された。

(2）伝播機構

病気の伝染拡大に関しては，病原体の伝播ということも線虫と媒介者の関係の生態学的解明

がなされてきた。しかし，関係成立のメカニズム，とくに化学生態学的側面には，不明な点が多

く残されている。病気の伝染阻止のためには，病原体と媒介者の関係を断ち切ることも有効な手

段となる。このような観点から，いままでの研究成果をふまえて両者の関係を概観してみる。

マツノザイセ Yチュウの媒介者との関係のはじまりは，樹体内の分散型第3期幼虫のカミキリ

蝿室周辺への集中である。とれは際立つた現象であり，関係切断の第1の手がかりがととにあ

る。集中の機作を解明することによって，妨害の手段を見つけ出すe 線虫のステージ進行，とく

に耐久型幼虫になることは，伝播のための必要条件で，それはきわめて限定された期間内に起こ

る現象なので制御できる可能性も大きい。ステージ進行にかかわる要因を明らかにすることで，

効率的な制御の方法が開発できる。つぎに，線虫の媒介者への乗り移りであるが，平均的にみて

カミキリ 1頭あたり 1万頭，多い場合だと何十万頭もの線虫が体内に保持されることからみて，

かなり強い親和的関係が推測される。関係切断の手がかりがことにもある。マツ枝上でのカミキ

リ体内からの線虫の離脱にあたっては，枝組織成分が促進的作用をもつことが明らかにされてお

り，線虫離脱の制御も射程内に入っている。線虫・媒介者の関係切断め最も直接的な方法となる

と，それは薬剤による被害材の線虫の駆除に他ならない。従来，被害材処理が媒介者を対象とし
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た方法に限定されていたことからの発展で，試験的段階ではすでに有効な殺線虫剤もみつかって

し、る。

(3) マツノマダラカミキリの生態

媒介者マツノマダラカミキリの生態については，とくに被害伝播・拡大の疫学的解明をめざし，

多岐にわたる研究がつづけられてきた。その成果の収れんするところは発生予察櫛荷を確立する

ための枯損動態のモデル化であり，研究は現在なお進行中である。

マツノマダラカミキリが保持！する線虫数の分布については，強い集中的傾向がみられる。例え

ばつぎのような例が提示されている。 1,000頭以上の線虫をもっカミキリは 20%前後で，これら

が全体の線虫数の 90%以上を保持している。つまり，20%のカミキリが 90%の線虫を運び出

すことになる。

マツノマダラカミキリは青森県と北海道を除くほぼ全土に分布している。分布の制限要因にな

っているのは，冬の低温ではなく，夏の温量不足である。一般には 1年1世代であるが，低温の

地方では2年 1世代もあって，全体の 20～30%に及ぶ場合もある。東北地方では8月中句以降

生まれた卵からの幼虫は，若齢で越冬する。この場合死亡率は高いが生存したもののなかから 2

年1世代がでる。

成虫の行動は，移動分散期，定着摂食期， 産卵期の3段階に分けることができ，それぞれで異

なる。羽化後は樹幹，枝を上部に向って歩き，突出部から飛び立つ。比較的ヲ νダムに飛しよう

し，マツの枝に到達すると定着，摂食する。一般に，羽化後5日ぐらいから飛しょう能力が低下

し，産卵期に入ると再び飛Lょう行動が活発になる。飛しょう行動は温度に強く影響され， 18℃

以下では行動しなくなる。飛しょう距離の最高記録は3kmであるが，標識再捕実験によると，

再捕されたものの 75%は 100mの範囲内であった。摂食行動は他の行動と異なり，主として昼

間に行われる。マツ枝組織には摂食刺激物質の存在が明らかにされている。産卵の場所としては

薄皮部を選好するが，．産卵密度が商くなると既産卵個所を避けるなどの，産卵期行動の解析はす

すんでいる。

生丸太を設置すると，それに成虫が誘引され，産卵することはよく知られていた．そこで，生

、丸太から揮発成分を捕集して分析した。モノテルペν類の他，嫌気性発酵生成物が検出された。

これらの物質の組み合せについて生物試験を行った結果，それ自体は誘引力のないエタノールを

誘引力のあるモノテルペν類，とくにαピネ νと組み合せると，より強い誘引力を示すことが判

明した。アセトンやエタノールを注入した生立木，またパラコートで処理した木が成虫を誘引す

るとともわかった。とうした誘引効果をもとに，誘引弗j開発がすすみ，新防除技術としての適用

の他にも，成虫の発生時期，密度，分布範囲などのモエタリ νグに活用されている。

個体群密度に関しては，種々の方法による調査がすすめられている。直接観察法，薬剤による

落下虫調査法，ゆすり落し法，後食痕による推定法，産卵痕による推定法，標識再捕法，羽化脱

出数による推定法などで，とれらにより野外の密度推定が行なわれた。かなりの激害地について

いえば， ha当たり 1,000あるいは1万頭のオーダーの推定がなされている。
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死亡要因についての調査は，国公立林試共同の試験研究（特定研究一大型フ．ロジzタト研究）

の成果として，各地で膨大な資料が蓄積された。60～・80%にも及ぶ幼虫期の商い死亡率は踊室形

成期までに起こる。この時の死亡は密度依存的であり，個体群変動のキイファクターであると考

えられる。蝿室形成後の死亡率は 30～70%にわたり，そのうち半分近くは天敵微生物による死

亡である。 Beauve,匂 bassianaとSerγntiamare邸：censを主要種とし，その他数種の糸状菌，細

菌が検出されている。天敵としてはアカゲラなどキツツキ類が，とくに低密度時に主要な役割を

果たしている可能性が指摘されている。

(4）新らしい防除技術

すでに広く適用されている薬剤散布を中心とした防除法については，その効果は明らかである

が，それを補い，あるいは代替する新防除法の開発が社会的な強い要請としてだされている。と

れをうけた特定研究（53～57年）ではつぎのような研究項目が設定された。①天敵の役割とその

利用，②生理活性物質等の利用，③薬剤の単木処理法，などである。①，②についてはすでにふ

れたが，実用化へ向けてなお研究はつづけられている。浸透移行性殺線虫剤の樹幹注入が，商い

予防効果をもつことが認められたことで，開発をすすめた結果として， 2種類の樹幹注入剤が農

薬登録され，とれらによる単木処理法はすでに広く実用に供されている。さらに，その他にも有

望な薬剤が見出されつつある。

共生細菌の働きで，多くの種類の昆虫に対して商い致死効果をもっ一群の島虫寄生性線虫につ

いて，最近マツノマダラカミキリに対する施用が検討されはじめた。外国から導入したとのグル

ープの線虫のマツ被害丸太への施用試験で，高い致死効果が観察されており，今後の成果が期待

される。

(6) その他

東北地方や内陸高海抜地域への被害蔓延は，まだ点として感染中心が形成されたばかりの段階

にある。これらの地域では，気温を主とする環境条件などから，暖地ほどの病気の拡大の激しさ

はまだみられていない。また個々の木の発病経過にもやや異なった様相がみられる。寒冷地にお

ける病気の生態を疫学的にとらえる研究がすすめられている。面への広がりにいたらないうちに

抑えこむこと，マツ枯損問題における関心の一つがいまととに向けられている。

（真宮靖治・小林富士雄）

2. 細胞融合・核移植による新生物資源の開発

1. 目的

細胞融合及び核移植の技術はパイオテクノロジーの一分野で先端的な新技術として有望視され

ている。細胞融合は異なる 2種の細胞を融合して雑種細胞を作り有用な遺伝形質を持つ細胞を作

る方法であるが，日本で発明された技術である。既に，ジャガイモとトマトの雑種作出や醸造用

の優良酵母の作出など画期的な成果があがっており，各方面への本技術の応用が世界的に期待さ

れている。このような背景のもとに，細胞融合と核移植の技術の農林水産分野における適用をは
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かり，新素材の作出や新しい育種法・大量増殖法・新遺伝分析法などの新技術の開発をはかるた

め表記の課題の別枠研究が昭和57年度から 5年間の予定で農林水産省において進められてい

る。本研究の大課題は次の3テーマである。

I 細胞融合の作物・藻類・菌類育種への応用法の開発

n 細胞融合による細胞株の機能改良法の開発

m 核移植による動物の複製法・育種法の開発

このプロジェグト研究には農林水産省の各研究機闘が参加しているが，林業試験場では林木育

種，食用菌類（きのこ）育種および森林保護の分野で細胞融合の技術の開発を目指している。造

林部組織培養研究室，保護部きのこ第1および第2研究室がIのテーマで，保護部天敵微生物研

究室がEのテーマで研究を進めている。

組織培養研究室では「細胞融合による林木育種技術の開発」というテーマで，林木育種で問題

となる交雑不和合性を克服し，種間・属間交雑を可能にして新品種や新植物の作出法の開発をは

かる。林木のなかでカルス培養で商い全形成能を認めているポプラ属その他の樹種を対象に研究

を行っている。

きのこ第1およびきのと第2研究室では同様に細胞融合によってきのこの種間・属間交雑を可

能にし新品種や新きのとの作出法の開発を進めている．きのと第2研究室は「主要食用菌類の細

胞徹合によ話変異菌の作出とその遺伝的検討Jというテーマで細胞融合による新しい菌の作出と

その遺伝的検討を行い，きのこ第1研究室では「主要食用菌類の細胞融合による変異菌の培養・

栽培とその評価」というテーマで，きのこ 2研で作曲した変異菌を実際に培養・栽培したときの

問題点の検討を行う。

天敵微生物研究室では「コガネムシのポッタスウイルス商感受性株の作出」というテーマで，

ポッグスウイルスの大量増殖を培養細胞で行うシステムを開発するために，細胞融合を用いてウ

イルス感受性の細胞と増殖性の商い細胞株を融合させ，ウイルス感受性で増殖効率の高い細胞株

の作出を目指している。

2. 経過および成果

細胞融合の利用には次のようなステップが必要である。

1. 目的とする林木やきのこからのプロトプラスド（細胞壁を寂除いた細胞）の分離，培養。

昆虫細胞からの培養細胞の樹立とウイルス感受性等の特性検定。

2. 異種プロトプラストまたは異種培養細胞の融合。

3. 融合細胞の選抜と培養。

4~ 培養した融合細胞からの植物体やきのこの発生と特性検定。融合培養細胞株の特性検定。

5. 融合細胞由来の植物体やきのこを用いる育種についての検討。融合培養細胞株からのウイ

ルス大量増殖法の検討。

これらの各ステゲプの技術を確立するために，それぞれの対象について研究を進めている．林

木育種においては1》－1＞，以前から成木の葉肉，組織からのフ？ロトプラストの分離や細胞融合を試
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みていたが，本プロジェグト研究の開始に伴い，細胞融合による体細胞雑種個体の作出に本格的

に取組むことになった。まず，プロトプラストの分離 ・培養の段階で大きな問題があった。即ち，

成木の葉肉組織はノξチルスあるいは一種の腐朽菌であるエルウィニア等の細菌による汚染が著し

く，各種の抗生物質を使用しても単離したプロトプラス hの培養の段階で効果的にこれらの雑菌

の増殖を阻止するのが困難で，林木の細胞の健全な増殖ができなかった。この雑菌の除去につい

て種々検討した結果， 試験管内での挿木法によウて無菌の首が得られるととが判明し，この葉肉

組織から分離することにより，無菌のプロトプラストを作出することに成功した。 ζれによりプ

ロトプラストの分離 ・培養が大変容易になった。

融合についてはポプラ類の中で耐虫性のギンドロと幹が通直であるが虫害を受けやすいヤマナ

ラシの融合を進めている。デキストランを用いて融合を行っているが，融合時の細胞の破裂が著

しかったため破裂を防止する培地の開発を行い成功した。現在融合産物の培廷によってコロニー

の形成を観察できるようになった（図 1）。

図－1 ギンドロとヤマナラシの融合産物の培楚

きのζにおいては8ト10）， シイタケ，ヒラタケ，エノキタケなどの栽培きのこの培養菌糸からプ

ロトプラストを分離する ζ とから検討をはじめた。きのとのプラ トプラストはスエヒロタケ， ヒ

トヨタケなどについては従来研究が進んでいたが，栽培きのこについてはあまり進んでいなかっ

た。菌糸の培養条件，酵素の種類等種々の検討を行い，シイタケ， ヒラタケ，エノキタケ，マイ

タケ等 13種のきのこからフ・ロトプラストの分離に成功した。特にヒラタケでは菌糸 lg当り

108個以上の高率で得ることが可能になった。次にプロト プラストの培養方法をヒラタケを中心

に検討し，良好な培養条件を定めた。培養方法を検討する中で，プロト プラストを作出する際に，



きのこの2核菌糸から調製してもそ

れを格聾すると 1核菌糸も同時に得

られることを見出した。1核菌糸は

きのこの交配で使用するもので，こ

の現象は交雑育種の簡便化に役立つ

ものである。

きのこのプラトプラス トは一般に

直径数ミクロンと小さくかっ無色透

明なため，異なる種のプロトプラス

トでも形態的に見分けることは困難

である。従って細胞融合を行う際に

雑種細胞の分離が困難な問題になっ

ている。これを克服するために種々

検討を行った結果， ヒラタケの種内

融合で突然変異株を利用して融合菌

を分離 ・培養する方法を開発し，現

在得られた菌からの子実体の形成を

進めている。即ち， ヒラタケの異な

る系統から，それぞれアミノ酸また

は核酸が培地中にないと生育できな

い突然変異株（栄養要求性変異株）

を作出した。これらの菌糸からプロ
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図ー2 栄養要求性突然変異株を用いるヒラタケの在E内融合

左上と右上 ：それぞれの栄5重要求性突然変異株プロトプラ
ストを単独で PEG処理。

左下：両方を混合したが PEG処理なし。
右下 ：両方を混合して PEG処理した。この場合のみコロ

ニーが出現。
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図－3 ヒラタケのブロトプラスト再生菌によるプ
ナ材の腐朽試験

FMC 237は元磁。A,B, Cは再生した1核系統
を D,E, Fは2核系統を示す。

トプラストを作成し，ポリエチレングリコール（PEG）を用いて融合を起させると相補性によ り

アミノ酸も核酸もない培地の上で生育しコロニーを生ずるようになる。乙の時，片方の突然変異

体だけを PEG処理しても，あるいは両方を混合しても PEG処理を行わないとコロニーは生じ

ない（図2）。この方法は融合細胞の分離と培養を同時に解決するもので，異なる種の細胞融合に

も利用できる。

細胞融合を用いるきのこの育種法を開発する際，得られた菌株の培養 ・栽培試験を実際に行う

ことが必要である。その第一歩として，プロトプラス トから培養によって再生した菌の培養 ・栽

培を行うことから始めた。その結果，PDA培地の上の伸長速度， 伸長の最適温度，収盆で，再

生菌ではプロトプラストを作成するのに用いた元の菌からの変異が見られた。このことはブロト

プラスト化に伴って変異が起ることを示している。その一例として， 7・ナ材の腐朽カについての

テストの結果を図3に示す。この図から明らかなように再生菌では元菌から腐朽力においても変

異を示す。今後種内融合菌および種間融合菌について培養 ・栽培試験を進める。

天敵微生物研究室のテーマである昆虫ウイルス高感受性培護細胞株を作成するためには，増殖
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性の高い細胞株を作成することと，

ウイルス高感受性の細胞を検索する

ことの両方が必要である11)-1的。前

者は永久に増殖する細胞株として樹

立しなければならないが，昆虫の種

類ばかりでなく，同じ昆虫の組織や

細胞の種類でも異なるため，昆虫培

養細胞株を樹立することは，現在世

界的にみても困難なこととされてい

る。コガネムシ由来の培養細胞株を図－4 マメコガネ庇子細胞の初代繕奨
（白線は IOOμmを示す） 樹立するため，まずドウガネプイブ

イについて検討した。幼虫脂命体，背脈管の培廷では細胞の遊出が観察さ九遊出した細胞は短

期間生存した。幼虫血球の培養では4～6週間生存した。また旺子細胞の培養では細胞の遊出 ・

増殖がみられ長期間にわたる継代培誌が可能になり極めて有望である。次に異なる種の細胞培養

を行った。オオスジコガネ旺子細胞の培誌では同じく長期間にわたる継代培養が可能になった。

ピメ コガネ幼虫脂肪休の培養では細胞の遊出・ 増殖がおとり 10回継代できた。マメコガネ睦子

細胞の培養では細胞の遊出 ・増殖が起り継代可能となった（第4図）．ドウコガネプイプイ臨子由

来細胞系とオオスジコガネ旺子由来細胞系に昆虫ボックスウイルス（EPV）を接種したが感染は

起らなかった。

昆虫細胞の細胞融合はオオスジコガネ腔子由来細胞をポリエチレングリコールを用いて検討し

た。30% PEG処理後，鳩聾細胞中に融合でできたと思われる大形多核細胞が生じた。現在，よ

り確実な融合の証拠を検討中である。

3. 今後の展望

林木育種については，ポプラ属のギンドロ，ヤマナラシの両者ともカルスから器官の再分化を

誘起する条件は既に確立されているので，両者の細胞融合で生ずるコロニーをカルスまで培旋す

る過程が解決すれば，雑種個体の作出も近い将来に実現する見通しである。また将来さらに他の

樹種についても検討を進める。

きのこの育種では， ヒラタケについて細胞融合の基本的な方法はできたので，ヒラタケとその

近縁きのとの聞で種間融合を進める。良い組み合せを選べば成功の可能性が高い。また，融合菌

について栽培試験を行い， 実用化における問題点を検討する。 2核菌糸のプロトプラストから再

生させた菌で 1核菌糸を生ずる現象はさらに検討を進めれば近い将来実用化される見通しであ

る。

昆虫細胞では近い将来にコガネムシ由来の述統継代性細胞系が樹立されることが期待される。

また昆虫培護細胞の融合法も確立されるであろう。一方，現段階では EPVをコガネムシ由来の

培養細胞に感染させることはできないが，EPVは元来コガネムシの病原ウイルスなので，EPVが



一四，7_

増殖する組織の細胞と樹立された細胞系を融合させるととにより EPV感受性の細胞株を作出で

きる。このような細胞株を用いて EPVを大量に生産することが可能となる。 （大政正武）
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5) ：木本性植物におけるプロトプラス 14) ：無脊椎動物の培養液，黒田行昭錨

トの単離と細胞融合，細胞工学〈秀潤社）， 3 「組織培養の技法J• .::. :i.ーザ・イェγス社，東

(3), 251～267, (1984) 京， 78-113,(1984) 

6) ：林木における組織培養，細胞融合 15) : Drosophila以外の昆虫の細胞培

による育種技術開発の現状と問題点，日；体誌， 護，三宅端・西郷薫ー柴中義・上回

66UO. 397～401 (1984) 竜鋸「島虫バイオテクノロジーマユュアル」

7) ：林木育租とバイテテクノロジー， 講談社サイエンティフィーグ」東京，51-59,

農業および聞芸， 60(1), 193~ 19~ (1985) (1984) 

8）大政正武，阿部恭久，古川久彦，谷口 実， 16) ：無脊椎動物の組織培養，動物生理

根回仁：ヒラタケ属きのこのプロトプラス 1, 121-127, (1984) 

との調製・培養・融合，日本菌学会第28回鵬

3. 主要広襲樹の用材林育成技術の開発

目的

広葉樹材の需要は，近年の生活様式の多様化に伴ない，内装用，家具用，工芸用として増加の

一途をたどっており，また生活の安定化により良質な広葉樹材に対する需要も高まっている。他

方，環境保全や風致保護における広葉樹林の役割にも大きな期待がかけられている．

乙のように広葉樹材，広葉樹林に対する要請は多岐にわたるにも拘らず，広葉樹資源の将来の

見通しは決して明るくない．すなわち，広葉樹天然林の急速な減少によって国産広葉樹材の供給

は急減し，質的な低下も危倶されている．さらに，とれまで広葉樹材の大きな供給源であった南

方材の輸入も，産出諸国の資源事情等によって漸減しつつある。

とのため，有用広葉樹資源の培養，育成は，広葉樹材供給の確保や，農山村地域経済の振興あ

るいは環境保全機能の維持，増進等から現下の急務となっている。これに対して広葉樹林育成の

ための技術開発は，プナ林を中心に昭和40年代より徐々に活発化し，部分的ではあるが逐次，
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研究成果が蓄積されてきていた。しかし従来の森林育成技術が針葉樹人工林を中心に開発されて

きた経緯から，上述のような行政的社会的要請に応えるためには，欠落部分を急ぎ補完して，樹

種・地域に適合した広葉樹林育成樹荷を体系化することが必要であった。

本研究では，多くの有用広葉樹の中から，特に重要度の商いウダイカンパ， ミズナラ，プナお

よびシイの4樹種を選定し，天然更新技術，好適立地判定技術，形質向上のための密度管理技術

の開発に焦点を合わせるとととしたが，これまでの研究蓄積および樹種特性に相違があるので，

プナについては密度管理技術を，ウダイカ yパについては主に好適立地判定樹荷と密度管理技術

私 ミズナラとシイについては天然更新技術から密度管理技術までの開発を進めるとととした＠

経過と計画

昭和55,56両年度にわたって場内プロジ s グト研究として，「広葉樹林の育成技術の予備的解

析」が取上げられ，空中写真による樹種判読の可能性，好適立地判定法開発のための統一的手法，

ミズナラ林の現況把握による更新作業体系の予測などを検討した。この結果をふまえて，昭和57

年度からは農林水産技術会議のいわゆる特別研究Eして，前述の4樹種について，樹種どとのこ

れまでの研究蓄積に応じて研究を進める乙ととなった。なお，昭和56年度からは，林野庁の技術

開発課題「広葉樹用材林の育成技術」が開始され，試験地の選定など本研究の円滑な推進をはか

るための体制がとられた．

(1）突然更新技術の開発

プナ，ウダイカ νパの更新技術はほぼ確立されているので， ミズナ予とシイについて，プ．ナの

更新法および薪炭林施業として蓄積の多い蔚芽更新法を援用しつつ，母樹保残法を中心とした天

然更新技術を開発する。ミズナラでは母樹保残による天然下種更新，シイでは母樹保残による天

然下種更新に加え，蔚芽による更新を併用する技術の開発を行う。

(2）好適立地判定技術の開発

プナについては適地判定技術もほぼ大要が把握されているので，ウダイカ yパ， ミズナラおよ

びシイについて，良形質材を生産しうる立地要因の解析を行う。また前2者については，対象樹

種の成立割合が高い場所を選ぶのが経済的であるため，両樹種の更新，成立に関わる立地要因を

把握するととも必要である。さらに材腐朽の進行しやすいシイについては，材腐朽の条件につい

ても解析を行う。

(3）形質向上のための密度管理技術の開発

良形質材を生産するためには生育段階別の立木密度の調節が不可欠である。対象4樹種の立木

密度を調節し， KB大生長，不定枝の発生，通直性などについて検討し，樹種どと，生育段階どと

の適切な密度管理法を，材質や乾燥性を検討しつつ開発する．

成果

(i）天然更新技術の開発

①ミズナラ林の更新技術

ミズナラの結実は，昭和55年が盛作であった・あとは，隔年に多少結実してはいるもののほぼ不
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作に近い。詳しくみると地域，林分によって違いがある。事例調査によると，結実種子の約50%

は乾燥によって枯死し，約 40%はネズミ等によって持ち去られ， 6%はその場でネズミ等に

よって食害され， 11月末に林床で確認された生きた種子はわずかに4%弱であった．ネズミによ

って持ち去られるものは分散貯蔵と巣穴貯蔵にわかれるが，前者は更新にはなお有効で，量的に

はおよそ半分である。稚樹は年齢が大きくなるほど消失率が減るが，発生後2年目の稚樹でネズ

ミ等によって 30%程度消失した。稚樹の生長は強くすかしたところほど順調で，林冠がうっ閉

していると5～10年程度しか生存できない．蔚芽カは強く，樹勢がよければ大径木の伐根でも蔚

芽するが，蔚芽だけで更新に必要な稚樹は確保できない。更新林分の調査から，林床処理を繰返

すことが更新に有利であり，以前萱場で度重なる火入れを行った場所が多いこともわかった。

②シイ林の更新技術

シイの結実は昭和55年， 58年が豊作で，地域，林分によって差はあるが， 150～600栓／m＂の

完熟種子数が記録されている。完熟前に落下する種子も多く，その数は着生種子の 1/2～2/3に

及ぶ．完熟種子のほとんどは母樹の樹冠から 5m以内の範囲に落ちる。伐採後2年目に調べた筋

芽，実生稚樹は，皆伐区で約 19,000本／ha，母樹保残区で約 6,000本βmで，とくに蔚芽稚樹

の生長は速く，二次林性の陽性の雑木に被圧される心配もなさそうである。更新にたいする災害

をさぐるために調べた地上俳個性昆虫は約100種で，主なものはオサムシ，ゴミムシ類であった。

シイ材に寄生する昆虫はカミキ 9ムシ類で7種，キタイムシ類で7種，ゾウムシ類で5種であっ

た。

(2）好適立地判定技術の開発

①ウダイカンパの好適立地判定法

更新良好地の地帯区分の可能性をさぐるためア Yケート調査を行ったが，その結果から集約し

た更新良好地のほとんどは，温量指数 50～60° 域に合まれた．ウダイカンパの成木および稚樹の

上限標高は全道的には約切Omで，北で低く南で商い。乙れは4月の平均気温 5℃， 5月の平均

気温 10℃の線にほぼ一致する。土壌型別にみた樹高生長にはそれほど大きな差はなかったが，

湿潤土壌でいくらかよかった。また標高が商いととろや，粗粧の新期火山放出物の上ではやや生

長が劣る傾向が認められた。なおウダイカンパの地位指数~，暫定的に 40 年の樹高とじた。

②ミズナラの好適立地判定法

；．、暫定的地位指数を設定し，主要造林木の地樹旨数との比較，生長と立地条件との比較を行なうと

ともに，林分成立条件などを検討した。地位指数としては 60年生の平均樹商を保用した．ミズ

ナラの生長はA,B層の厚さ，土域孔隙分布，土域型，地形などとの関係が深く，斜面下部の湿潤タ

イプで良好である。これまでの検討で生長に関係があると判定された要因を摘出して解析した結

果，徴地形，堆積様式，－－土壌型，土層の碩さ（保水能に近似）等が比較的強く生長と関連し，実

測値との対比では 0.87の偏相関係数がえられた。－ミズナラは南向き斜面に多く北斜面はカ yパ

類となることが多い。さらに斜面下部ではミズナラ混受率が低いが，上部ほど増加し，尾根付近

ではしばしば純林状となる。ミズナラ林はササ型の林床が多いが，凸形斜面．ではツツジ型，凹形
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斜面では時にオシダ型がみられる．ミズナラ材の偏心率は多雪，少雪を関わず 25。以上の傾斜地

で急に高くなる傾向があり，また問状地の生育がよく，凸状地では優勢木でもぬか目材が発生す

るととがある．

③シイの好適立地判定法

シイの生長は土壊型やA,B層の厚さとはあまり関係がなく，微地型や土壌水分環境などと関

連が強く，やせ尾根タイプの場所では良好な生長を期待できない。シイの幹腐れは 30～・40年生

で約 30%みられ，とくに地際から 4～8mの部位に多かった。との被害は斜面の位置とはあま

り関係がなしむしろ地域によって発生頻度に差がありそうである。なお腐朽菌の分離には成功

しているが，まだ同定するまでには至っていない。

(3）形質向上のための密度管理技術の開発』

①ウダイカ yパ林の密度管理技術

シラカνパについて報告されている最多密度曲線を暫定的に援用すると主もに，実測例にもと

づいてBポイ νト線を定め，これによってウダイカ νパの暫定的な収量密度図を作製した．単水

生長モデルについては，方位別の隣接木との距離関係から樹冠の大きさ，幹の生長を推定する計

算システムを組立て，これによって生育段階ごとの適正本数，間伐開始時期などの検討が可能に

なることを示した。またこのタステムにおける樹商生長量推定のために，暫定的な地位指数曲線

も求めた。

②ミズナラ林の密度管理技術

ミズナラの技下高率が立地条件と関係し，通直率も地位と関連する傾向がみとめられた。曲り

木の出現頻度は全体的に商く，優勢木で約半数，被圧木では7割にも達し，傾斜と関係がある。

しかし傾斜木は必ずしも立地条件に対応しているとは限らない。不定枝の発生は被庄木で多

く，優勢木で少ないが，優勢木でも樹冠の小さなものでは発生量が多い。幹の連年生長量には地

域，林分によってかなり差があり，これまでに得た値は 3～9m明ia/yrである。既存の材績表

による材積と実測値を比較したところ，相闘が高く，十分に利用可能であると判定された。間伐

の効果については，まだ明確な差はでていないが，間伐によって残存木の生長量が大きくなる傾

向が，とくに若齢木で認められている。

③プナ再生林の密度管理技術

地位指数を 100年生のプナの樹高とし，立地環境とプナの生長との関係を検討した結果，施業

対策地を地位指数 16以上と予測した。また残存木の配色形質などを考慮した密度調節方法に

ついても検討を進めた。東北地方における実態調査と既存の資料から，同地域に適用できるプナ

再生林の林分密度管理図を作製した（文献参照）。地位指数の推定には方位，土模型，傾斜，堆

積型が偏相関係数が高く，これらのスコアの大きいカテゴリー組合せから最適施築地がきめられ

た。また，競争，収量密度効果や生育段階に応じた密度の上限値が確認された。この密度管理図

は材積推定誤差率 25%以内で適合する。

④シイ林の密度管理技術
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間伐によって，利用径級に達したものの比率が商まることが明らかになったが，とくに優勢木

でとのような効果が大きかった。また齢級別のシイ林の林分構成を調べ，壮齢林分まではコジイ

が優占するが， 70年生を越えるとイスノキなどの長命種に次第におきかわり， 130年生になると

イスノキが圧倒的に優勢になることを示した。林齢が高くなると，シイは風倒などの原因ででき

る林冠の穴の部分にのみ発生する。

⑤施業条件と材質との関係

これまでにミズナラ，コジイ，プナについて検討を進めてきた。平均容積密度数はそれぞれ，

602 kg/m8, 416 kg/m8, 506 kg/m8で， ミズナラでは中心部，コジイでは辺材部が大きく，生長

条件に差があることが明らかである。利用に結びつく無欠点裁面率は胸高直径あるいは末口径と

関係がつよく，大径材の方が大きい。乾燥性能は丸太どとに異なるが，弱めの乾燥スケジュール

によるのがよい。との場合，歩止りはあまりかわらないが，強い条件だと乾燥割れや狂いが生じ

やすい。

今後の展望

特別研究の最終年度にあって，それぞれの樹種，課題ごとに成果の集約につとめている。天然

更新技術については，とくにミズナラは試験を開始してから結実が不良なため，既存の更新林

分の実体調査結果を中心に指針をまとめるが，更新初期における大問題の一つは種子とネズミな

ど小動物との関わりである。シイについても一応の指針を作成できる見通しである。好適立地判

定技術については2ウダイカ νペ ミズナラ，シイとも更新，成立，生長に適した立地要因をー

応示すととができると考えている。密度管理技術については，プナ再生林についてはすでに密度

管理図が試作されたが，他の3樹種についても，それぞれ精度は異なろうが，最終年度には試作

できる見通しである。当面の研究期間終了後は，各試験地について調査を継続する一方，とくに

ミズナヲでは他の有用広葉樹との混交林の扱い方について検討を行なうべきであり，また天然生

林の育成・管理樹恥併行して，対象樹種，地域は限定されようが，人工林育成に関する技術開

発にもっとめていく必要があろう。
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わが国の木材需要量の大半は海外からの輸入材によってまかなわれてきたが，このうち熱帯材

に関しては熱帯アジアからのフタパガキ科樹木やその他の有用広葉樹が大部分を占めている。し

たがってこの地域の天然林や人工林を調査し，各国り研究者と共同で研究を行えば今後の森林資

源を保持したり，林業発展に寄与しうると考えられた。そこで，熱帯農業研究セ Yターの林業分

野における研究プロジェグトとして本課題が適切なものとされ，マレーシア林業試験場やフィリ

ピν大学林学部をカウνターパート研究機関としてスタートすることになった。

研究項目の設定にあたっては熱帯地域における育林技術に関する研究という極めて大雑把な課

題が決められていただけであり，小項目については派遣研究員の専門分野によって選定されたた

め，育林技術の体系化を云々するには研究内容にも濃淡が出たのは致、し方ないとしても寂まとめ

の段階では課題に沿った小項目に整理して成果の活用が図りやすいようにした。なおプロジェタ

ト研究は昭和50年より昭和55年までの5カ年であるが関連研究は昭和46年から今日まで実施

されている。また本研究の成果は各国の学会誌，機関誌などにも発表されているがその数はとれ

までに90編以上にもおよび熱帯林業研究分野の文献として今後広く利用されることを期待して

し、る。

ところで，熱帯林の分布は熱帯アジア，熱帯アメリカ，熱帯アフリカにあるが，土壌の成因，

地形，気象条件などによって樹種構成はかなり異っている。例えば熱帯アジアの特徴の一つはフ

タパガキ科樹木によって構成されている。したがってマレーシア国を中心とした天然更新の研究

にはフタパガキ科樹種と土壌による物質循環，光問題を取上げたのに対し，フィリピン園では人

工林の育成を対象にフタパガキ科樹種の花候，種子，増殖法のほか早生樹種の生産性と構造につ

いての研究を実施した。これらの研究に関連して森林の病虫害や苗畑についても検討した。

また熱帯林に多い特用林産物にタケやロタ νがあるが，これらは熱帯アジアの地域特性を示す

ものだけに両者の育成技術について究明した。

1. 熱帯多雨林における天然更新

熱帯多雨林の特徴は年聞を通じて平均した気温と降水量があるほか，多量の陽光量があり，し

かも強風が殆んど吹かないことにある。とのため，根量に対して地上部の重量配分が多く，しか

も通直によく伸びた大径木となる。したがってマレーシアにおいて，温度と植物の生育関係を求

めたととろ，フタパガキ科樹木の一部や他の縞物のなかには 15℃以下で低温障害を起し，結死

する種のあることが見出され，さらに温度限界には種による差のあることも明らかになった。ま

た，日中の商照度時間の長さが天然更新に役立つことがわかり，これらのことを基にして西マレ

ーシアの森林型を海抜高によって区分した．
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一方，フタパガキ科樹木が各種の環境条件とどう関わるか，また適地適木の考え方がどう移転

しうるかの調査がおとなわれ，土壌の生成作用は特徴層位として示されるため，これによる土壌

区分をおとなって，妥当性を各土壌生成因子の相互関連から検討した。調査地はマレーシア北部

の乾季をもっ熱帯季節林である”ここでは黄色土から岩屑土までの7種類の土擦が区分され，土

壌の化学性，物理性，粘土鉱物の同定などから生成因子が土壌タイプと関連していることが示さ

れた．一般に熱帯林における蕗薬の分解は早いといわれているが，物質の循環機能を明らかにす

るために熱帯林におけるリター量の推定，樹種によるリター特性，樹種と土壊の関係が調査され

た11にその結果，メラ νテイのリターフォール量は 15.1ton/ha，チュンガルは 9.7ton/haと樹

種による差は大きく，その季節変動もみられた。 9ター中の養分は土壌の肥沃度にも関係する

が，窒素濃度の変化は樹種間では小さく，カリ， リν酸，カルシウム濃度の季節変動も明らかに

なった11にこれらのととから熱帯林の土壊は一般に有機物や養分合量が少なく，．むしろ養分の大

部分が生物体に合まれていると思われるので，表層に近い部分で養分現存量を推定したところ，

Pター中に含まれている養分量は養分循環から考えて樹種の選択によって土域の化学性を改善す

るととも可能だと考えられた。

落葉の分解11）は落葉が地表面から消失する速度と有機質リターが完全に化学分解される速度

とに分けられる．この場合，シロアリは植物質の 50%以上を消費，同化する。分解速度をリタ

ーの重量変化で調査したところ多くの樹種が3カ月で 40～60%,1年後には大部分が消失した。

との速度は温帯より早く，窒素や可洛性炭水化物を多く含み，ポリフ z ノールの少ないものほど

分解は早かった。土壌の理学性をもとにして理水機能を明らかにし，また，木材徹出による土壌

の影響をみると搬出方法によって土壌の表層や植生に与える影響は大きく，更に土壌の撹乱によ

る穆透能の低下や理学性の劣化は土壌のもつ理水機能に大きな被害を与えているll)0 

突然更新を円滑におこなわせるためには光を必要とするが，林内への透過光は全照射とは異っ

ている。したがって光環境の研究が大切であり，このとき，照度のほかに光質を考える必要があ

る。このため光に関しての研究がかなり幅広くおとなわれた”．

フタパガキ科に属する樹種は極めて多く，それだけに生育適地の幅は広い。しかし，樹種によ

って土壌の適否がみられるほか，樹種の生理，生態特性からも適地の判定ができる。例えばレッ

ドメラシティの殆んどが丘陵林にみられ，黄色または暗褐色土壌で適するのに対して，湿地や地

下水位の高い還元的土壌では生育していない。もっとも逆の土壌に適する樹種のあるととも明ら

かになった。

天然更新を順調におとなわせるには前述の光の稚樹に対する生育反応をみるととが大切である

が，種子の渚果や開花結実習性を観察し，気象要因との関係を花候学から調査をおこなうζ とも

必要である”。ただとの種の研究はごく大まかなデーターを得ておけば求めるべき種子を計画的

に採取する際の予測を立てることができる。乙の種の研究に関連してフタパガキ科の未熟球果の

落果原因が小蛾類やゾウムシによるとと，種子の発芽促進や発芽率の向上方法についても調査し

た11)0 なお，マレーシアと同様にフィリピシにおいてもフタパガキ科の天然下種苗を用いて相対
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照度による光環境と生育特性が明らかにされ，林内照度の低下－とともに生長量の減少することや

樹種による生育特性が示された．これらについては葉面積や幹重量生産の比較をおとなった．

熱帯地域における天然更新の今後の問題としては，世界的に森林資源を保存させたり，より豊

かにするための技術開発が必要で，奥地化する森林資源量や質的調査を行うとともに稚樹更新法

の確立，フタパガキ科樹種の種子保存や発芽率向上試験，樹種特性調査，天然更新補助作業など

造林的研究のほか，天然林のよりどとろとなる土域分類，．立地区分，養分移動， 2次林に対する

地力の影響，遺伝資源の保全対策など多くの課題が残されており，現地の研究者との一層緊密な

研究が望まれるところである．

2. 熱帯多雨林における人工林

熱帯多雨林では伐採跡地は二次林として更新され易しこれまで放任されてきた地域が多かっ

た。しかし二次林の更新が霊妙4と遅く，また多種多様の樹種が再生し，期待される樹種が更新し

て来るとは限らないこと，さらに焼畑や山火による跡地が草地化し，土壌肥沃度の低下した場所

も多いことから，との地域でも人工林造成が試みられるようになり，フタパガキ科樹木以外に早

生樹種の導入が各地で行われている。したがって育林技術に関する研究プロジzダトでは，

まず造林地における生産量，林分構造を調査するとともに生長と土壌条件などを明らかにし

た。

早生樹種の生産量”についてみると， ，Albizziaf aka却では林分による生長量や現存量の差が

大きく，平均化しにくいが3年生で樹高15叫現存量70tonβm，材積で 220m8/haであるが

10 年生では 300m8~a に達している o Gmelina arboreaでは適地性が大で，各国での生長も良

川 6年生で樹高19.5 m,材積は 250～300m8／.凶となっている。 Leucaenaleucoゆha/aにつ

いては調査資料も多く，フィリピYでは各地で植栽されている。現存盆は 9～50m切羽／yrとい

う差があり，土壌の良否により生長が極めて左右されるω 本樹種については間伐による効果が認

められた。創的o却1haluschinensおも東南アジア各国で植栽されており，陽樹のため道路端での

生育や水分の多い低地では純林でみられる。樹高生長は7年生でUm，胸高直径14cmに遣し，

地上部現存量99.Stonβ砲で幹材積 257m引m，低地では 348m明m を示すζとがわかった。マ

ツ類についてもケシヤマツ，メルダシマツ，カリピアマツ，エリオッティマツ，オーカルパなど

が造林対象となっているがケシヤマツでは 20年生で現存量 148tonβ叫幹材積280m8/haでわ

が国のアカマツより大きな値となっている。

以上のように早生樹種の生産量は大きいが，平均伐期齢は 10～15年であるために，再造林の

繰返しによる土壌の悪化が憂慮されるので今後はこうした面からの調査が必要となろう。

とれまで実施してきた生産量調査地で土壌調査をおとなったところ LeucaenaIencoゅ，haJaで

は火山性丘陵地では風化が進み，強酸性で塩基含有量の低い火山灰を母材としているところの造

林木の生育は悪い．しかし，丘陵地の上部弔坦面で生育の良いところでは塩基含量が高く，有機

物含量の多い Anthropicepipldon （褐色表層）が発達している．斜面中腹の生育が極めて悪い場

所では表層が削剥されて化学性の劣悪な下層土が露出している。このほか生成土壌と生育の関係



-205ー

も明らかにされたので，その後他の樹種についても実施中である。

つぎに長伐期樹種による人工林についてもその特性を知るととが必要であり，調査の結果，造

林可能な樹種として次のようなものが示された”。ホワイト・メランティ・グループ （S初rea

a悶 nica,S. 'ta.lura, S. hypochra, S. seriseiflora, S. brae陶 lata），レッド・メランティ・グ

ループ （S.cu付isio，志向砂rclados,S.均rosula）ホピア・グループ（Heφeaoゐrata,H.fi抑制，

パティカ・グループ（Vaticaodorata），ドリオパラノプス・グループ（D:η,obalanψsaromatica, 

D. ablm唱ifolia），その他マメ科の Pteroca,仰，針葉樹の Araucaria,・ Agath仏 Po.ゐωゅω，

チータ，マホガューなど．

フタパガキ科樹木の開花期とその特性については標高が商くなれば開花期はおくれるがマレー

シアでは3月から6月上句と 9月から 12月の2回花候があり雨期に符合する。種子の成熟期聞

は概して 2～5カ月であるが発芽種子は 5%以下と少ない。この原因は，生理的脱落，気象，虫

害である。フィリピンでは上記より約1カ月早くなるが，いずれも種子の寿命が短いため，外見

上種翼の褐変が進み，種皮が褐色になった頃に採種する”なお主要樹種の種子貯蔵と発芽につい

て実験がおこなわれたほか，発芽生理についても究明された”。

育苗については裸根首の移植を試みることにより S加reataluraで可能性が見出され，育首

つ方法を変えることにより他の樹種でもポット苗からの脱却をはかれることが推定された”。山出

苗については移送中の根系の乾燥が活着率を低下させるので，乾燥防止の方法が考えられる一

方，裸根苗の活着率を向上させるために植物ホルモンの適応と施肥がおこなわれ，施肥による効

果が認められた。

以上のほか特定樹種による育苗上の問題点が取上げられ，また，さし木による増殖法の確立に

ついても実施された叫が主要樹種についての成果を体系的に取まとめるまでには到らなかった。

本研究ではそのプロジェグト期聞に限りがあったため，基本的な事項ではあるが取残したととも

多く，例えば関花結実に関しては環境もしくは生理的な個体間差違や開花時期の遣い，未成熟種

子の落下防止と成熟化，種子の長期保存法と発芽処理，また育首についてはフタパガキ科樹木の

養首法の確立，樹種による造林法の検討など多くの課題があるが，早期に人工林造成技術の概要

を組立てることが大切である。

3. 特用樹種の育成

熱帯から亜熱帯にかけての低海抜地域には連軸型のタケが生育している。こうしたタケ類の生

育環境が調査され，緯度，標高，気温j降水量，土壌，地形，照度などによって種類による分布

と生育状況に生態的な違いのあることが明らかになった”にとくに代表種の1つである :&11ゆusa

m必"arおの生態と特性調査をおこない，タケノコの発生時期と発生パター yのほか，稗の形状，稗

長と胸高直径，稗の乾重量と D唄など相関々係が求められた。また熱帯性タケ類と温帯性タケ

類の生長比較をおとなったところ前者の生長の大なることが明らかになった。また地上部現存量

は熱帯産タケ類が同一胸高直径の温・暖帯性タケ類の2倍にあたる 70～150t<?n/haを示した。

つぎに熱帯産タケ類の噌殖方法としてさし木が最適であることを証明し，実生首よりも繁殖力の
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大きいことが明らかになった。さらにさし木の場合の材料採取時期，さしつけ方法などが明らか

にされた。

つぎにロタ νの種子の取扱いや苗木の生長が示され5>, Ca.lamus mananの種子形態と発芽の

組織学的研究が進められた。ロタ yの生長については生態的な観察のほか各種の明るさで育てた

首木の生長状態を直径，乾重量，葉面積などから求めたところ，暗い場合は1年聞に 30%の首

木が枯死した。したがって林床を明るくすることにより人工植栽の可能性が見出された。

4~ フィリピンでの森林病虫害の発生生態と防除

フィリピyのケシアマツ林では争scalligr羽,Phusの被害が 1958年頃より始まり，その原因が

焼畑，採草地の火入れ等による火事の被害木にあることがわかった。これは乾燥広より林木が生

理異状をもたらせ，これがキタイムシの攻撃を受けやすくするからで，防除法としては被害木の

伐倒，剥度，焼却のほか薬剤散布，餌木による誘殺によるととができる．一方生態的防除として

は林分構造の複雑化，除間伐の実施，防火樹の噂入などがあげられるω。

首畑および造林地の病害については 49樹種から 73種の病害が見出されベ主要なものに苗立

枯病，オオパマホガユーの茎枯病，白絹病，ルセナのこずえ萎凋病，マツ薬，黄葉病，チータの

さび病，うどんと病，すす病，カトアンパyカルの線毛褐斑病，ナラの褐斑病と黒ゃに病があ

り，との中にはそルカ Yソーの黄葉病菌のごとく新種も発見された．また苗畑植物の寄生線虫に

ついては 12樹種の苗木の根とその周辺土墳から 10腐の線虫を検出した。このうちラセシセ Y

チュウ腐の股l加宅ylenchusψの分布が広く， 14首畑中 10首畑の9樹種から検出された．つぎ

に造林地の病害では赤衣病，ハンノキ類さび病，マツの林地根腐病，ユーカリの斑点性病害など

があった。立木に対して伐倒丸太ではキタイムシ科，ナガキタイムシ科，カミキリムシ科，ゾウ

ムシ科，タマムシ科，ツツシ Yタイムシ科などの害虫が材に穿入または樹皮下に産卵し，やや遅

れてナガシンタイムシ科の成虫が材内に穿孔する。ところが樹度下キタイムシとゾウムシは内樹

皮に穿入食害するため材への被害はない．その他，カミキリムシとタマムシなどに勺いても調査

をおとなったが，アンプロシアキfイムシの習性から被害と防除について詳細に調べた。種子の

害虫についてはフタパガキ科樹木の種子が成熟過程中にどのような加害経過をたどるかについて

究明した。なかでもカプール種子とケラダン種子については消失経過と未成熟原因が明らかにな

った。

人工林の増加や単純一斉林が各地で見られるようになると，それまで天然林内で自然淘汰され

てきた病虫害が一時に発生する可能性は高いので生態防除を考慮した人工林造成もまた見逃すこ

とはできないといえる。

そのためにも幅広い研究が進められ，安定した森林資源が保持されるべきである。

（内村悦三）

文 献

1) KAWAHARA, T., KANAZAWA, Y. and SAKUYAI, made forest in the Philippines. 日；体誌 63

S: Biomass and net production of man- (9), 320-327 (1981) 



2) KOBAYASHI, T. : Notes on the Philippine 

fungi parasitic to woody elants (1～4）日

本菌学会報印刷373～381(1978), 20(3)299～ 

303 (1979), 21 (3), 311～319 (1980), 22 (3) 

301～310 (1981) 

3) 真宮靖治：フィリピYにおける蘇林病虫害関

題の現状，森林防疫(12),5～9 (1977) 

4) MoMosE, Y. : Vegetative propagation of 

Malaysian frees. Malay For, 41 (3) 219～223 

(1979) 

5) MoRI, T. : Physiological studies on some 

dipterocarp and rattan species of Penn in・ 

sular Malaysia as a basis for artificial re・ 

generation. Final report, FRI/TARC 101 p 

(1979) 

6) OsuM1, Y. : Site classification for the effec・ 

tive land utilization based on soil in Mata 

Ayer Forest Reserve. Final Report FRI/ 

.TARC 176 p (1979) 

7) SASAKI, S. : Physiological study on Malay・ 

-207-

sian tropical rain forest species. Final 

report FRI/TARC 181 p (1978) 

8) SoMEGO, M. : Cytogenetical study of the 

Dipterocatpaceae. Malay For. 41 (4), 358～ 
366 (1978) 

9) TAMARI, C, DOMINGO, I. L., JACALNE, V. & 

ABRAHAM, F. : Basic studies for Diptero・ 

carp-forests’regeneration in the Philip~i • 

nes, Final report UPCF /TARC, ・ 71 p (1980) 
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Philippines. Bull. of the For. For Pro: 

民es.Inst. No. 301 79～118 (1978) 

11) WAKI, K. : Some studies on the forest soil 
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12) 熱帯農業プロジ＝グト：熱帯地域における宵

l林技術に関する研究ー熱帯林における更新技

術の開発ー．熱帯農研集報No.43 228p (1982) 

5. ，農林漁業にお砂る環境保全的技術に関する総合研究

1. 目的

昭和30年代後半から 40年代中頃にかけてコ日本経済が著しく成長し，それに伴い諸産業も急速

に発達した。その半面空気，水，土域などの汚染が発生し，生物環境に対するさまざまな公害問

題が指摘されるようになった。このような背景のもとも農林漁業は自然および人間環境の保全

という立場から見直しを行い，生産機能との調和を図る必要に迫られた。

そこで昭和48年から 52年にかけて林試を含む農林水関係60場所が参加して「農林漁業にお

ける環境保全的技術に関する総合研究」（以後環境保全と略称する）が行われた．この研究は農林

漁業の環境保全機能をできるだけ計量的に解明しこれを生かす方途を指敵すること，農林漁業技

術についても環境保全面からの再評価に基づく代替技術を提示すること，農林漁業を中心とした

新しい土地利用において，環境保全の立場から科学的指標や考え方を明らかにすることなどを目

的とした。

その後，環境保全研究の成果を踏まえて，農林水産業自体が多くの点で国土の資源と環境の保

全に役だっているという事から，林試を含む農林関係10場所（委託を合む）で昭和57年から「農

林水産業のもつ国土資源と環境の保全機能およびその維持増進に関する総合研究」 （以後国土資

源と略称する）へ進行し，昭和62年まで研究継続の予定である。乙の研究は外部イ yパダトによ

って農林水産生態系の保全機能がうける影響を定量的に評価し，保全機能を維持増進させる謝野

の開発を目的としている。
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2. 研究経過

「環境保全」研究は，農林漁業のすべての分野にわたる広範な問題であるので，総合的視点か

ら解析，評価するためシYグタ ν夕方式を採用し，問題別地域別に環境保全研究会議を設けて研

究の効率的促進をはかった。研究問題は農林漁業の機能の評価と増進に関する問題と家畜排池物

の処理問題に大別された。林試では前者の問題については地域森林生態系の実態および施業によ

る生態系の変動，都市化に伴なう都市近郊林生態系の変動，森林生態系内の重金属分布，林地に

おける水土保全機能，林地の気候緩和，大気浄化，防音，鳥類保護などの機能，水系における耕

草林地の総合的保全機能，環境保全指標の設定，林地の土地利用櫛荷と管理方式，農林漁業空間

と地域開発手法などの分野を担当し，後者の問題については家畜ふん尿の腐熟化および首畑，林

地における施用技術の確立を担当した。林試で「環境保全」研究に参加したのは本場の経営，造

林，土壌，保護，防災の各部門と北海道，東北，関西，四国，九州の各支場および浅川実験林で

ある。

一方後発の「国土資源」の研究は林地における洪水防止，崩壊防止，保健休養の諸畿能に対す

る外部インパグトの影響や，林地が持つ環境保全的諸機能を増進・向上させるためにはどんな施

業を行ったらよいかなどの分野を目下担当している。林試でこの研究に参加しているのは本場経

営部，土壌部，防災部，林産化学部および四国支場である。

3. 成果

〔環境保全－1，農林漁業の機能評価と増進〕

(1）地域生態系の実態解析

1) 森林施業による生態系変動

表日本型プナ天然林およびヒノキ人工林の調査で，栃木県高原山地区の関東・中部の表日本地

区にくらべ表日本型プナ林の領域の下降が著るしかった。また土壌をよく緊縛する植生はスゲ

類，ササ・タケ類，シダ類であり，林木では針葉樹より広葉樹の方が表土保全機能が高い傾向に

あった。プナ伐根（径40cm）の測定例で伐採直後30トンの引き抜き張力があったものが10年

後にほとんど張力がなくなっていた。烏の営巣材料に林内のコケ類が関係するとと，冬の越冬昆

虫期が人工単純林より混交林や天然林で豊富であり鳥類にとって安定した生態系であること，さ

らに林縁にヤプや低木類を残すととが鳥類生息に望ましいことなどが明らかにされた．落葉量，

落葉分解，可給態養分の季節変動を調べた。土壌水および溶存成分の動態は林相による差より徴

地形による差が大きかった。北関東各地区の土壌の特徴を把握すると共に，プナ天然林とヒノキ

人工林の土域生物相の違いから，土境内での生物活動を様徴する指標生物の抽出の可能性を示唆

した。水収支調査では樹冠遮断量，地表流出量，林地浸透能などがプナ天然林とヒノキ人工林で

異なること，火山灰土墳の林地の中間流の速さが森林の種類より土層の構造に影響されることな

ど，また地表変動調査では森林は山地崩壊，山地土壌侵食いずれにも軽減効果があることが認め

られた。

北海道の針広混交天然林に伐採および伐跡地の人工林化という外力が加わった場合，林床植生
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は一時的に減少するが，現存量の回復は早く，伐採翌年の生長期においては伐採前の 38%まで

回復した。土壊の性質に影響を与える落葉落枝量は針葉樹・広葉樹ともに9月下句～10月下句

で最も多く，年間落葉落枝量は閉鎖した針葉樹人工林のそれと同等かかっ上回る量であった。乾

物・養分の年増加量に対する落葉による林床への落下率は，乾物・窒素ともに針葉林と広葉林で

差がないと計算された。しかし針葉は広葉より分解しにくく林床上に Ao層として厚く堆積する

ため，土壌中への養分還元は針葉樹の方が遅くなる。皆伐により日射量，夜間放射量，気温較差

日照時間，雨量，地中温度などは増加した。天然林を皆伐すると草食性のエゾヤチネズミが増加

するが，地ごしらえ，下刈などもネズミ類の生育条件に影響する。天然林を皆伐して一斉大面積

造林地を造成した場合，食物条件や天敵類の活動など害虫に働く環境抵抗の圧力が低下し，害虫

大発生の危険性が高くなると思われる。

東北のプナ天然林の暗色系褐色森林土はプナ林伐採によって表層の有機物が急激に分解し，一

時的に表層土に塩基が富化するが，一方表層土は緊縛化し透水性が低下した．伐採跡地では植生

の繁茂が著るしいが， トラクター運材や放牧の影響をうけた所では回復が遅い．伐探による養分

循環系の破壊が林地に悪影響を与える危険性がうかがわれた。林内雨量，樹幹流下量，地表流下

量などを調査した．流出土砂量は降雨強度と関係し，地表変動は地表撹乱の程度が大きいほど大

きい傾向があるが，重度撹乱以外では比較的植生回復が早く，流出土砂量は皆伐直後にくらべ急

滅する傾向があった。プナ天然林を伐採すると豊富な鳥類相は一時的に皆無状態になり，幼齢林

では草原性や林縁性のものが多くなり森林施業が烏類相に大きな変化を与えることがわかった。

・ネズミの種類は天然林，伐採跡地，スギ幼齢人工林で変化があった。

四国の針葉樹人工林で二段林施業の場合の光環境，林床植生量，－純生産量，物質傭環，地表変

動，土壌などを調査し一斉造林地と比較した。上木がスギの場合とヒノキの場合で間伐後の照度

の経年変化が異なるので，複層林施業の林内更新および保育の指針を固めていく上で参考にすべ

きである。樹冠が閉鎖している場合，複層林の業量は単層林の葉量とほぼ同じ値を示し純生産量

も単層林と同程度の値が得られた。地表変動は傾斜の急なほど明らかに大きく，また間伐強度別

にみると林床植生；の少い弱度間伐区が強度間伐区より大きかった。

九州の照葉樹林およびスギ人工林の調査で落葉量の季節変化パターνは常緑広葉樹林では春

型，落葉広葉樹林およびスギ・ヒノキ林では秋型であった。落葉落技中の養分量に対するAo層

中の養分現存量の割合を養分残存率とみなして試算すると窒索が最も高くカリが最も低かった．

9ターパッタで測定した養分の消失率と対比すると，消失率の大きいカリは・Ao層での残存率も

小さく，消失率の小さい石灰や窒素は Ao層での残存率も大きい傾向がみられた．水収支を照葉

樹林とスギ人工林で比較すると，樹幹流下量（率）はスギ林で商く，地表到達量（率）は照葉樹

林の方が若干高く，樹冠遮断量（率）は両試験地問で顕著な差がなかった。皆伐後の植生は 1～

2年後で急激に侵入し回復は早い。皆伐後の表層土壌の理化学性の変化はいずれも 20～'30%程

度であり，照葉樹林とスギ人工林では差が見られなかった。照葉樹林を皆伐した場合の地表流出

土砂量は，皆伐後3～5ヶ月すなわち梅雨期から夏の聞に皆伐区では保残区の3倍以上の表面土
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砂が流出した。しかし樹種，林相の違いによる差はあまりない事が統計的に推察された。天然林

を皆伐して人工林化することにより植生が単純化し，昆虫群も単純化する傾向が認められた。

2) 都市化に伴う都市近郊林の生態系変動

京阪神一帯の低山帯で人為の影響をあま．り受けなかった森林と破壊からの回復過程にある林分

．を調査した．土壌はいずれも容積重がかなり大きく，都市近郊林では見かけ上植生が安定してい

ても土壌はまだ未熟であり，過去に土壊の破壊があった事が考えられた。また土壌水分の pF価

の変化および穆透能と降水との対応状態からも，森林破嬢ー林地荒廃ー施エー森林機能回復過程

を把握することは可能と考えられた。

3) 重金属が林地生態系に及ぼす影響

公園緑地および社寺境内の酵苔類と土壌の重金属含量を調べた。土壌に含まれる鉛，カドミウ

ム，銅，亜鉛の量はいずれも濃度の変動域が広く，重金属による土壌汚染の箸るしい所もある。

銅は工場の多い地域に限らず住宅地域でも含有量の高い所がある。他の3種の重金属は住宅地域

での濃度が比較的低い。蘇苔類の体内に含まれる銅と亜鈴は土壌に含まれている濃度より商く，

吸収濃度があるものと考えられた。土壌中の重金属濃度が高くても必ずしもそとに生育する植物

体の重金属含量が多いとは限らない。広葉樹林内のカドミウムはん層に多く分布していた。と

れは他の養分とともに落葉→分解→土壌→林木の再吸収という循環が行われたものと推定され

た。汚染地区ではミズナラの樹度のカドミウム濃度が商くシイタケ原木としての利用は検討を要

する。また汚染地域でシイタケ原木としてのコナラ，クヌギ造林は一考を要する。

(2) 環境保全機能の解明

1) 林地における土地保全機能

南部温帯林で林床植生や溶葉落枝による雨滴浸蝕と地表流下水の減少，土壌孔隙の増加による

浸透水の増加，樹冠の降雨遮断による降水量減少などを調べた。北海道の森林では林道法面，作

業道，石炭露天堀跡地などで調査を行う一方，森林の山崩れ防止機能として根のせん断抵抗の実

験を行った。東北のプナ天然林地帯では無雪時に大型機械を導入すると作業道などのかなりの部

分が裸地化し，搬路ではガリ浸蝕が発生し伐出後2年聞は土砂が多量に流出することが示され

た。照葉樹林とスギ人工林で伐採による流出土量の変化を調べた。

2) 林地における水保全機能

草原や牧草地の最大浸透強度は針広混交天然林の 1/5～1/10;30cmまでの表土層の重力水の

最大貯溜容量も 1/3であった。天然林地の地表はその凹凸によって大きな貯水容量を持つ。プ

ナは樹型が杯状で樹度が平滑であるので樹幹流下水が比較的多く，しかもそのほとんどが土壌に

浸透してしまう。プナ天然林の平均地表流出率は約1'%，大雨時でも約2%であった。スギ，ヒ

ノキ人工林で皆伐・更新の繰り返し回数と散水型浸透計による浸透能との聞で明瞭な関係は見ら

れなかった。スギ人工林の樹冠遮断率や樹幹流下率は照葉樹天然林より大きか傾向があった。

3) 都市に対する林地の気候緩和機能

気温におよぼす樹林地の影響はそれほど広範囲ではないので，樹林地の都市気候緩和機能とく
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に気温への効果を期待するには規模の大きな樹林地を小数設けるよりは，小さな樹林地を多数散

在させる方が効果がある。

4) 森林の大気浄化機能

浮遊粒子状物質を含んだ風が幅40～50mの広葉樹林帯を通過する聞にP過されて栓子状物質

が減少する割合は 10～30%程度であまり大きくないようである。

5) 森林の防音機能

森林の騒音減衰機能は奥行きの深い森林では明確に識別できる程度の効果を持つが，並木程度

の幅の狭い樹列ではあまり期待できない。音源側林縁付近では騒音は林木からの反射音のため増

加する場合もある．森林による騒音減衰作用は高周波数帯域で大きく現われ，中心周波数 8,000

E也の帯域の音を最も良く減衰させる。

6) 林地における鳥類保護機能

森林の中層，下層植生の有無および林床植生の多様性がそれに付随する昆虫相にも関連し，鳥

類保護機能に果す役割が大きい。

(3）耕草林地の総合的保全機能（黒川流域の土地利用と環境保全機能）

耕草林地はいずれも商い水量保全機能を有すると考えられるが，地目聞の比較では放牧草地に

若干の機能の低さが認められた。カラマツ人工林，草地，水田で測定した蒸発散量は雨量の 20

～・25%に相当し，季節的には 5～6月が最大であった。水質の変化や底生動物の変化は草地，

水固からの汚染された表面流水の流入が関係すると考えられるが，一方草地や水田の自浄機能や

川沿の林帯の機能で浄化される事も明らかにされている．以上から 1流域における耕草林地の複

合的存在は通常の草地利用や水稲栽培が行われる場合でも水量保全，水質保全にかなりの機能を

発揮する事がうかがえる。

(4）農林漁業における環境保全指標（環境保全指標の設定）

崩壊については地質・地形と並んで森林状態は有力な要因でとくに樹齢との関係が深い。 20年以

下の幼齢造林地の崩壊の危険性が大きい。地形を傾斜と斜面形の2要素に分けて測定し組みあわ

せると，地形に起因する崩壊危険度表示が可能である。表面侵蝕については傾斜が大きな要因で

20°以下， 20～30°,30°以上に区分して考える事ができる。ササの土壌保全機能は大きい。また

Ao層の土壊表面保護機能も大きい。メッシュ方式による地質・地形からみた土地および水保全

の評価については客観的評価資料が得られ，必要に応じ区分を細分するとかなり精度があがる。

水保全については木曾川流域で洪水比流量と関係ある因子は地形因子では流域到達距離集中率と

流域形状係数，森林因子では壮齢林面積率と裸地面積率，土壊因子ではB層の厚さ，－ A+B'層の

厚さおよびB層の孔隙率，降雨因子では1連続雨量と最大2時間雨量の組合せが寄与率が商いと

とがわかったe 重金属汚染に対する林野の保全指標としてはカドミウムを中心に林野の平均的自

然ふ存盆および特殊母材の自然ふ存量を基に 5段階に区分した。

(5）環境保全的土地利用技術と管理方式

1) 林地における土地利用技術と管理方式
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腐植の分解促進や養分循環の円滑化の観点から針葉樹林に広葉樹を混交させることは望ましい

ことで，林分の健全性を維持することは経済的にも環境保全的にも重要である。自然環境きびし

い所では皆伐の場合でも伐区面積を5ha以下とし，更新は母樹保残の天然下種更新か漸伐・択伐

的取り扱いにより確実な更新を図る。スギ・カラマツの人工造林は土地条件の良好な所に限る。

皆伐の環境へのインパグトはかなり一時的なもので，正常な更新・保育施業が行なわれるなら

ば，人工林であっても環境保全機能は十分発揮され，特に商齢林では天然林に比較しても劣らな

い事が推測されることから，今後の人工林施業は施業単位を立地条件に応じて小面積化し，樹種，

林齢，林型の複雑化を地域的に実現する方向をとることが環境保全的施業としての皆伐施業体系

を確立するととになろう。急峻多雨の条件下で人工林の複層林施業を進めるととは皆伐一斉林よ

り環境保全的にも地力維持的にも重要である。保全面からみて今後の森林施業の具体的方向とし

て長伐期高蓄積森林の造成，小面積施業，天然林施業の充実，非皆伐施業の確立などがあげら

れ，また人工林施業の再評価も重要な事である。関西の都市近郊林の造成ではスギ・ヒノキの造

林から広葉樹の導入を図るか，または直接広葉樹を造林するが，立地条件の悪い所ではアカマツ

林から広葉樹林に転換させてゆく。荒廃林地では根栓樹木による早期緑化から恒久的な樹種に転．

換させる。林分維持のため禁伐を原則とし，場合によっては耐陰性樹種の下木植栽が考えられるよ

2) 農林漁業空間と地域開発手法

森林資源利用の社会的制御と負担および過疎開題と関連して山村集落の再編整備のあり方を検

討じた。森林保全の社会的制御は森林機能がいかなる地域社会と関連するかという事を出発点に

おいた。調査地域は森林の経済的機能のほかに公益的機能が大きいから，森林は保全されるべき

であるとい農村社会と関連の深い森林機能にも注目して保全対策を講ずべきであると提起した。

森林機能は現代社会の福祉に対して種々の効用を発揮し，絶対必要なものから，個々の好みを反

映したものまである。レクリェーション等個人好みの大きいものは受益者負担原則が望ましい。

〔環境保全一2，家畜排地物の処理利用〕

(1) ふん尿およびその処理物の利用

家畜ふん尿のきゅう肥化について水分調整材料として木質物とくにオガタズを混合し堆積した

結果，比較的容易にきゅう肥化を進めることができた占オガタズの混合割合は3～4割程度で通気

性を良好に保ち， 4～5ヶ月程度堆積するのが望ましい．易分解性のふん尿と難分解性の木質物

では堆肥化の条件や速度が異るので，今後木質物の腐植化に重点をおく研究が必要である。木質

物から抽出され易いフ zノール性酸は植物の発芽や生育を阻害すると思われるが，堆肥化の過程

で抽出され易いフェノール酸は少くなり，生物テストの結果からも阻害性が軽減あるいは全くな

くなる傾向がみられた。首畑および林地において，家畜ふん尿の化学肥料代替性について検討

し，さらに適正施用量と施用限界量を暫定的に表－1，表ー2のように定めた。

【国土資源〕

国土と自然環境の保全の立場から既往の成果の体系的整理を行い， りそートセ YシYグによる

計測手法の適用の可能性や新しい評価手法などの検討を行なった．森林の水土保全機能，保鰭休
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表 1. 家畜ふん尿の首畑施用基準量（暫定）
(10a年当り）

適正施用量
畜 種

年 年単年度連 年

乾 燥 鶏 ふ ん 1,000kg 700kg 1, 500kg 1,000kg 

オガグズ入り豚ふんきゅう肥 10 t 5t 20t lOt 
（実質豚ふん5t) （実質豚ふん 2.5 t) 

オガグズ入り牛ふんきゅう肥 10 t 2t 20t lOt 
（実質牛ふん5t) （実質牛ふん

表 2. 家畜ふん尿の林地施用制基準盆（暫定）

畜 種

10a当り

限 界 施 用 量

地表散布｜植栽時

木質廃材入り鶏ふんきゅう肥 I 100～1,000kgl 5～6t I 2t lOt 

20t オガグズ入り牛ふんきゅう肥 I 1 t I lOt I 2t 

＊＇林地施用の場合には通常 1聞の施用で2～3年間分を施用するものとした基準量を示した。

護機能の実態を調べ，とれら機能に及ぼす外部インパグトを摘出した。さらに個別環境保全機能

が乙れら外部イ Yパグトたとえば都市化，工業地区の拡大，採石，ゴルフ場造成などによりどの

ように変化するかを計量的に把握し，それを総合化し，流域を単位とした機能図や予察図の作成

が予定されている．環境保全機能の維持増進を狙った森林の管理・保全技術としては複層林施業

の導入が考えられ，とれによる土壊の変化，水土保全機能の変化が調べられている。

4. 今後の展望

森林施業が適切であれば，施業に由来するイシパグトも森林生態系の持つ環境容量の限界内に

収まり，水土保全その他の公益的機能を損うことなく木材を保続生産する事が可能であると思わ

れる。一般的に環境保全上好ましいのは長伐期の非皆伐施業により複層林型を維持する事と考え

られているが，今後の森林は今まで以上に木材生産林として，あるいは環境保全林として期待が

高まり，それぞれの地域の気候風土にあった，また木材需要に応じた多様な森林の存在が必要で

あり，たとえば長伐期林と短伐期林，針葉樹林と広葉樹林，単純林と混交林など各種の組み合わ

せによる経営が求められるようになるであろう。そこで多様な森林状態のそれぞれの容量限界を

地域毎に立地条件毎に具体的に把握しておかないと，生産活動が活発になるに伴い限界をζえた

イyパグトが加わる森林も出てくる危険がある。

各種の条件に対し安全に対処できるよう従来の成果を整理し，足らざる部分を補い，容量限界

の具体的把握を指向した研究がさらに展開されるととを期待する． （原因 説）
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6. 海岸林の環境保全機能の維持強化技術の確立6)

1. 研究の背景とねらい

わが国には 10数万haの海岸防災林があり，飛砂防止，防風防霧，塩害防止，高潮・津波防

止などの重要な環境保全機能をはたし，後背地を守っている。ところが，近年，都市に近い海岸

一帯の開発が進み，海岸に隣接して住宅，工場， レジャー施設などが設置され，あるいはこれら

の用地として伐採されて一部が欠損したり，幅の狭くなった海岸林が見られるようになった。そ

のなかには，林分が損傷したり衰退し，あるいは各種の病虫害が発生して環境保全機能が失われ

ている林もあり，機能維持強化のための管理方法について総合的な調査研究が強く望まれていた。

そとで，全国海岸林のなかから環境変化の影響を受けている，表－1に示したような4か所の

海岸林を選定し，自然環境，土地利用形態および林況の実態を調査し，海岸林に被害を与えてい

る気象，病虫害などの自然的要因，工場の進出やレジャーなどの人為的要因について解析した。

さらに，保全機能の定量的測定を行って最適林分構造を判定し，それに誘導するための具体的手

法を現地試験で究明することによって，海岸林の環境保全機能を維持強化するための指針を作成

することを目的として研究を行った．

表－1 海岸林の概要

所在地 寝岸 海 岸 林 開 発 fl 為 楓 長さ

北海道 日本海 石狩カジワ林 工業港，放水路等 500～800m 15km 

山形県 日本海 酒田グロマツ林 農地，宅地，工業港等 500 34 

茨斌県 太平洋 東海村クロマツ林 原子力研究所，発電所等 800 6 

宮崎県 太平洋 ーツ葉クロマツ林 ゴルフ場，ホテル，動物園等 800 16 
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2. 研究経過と成果

との研究は，環境庁国立機関公害防止等試験研究貨によって，国立林試の本支場と県林試の33

研究室が共同して昭和54～58年にわたって行ったもので，研究成果の概要は次のとうりである．

(1）各海岸林の実態

日本海に面する石狩，酒田の海岸林では冬季に NWの強い季節風が吹き，海岸林の効果が発

揮されるけれども，逆に林が被害を受けるととにもなる8,9,18,ZO，刻。東海村と宮崎ーッ葉海岸林で

は冬季も内陸からの風が卓越し，強い風は台風に伴う暴風であるz,>o

土壌は層位の発達しない未熟土（砂）であり2ヘ全炭素，全窒素および可給性リ Y酸が少なく

栄養分に貧しい。しかし，汀線から内陸に向うにつれて表層の有機物が増加し，ず土壌化が進んで

細孔隙が多くなるUII）。石狩や東海村海岸では問地があって地下水が高く，とのような所では疎

林になるか全く樹木が生育しない18)0 汀線に近いほど塩風の影響を受け，土壌条件も悪いので，

Fロマツ林，カシワ林ともに前縁に近いほど枯損によって本数が減少し，樹高も低い．内陸に入

るにしたがって樹高が高くなり17,20），グロマツ林では優勢木と劣勢木の分化が進んでいる。カシ

ワ林では構成樹種が多くなるとともに，うっ閉の度合も強くなって滋木層，林床植生の構成にも

変化が現われている。全体に栄養分が少ない砂地であるから林木の生長は悪く，クロマッ林の場

合，かなり内陸に入った部分でも年に 10～・20cmの樹高生長しかしない所がある。

各海岸林とも 10～20年前後から開発が集中的に行われ，工場の進出で裸地化した所や農耕地

で列状防風林が伐探された所に飛砂の被害が発生し，海岸近くに残された幅の狭い林帯に衰弱が

見られた。

(2）海岸林の環境保全機能に影響を及ぼす各種の要因

各海岸林に被害を与えている気象的要因は強い塩風と飛砂で，暴風の後にはグロマツやカシワ

の薬が褐変枯死L,9,18むその範因は石狩，酒田海岸では林の前縁から 300mに及ぶことがある。

石狩海岸では放水路開削面にもカシワやイタヤカエデの被害が見られた則。グロマツの棄の褐変

枯死は飛砂が衝突したり，風による樹体の動揺で針葉が相互にとすれでできた傷から塩分が侵入

して生理的障害を起こすことによるものであることが実験的に証明された”九さらに傷口からの

蒸散も影響するものと考えられる。石狩海岸では雪が林内に吹き溜って生ずる雪害による偏僑樹

形も見られた。

各海岸林には，表ー2に示したような各種の病虫害が発生しているが，まつくい虫を除いて広

い範囲に致命的な被害を与える可能性のある病虫害は見当らない12)0 っちくらけ病は東北地方の

グロマツ・アカマツ林に広く分布し，部分的には致命的な被害を与えている“”。

海岸林の生長と健全度に関連して針葉の形態，針葉中の含水率，成分濃度の外，木部圧ポテν

シャルz’L浸透ポテンシャル舗｝，水ストレス等が測定され，多くの知見が得られた。

グロマッ林の一部では除伐・間伐が行われないために健全な生育がさまたげられている。酒田

海岸の 50%間伐林分では無間伐林分に対して 1.8倍の枝匙 1.7倍の禁量があった。また，間

伐後に発生した枝盆は無関伐林分の2.8倍，葉量は2.7倍で，間伐は樹間層を厚くすることがわ



-216-

表－2 海岸林に見られる病虫害

海岸林 病 害 虫 、書

石狩カシワ林 ｜ カシワ胴枯性病害，カラマヅ先枯病， ｜ ハマキガの 1種，ゾウムジの 1種，オ

暗色雪腐病 ｜ オアブラムシの1種

酒田クロマツ林 ｜っちくらげ病，薬さぴ病，業ふるい病，｜ マツバノタマバェ，マツカレハ，マツ

業枯性病害 ｜ キポシゾウムジ，しんくい虫類，まつ

くい虫

東海村クロマツ林｜ ディプロディア病，芽状てんぐ巣病， ｜ マツカレハ，しんくい虫類，まつくい

漏脂性がん租病 ｜ 虫

ーツ業グロマツ林｜業ふるい病，班点性病害 ｜ マツバノタマバ:::r.，マツカレハ，しん

くい虫類，まっくい虫

かった。その効果は 2～3年で現われ始める。東海村，宮崎のグロマツ海岸林では落葉採取によ

って立木の生宵が悪くなり，宮崎海岸林では広葉林の侵入がさまたげられていることがわかっ

た。しかし一方で，落葉を適度に掻き取った林には菌根菌が多くなり， Fロマツが健全になる乙

とが示唆された。東北地方では，焚火跡， ピエールなどの廃棄物を燃やした跡にっちくらげ病が

発生したり，樹幹を途中で切断したために衰弱した林分にまつくい虫などの寄生が見られた。

(3）海岸林の環境保全能力の評価

グロマツ海岸林に吹きこんだ風は林前線から 20～30mの聞に著しく減殺されu＞，カシワ林で

も風速は林前縁から減少して 170m付近で一定になる。したがって，機能だけを考えれば防風の

ためにはそれほど広い幅の林帯は必要がない。このことは理論的にも証明された．

ダロマツの単位重さの葉に捕捉され．る空中塩分量は林の前縁から内陸へ肉って指数関数的に減

少しn，薬量も関係するので林分の捕捉量は前縁から 100～200mの距離で最大になることがわ

かったE的。それ故，塩分捕捉のためには林帯幅は広いほどよいが，前線に近い幅 100～200mの

部分が特に効果的に作用することになる。海岸線に平行に林帯に切れ目があると後方の林帯の前

縁付近で捕捉量が再び増加することから，比較的狭い林帯が何列か海岸線に平行に配列されてい

る場合には，全面的に林になっている場合とほぼ同じ効果を発揮することがわかった。塩分嫡捉

量は葉量に比較して増加するので，樹冠層の厚い林が効果的である。それと同時に，あまり密で

ない林分の方が樹冠の聞から塩風が下方まで侵入して塩分が多く捕捉されることもわかった”‘

樹高が5～6mのグロマツ林では 4000本/ha程度の密度の林が最も効果的に塩分を捕捉する

11)0 空中塩分捕捉には前縁付近まで樹高の高い，四角な横断面形の林が効果的であることがモデ

ル計算によって示された川。林に塩分が捕捉される結果，林の風下では空中塩分濃度は減少する

が，その範囲は東海村海岸林の場合には樹高の 25倍であった。

飛砂防止のためには砂地が砂草や林で覆われていればよいわけであるが，林帯の聞が砂地の場

合には，林の風下で砂が飛び出す限界風速5～6m/s以下に減速できる幅があればよいので，それ

ほど広い幅は必要ないととが計算によって示された。以上の結果を総合すると，各海岸林の縞，
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図－1 グロマツの無間伐林（20年生）と間伐林（19年生）の

枝葉量の垂直分布（酒田海岸林）

樹高はおおむね適当と評価されるが，前線部分の樹高をさらに高めることが望ましい。グロマツ

林の一部には過密な部分があり，カシワ林には過疎な部分があるので，将来的には除間伐あるい

は補植などの手を加えるととが望まれる。

(4）海岸林の環境保全機能の維持強化指針

環境保全機能からみて望ましい林分は，林前縁付近まで樹高が高く，林帯摘が広く，適度の林

分密度を保った樹冠層の厚い，つまり枝下商の低い林ということになる。酒田の既往試験地の調

査結果では間伐によってクロマツ林の枝下高が低くなる効果が明らかに認められた（図－1）。各

試験地の結果G.17.18）を総合すると，枝下高 Ha，樹高 H，最大樹高 Hmax，密度ρの聞には， Ha=

Hー（Ap-111+B）・H/Hmaxの関係のあることがわかったぺ東海村では間伐と施肥が直径生長に

対して特に著しい効果のあることが認められ，砂草に対する施胞の繁茂促進効果も大きいことが

確められた”。ただし，化成肥料は数か月で流亡して効果が失われた。種々の病虫害に対する薬

剤試験が行われ，それぞれに対する有効な薬剤がみつけられた。現地試験と広い範囲にわたる調

査結果を総合して次のような海岸林の維持強化指針が提示された。

①前砂丘には飛砂止防のために積極的に砂草を導入する。

＠道路や諸施設の建設に伴って海側に残された狭い林帯の衰退を防止するために海岸侵食防止

工事，砂草植栽による飛砂防止，海側への新たな林帯の造成を行う．

③止むを得ず林帯前縁が伐採された場合には，防風柵などの設置によって被害の拡大防止と機

能の補完を図る。

④現在の広い林帯幅はできる限り維持する。どうしても伐採する必要がある場合には，林の前
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線の生長の悪い部分の幅および更新幅を考えて，グロマツ林では日本海側で最小限250m,

太平洋側で 150m 幅の林帯を前線に残す乙とが望ましい。内陸側には幅 30～~Om’の狭い林

帯を樹高の 10～15倍の間隔で配置する。気象条件がきびしく樹高成長が悪い看務のカシワ

林では 300m以上の幅の林帯の残置が必要である。

⑤工場などの建設により林が伐採された場合には，施設の周辺に再造林して機能の回復を図る。

⑥グロマツ林には各海岸林とも過密な林分があるが，東海村，宮崎海岸林では今のところ自然

間引きによって適当な密度と葉量を保たせる方がよいと判断される所が大部分である。間伐

を行う場合は前述の式に従って枝下高が50%程度になったときに行い，前縁付近の幅 100m

程度の林分には手をつけない．それより内陸側の部分でも 1回の間伐は20～・25%程度の低

自におさえる。カシワ林？では逆に疎な部分に植栽して林分密度を高める必要がある。

⑦砂草や林分の施肥には』速やかな流亡を防ぐために，緩効性あるいは有機質肥料肥料を使

用する。

③一部のクロマツ林では適切な保育をすれば天然更新による保続が可能であり，広葉樹の導入

も考えられる。カシワ林では人工造林による更新が最も確実であるが，ネズミの害を防げば

天然更新も可能である。

⑨現在のととろ，各海岸林に壊滅的な被害を与える病虫害は見当らないが，空中散布が行えない

ような場所では，まつくい虫による局所的被害が見られるので，拡大しないように注意する。

⑩ゴミ，産業廃棄物の投棄，焚火，幼齢グロマツの盗掘，グロマツ落葉採取の制限ないし禁

止，私有防風林の伐採・林内の砂利採取の制限を行うなどの規制措置が必要である。

(5）今後の展望

研究期聞が限られていたために，各研究課題についてさらに詳細に解明すべき点が多く残さ

れ，特に高潮・津波被害防止についてはふれることができなかった。これらを追求することによ

って，わが国の海岸防災林の取扱い方法は一段と前進することが期待される。 （石JII政幸）
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7. 都市林の実態と保全技術に関する研究

都市域における樹林地に関連する研究は，昭和40年には「大気汚染の樹木に及ぼす影響」とい

う課題が設定され，科学技術庁特調費による「公害防止に関する総合研究」の一環として研究が

進められたのが最初である。その後昭和47～51年の5か年計画で，環境庁別枠研究「農林水産生

態系における汚染物質の循環と指標生物に関する研究Jが引続いておこなわれたu 都市域におけ

る大気汚染と樹木の被害については，その後も研究が継続され，昭和52～56年にかけて「光化学

オキシダy トの農林作物の生育収量に及ぼす影響の解析に関する研究」が開始され，造1研・造

2研・浅川実験林樹木研が研究に参加した。樹木被害と生長との関連性の解析，被害機構の解析，

被害の定量化手法の開発，林木に対する被害発現限界濃度の究明等に関する研究が進められてき

た。さらに，昭和51年から 5か年計画で，林業試験場が主査場所となり，野菜試験場久留米支場

とともに「都市および都市周辺における樹林地の維持と管理に関する研究」に着手した。参加研

究室は，本場土肥研・土2研・造1研・造2研・植生研・防災 1研・気象研・浅川実験林樹木研

．北海道支場土壌研・造2研・関西支場土壌研・丸州支場造1研の 12研究室が，さらに野菜試験

場久留米支場花き育種研究室が加わり，全国的規模で都市林の実態調査を進め，特殊環境条件を

抱優し，都市林の生理生態的特性を解明し，都市及び都市周辺の樹林地自体の保全条件を明らか

にしたものである。

1. 被害実態と要因

都市の緑は様々な環境イ yパタトの影響下に置かれることが多く，形態的にも生理的にもいろ

いろな形で被害を受けている。東京を中心とした地域での調査から被害形態として主に次のよう
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な現象が観察されている。①葉の変色や異常落葉，②着薬量の減少，築面積，幹，枝の生長低下，

③梢端の枯れ，枝，・根の枯死，④結実不良，⑤病害虫の異常発生，などである。これらの現象は

相互に時間的なつながりをもっており，例えば，①の現象は初期的な被害形態で，これがさらに

進行するにつれて生長低下，枝枯れなどの現象をもたらす。こうした被害の程度は樹種によって

ちがい，特にスギ，ケヤキなど著しい．これらの樹種について関東地域について調べられた広域

的な被害状況として次の点が指摘されている1) 0 スギでは都心から 30km以内でほとんど枯死

しており，ケヤキも梢端枯れが目立つこと，北～北西方向へ約100km以内では何らかの異状が

認められ，都市化の進んだ地域ほど樹勢の表退がはげしい。これらは 1970年代の中期に実施さ

れた結果であるが，最近ではケヤキは特に都市部で樹勢の回復はみられるが，スギでは広域的に

みて回復傾向が認められず，地域によっては進行していることが関東中部国公立林試連絡協議会

の「環境汚染部会J（蜂屋欣二部会長）の共同研究結果で指摘されている＠

図－1 各調査地におけるケヤキの健全度別構成割合

ケヤキ健全度（被害度）基噂 5：健全， 4：枯れた小枝がある， 3：枯れた小枝がふえ太
い枝から小枝が出る， 2：枯れた小枝の古いものは落ち枯
枝がふえる， 1：枯死寸前

一方，都市の公園，緑地などを単位とした樹林地内の被害にも特徴的な傾向がうかがえる。図－1

は規模，構造のちがう 3ケ所の樹林地について共通樹種であるケヤキの被害状況を調べた結果

である．有栖川公園と明治神宮境内林はいずれも都心部にあり，平林寺境内林は都心から北西へ

約25km離れた郊外に位置している。これら樹林地の面積はそれぞれ 3.6,70及び 52haでい

ずれも東西南北に同程度の広がりをもっている。被害程度は樹林地問で著しく異なり，樹林地全

体でくらべると有栖川公園で最も大きく，明治神宮，平林寺の順に小さい。樹林地内の被害分布

を林縁からの距離との関係でみると，いずれの樹林地も林内に入るにつれて被害は軽微となり，

有栖川，明治神宮では林縁からの距離が約80m以内のケヤキは何からの被害を受けているが，

平林寺ではその距離が約 10mと短い。とれらの結果は，樹林地の受ける被害程度は樹林地の規

模，構造や，内外の環境要因によって影響されるとしても，林縁部で被害の大きいととは特に外

的要因の影響が大きいととを示している。

被害要因を明らかにすることは樹林地の保全対策の指針をうる上で重要なポイントであるが，

都市樹林の被害に関与する要因は多様である。図ー2は各種の要因と被害との関係をまとめたも
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図－2 被害と各種要因との関係

ので，特に都市化に伴なう環境変化，大気環境や土壌環境の悪化は生理的障害を通じて形態的な

被害現象をもたらす。また，こうして衰退した樹木は病害虫や乾燥に対する抵抗性が低下するた

めとれらの二次的被害を受けやすい。要因解析では都市環境で特に問題となる大気汚染及び土壌

について樹木被害との関係解明が中心に進められてきた。

2. 大気汚染と樹木被害

大気汚染物質のなかで SOs濃度は排出規制などによって 1970年頃より年々低下し，大気環

境の質的改善に大きく寄与していることが環境白書I）で指摘されている。しかし，オキシダント

（仇）生成の原因物質である N01，炭化水索類は改善されていない状況にある。汚染の実態は

1970年以前における SOsを中心とした高濃度汚染の時代から最近10年では仏を中心とした

低濃度広域汚染へと移行してきたといえる。樹木への影響も急性的な可視被害は少くり，慢性的

な被害や不可視被害（生理障害）へ変ってきたへ

関東地域で調べたケヤキの枝の年間伸長量（指数）の地域分布の結果ω（図3）は， SOs濃度分

布ともよく対応していることから改善されてきたとはいえ so，はなお生長阻害要因として無視

できない乙とを示している。またF 先に示したスギ，ケヤキの被害分布や別に調べたケヤキの1

枚当りの葉面積の分布，着果数の減少の地域差IS）ともよく一致している。こうした生産量の低下
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と大気汚染の関係は，年輸解析の結果から年輪幅の減少だけでなく，年輪構造の質的低下でも認

められている。即ち，大気汚染環境下では1年輪内の最大比重が減少し，材質的に軟弱な材とな

ることー九年輪幅と年輪の平均比重との積を物質生産量を表わす指標としてみると，スギの例で

は汚染地の物質生産は非汚染にくらべ 30～60%の減少であるととなどがわかったぺ

0 . ケヤキやポプラが主に梅雨明け以後異常

落葉する現象をしばしば観察する。この主。
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図－3 ケヤキ枝の伸長生長量の地域差と so.濃度

分布

（伸長虫は，比数%であらわし数値の低いほ
ど伸長盆は小さい。 S01濃度は，等濃度線で
示し，数値は年平均濃度×10-8ppmである。）

原因が仏であること，落葉は日：最高 Ox

O.lppm以上で発生しやすいことなどが実

態解析で明らかにされ，実験的にも裏付け

されたぺ

形態的な被害発生を伴なわない場合でも

大気汚染が生長量の低下をもたらすととが

後に示すポット苗の FAC法制叫による現

地試験から明らかにされた。この結果は，

不可視被害の存在を実証したもので最近の

低濃度汚染による被害の特徴を示してい

る。

一方， SOaや仇の主成分である Osを

使った処理実験によって，実態解析の裏付

けや，被害発生機構の解析などが行われ

た。例えば，異常落葉の発生は Oxの直接

作用ではなく αEによって誘発される内生

エチレンの異常な生成によるととベ 葉の変色や落葉の発生は，第1に気孔からの汚染ガスの吸

収量に依存するとと，こうした反応は種，品種で異なるととが明かかにされた。また，ガス処理

に伴ない気孔閉鎖などによって可視被害の発生を伴わなくとも光合成も阻害されるので生長低下

を来たすことがわかり 11＞，不可視被害と生長低下の関係が裏付けられた。

3. 土壌環境と樹木被害

都市林における土壌悪化の傾向は，表層土壊の堅密化としてあらわれている。公園化した樹林

地は市民の利用や景観を考えて，林内の地表を消掃し，林床植生や落葉などの有機物の供給を遮

断し，こうした地表の裸地化は表層土壌の竪密化を促すことになる。多くの（札幌市内・東京都

区内，京都府内及び近郊林）都市内樹林地の土壌環境を調査した結果は，踏圧によって表層土墳

は竪密化し，土壌孔隙量の減少，透水性・通気性の不良化のおこることを明らかにした則。孔隙

量の減少をさらに粗孔隙・細孔隙という孔隙組成への影響を検討してみると，粗孔隙量が減少し，

細孔隙量の割合が若干増加する傾向を示した問。粗孔隙量の減少は植物体の最も吸収しやすい水

分を保持する孔隙量の減少であり，都市林土墳の乾燥化傾向をあらわすものと考えられる。
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以上のように踏圧などによって土壌の竪密化がすすむと通気性・透水性が悪化し，細棋の発達

や養水分の吸収が阻害され，次第に葉量の減少や生長停滞をおζ している。さらにすすむと枝枯

れや梢端枯れが目立ち，樹木特有の衰退の様相が明らかにあらわれてくる。土壌の竪密化の程度

（土壌硬度）と樹木の衰退程度（樹木の健全度）についての調査結果は，踏庄の影響が強くなる

につれ，不健全な生育状態の樹木が増加しており，スギ・アカマツともに土壌の堅密化に敏感に

反応していたω。

都市週辺の樹林地の大部分は，大型機械によって地形を改変し大規模な土地造成がおこなわれ

樹林地が造成されている。このような造成地土壌はさまざまな性質のちがう土壊を積み重ねた土

層であって，自然土壌にくらべてきわめて不完全な未熟な土壌といってよい。造成時の重車輔に

よる転圧によって，土壊は著しく竪密化し，表層下部に固結層を形成している場合が多い。とれ

が不透水層となって植栽木に過湿障害を起し，生育不良木が多くみられた12）。凹地形にただ盛土

した場合には排水のきわめて悪い状態をつくりだしている。

このような造成地では樹木を植栽する前に植栽地の土壌調査が必須条件であり，植栽後の土域

改良はまたきわめて困難な場合が多い。

海岸埋立地においても各地で樹林地が造成されている．その大部分は海底泥砂を吸みあげたも

のが多く，泥砂は吸みあげられた排水口で栓径が淘汰され，縞状に幾層にも堆積されている“に

このような埋立地では，砂層をそのまま利用して樹木を植栽しているところもあり，砂層上部に

客土し樹木を植栽している例も多い，いずれの場合も砂層は海水の影響を受けて趨類濃度の高い

化学性を示している則。

排水の悪いと乙ろでは砂層上部に客土を施しても乾燥期には毛管水により下層より客土層に塩

類が上昇移行することが多い。海岸埋立地の樹木の生育には排水が最も重要な土壌環境であり，植

栽初期には耐塩性樹木を植栽し，樹林地としての土壌環境を作り出すことの必要性が見出された。

土壌悪化に対する指標性：自然土壊の形態を残している樹林地でも，人為による踏圧で表層は

竪密化し，透水性は悪化している。こうした土壌に対して多くの樹木や植生は敏感に反応してい

る。表層土壌の堅密化に敏感に反応するのは樹木よりも林床植生にあらわれる初期の土壌環境の

変化を知ることが重要である。踏圧による土壌に竪密化はジャ〆ヒゲの健全土とアズマネザサの

被度の変化としてあらわれている。ジャノヒゲでは土壌硬度が 15mm以上になると株が小さく

なり，開花株が減少し，土壌硬度が 25mm以上になると全く消失する。アズマネザサでも，土

壌碩度15mm前後から被度が低下し，土壌硬度 25min以上になると地上茎は列状となり，被

度も著しく低下する。そして土壌硬度25mm以上では生育が困難となり，裸地化する調査結果

が得られた”九とのような植生の反応を指標として土壌に加わる踏圧の程度を知ることは，土壌

環境を改善し，樹林地の維持・管理として重要な方法である。

生 都市林の保全

①大気環境からみた保全：大気汚染に対する樹林の保全条件を考える上で汚染物質の林内への

侵入機構とそれによる被害との関係を定量的に把握する必要がある。
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数種のモデル林分について林内外の仇濃度の水平，垂直分布が調べられ，主に次の結果が得

られた17九①濃度は林縁から林内に入るにしたがい，また，林冠上端から林床に近づくにつれて

減衰する。②林縁に林套やマント群落が形成されていると減衰効果は大きい．③一般に林内濃度

の減衰は物質濃度（本数密度など）の高いほど著しい（図的．④林分の中心点での濃度減衰

は，林分面積1,000m11以上で急に大きくな

る。このことは林内の大気環境は林縁から
I1 

『

g＼渓）
M
昨
構
築
越
鱒

2.0・

0.02 0.04 0.06 0.08 

幹材積密度（m3f.m3)

図－4 林内の濃度減衰と幹材積密度の関係

（図中の数字はそデル林分の番号， 1番は
マシト群落をもった林分）

の距離が約 30m以上で消浄化の程度も著

しく大きくなることを示している。

こうした林内の大気環境の消浄化は，林

縁を構成する樹木が汚染ガスを吸着，分解

する働きによっているので，汚染ガスに弱

い樹種は被害を受けやすい．このことは，

先に示した樹林地内の被害分布の結果と一

致している。

林縁帯による大気汚染の緩和効果は大き

いので樹林地の保全を考慮した林縁帯の規

模，構造を考える必要がある。林縁の林帯

幅は被害を考えなければ少くとも約30m

でよいと考えられるが，保全効果を持続す

るためには林帯樹木をできるだけ健全に保

つことが望ましい。東京都心では大気汚染に弱いケヤキでは被害は林縁から 80mまで及ぶが，

耐性の大きい樹種を選べば被害は軽く．なる。これらのことを考慮して汚染度の高い地域の樹林地

を保全する条件として次の点が考えられる。①林縁の林帯幅は少くとも 30～50mで汚染に耐性

があり吸着能の高い常緑樹を中心に構成する。林套を形成し植栽密度の商い林型とする。③保育

管理，土壌管理及び病害虫防除などを行い，保全効果の低下を防止する。

②土壌環境からみた保全：都市林ではその利用にともなって，樹林の疎林化，林床植生の除去，

地被・落葉の清掃，さらに人の立入りなどが一般的であり，土壊の悪化がさけられないことはす

でに述べたとおりである。このような土壌に与える“ひずみ”をできるだけ排除することが，都

市林の保全のために必要なことである．林床植生は土壌の理化学性を良好な状態に保全するため

に大きな役割を果していることは前述のとおりであるが，林床植生だけでなく落葉の存在も土壌

環境の保全に大きく関与している。落葉・落枝などの有機物の供給を遮断すると，落葉からの石

灰の供給が減少し，土壌の酸性化をもたらす．また落葉が分解し腐植の供給が不足すると，塩基

置換容量も小さくなり，土壌の緩衝作用の低下をもたらし，肥沃性を低下させる結果が得られ

た。窒棄の供給力を肥沃性の指標として，樹林地内の落葉の有無について比較検討したととろ，

明らかに落葉層の存在しているところでの窒素の供給力の大きいことが認められた18)0 
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都市林の保全のための，土壌環境の悪化は個々の樹林地について，保育・管理を改善すること

によってかなり防止できる。樹木の生育は土嬢悪化とともに衰退するが，ある限度までならば，

その後の管理によって回復させることも可能である。また，都市林の外的イ Yパタトとして，踏

圧による土壌への圧力がさけられない以上，管理面からは許容限界を明らかにしておくことが，

現実的に重要な問題である．

樹木の衰退と土壌硬度との関係を調査した結果からながめると，樹木の生育がまず良好に保た

れる表層土壌の硬度は 20mm程度である 0 20～・25mmの範囲ではかなり生育が不良となってく

る．さらに25mm以上になると生育は停滞し，部分的な枯死から全体的な枯死へとすすんでく

る。もちろん樹木の種類や林齢，大きさ，さらに土壊の性質によっても変ってくるが，大よその

目安として考えることができる。しかし，土壌硬度が同程度でも火山灰土壌と非火山性の洪積土

壌では，土壌の三相組成も異なり，土壊硬度だけでなく，土壊の容積重を考慮しなければならな

い。火山灰土壌の容積重は最も小さく， 60～'70g程度までは樹木の生育も可能である。これに

対し洪積土壊では 70～80gがこれに相当し，造成地土壌ではさらに大きく， 110～120gが生育

可能な容積重であるととが，各地樹林地の調査結果として得られた。以上の調査結果から，表層

土墳の堅密さの許容限界は，土壌硬度を 20mmとし，火山灰土壊では容積重を 70g，洪積土壊

80g，造成地土域130g以下と土壌の種類別に許容限界をあらわした。樹林地の維持管理の一つ

の基準として利用することができる．

以上， 52年以降の都市域における大気汚染と樹木の生育に関する研究について，また， 51年以

降開始した樹林地の維持・管理に関する研究内容の概要を示した。これらの研究に関する総説的

報告別や，この他各種樹木の栄養特性と施肥，土壌改良に関する報告io＞もいくつか出されてい

る。 58年以降さらに「緑化植物の効率的な利用による市街地生活環境の保全に関する研究」が開

始され，野菜試験場とともに当場では造1研・植生研・土肥研・浅川実験林樹木研が参画し研究

を進めている。 （井上敵雄・藤田佳治）
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8. りモートセンシング技術の利用実証に関する研究

1. 研究目的

民有林における森林計画制度を健全に維持する上で森林計画照査業務は大きな役割を担ってい

る。この業務のひとつに伐採照査業務があるが，これは，「伐採照査実施要領Jに基づき，サシプ

リYグ調査により，各都道府県が行なうよう定められている．しかし，北海道では，森林計画業

務に電算機を導入し，森林資源マスターファイルを作成していることから，サνプリング調査方

式ではなく，全数調査方式を採用している。この場合，全道各地に駐在する約160名の林業改良

指導員が約180万haの森林を対象に地上調査方式で行なっている。しかし，広大な森林内で行

なわれている様々な伐採形態を全箇所漏らさず短期日で確実に把握することは，労力，時間，経

費の面から現状では多くの制約がある。この障害を打破し，伐採照査業務の精度向上と能率化を

図るため，地球観測衛生データの有効利用が強く要望された．この研究はヲ yドサットデータを

ベースとする森林伐採照査法を検討し，都道府県で利用できる実用的なシステムの開発を目的と

して，北海道林務部計画課との共同研究により，昭和56年より昭和58年度の3年聞にわたって

実施したものである。

2. 研究の経過と成果

本研究は，北海道における民有林の平均的森林構成をもっ地域から，ランドサットデータの取

得の難易，既存情報の整備状況，現地調査の便宜性を勘案して，北海道十勝郡池田町内の民有林

23,000haをテストエリアに選定して行なった。テストエリアの林況は，カラマヅ人工林が全体

の 40%を占め，残りは，カ yパ類， ミズナラ，シナを主体とする広葉樹2次林である。本研究

は次の6項目の研究課題を設定して実行した。

A 森林伐採照査業務に必要な多観測データ重合の実用的システムの開発（56～57)

B 森林伐採地抽出のための実用的解析システムの開発（56～58)

C 解析システム評価のためのテストサイト運営手法の開発

D 伐採材積量推定法に関する研究（57～58)
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E 衛生・航空観測データを組入れた森林伐採照査システムに関する研究（56～'58)

F 森林伐採照査事業に必要な出力システムに関する研究（56～58)

以上の研究により得られた成果は次の通りである。

(A) ランドサット・データを伐採照査業務に活用するととにより，従来の照査方法と比較し

て精度および能率の点で著しく向上させ得ることが， 56年度にまず明らかとなったS,11,9)0 

ラY ドサットデータを用いて解析した森林伐採地抽出結果と従来の伐採照査結果（担当の業務

指導員が行なう全数照査方式による結果）を比較したところ，実際に伐採された箇所は，必ずラ

ンドサットデータ解析により把握され得ること，正判定とされた41箇所の伐採地のうち，従来手

法では，伐採期間の把撞方法の違いもあるが，わずか7箇所， 17%にすぎず，残りの34箇所，

83%は，ランドサットデータ解析によってはじめて把握された伐採地であったことを示した．

多時期ランドサットデータ

スキャナ聞のレベル補正

オーバレイデータ

対象森林境界データによ
るマスキング

2時期ランドサットデータ
聞の輝度出力回帰式算出

残差画像作成と主成分分
析画像作成
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平面直角座標系への地図座
標変換と正方形画紫編集

スケアーシステムの
オーバレイ

森林伐採地解析画像

図－1 ラYドサヲトデータによる伐採地解析フロー

カラードラムスキャナデータ

トレーニングエリアの選定

森林伐採地の特徴空間の
解析

X-Yプロッター出力図面
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番司 入力帳票

①l森林伐採調査野
幌1
（ランドサ叶．現地）

@I議林伐採調査野

帳2

（現地 ）

森林伐採地

抽出解析データ

ランドサット

（林拭作成）

③ ランドサット解析と現地調査結果

の位置の比較

＠ ．ランドサット解軒と現地調査結果

の面積階別対比表

＠ 誤判定箇所の分析農

＠ 総合評価出力衰

⑦ 伐採箇所判定図（森林計画にXy 

プロッター表示）

＠ 伐採位置図｛国立林業試験場作成）

＠ 伐採面積・材積対比表

⑪ 伐採箇所一覧表

図－2(b) 評価システムの概念図

森林伐日
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出力

」ロ』
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・圃圃圃圃・・・－・閏一， 

折

図国2（吋評価システムのフロー
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(B) ランドサット・ MSSデータによる森林伐採地解析手法を明らかにし，ソフトウ zアシ

ステムを開発した1,1,,,8ーへ

この研究により解析したラ Yドサット・ MSSデータによる森林伐採地解析手法のフローを図

-1に示す。この解析手法のポイ yトは，次のとおりである。

a) 季節を同じくする期首と期末の2時期のデータの精度の高い重ね合せ

b) 森林位置図や森林計画図等を用いた対象森林のマスキング（マスキ Yグ函像作成）

c) マスキ Yグ画像を用いた2時期のデータ聞の輝度レペル補正と残差画像（差分画像）の

作成

d) 残差画像の主成分分析による伐採地の解析

、e) 解析結果の平面直角座標系への地図投影変換

どの解析手法を用いて，伐採地の解析実験を， 56年度では， 1979年9月のラ νドサットデー

タ， 57年度， 58年度は， 1980年9月と 1981年9月のラ νドサットデータにより行った。

(C) 解析システム評価のためのテストサイト運営法を開発した”。

実用的観点から，解析手法を評価するために，次の項目に関して，要領の作成，手法やソフト

ウzアシステムの開発を行った．

a) テストサイトにおける現地調査のための要領（人工衛星データによる伐採箇所の抱渥試験

調査要領）を作成した。

b) 統計学的な要調査箇所数の決定法を明らかにした．

(D) 評価を北海道の電子計算機で行なうためのソフトウェアシステムを開発した。乙の評価

システムを図－2に示す”。

(E) 解祈結果を伐採照査業務に利用するための有効な出カ方式を明らかにした“

本研究で閲発し：た出カ形式は次のとおりであり，とれらは解析結果の評価や，現地の伐採照査

業務に有効であるととが明らかとなった。

a) ラyドサット・MSSデータにより求めた伐採地解析画像に，林小班名が記入された森林

位置図をオーパレイして焼付けた画像（図ー2）。とれにより，解析された伐採地の林小涯を続

攻ることができ，既存の森林調査簿との対応が可能となったばかりか，評価確認のための現

地踏査の効率を商めるととができた．

b) 伐探地解析結果を X-Yプロッターにより森林計画図（縮尺 1/5,000）へ直接出カLた図

画。

c) 伐採箇所別に，その面積と伐採前の林況（諜林資源マスターファイルから求める） とを

まとめたライ νプPYターによる表出力

d) 北海道の電子計算機ファイル，特に森林資源マスターとの相互利用を可能とした伐採ラ

νドサットマスターの作成

e) 解析結果を総合的に評価するための次の取りまとめ表の出力。

＠ラνドサ vト解析と現地調査結果の面積階層別対比表
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＠誤判定箇所分析表

(F) 多季節ラνドサット・MSSデータにより森林型区分を試行し，樹種区分（カラマツ林と

広葉樹林），樹高級区分.（3段階）の組合せによる蓄積級による林型区分の可能性を明らかにし，

各林型の蓄積量との対応（現地調査資料による）により，伐採材積量の推定を試み，誤差率31.8%

を得た．

(G）‘ラ νドサットデータを利用した森林伐採照査システムについて検討し，現行の体系に組

入れたシステムさらには，将来的に考える理想的なシステムのモデルをe作成した．

以上の研究成果をとりまとめると次のように言える。

＠実際に森林が伐採された箇所は，すべて解明されていた。

＠従来から行なってきた地上調査では，かなりの見落しが認められた。

＠林地と農地の境界部分および1画素以内（0.5ha未満）の小面積の箇所に誤判定箇所が多

く見られたが，林内ではおおむね，箇所，面積，位置共に正しく解析されていた。

＠解析精度は， 1函索以内のものを除いた場合，箇所数で 82.3%，面積で 90.2%であった。

以上の評価結果に加え，ラシドサットデータから求めた森林伐採地解析画像の効用として，次

の点が明らかになった。

＠乙の解析画像上に森林図等の既存の図商をオーパレイして焼きつけた画像は，従来の地上

照査業務の効率と精度を高めるための補助情報として，それだけでも有効に利用できる。

との場合，解析精度はあまり問題とはならない。

＠森林伐採等による林況の時系列変化は，新旧の空中写真を用いて比較判断すれば，かなり

の詳細な状況も解析できるが，対象面積が広くなると，乙の比較判読手法では，判読する

ための焦点がぼけてしまい，高い精度と効率性を維持するととが難しくなる。しかし，と

の場合でも，解析画像が利用できれば，このような困難性が解決される。

＠広範囲な拡がりをもっ林地において，伐採現況が画像化されるととから，森林管理の面か

ら好都合であり，さらに，時系列的な伐採推移を画像として把握できるため森林所有者の

伐採動向等が解明できる。

以上， 3年間の研究結果から 1年間隔での森林伐採地解析は，地況や林況に関係なく解析が可

能であるとと，伐採地の形態のいかんにかかわらず，伐採面積がある大きさ以上であれば確実に

解析可能であるとと，また，精度的な評価においても満足のいくものであるとと等から衛星デー

タを伐採照査業務に導入することは，実用的にも十分可能性のあることなどがわかった。

3. 考察

ラνドサット・MSSデータにより，伐採照査業務に必要な森林伐採地を解析する手法について

は，実用的に利用可能なものが開発された．しかし，この解析手法には，林地境界付近や1画素

程度の小伐採地に判別誤差が多いという問題点が残った。これは，農業機械化が進み，農・草地

と接する林地で無届出伐採が行なわれ農地化され易いという近年の実態からみて，伐採照査業務

では，林地境界付近での森地伐採には特に留意しなければならないととを考えると重要な問題で
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ある。この問題を解決するためには，地上分解能の高いセ yサー系の利用と併せて，期首と期末

の二時期データのオーパレイ精度の向上，および，対象森林マスタの精度の向上を図る必要があ

る。本研究では，現状で考えられる最良の対象森林マスタを作成し，利用したが，このような手

法を全道的に利用することは，経済的側面からも問題である。そのため，既存データに代って，

衛星データそのものから対象森林マスタを作成する手法や，森林資源マスターを利用した作成法

を検討する必要がある。特に，電磁的解像力および地上解像力に優れたランドサ γ ト・ TMの利

用によりこの問題の解決を検討する必要がある。

本研究では，道東の代表的地況，林況をもっ池田町の民有林をテストサイトとして選定した

が，ここは，地形的には起伏が少なく，林況的にも比較的単純であった。そのため，との解析手

法が全道的に利用可能であるかどうかを検証するために，地況や林況を異にする道央や道南にテ

ストサイトを設定して，実験を行なう必要がある．この際に，実際の照査業務の取扱単位（例え

ば，支庁単位）を研究対象とし，前記の衛星リモートセンシジグ技術を積極的に用いた計画照査

業務のシステム設計や経済的側面を加味した検討も行なう必要がある．

また，本研究では，ラ Yドサット・MSSデータにより蓄積級を加味した林型区分の可能性

や，大縮尺写真情報を利用した伐採材積推定の可能性について検討したが，推定誤差を含めた精

度的検討は行なっていない。今後，ランドサット・TMデータの利用を含めた林型区分精度の向

上と多段サンプリング手法を導入した伐採材積量推定システムの開発が必要である。

さらに，衛星リモートセンシνグ技術を，伐採照査を含めた計画照査全般への利用促進を図る

ため，森林伐採跡地の利用状況，更新状況等の解析技術，林道開発状況の解析技術等の技術開発

を行なう必要がある。 （大貫仁人）
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9. 生物資源の効率的利用技術の開発に関する総合研究〈バイオマス変換計画〉

全体計画

資源・エネルギーの有限性が認識され，特にこ固にわたるエネルギー危機を経験し，代替エネ

ルギーおよび資源の有効利用に関する関心が商くなった。この中で，太陽エネルギーの固定物と

して，生物資源いわゆるパイオマスの利用が考えられた。農林水産技術会議では，昭和56年度か

ら 10ヶ年の計画で，生物資源の効率的利用に関する研究プロジェグトを計画したがこの研究の

開始に先立って，昭和55年度に事前評価をおこない研究の方向，進め方，重要的な課題などが討

議された。その結果，排棄物を含めて農林水産資源の多面的な利用を考え，単にエキルギー化に

とどめないととが重要であるとの結論を得た。さらに，パイオマスの利用は地域的な利用システ

ムを主体とすべきであり，大規模な工場生産と流通システムには適さないことが指摘された＠ま

た，パイオマスは再生可能な資源であるカら再生可能な許容量を限界にした利用が最大利用量で

あること，利用に関しては資源の環境的保全的な特性を維持する必要があることなどが研究問題

となる．さらに，現存の資源ばかりでなく，積極的に資源を増成する必要がある。パイオマスを

利用するには，収穫，搬出，運搬の技術化が重要なカギとなること，付加価値のあるものに変換

することによって経済性が成立する．とのような問題点の整理をおとなった結果，図－1のよう

な研究課題を総合的に研究していく ζとになった。

研究目的と研究計画

農林水産業におけるから残濫，排棄物，排継物を含めて利用可能な有機物を高価値のある物質

に変換して地域を中心とした利用システムを組立てることを目的とする。このため，図－1のよう

になり IからVIまでの研究問題を設定し，昭和56年より有機的に関連ずけた研究を開始した。

I.生物資源評価系：現存の生物資源量を農・林・水産業別に評価する．特に生長量，再生産

可能量を明らかにし，恒続的生産と環境保全的な立場からの利用可能量を推定する。

n.新資源導系：現存の資源のほか，生産力が高く， しかも有用な成分の合有率の高い新しい

植物を導入し，パイオマス用資源の積極的な増成を図る。林木においては，商生長で変換のため

の分野が容易な樹種の短伐期多収穫技術の開発をおこなう。

m.素材化技術系：パイオマス資源は薄く広く分布し，しかも有効成分の合有率が低いものが

多い。したがって，効率的に収穫し，運搬する方法を開発しなければならない。林木においては，

ササの収穫機，ポプラ，カ νパなどの早生樹用の収穫機の開発と効率的な作業功程に関する研究

をおとなう。また，林木は典型的なリグノセルローズ系の素材であり，分解しにくい。物理，化

学，生物的な処理をおこない木材の成分を分離する技術を確立するととも必要である。乙のよう

に， Eの系では，変換にいたる前処理の研究をおとなうことになる。

IV.変換技術系：現存の資源および導入した資源を効率的に変換し，付加価値を高め有効に利

用する方法を開発する。これらの変換方法には新規食品索材の開発，飼料の開発，ローカルエネ

ルギー化技術，有用成分のー貫拙出分離などが考えられている。



I 生物資源評価系

1.生物資源の賦存置と
再生可能量の評価

2.地域生態系の保全と
利用可能量の評価

II 新資源導入系

1.耕地生産系における新作物
の導入と効率的生産システム

2.林地生態系における新樹植
の導入と効率的生産システム

3.水域生態系における新部類
の導入と効率的生産ジステム
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図－1 パイオマス変換計函における研究フロー
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w 地域利則系

1.地域生物資額利用シ
ズテムの評価

2.農地産業を主体とす
る地域への適用

3.農林業を主体とする
池波への適用

4.島自民意を主体とする
JI!!娘への適用

v.共通基幹技術系：変換に必要な基本的な技術の開発をおこなう。特にパイオマス資源の変

換に必要な微生物，酵素の利用技術を開発すると同時に省力的な膜濃縮技術の適応をおとなう。

羽．地域利用樹荷系：上記の研究成果を総合化して，地域社会にシステムとして定着させる実

証研究をおとなう。

研究体制

以上の研究計画を第I期（4年），第E期（3年），第3期（3年）に分けて，それぞれの研究

の評価をおとないながら研究を推進している。パイオマス変換計画プロジェグトの特徴は，一貫

して，資源の造成から変換まで取扱う必要があるため，上記の研究体系とは別に，実際的な研究

チームが編成されている。チーム編成は次のとおりになっている．

1. 農産資源変換チーム

a.新作物生産サプチーム

2. 林産資源変換チーム

a.新樹種生産サプチーム

3. 水産資源変換チーム

a.新藻類生産サプチーム

b.新作物変換サプチーム

b.新樹種変換サプチーム

b.新藻類変挟サプチーム
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4. 廃棄物変換チーム

a.飼料化サプチーム

b.エネルギー化サプチーム

5. 資源評価チーム

札利用可能量サプチーム

6. 基幹技術チーム

a.食品化サプチーム

b.微生物，酵素サプチーム

7. システム1tチーム

a.システムイtサプチーム

このうち，林業，林産に関する研究は林産資源変換チームを中心にしておこなわれている．新

樹種生産サプチームにおいては，ポプラ，カシパの超密度超短伐期林の造成技術の開発，ササ類

の繁殖，再生の研究，ギνキム，アカシア，ユーカリ等の暖地性樹種の特性把握，さらに，ササ

の収穫，搬出技術の開発，ポフ．ラ，ヵ νパ短伐期林の収穫機械の開発がおこなわれている。新樹

種変換サプチームにおいては，前処理技術，成分の変換利用，抽出成分の利用などが研究されて

いる。このほか，資源評価チームの中でも，森林パイオマスの利用可能量の評価，土壌生産力の

評価などがおこなわれている。また，基幹技術チームの中では，セルラーゼ，ヘミセルラーゼの

固定化などの技術が研究されている．さらに，地域利用システムの組立には，林産資源変換チー

ムの開発した技術が利用されることになる。

新資源導入と収穫技術

パイオマスとして林木を利用する場合，材の品質，形状，大きさなどは問題にされず，変換の

容易な，しかも初期生長の速い樹種の量的な生産が重要・となる。森林パイオマスの資源造成に関

する研究では，ポプラ，ヵ νパ，ササ，ギンネム，ユーカリ，アカシアを取りあげ，生長特性，

栽培適地，短期栽培の研究がおこなわれてきた。さらに，これらのパイオマス変換用資源の収穫

機械の開発と効率的作業体系の組立をおとなっている。

ポプラ類：従来開発された高生長ポプラ類は適地が限定され，平地でなければ商生長は期待で

きない。しかも，北海道のように急激に低温期となるような所では冷害をうけやすい。之のよう

なことから，わが国の山地にも適し，適地範囲の広い品種の選抜と効率的な栽培法が検討されて

きた。品種の特性として，開業から落葉までの生長期間，光合成速度，サピ病抵抗性，耐冷性，

耐乾性などが生長量に大きく影響する。特に，サピ病抵抗性，夏の乾燥期に生長が低下しない耐

乾性によって，生長量は大きく向上する。これらの形質は遺伝的なものであり，現在ドロノキの

選抜グローνを用いて二次選抜をおとなっている。林木の生長は初期には遅く，－しだいに加速度

的に速くなる。したがって，面積当りの生産量を短期聞に最大値にするため，超高密度の植栽を

し，施肥，耕転など集約的な栽培をする研究がおこなわれている。北海道では， 6万本／ha植栽

2年目で 15トンの収量があり，関東では， 2mx0.5mの株仕立の2年生の株で1年間の枝条盆
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が9.7トyとなった。

カνパ類：カンパ類も初期生長の速い樹種として知られている。中でも，シラカンパの生長

は，ウダイカ νパ，ダケカ yパに較べて速い．しかも，生長の速い個体の家系群は優秀であるた

め，地域的にも優良な系統が存在する。また，カ：，，A類は標高，緯度によって生長特性が異なる

ため，今後，品質の選抜を強化しなければならない。定説に反して，シラカ νパは萌芽力が強

く，収穫後の次世代は萌芽によって更新することが明らかにされた。短年月に多収穫をあげるた

めには，ポプラ同様，高密度林分をつくり， 100～150同 N/haの施胞が必要である。シラカン

パの施肥効果はきわめて大きく，超短伐期施薬には施肥は必要条件である。植栽首による生産量

は， 1年生苗8万本β砲を植栽し， 2年目に 18.6トν/haの値になった。また，直播では，播種

1年後に地上部を刈取り，萌芽枝を2年据置いた場合， 2年間では27トνβ砲の生産量となっ

た。シラカ yパ，ポプラの商密度超短伐期法の研究は今後さらに規模を拡大しながら実用化を進

めていく。

ササ類：ササ類のうちでは，チシマザサ類，アズマネザサ類の蓄積が大きく，チシマザサでは

乾燥重量にして，平均 55～59ト：，，/haは得られる。一方，アズマネザサ，ネザサ，メダケなど

の蓄積も大きく，アズマネザサでは，最高200トν/haの蓄積を記録する乙とがある。チマキザ

サ，スズタケは中型のササで，上記の大型のササほどは蓄積は大きくならない。ミヤコザサは小

型であるが，再生力が大きく，すでに家畜の飼料としては定着している。チシマザサの刈取後の

回復は15年程，アズマネザサ，チマキザサ，スズタケ等は 7～10年で再生回復すると考えられ

ている。ミヤコザサは2年で回復し，きわめて再生カが高い。再生カを最大にするため，高刈法，

筋刈などを試み，いずれの方法も再生カが商くなる。再生には，地下茎からの新稗の生成と残さ

れた稗からの不定芽の生産がある。また，人工で繁殖せる場合，地下茎を移植するととがよく，

アズマネザサでは，この方法によって新しい群落を作る研究をおとなっている。恒続的な生産を

おとなうには，新しい群落の形成もーつの方式であると思われる．

ギνネム・ユーカリ・アカシア：暖地系の早生樹として，これらの樹種の生長特性と適地が研

究された。ギYネムは，世界的に高生産樹種として知られている。わが国では嬢生品種が沖縄，

小笠原に導入されていたが，巨大ギνネムは今回が初めてである。巨大ギνネムの品種は多いが，

Ke1, Ke, K!aの三品種を用いた。ギYネムの特性として，生長は15℃以上の温度を必要とし，

光合成も 15℃以下では急速に低下する。また， 15℃以下では葉に低温傷害を起し，凍結温度で

枯死する。したがって，最大の生産量を追求するためには，最低気温が 15℃以上の地帯でなけ

ればならない。少なくとも，冬期の最低気温が O℃には低下しない所に生育可能である。また，

ギYネムは気温が商いほど生長がよい。気温ばかりでなく，土壌条件も限定され，土壌pHが中

性でなければ生長は極度に低下する。特に石灰岩地帯で良好な生育を示し，石垣島の石灰岩地帯

では， 2年自に樹高8m，胸高直径6cmを超す個体がある。

ユーカ 9類は酎凍性に問題があり，越冬可能な樹種は限られ， Euca1,yp伽sradiata, E. v初inalis

E. rostrataに耐寒性が認められた） 生長の早い樹種としては， E.viminaゐ， E.rostrata，が
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あげられ，葉に含まれる精油含量の多い樹種として， E.rad必ta,E. rad勾句切れAustraliana

があげられる。

モリシマアカシアは戦後早生樹として植栽試験がおとなわれた経験がある．今回は，パイオマ

ス変換用に再検討した。きわめて再生力も強＜， 7年伐期ですでに3回収穫し，薪として利用し

た所がある．固定試験地では皆伐後2年で樹高2mを超す林分に再生した．再生は落下種子の天

然下種更新が大半をしめるが，一部では萌芽による更新もおとなう．苗畑に播種したモデル林分

では， 1年目の冬に地下部は寒害のため枯死したが，株より再生した繭芽は1年間で平均樹高

2.5m, 13万本ルaに遣し，現存量17トy以上となった。このようにモリシマアカシアの生長

匙再生力はきわめて注目すべきものである杭耐寒性が低い点に問題があり，適地はきわめて

限られている。

収穫・搬送技術：ポプラ・カ yパ用の収穫機とササ刈取収穫機の開発をおこなっている。ポプ’

ラ・ヵ νパ用には段軸式の草稿方式を採用し，地形セ Yサーの感知によって車輪の商さが自動的

に調節される．さらに，伐倒機はアームで幹をつかみ鋸で切断する方式を採用した．現在，姿勢

制御機構の開発，伐倒木の運動によるそーメシトの測定などをおとなっている。これらの個々の

樹荷開発をおこない実用機の設計の基礎とする。一方， ササの刈取収穫機は2台の車輔の連結

型で，連結部は4自由度のジョイ νトと油圧シリシダーからなっている。刈取装置はフレイルモ

ア型のもので，刈取後に収穫物を転送する装置をもっている．林地における走行テスト，連結部

分の改良をおとなし、，実用機設計のための資料を集積していく。これらの収穫機械の開発はパイ

オマス変換計画における重要な課題であり，パイオマス産業の経済性のカギを握っている。

10. 木質エネルギ一利用促進調査

1. 目的

再度にわたる石油危機を契機として，近年，国内外をとわず石油に代るエネルギーの開発と導入

に積極的なとりくみがなされてきた。パイオマスの熱エネルギー利用もその一つであり，なかで

も木質資源は量的に極めて多く，かつ燃料として長い歴史をもつことから即戦力たりうる代替エ

ネルギーとして大きく注目されている。

世界的にみて燃料としての利用は，現在も 40%以上とされているが，我が国では最近その利

用は極めて少なく，木材加工工場の一部をのぞき日常の生活の場では化石エネルギーに代わって

しまっている。一方，圏内の素材生産量は年間3千万msをとえ，その 10～・20%が林地残材と

して放置されている。また，製材，合板など加工用材には年間5千数百万msが使用され，それら

の 20～30%が工場残廃材として排出される。工場残廃材はその大半がチップ，家畜敷料或いは

燃料として利用されるが，なお相当量が廃棄，焼却されてきた．

こうした大量の林地残材工場残廃材の有効利用をほかり，あわせてエネルギー問題に対処して

いく意味から，昭和55年より林野庁の「木質エネルギー活用促進調査」が実施されるととになっ



-237ー

た。とれを機に当場においても活用促進に関連する基礎資料を整備するため当調査が開始された

のである。内容として，利用可能量の把握，原料の集荷・倣出技術の体系化，燃料化技術の改善

・開発，環境アセスメ Yトに関する課題がとりあげられており，経営部測定研，機械化部機械

2研・林道研，林産化学部繊維板研・炭化研，木材部製材研・乾燥研，木材利用部難燃化研・廃

材利用研がこの調査・研究に参加してきた。

2. 経過と成果

1) 利用可能量

木質エネルギーとして利用されうる木質資源は大きく素材生産過程における林地残材と木材加

ヱ時における工場残廃材に分けられる。このほか間伐材の利用，旧薪炭材林の利用或いは住宅解

体材，廃棄木質製品の利用などが考えられるが，ここでは林地残材と工場残廃材を調査対象とし

ている。

a) 林地残材印刷

林地残材の利用可能量に関しては，その推定方法が確立されていなν、ことから，推定法の研究

に重点をおいた。まず，圏内およびカナダ，アメリカ合衆国などにおける関連文献の収集，分析

を行なった結果，調査を効率的に行うためには既存資料の活用，利用可能量を測定する機器の応

用技術が重要であるととが明らかになった。

そとで茨城県大子町をモデル地区として，森林簿，密度管理図，末木枝条率など既存の統計デ

ータに基づいて，地域の木質系エネルギーの利用可能量を算定する方式を検討した。この大子方

式はその後，全国の市町村レベルの木質エネルギー利用可能量調査が行われる場合のモデル方式

になっている。しかし，大子方式は保続表の作成など専門的知識を必要としているため，より平

易な実用的調査マニュアルを作成し，岐阜県河合村でケーススタデイを行づた。この河合村方式

は市町村の林業担当者が計画立案を行う場合，充分役立つものと思われる。

利用可能量推定のための測定機器としてはシュピーゲル・レラスコープ，テレレラスコープ，

プリズム測径器を使用し，個別林分または小地域における用材・枝条部を計測するシステムを検

討した。広葉樹を主とする林分においては傾斜地が多く，幹形が通直でないため，精度はやや落

ちるものの，使用上の難易度の点からシュピーゲル・レラスコープが適当であると判断された。

今後はこの測定器を併用した効率のよい利用可能量の推定方法の研究が必要である。

b) 工場残廃材山）5)8)7)

我が国木材工業のなかで基幹的業種として製材工業および合板工場があげられ，年間原木消費

量（昭58).はそれぞれ約42百万m8,11百万maである．とのこ業種を対象に各加工工程におけ

る残廃材の排出量とその利用実態を，ア Yケートや現地調査などにより経続的に調査し，その動

向を明らかにしてきた。

製材工場の残廃材率は 55年調査開始以来大きな変化はなくほぼ 30～・33%で推移している。

最も多いのは背板（14～15%）で，ついでのこ屑（8～10%），樹皮（4～6%｝端材（1～3%）な

どである。これらのうち脊板，端材はチ γ フ・原料として再加工されるととが多く，のと屑は家畜
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敷料，きのこ培地，成型燃料原料などに売却利用されている。しかし，樹皮については，利用率

が徐々に上昇の傾向にあるとはいえ，依然約半分が焼却，棄却されており，この有効利用が今後

の大きな課題主いえる。

合板工場における残廃材率も 28～30%とここ数年ほぼ一定で推移している。残廃材のうち量

的に多いのは制心・端材（8～10%），単板屑（10～15%），合板屑（3～5%）である．これらのう

ち 1/4～1/3は破砕してパルプ・ボード用チップとして売却されるが，大半は自工場で燃料とし

て利用され，廃棄されるものは極めて少ない。とくに調査期間中自工場燃料としての利用が徐々

に増加しているのが注目され，合板工場における熱消費量の 65～70%がとれら廃材燃料でまか

なわれている。その間残廃材の燃料としての特性，ポイラ効率などの調査が行れ，その結果は木

質燃料の有効利用！と役だてられた。

2) 原料の集荷，搬出技術1)8)11)

木材系資源をエネルギーとして利用するさい原料の集荷，搬出のための運搬技術，経質が大き

な問題となる。主要な対象源である林地残材は広大な急峻地に少量づっ分散し，しかも多量の水

分を含み，形状も不揃いでかさぼるため多くの手間と費用がかかり，その活用のためには形質，

場所，用途等に応じた適切な収集，運搬技術が求められ，形質を整えるための前処理技術も必要

である。

本項目においてはまず関係諸文献の収集，整理と既存技術の調査，評価を行い，原料収集システ

ムの概念設計について考察を加えた。薪炭林の収集は，一般に原木林の皆伐作業として行われる

ため従来の伐出法の延長線上で考えればよいが，残材はその収集に関する体系化された技術がな

いので，新規に収集システムを検討する必要がある。そこでは対象林の環境，作業条件或いは施業

方針等によって選択すべき部分技術の組み合せが変わり多種多様なものとなる．森林施業様式の

現状から各類型ごとに最適と思われる収集法を検討した。皆伐系では全木または根元部を鋸断し

た状態で，全木集材方式が不可能な択伐・利用間伐系では玉切った丸太，大枝，枝付き幹を混載

または個別に，保育間伐系では機械力と人力担き出しを含めて，搬出手段に合わせた荷姿もま

た小径材皆伐系は枝払いや玉切りを行わない状態で，それぞれ収集，搬出するととが有利である

ことが明らかになった。残廃材を工場から所定集積地まで運搬するには，通常自動車が使われる

ので，対象林分内外の林道， トヲッグ作業道， トラクタ作業路の路網を整備，充実するととも

に，たくみに路網を利用する運搬システムを考える必要がある。なお，枝条類については予め土

場でチップ化するか，結束機で束ねるととが望まれる。

次に残材の搬出と集約的処理に力点をおいた事例調査を行った。名古屋営林局段戸国有林直営

生産現場では，全幹材からの玉分けの際はねられた端材，屑材は土場販売されて業者にひきとら

れ，公道，林道をとおって専用の製材所に運ばれ，小物造作材，製函材など用途別に加工されて

いる。残りの材はおが粉製造機にかけられ，おが粉も用途別に異なる単位で売られていた．現場

の公道，林道，作業道の路網密度は約30mβmで，路網整備が一応目標地に達しているため，こ

のように残材の活用が順調に行われたものと思われる。さらに林野庁，調査事業における，岩手，
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鳥取，島根県内の木質エネルギー活用システム実用化試験に対しては，現地検討に参加し，集荷，

搬出技術の指導，助言に当ってきた。

3) 燃料化技術の改善10)

木質原料は一般にグリーンな燃料として評価されるが，一方で比重がひくく形状が不揃いでか

さばる，生材は多量の水分を含み発熱量が低いなどのため，運搬，取扱いに多く労力を要する。

そのことが現在のように殆んどの分野で化石エキルギ｝に代替された理由であり，将来木質エネ

ルギーの利用をはかるには高密度化，低含水率化，整形化により利便性を高める必要がある。そ

のために開発されたのが，オガライト，ペレット燃料など圧縮成型燃料といえる。本項目ではこ

れらの製造工程上主要な原料の破砕，成形に関する技術資料の整備と，さらに成形燃料に適合し

た燃焼器具の開発改良を目的とし，林野庁木質エネルギ｝等活用新技術実用化研究事業に協力す

る形で進められた。

a) 原料の破砕と破砕物の成形

従来破砕が困難とされてきたスギ， ヒノキ樹度を対象とし，新方式の破砕機の試作，改良に協

力した。との粉砕機は一次破砕部（主に粗大樹度用）と粉砕部の二段粉砕システムがとられ，動

力低減のために機内にフライホイールをつけ，また粉砕部と回転スグリ｝ ν部を連結している。

一部の改良の結果，高含水率樹皮も十分破砕でき，電力消費量も約10%程度節減しうることが

示された。

次にオガライト成型機について，従来型はパーグ混合原料の成型に難点があったので，新たに

原料ホッパーから予庄スグリューにより成型室内に圧縮供給する方式が採用された．さらに成型

簡の形をかえ成型時圧縮むらの吸収をはかることにより良好な成型品がえられることが確かめら

れた。一方，樹度と鋸屑混合原料の成型では鋸屑比 50%以上は極めて順調であり，35%に低下

させた場合も成型速度を或程度制御することによりほぼ順調な成形が可能となった。

b) 燃焼器具の開発と改良

オガライト用温水加温機について，一定の長さに切断したオガライトを自動的に燃焼室に投入

でき，機内温度により投入量を制御する方式を採用，試作した。施業栽培ハウスでの適用試験の

結果はほぼ満足すべき状態で作動し，燃焼能力も計画を上回り実用機として十分な性能が示さ

れた。
／ 

4) 環境アセスメントE川 12）則

木材系燃料は化石燃料に比ベj大気公害を起す度合は小さい。しかし，樹種，部位によっては

或程度の窒素やイオウを含むし，工場廃材中にも大気汚染源を含むものがある．さらに燃焼の仕

方によっては煙や coも発生する。そこで本項目では環境アセスメ y トの基礎資料とするため代

表的な木質系燃料の直接燃焼による各種ガスの発生について検討してきた。

燃料としてスギ，コナラの乾燥薪およびオガライトを使用し，温水ボイラー，温風暖房機によ

る燃焼試験を行った。発煙量は燃料や燃焼空気の供給量によって異なるが，全般的に，コナラ薪

からのそれが少ない傾向がみられた。煙は可燃性ガスを放出する熱分解速度が空気供給速度を超
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えたとき発生する。 coも部分的には木材の熱分解から発生するが大部分は不完全燃焼に起因

し，発煙量と co発生盆の聞には比例的関係がみられた。

次に soの発生は，木材中の硫黄含有量が微量であるためそれ程問題にならないとされ，実測

された量は温風暖房機で最高 90PPm以下であった．一方， Nらの発生は燃料に由来する Fuel

N伐と空気に由来する Thぽ malNOxに分けられるが，コナラ薪から発生した NOxは他の燃料

のそれより多く，窒素含有量が高いことに起因しているものと推定された。さらに NOxは排気

温度の上昇により多く発生しており ThermalNOxの増加によるといえる。

3. 今後の展望

林地残材の利用可能量の推定法については，調査マエュアルの作成や測定器材の応用研究など

に関し，一応の成果がえられたが，これらの部分技術を総合化し，真に実用的な調査システムを

確立するには，一部現地調査や航空写真の活用などにより精度を高める方式を考える，パソコン

などの導入による調査手順のシステム化をはかる，などのことが必要である。また，木材工業残

廃材については加工工程の改善によって排出率の低減を図ることが肝要であり，各種用途におけ

る利用法を改善し，より有効に活用することがのぞまれる．そのためにも排出品利用実態の動

向を的確に把握していくことが今後とも必要であるう．また，林地残材の集荷・搬出については

その経費がこれらのエネルギー利用の可否を左右することになり，林地の条件，残材の形質等に

応じた適切な集荷，運徹システムの確立が重要である。

木質エネルギーの利用面では，形状の不均一な湿った状態での使用には限界があり，今後はオ

ガライト，ペレット燃料など発熱量が商く，使い易い圧縮成型燃料が主体となるものと思われ

る．現在のように石油価格が低水準で推移しているなかでは木質燃料の大幅な利用拡大は期待で

きないが，将来に備え成型燃料の製造の効率化，燃料特性に適合した燃焼装置の開発，改良に役

だっ技術資料の蓄積に一層の努力をはらうべきであるう。 （筒本卓造）
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11. スギ小径材の利用技術に関する研究

1. 背景と目的

戦後における造林の成果としての我が国の人工林は，間伐を必要とする造林地が急造してい

るe しかし，間伐は主伐に比ベ伐出に要する経貨が割高であり，加えて伐探された丸太は小径

で，材質的にも欠点が多く，主伐材に比べて低質なものと考えられているe そのため用途が限ら

れ，需要が伸び悩み，市場価格も低い。これらのととが間伐の実行を一層困難にしており，健全

な諜林の育成と資源の有効利用の両面から大きな問題となっている。

間伐材のうち，スギ，カラマツの小径材は従来，足場丸太，杭丸太，支柱などに利用されてき

たが，現在はその用途のかなりの量が鉄パイプに置き替えられて需要が減退している。しかし，

とのままでは今後出材が増加する間伐材を有効に消化することはできない。このように増大する

間伐材とくにスギ小径材の需要拡大と市価の向上をはかるためには，木材需要の主流であり，付

加価値の比較的高い建築材料としての利用分野開拓と，それに関連する一次及び二次加工を合理

的に推進する必要があった。

本研究はスギ間伐小径材の需要拡大と利用価値の向上をはかるため，経済的に実行可能な効率

的加工方法及び主として製材品の形での利用法の確立を目的とした。

2. 経過

本研究は昭和53～55年の3か年間，農林水産技術会議特別研究として実施され，研究組織とし

ては当場木材部の製材，機械加工，材質，乾燥，集成加工の5研究室，木材利用部の材料性能，

構造性能，性能開発，接着接合，防腐，耐候処理の6研究室と奈良県林業試験場，岐阜県林業セ

yターの協力によって行われた。

研究の内容は次の4項目について行った。

1. 機械剥皮技術の確立

2. 製材方式の確立

3. 建築部材としての性能評価

4. 製材品の集成加工櫛荷の確立

なお，間伐材としてはスギ・ヒノキ・カラマツの3樹種があるが，カラマツについては昭和

47～・49年に特別研究として実施し，林業試験場 70年の歩みにおいて報告ずみであり，本研究は

スギ・ヒノキを対象にしたが，ここでは主としてスギ小径材について説明する．

3. 研究成果

1) 機械剥皮技術の確立
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丸太を利用するには，丸太のままでも，製材するにしても，事l皮することが必要である。

スギの樹皮は繊維質であり，軟質のため，効率的な銅l皮が困難とされてきた．しかし，小径の

丸太の剥皮を効率的に行うことは，加工利用技術の出発点であるから，実用的なftJ皮方法とし

て，刃物による切削型，打撃型，水圧によ方式の3つの型の奪IJ皮方法を検討した。

繊維質樹皮の剥皮には，いかなる方式であっても，けびきを行うことが非常に有効である。樹

皮切断けびき工具としてはナイフッーが最適であり， 刃物と樹度面との聞の接触荷重は lOkgf/

cm1けびき速度は 25～45m/mmが良好な結果をえた。

切削型奪lj皮では刃物回転数は 1600rpmで，けびき幅は 5～7cmが最も効率的な剥皮ができ

る。打撃型剥皮では，切削型に比べて木質部を削ることが少く，剥き肌の良い結果がえられた．

噴射水による水圧式では，水圧を 100kgf/cm2の低圧では水量を多く必要とし， 250kgf/cm1

の高圧にすると水量は低圧の約1/3以下の流量で剥皮可能である。一般的には，噴射圧を大きく

すれば，丸太の回転速度が小さいほど樹皮切断効果は大きく，材の送り速度を早くすることがで

きる。水の流量を増せば， ftj皮率の向上は著しいととが明らかにされた。

2) 製材方式の確立

小径材製材にあたっては，生産能力を商めるための専用製材機が必要である．また，小径材は

曲りが大きいものが多いので，能率，歩止りが著しく低下する。これらの短所を補う製材方式と

して，通直な丸太については型削り製材方式を，曲り材については縦つぎ加工を含む短丸太製材

方式の実用化について検討した。

型削り製材機は，従来のとでひき材し，発生した背板をチッパーで処理する製材方式に代って，

コーy状のヘッドにカッタを取付け，背板に当る部分を切削する ζとによって，角材を生産する

と同時に，背板部をチップ化することのできる小径材の効率的な製材方式である。その試作機は

写真1に示すように，円盤状のディスタに刃物が取付けられた型削ヘッドが両側にあって，その

聞を丸太が刃物で削られながら通過し，チップと角材が生産される．

乙の方式の製材機主軸の動力は左右それぞれ15KWあれば十分である。製材品の寸法精度はい

づれの切削条件でも，最大誤差が1mm以下で，在来の鋸製材機に比べて極めて良好であった。

ただ，切削面において，節周辺に逆目ぼれがおきることが欠点であるが，末ロより送材し，刃物

に折り曲げ刃を使用するととによって明らかに逆目ぼれは小さくなる。この方式により削られた

チップの品質は， 1刃当りの切込み量を 8～18mmに変えた場合，切込み量が大きいほど，また，

回転数が少いほど，長い良質なチップの占める比率が大きくなるなどのととから，実用化の見通

しが明らかとなった。

曲りの大きな小径材の有効利用としては，曲り部分を短尺に切断した短丸太を，そのまま製材

して，その後たてつぎする方式と，短丸太をたてつぎして，それを製材する方式が考えられる。

との2つの加工方式について，製材歩止り，挽材寸法精度，作業能率などを検討した。

たてつぎ性能については，いづれの方式でもほとんど差がなく，接合部分の曲げ強さはつぎ目

のない材の 60～70%であった。製材歩止りについては，ほぼ同じような形状の短丸太をたてつ
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ぎしたものであれば，無加工の丸太より歩止り向上は期待できる。挽材寸法精度，作業能率につ

いては，ほとんど両者の聞に差は認められない。

(3) 建築部材としての評価

木材の多くの利用分野のうち，消費の最も多いのは建築部材，ついで家具部材である。これら

の分野におけるスギ小径材の利用拡大をはかるために，まず，その性能を把握する必要がある。

そこで，強度，耐朽性，狂い易さなどを測定し，さらにそれらのなかで明らかにされた欠点を克

服する手段を検討した。

製材品の強度性能は，産地により多少差があ り，年輪帽の大きいものは強度が低いととが明ら

かとなった。とくに小径材は未成熟部が多いためか，曲げ被壊係数は低くなくても，ヤングE容が

小さいものがあるという ことがわかった。とのζとはある荷重がかかったときにたわみ易いとい

うことを意味している。

耐朽性については産地による差はほとんど認められない。心材の耐朽性は大きいが，小径材で

は耐朽性の小さい辺材で回れているため耐朽性は小さい。しかし，辺材は防腐剤がよく浸透する

から土台，床組み，屋外部材としては防腐処理して使うことが必要である。

このような材料を建築部材として使うには7×7cmの断面に製材し，それ右ど枠材に用い，合

板を面材として合板パネルに利用することが適当な使い方であろうと考えて，合板パネルの耐力

壁としての性能ならびにそのパネルを使って組立てた実大構造物の性能野価を行った。実験項目

としては耐力壁の曲げ， 圧縮，面内~断についての試験，ならびに写真 2 に示すように実大建物

の水平加カと振動試験を実施した。

それらの実験結果から，耐風，耐震性能について，耐力壁単体ならびに実大規模の建物につい

て，その構造は計算が明確にできて，在来工法や枠組壁下法などと比べても遜色のないことが明

らかにされ，小径材利用のための構造設計上の多くの資料を得ることができた。

狂いについて，アテ部分の存在と，繊維傾斜の影響によって，乾燥すると曲りとねじりが生じ

易いことが明らかにされ，その狂いを抑制しなければ， 実用的価値はない。そこで，生丸太を製

材後，狂いの発生する前に合板片面

パネルと両面パネルを作って，合板

による抑制効果を検討した。その結

果，製材品に比べて，最大のねじれ

量でも片面パネルで 2/3，両面パネ

ルでは1/2まで抑制することができ

た。

これらのことから，製材後，早く

軸材またはパネルの枠材に組み込め

ば，乾燥に伴う狂いは実用上ほとん

ど支障のない程度まで抑制すること 写真ー1 型削り製材機



-244ー

写真ー2 祭大建物加力候験

としての利用の可能性が明らかにされた．

(4) 製材品の集成加工技術の確立

ができるという ζとが明らかとなっ

た。

小径材を丸棒，半わり，たいと材

に加工する方式，乾燥法などを検討

し，さらにそれらの材料による屋外

家具をも試作した。また，とれら屋

外家具用として使うために，変色，

ひわれなどの防止，寸法安定にはし

っかりとした塗装をすること，樹脂

処理により表面を硬くさせることな

どの効果が明らかにされ，屋外家具

小径材を利用してゆく上で，製材品そのままでは，小断面で，短い材料にしかならない．もっ

と広い用途に適用してゆくためには，接滑によるたてつぎ，幅はぎなどによる集成加工を行っ

て，長い材料または帽の広い材料にして使い易くすることが必要である。一般的に接活するため

にはよく乾燥しなければならない．ととろが，ζの材料は乾燥する過程で非常に狂い易いので，

その点を考慮、したしかも低コストの乾燥法を目的にして，熱風高温乾燥，熱板接触加熱乾燥，マ

イグ ロ波乾燥の 3つの方式を検討した．実験結果によると，熱風乾燥では機械的に圧縮しながら

狂いを抑制すれば，高温条件（100℃）で，時間の短縮，狂いの改普も可能である．熱板乾燥では

時間短縮の効果はさらに顕著であるが，厚さ方向の収縮は圧締カを高くするほど大きくなる．狂

いについては材質による影響が大きく，圧力を高めても完全に抑制することはできなかった．仕

上り含水盆では，長さ方向，厚さ方向に大きな水分傾斜が生じるととが欠点である。とれらのこ

とから，ζの方式は木材の表面のみ乾燥させて接着を行うという目的には実用性はあるが，内部

まで乾燥させる目的には適当な方式ではない。

マイグロ波乾燥は短時間で乾燥させることはできるが，内部書ljれ，材が焦げるという ことが発

生し易い．欠点発生を抑制するように乾燥させると， 時間的に必ずしも有利でなく ， 乾燥経~も

かかるため実用化は短めて困難である．

小径材による製材品は乾燥してくると狂いが発生しやすいので，狂いのおきない生材時に接指

して拘束すれば，その後乾燥しても，狂いの発生をかなり抑制するととができる．そとで生材の

接活に適切な接指剤と接指条件を検討した．その結果ポリウレタン系接着剤 は圧総力を 8kgf/

cm~ 以上加へる．エポキシ系では圧締時聞を 4時間以上にする．レソ．ルシノール系では緩指時

の材温を 40℃以上に高める，などの条件を満せば，生材時の接指は可能であることが明らかに

された．

ζれらの接指剤のうち， レゾルシノール系接着剤を用いて，デッキボード，足場板，幅はぎ板



などを試作し，接活力，強度性能を

評価した。デッキボード，足場板は

3cm以上の厚板のため，乾燥してゆ

くに従い，狂い，われなどの欠点を

生じ，安全性を要求される用途で

は，強度的にも，接活力においても

不安がある。幅はぎ板は板厚が薄い

ため，狂いの発生も少く，嬢活力も

実用的には十分であるので，屋中艮，

壁，床などの下地板に実用可能であ

ることがわかった。そとで，製材エ
写真－3 縮はぎ板コンポーザ実用後
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場で背板を利用して:lil:産する幅はぎ板コンポーザを試作し，さらに写真3に示すような実用機を

作り， 特許出願を行っている．このような実用機はすでに多くの製材工場で荷動し，幅はぎ板を

生産している。

4. 今後の展望

スギ小径材の有効利用を考えてゆくには，丸太の制度機，製材における型削り機，短丸太のた

めの送り機構，固定装置のある小丸太専用機，ヌL棒，半筈ljり材，たいと材などの切削機械など，

我々の研究成果をもとにした機械の開発，改良を行う必要がある。

小径材による製材品の強度性能は産地や，生育条件による変動がはげしいため，建築部材とし

て構造的に利用してゆくためには，目視のみでなく，機械的に強度性能を評価し，等級区分して，

来日用者に安心して使ってもらえるようなシステムを確立することが必要である。

また，家具などに利用してゆくには，材料の性能向上のみでなく，人の心をひきつけるデザイ

シなどの工夫も必要である。

以上のように技術的問題の解決のみでなく，材料の集荷，安定供給，価絡の安定という流通に

おける対策の確立というソフト商の解決がなければ，小径材の有効利用を果すととはできない。

（雨宮昭二）
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v. 本・支場の移転と整備

1. 本場の移転

1.1 移転にあたっての経過

筑波研究学園都市建設の発想と経緯，林業試験場の移転計画の推進等については，「林業試験場

70年のあゆみ」に詳細にわたり述べられているので，次表の建設年表により経過を紹介する．

なお本稿の執筆にあたり，建物等施設の建設を担当された，建設省筑波研究学園都市営繕建設

本部が監修した「筑波研究学園都市官庁営繕事業記録ム並びに農林研究団地の企画及びほ場の建

設を担当された，農林水産技術会議事務局が編集した「農林研究団地建設記録誌」より，一部引

用したととを申し添える。

1.2 移転に伴う主要施設

当場の施設を計画するにあたって，古墳と敷地中央部に設置された雨水調整池は，土地利用計

画上大きな影響を与えた。その外既存松林の扱いも論議されたが，計画上重要な障害となるなら

伐採し植樹するというととで解決した。

したがって全体計函は，雨水調整池を核とし，その両側に東西に走る 2本の幹線道路は東西の

主軸線となり，筑波山に向けて北上する道路は副の軸線を形成し，この軸線により各施設の計画

が進められた。

以下主要施設について概要を述べると次のとおりである。

1) 研究本館

(1）配置計画について

研究本館は場の中心となる施設で，周囲を道路と雨水調整池によって固まれた環境のよい敷地

に，本館建物群をどう計画すべきか論議され，次の事項が基本の方針とされた。

1. 本館にいたる主アプローチには，ゆとりをもたせる。

2. 眺望のよい調整池を積極的にとりこむ。

3. 別棟の特殊実験棟群と有機的に連結する。

4. 建物配置は東西軸を基準とする。

5. 本館群建物相互の機能配置に努める。

6. 日照確保を目的として，南低北高の建物配置とする。

配置計画を練るに先立ち，本館建物群の機能別分類，建物の量，予想階数を下表のように整理

した。

これらの機能別建物群を配置計画基本方針に沿って検討して，次のような実験計画上の原則を

抽出した。

1. 本館にいたるアフ・ローチは東側幹線道路よりとして，ゆとりと軸線を意識した。
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建 設 年 表

年月日｜ 全 体の経過 ｜年月日｜ 農林水産省林業試験場の経過

I as. s.20 調布水耕農園跡地移用計画として農林研

究セYター構想を検討

（農技研，蚕試，林試の移転）

農林水産技術会議会長名をもって調布水

耕農園の跡地を農林研究セYター用地と

して利用出来るよう大蔵事務次官，調遺

庁長官および東京都知事あて依頼

36. 8.19 農林事務次官名をもって調布水耕農闘跡

鈍虫 11 「官庁の移転についてJ閣議決定 ｜ 地について大蔵事務次官，関連庁長官及

38. 1.16 「官庁移転問題閣僚懇談会の設置につい び東京都知事あて依頼

てJ閣議決定

38. 9. 6 I「研究・学園都市の建設に関する問題に

ついて」首都圏基本問題懇談会中間報告

as. 9.10 I「研究・学園都市の建設についてJ閣議

了解 38. 9.21 行政管理事務次官及び首都圏整備委員会

1. 筑波地区におおむね4,000へグター 事務局長名もをつて農林事務次官あて

ルの規模で建設 「研究・学園都市に移転する按関の選定

2. 用地の取得造成は日本住宅公聞に行 について」の照会があった。

わせる。 38. 10. 16 38. 9. 21の照会に対し，林業拭験場農業

技術研究所外10機関を内定したとして事

務次官をもって回答

・as.12. 28 I首都圏整備委員会から研究学園都市予定

地の都市建設計画各省割当案提示

鈎 1ヤ山提示察附する糊

39. 8.16 農林研究センター建設準備室設置

39.12.18 I「筑波地区における研究・学園都市の建

設についてJ閣議口頭了解

1. 研究・学園都市の建設は昭和40年か

ら着手，おおむね10カ年で完成

2. 総理府に「研究・学園都市建設推進

本部Jを設け新都市の建設に関する

連絡，調整，推進に当らしめる。

39.12. 25 I「研究・学園都市建設推進本部の設置に

ついて」閣議決定

1. 推進本部の構成（本部長：首都圏整

備委員会委員長，部員：関係各省庁

事務次官）を決定

2. 推進本部の庶務は内閣総理大臣官房

審議室が首都圏整備委員会事務局の

協力をえて処理

40. 2.111 r研究・学園都市建設推進本部構成につ

いて」推進本部決定 ｜却 11お｜農林研究センター建設専門委員会設置

41. 1.13 林業試験場農林研究セYター建樹す策委

員会設置
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年月日｜ 全体の経過 ｜年月日｜ 農林水産省林業試験場の経過

I 41. 3.141農林研究団地の共同利用施設計画のワー

41. 5. 11日本住宅公団が土浦市に研究・学園都市｜ ｜キシググループを設置

開発事務所を設置

41. 8. 31 I科学技術会議「科学技術振興の総合的基

本方策に関する意見J 41.11.14 農林研究団地，移転俊聞の実験室に闘す

41.12.28 I日本住宅公団が第一回用地買収契約を締 るワーキYググループを設置

結 42. 6. 1 農林水産技術会議事務局に施設計画室設

置

42. s. 5 I総理府総務副長官，行政管理事務次官，

首都圏整備委員会事務局長名をもって

「研究・学園都市に移転する機関につい

て」照会

42. 8. 7 林業試験場農林研究団地建設対策委員会

42. 9. 5 I「研究・学園都市の建設についてJ閣議 設置

了解 41. 1.13設置した委員会の名称を改称し

（移転を予定する機関としてお機関を 同時に体制を強化した

決定） 42.10. 25 農林研究団地移転機関の生物環境調節施

般に関するワーキνググループの設置

42.11. 9 建設対策委員会内に専門委員会を設置第

43. 5. 271「研究・学学園都市の土地利用につい 1部会～第7部会後に第11部会まで設置

て」推進本部決定 43. 8. 23 首都圏整備委員会事務局，建設省より常

（研究・学園都市に移転または設置する 磐高速自動車場道路線を農林研究団地

国の機関の整地区域約1,498ヘグタール （農技研）敷地内縦断して敷設したい旨

を決定） 要請

（直ちに研究上の支障の問題から反対意

見を表明）

43. 9.17 首都圏整備委員会事務局，建設省より常

43.10.16 I筑波における最初の施設として国立防災 砦高速自動車国道路線を7号団地の西側

科学技術セシター（科学技術庁）建設に 添にする要諦提示

若手 43.11. 4 農林研究団地内谷田部地区の諸調査実施

43.12. 24 I一団地の官公庁施設事業，新住宅市街地 ～9 （病害虫，植生及び作物，地下水等）

開発事業，都市計画公園の事業決定，土

地区画整理事業の区域決定及び事業決定

44. 1. s 1常磐自動車道の基本計画決定

44. 2. 61自民党政調会の首都圏整備委員会に研究

・学園都市建設小委員会を設置

44. 3. 31 「研究・学園都市建設推進本部の幹事会 44 .. 3. 林業試験場は生物系9号団地（茎崎地区）

の設置について」推進本部決定 に仮決定同時に諸調査実施（土壌，病害

44. 5.16 I日本住宅公団研究・学園都市開発事務所 虫，植生及び作物，地下水等）

を研究・学園都市開発局に改組拡充 44. 5.28 団脚本用地問題について首都圏整備委員

44. 6.13 I「研究・学園都市の建訟について」閣議 会事務局長及び茨城県知事に各種要望

決定 44.10. 林業試験場全職員による現地視察

（昭和47年度までに建設に着手すべき

移転機関として線闘を決定）

44.11. 61研究・学園都市開発事業の総合起工式挙
行（日本住宅公団，茨城県主催） ｜仏 12.1 I移転機関別移転関係組織闘要領作成

44.12. 2 Iほ場管理所関所
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年月日｜ 全体の経過 ｜年月日｜ 農林水産省林業試験場の経過

45. 5.19 I「筑波研究学園都市建設法」（昭和45年

法律第73号）の制定公布

45. 9.19 I常磐自動車道整備決定

（建設大臣から日本道路公団に施行命令）

46. 2.19 I「筑波研究学園都市建設計画の大綱J,

I 45. 1. ｜林業試験場全職員に場長より移転計画の

現状説明

「筑波研究学園都市公共公益事業等の整 I46. 3.ぉ｜防風林育苗，造成開始

備計画の概要」を推進本部決定 I 46. 6・ ｜農林研究団地図掛川場予定地（園試，

林試）．を茨城県新治郡千代田村に決定

46. 7. s I筑波研究学園都市移転困難者対策協議会

の設置

46. 7.10 I筑波研究学困都市農林研究団地の建設の

基本方針決定

（移転予定場所に提示）

46. 8. 9 I「筑波農林研究団地の建設について」

（事務局長から移転予定場所職員全員に

配布）

46. 8.10 農林省の移転接聞のうち水産S機関を除

46. 8.13 I「筑波研究学園都市移転手当」の新設に｜ き10機闘が移転することに決定

ついて人事院勧告 ｜ （農事試は引き続き検討するととで移転

決定を保留）

46. 9.20 I筑波研究学園都市林業試験場建設委員会

設置

42. 8. 7設置の建設対策委員を廃止し建

設実施の強化を図る

必.12.s 1団地外用地取得のため千代田村長に売渡

46.12.24 I人事院規則 9-58「筑波研究学園都市移｜ ｜承諾書等のとりまとめの業務を依頼

転手当Jの制定

47. 1.18 I花室新住宅市街地開発事業地区国家公務

員宿舎に入居開始 147. 3.151団地外用地（千代田試験地）取得が一部

共有地を除き完了

I 47. 5.12 I林業試験場移転準備室設置

47. 5.13 I「移転機関等の移転計画についてJ，「移

転機関戟員対策協蟻会の設置についてJ

推進本部決定

47. 5.16 I「筑波研究・学園都市に建設する研究ぉ I47. 5.16 I農林省移転機闘機関敷地ω ヘグタール

よぴ教育観閲等について」閣議決定 ｜ ｜閣議決定

（筑波研究学園都市に建設する 43機関

を決定）

47. 8.15 I筑波研究学園都市の移転機関等の建設を
昭和50年度までに構成するととを閣議 141.9.1s Iほ場造成工事に着工

口頭了解 ｜引0・sl共同利用施設管理庁舎，園内研修生宿泊

施設に着工

47.11.17 I常磐自動車道の路線確定により 7号連絡

道との接続等につき首都圏整備委員会に

申し入れ
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全体の経過 ｜年月日｜ 農林水産省林業試験場の経過

47.12. ｜林業試験場の設計はKK枠制に決定

48. 3. 20 I「筑波研究・学園都市一団地の官公庁施

設建設計画標準」を建設省官庁営繕部で

決定
48. 4.1611. 「研究・学園都市建樹函の大綱」 148.4.161農林水産技術会議事務局組織規程の一部

の改正 改正に伴い施設計画室筑波分室を設置

2. 「研究・学園都市公共公益事業等の

整備計画の概要」の改正

3. 「研究・学園都市移転計画の概要J

の決定

4. 移転機関の追加及び名称の饗吏「国

立科学博物館筑波研究施設（仮称）」

を移転機関に追加

5. 移転機関職員対策協議会の設置主旨

及び構成委員の追加（総理府人事局

長）

以上推進本部決定

48. 4.釘｜「筑波研究・学園都市の建設について」

閣議決定

（おおむね50年度末を目途に移転機関

の移転時期，概成時期を決定）

48. 9.25 I建設省筑法研究学園都市営繕建設本部の

設置

（建設省設置法の一部改正）
148.10. I I大一…定回融蹴48.10. 11：筑波大学の設置

（国立学校設置法等の一部改正） 計画の変更の申し入れ（家畜衛生試験場

の海外悪性伝染病関係，林業試験場の浅

川苗畑を処分財産から除外の申し入れ。）

49. 3. 30 I共同利用施敵管理庁舎，園内研修生宿泊

施設第一期工事完成

49. 3. 30 I林業試験場建設工事着工，建築工事は安

藤，増岡，大都，黒沢建設共同企業設備

工事は，東勲，大栄ほか建設共同企業

49. 4.19 農林研究団地ほ場造成起工式

49. 6. 7 林業試験場建設工事起工式

49. s.2s I国土庁を設置

（「国土庁設置法」により，国土庁を設置
49. 8. 2 農林研究団地の研究用水を土浦市外15

し，「国土庁組織令」において大都市圏整 カ町村用水から取水するための協定調印

備局に筑波研究学園都市建設推進室を殻
49. 8.19 施設計函室筑波分室が管理庁舎へ移転

置 49.10.26 農林研究団地建設記録映画の製作に若手

49.12. 9 柳橋研究用水揚水機場用地取得

農林水産技術会議会長名をもって内問官

房長官，大蔵事務次官宛研究学園都市建

設のための財源問題，既成時期等につい

て要請

49.12. 千代田試験地建設工事着工費建設KK

50. 2. 22 林業試験場建設本部設置
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年月日｜ 全体の経過 ｜年月日｜ 農林水産省林業試験場の経過

設実施の体制の強化を図る

50. 3. 4 共同利用施設管理庁舎，圏内研修生宿泊

50. 3.11 1. 「筑波研究・学園都市移転機関等の｜ 施設第二期工事完成

移転計画の概要」に定め本移転時期

・概成時期！の変更

（移転接関等の移転をおおむね54

年概成とする）

2. 研究・学園都市建設推進本部の部会

構成等の変更推進本部決定

50. 3.14 I「筑波研究・学園都市の建設についてJ

閣議決定 ! so. 3. 30 I千代田試験地建設工事完成

（おおむね昭和54年度を目途に移転機

関等の移転を行うことに決定）

回 5.11「鰍研究細都市凶ける町吋 ｜跡産技術会融事務局時転職蹴策

負担特別措置J推進本部決定 班を設置

51. 2. 21 I「茨城県研究学園都市下水道条例Jの制

定

51. 5. 28 I皇太子殿下行啓

51.11. 30 エネルギーセンター完成

52. 4. 1 電話開通（7号）
52. 6. 6 7号団地特高受電

52. 8. 5 ほ場竣工式

52. 9. 1 関鉄ノミス運行の開始

52.10. 4 研修開始

53. 1. 30 林業試験場研究本館完成

53. 3. 1 林業試験場移転

農学情報計算セYター完成

53. 4. 6 技会事務局筑波事務所発足

53. 9.21 林業試験場，外S機関，合同落成式

53.11. 9 I固有財産中央審議会筑波移転跡地小委員 中川農林水産大臣視察

会筑波移転跡地（主要なもの）の利用に 54. 1. 5 筑波農林研究団地内郵便局開設

ついての試案 54. 2. 1 
計林算業試セ験Y場タ特ー稼寓受動電54:. 5.10 

54. 6.30 林業試験場に係る総ての建設工事が完了

54. 8. 9 I大平内閣総理大臣筑渡視察

54.10. 6 林業試験場建設本部解散式

55. 5.19 I国事財産中央審議会答申書

（跡地利用計画の大綱） 55. 8.14 亀岡農林水産大臣筑波研究学園都市視察

55. 9. 8 I研究・学困都市建設推進本部

（農事試験場追加移転の決定）

55. 9.19 I研究学園地区建設計画決定

55.12.12 I農林研究団地建設記録映画完成
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図－1配置 計画概念

表 7-3. 研究本館の機能別分類

機能 別分類 主 要 室 階 数 延面積

研 究 椋 実験研究室，部科長室 5～6階 23,000m1 

事 務 棟｜ 事務室，場長室 2 階 3,500 

図 書厚 生棟 図書室，食堂，休挺室 2 階 2,300 

玄 関 玄関，展示ロピー，会議室 2 階 1,000 

エネルギーセ Yター 機械室，電気室 2 階 2,000 

2. 調整池に連続した庭園を設け，これを囲むようにして建物を配置する。

3. アプローチより軸線に沿って庭園（中庭），調整池を眺望できる開放的空間とする。

4. 北側に高層の研究棟を配し，日照の確保と北側特殊実験棟との機能連結を可能とする。

5. 南側に低層の事務棟，図書厚生棟，玄関棟を配置する。

6. 図書厚生練は眺望のよい調整池に近い位置とする。

7. 玄関棟は図書厚生棟と本館建物群全体の共用的性格であるため，建物群の中央部に位置さ

せる．

8. 本館群熱源機械室は，別棟群の熱源機械棟を合棟してエネルギーセ Yターとし，本館群と

別棟群の負荷の中心に配置する。

(2）平面計画について

平面計画は配置計画と深い係りがあり，両者は並行して進められた。その過程において，1.基

本的要件 2.構造計画 3.プロッグプラン等が，研究棟については特に論議された。

この中で平面計画の大前提となる基本的要件について述べると次のとおりである．
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1. 本館建物群は東西軸を基準とするー

2. 敷地有効利用と建物有効率向上の目的により，中廊下方式を原則とする。

3. できるだけ開放的空間を設けることとし，中廊下式で節約された面積を開放され・た共用空

聞に転用し，ゆとりをもたせる。

4. 配管方式は縦式とする。

5. 化学系実験室を上階，物理系実験室を下階とする．

以上基本的要件をもとに，検討された結果，化学系の研究部である造林，保護，林産化学，木

材，土じようの5部は3～5階となり，物理系の研究部である経営，機械化，防災の3部は1～

2階となるにいたった。

(3）標準実験研究室（ユニット）について

設備配管を必要とする実験室と必要としない研究室は原則的に室性能は異なる。したがって理

想的な実験室と研究室の組み合せは，各々を独立させて室としての設備性能と執務性能を高める

方式である。

この方法によれば研究員は実験室と研究室をそれぞれ独立に占有するため， 1人あたりの占有

面積は大となる。面積を節約する目的として，どちらか一方あるいは両方を共有すればプライパ

シーの確保が困難となる。したがって当場の場合，研究室と実験室を混在させてこれらの問題点

を解決した。

この実験研究室を標準実験室として，次に掲げる基本原則を満足させた。

1. 1ユニット設備完結方式とする。これは1ユニット単位に供給，排出，空調の各システム

が完結しているという原別である。最大の利点はフレキシピリテイ｝があることである。

2. 廊下側を供給ゾーy，窓側を排出ゾーνとする。

3. 配管，配線は従配管配線方式とし，各ユエットごとにパンネを採用する。

4. 実験台は中央実験台とサイド実験台の組み合せによる。

(4）仕上げについて

1. 外装仕上げ

外装仕上げ材は自然の緑に融合するレYガ色磁器タイルを使用した。外装工法として，研究棟

パルコ.：.－手摺に工期短縮と施工精度の向上のため，プレキャストコ Yグリート版工法が採用さ

れた。

2. 内装仕上げ

当場における試験，研究のねらいは，わが国の各種産業の発展と社会の近代化の流れの中で，

当面する林野行政の基礎資料を提供するとともに，林業，林産技術の向上に寄与するととであ

る。そのため多くの試験研究目標のなかで，木材の用途開発と高度加工は重要な事項の一つであ

る。

これらの事情により，研究本館の設計にあたっては，早くから木質系材料を使用するという場

としての強い要望があった。木質系材料を使用することは，その材料の建築への適応性の紹介な
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らびに見本品の展示を意味し，林野行政上からも必要なととであるという判断による。

2) 架空索集運材実験施設

集材搬送中，並びに横取り中の索張力に関する基礎試験や各種索張りの実験を行うための施設

として， 25m鉄塔1基と 10m鉄塔2基を配置し，スパν120mの集材用架線をかけ，横取り作

業や中間支持器通過等各種の試験が実施できるようになっている。電動， sn同，逮隠操縦式集材

機がRC構造運転試験室の 1階に格納され，また2階は運転室兼計測室になっている。

3) 人工気象実験棟

林業の基本は自然環境を巧みに利用して林木を育て，目的にあった健全な森林を育成すること

にあるが，このためには，環境条件と林木の生長の関係を適確に把握することが不可欠である。

両者の関係の解析は，従来主に自然環境下での試験に依存していたが，いろいろな理由で解析が

難しいため，自然条件下での試験成果を補完し，また基礎的な解析を深めるため，当初の構想に

比較すると規模はかなり縮少されたが， 2,3の特色を備えたコンパダトな人工気象室が建設さ

れた．制御環境室としては自然光室6室，人工光室7室が配置されているが，ほかに大型的中型

(6）のグロースキャピネットが収められている。

自然光室のうち大型の2室は底部に深さ 2mの土壌がつめられており，樹高6m位までの材料

を育てることができる。乙れら 2室の空調は地上60～100cmの両側面から吹上げによっている。

他の自然光室の空調は床面からの吹上げ方式で，人工光室，グロースキャピネットと同様にポッ

ト植えの材料で実験することになる。人工光室の空調は側面から吹出し反対側から吸込む方式に

よっている。

人工光源は，陽光ランプ（400W)42灯，水銀ランプ（ 1 kw) 12 •灯，笹光ラ νプ（110w) 20灯

からなり，これらをすべて点灯した場合，光源下lmで約6万lu玄がえられるが，手動で3段階

に照度を切換えることができる。人工光室のうち1室は， 4基の強エネルギー単色光照射装置

(3.6kwキセノンラシプ使用）を備え，干渉フィルターによって，単色光から 4色までの混合光

を照射することができる。限られた面積の中に制御環境空聞をできるだけ広くとったために機械

室面積が狭く，空調機の保守管理に若干の困難が予想されるが，植物栽培の準備からj付随した

実験をすべて棟内で実施できるように設計されている。

4) 工作室および倉庫

筑波の施設中唯一の集成材による木造建築である．集成材構造は建築基準法で木構造の扱いを

受けるため，商さ 13叫軒高9m以上の建物を作ることができなかった。

．集成材は多くの実験や実例から，火災に対して優れているととが認められている。林業試験場

が集成材建物を作るなら，集成材の特性を法的にも認めてもらい，発展に役立てるべきであると

いう考えから，木造の高さ制限を越える高さ 14m，軒高11.3mの建物を設計し，曲折をへて建

設大臣の特認を得るととができた．ただ防火区画については基準法を越えるζとができず，木造

部の床面積を 1,000m2以下にするため， 1階の一部がRC造となった．“

建物は東西35m，南北18m，集成材3ヒンジ構造で，スパン 18mのアーチが桁行2:9mの間
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隔で13連並び，このうち東西妻側の4連ずつのアーチはRC造の上から立っている．通直集成材

は，柱，胴差，筋違，回廊の受材等に使われているが， 1階大梁や屋根梁のような見えない部分

はコスト低減のため鉄骨である。

集成材は北海道砂川で作られ，海路東京港を経て現場に陸送した。そのため道路制限でアーチ

は2部材に分けて製造し，プレートで接合した。接合個所は埋木しであるので目立たない。アー

チ部材の断面は頂部で200x500mm，軒の部分で200×750mmである。

集成材が火災で燃えるときの炭火速度は，多くの実験から O.Gmm/mm程度といわれる。この

建物は30分火災にあっても倒壊しないように部材寸法に周囲 18mmの炭化分を見込んで設計さ

れた。樹種はエゾマツ，接着剤はレゾルシノール樹脂である。

内装は2階の床がヒノキ縁甲板の上にカパ集成材縁甲板張，階段，手すりはカパ集成材であ

る。外壁は，これも木質準不燃材の木片セメ νト板が使用されている。

5）樹木 園

筑波研究学園都市への移転にともない，昭和46年度建設本部に樹木園部会が設けられて，樹木

園の規模，性格，役割等について検討され，樹木園の基本構想が固められた。との構想にもとづ

き，移転先の9号団地に第1樹木園約lOha（防風林を含む）と， 7号団地に約4ha（木質ばくろ

試験地 0.6haを含む）の第2樹木図が造成されることになった。

造成は昭和50年10月に着手され，目黒，浅JI(からの移植327種， 809本，新規導入695種，

61,150本，計1,022種， 61,959本の植栽が昭和54年3月に完了した。第l，第2樹木園の概要

は次のとおりである。

(1） 第1樹木園

構内に造成された第1樹木園は，林業研究には欠くことのできない施設の一部で，樹木の展示，

生態的性質の観察，研究材料の提供，場内の修景など，樹木園の果す役割が十分生かされるよう

計画された．圏内は日本の森林帯の生態的分布に基調をおき，亜寒帯樹木園，温帯樹木国，暖帯

樹木園とに区分し，外国産の針葉樹，広葉樹類を集めたコーナーと，目黒の旧本場と関西支場か

ら移植した竹，笹類が主体をなす竹笹園，本館の修景と池付近の景観維持の役割を果たしている

風致樹木困，サクラ類とマグノリア類を集めた見本国，ハンノキ， ドロノキ等の早生樹木困，果

実と花ものを集めた花木固などが設けられている。

(2） 第2樹木園

7号団地にある第2樹木園は，林業の PRが主な目的として造成され，圏内の主要な針葉樹，

広葉樹が収集されている樹木固と，県を代表する樹木類を集めた県木困，主要な用材として利用

度の大きい樹種を集めた用材園，特用樹種類を集めた特用樹園，果実，花もの類を集めた花木

国，針葉樹の園芸品種類を集めた針葉園芸樹園，街酪樹の見本国，生垣の見本国等がつくられて

いて，人とのつながりや，木材の利用面が強調されている。なお圏内には，木質ばくろ試験地が

併設されている。

6）図書館
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目黒では図書室が，調査部，林業分室，林産分室と 3ケ所に分かれ，さらに各研究室に多くの

図書をおいていたので，貸出し等のサーピスや製本等の管理が一元的にできず，利用者も管理す

る側も多大の不便を強いられていた。そのため筑波移転を機に集中管理ができる新しい図書館の

建設を計画することになった。

計画を進めるにあたって，国，民間研究機関の図書室を調査し，研究者が利用しやすく，かっ

環境のよい位置という ζ とで，研究本館の中で最優先に位置が決定された。

書庫は火災予防と保存を重視し，閲覧室は木質材料を使用し環境のよい図書館となった。

移転から開館までの経過は次のとおりである。

(1）移転準備

資料室の移転準備は前年の昭和52年7～8月に未整理であった林産分室の逐刊物の基本カード

を作成し，分類することからはじまった。これは集中管理には欠くことのできない作業であっ

た。次に前記の3ケ所に保存されていた逐刊を新書庫へどう配架するかが問題であった。そこで

各誌ごとの書架におけるスペースを計り，それを6段の書架に収納するため分類順に，図面の上

－で計画した。

；個人別長期貸出図書については，冊数も無制限であったが，移転後は集中管理することになっ

た。この考え方は昭和50年頃より図書委員会で検討を重ね，最終的には1名50冊まで， 1研究室

200冊（3名でも）まで長期に貸出しするとととした。そして移転前に資料室へ返却する図書と，

さらに継続貸出を希望するものとに分けられた。

(2）移転作業

書架1段分を 1個のダンボールに詰め，新書架の標示紙を貼付した。ダνポール箱は約 3,000

個になった。移動は53年3月3,4, 6日の3日間でトラック 19台約llOtであった。

(3）開館準備

移転中の新着雑誌類は，昭和53年1月より受入事務を一時中止して，特別の箱に詰めて保存し

ておいた。新館の閲覧室ではこれらを新しい書架に1種類1棚に配架するはずであったが，スペ

戸スが無く，同じ棚に2種類入れた所もありが，和洋別にそれぞれアルファベット順に配架し

た．
移転のとき返却された単行本は約2,000舟で，取りあえずプッタカードを作成し，ブックポケ

ットを貼付して書庫に配架した。個人貸出簿は全部新規に作成し，借出カード制度は廃止し，新

貸出簿に個人の受取印を押すことにした。

(4）開館

図書は， 1階書庫の電動書架に約5万冊の単行本を， 2階書庫には和逐刊を， 3階書庫には洋

：逐刊がそれぞれ配架され，誰でも自由に閲覧し，貸出しを受けることができることとじた。

閲覧室は必3m1の面績が確保され，44の雑誌架に約1，切O種の逐刊が配架されている．さらに

；一角には個室もあり，常時30名が静かな雰囲気の中で読書できる図書館が，移転の4ヶ月後，昭

－和53年7月1自に開館された。
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1.3 建設経費

農林研究団地建設記録誌によれば次表のとおりである。

1. 農林研究団地施設整備

研究本館 別実 棟験 棟特 殊等 屋 外 R I 施設
区 分

面積｜金 額 面 積 ｜ 金 額 特殊施設 面積 金 額

10，侃6千，48円s 
m• 7,2~9千，08円7 6,520，千01円5 4，飽12,097，千00円6 28,814 

農 事 試験場 4,782 1,076,829 18,061 4,755,546 1,815,459 2U! 162,779 

畜産試験場 15,988 4,288,185 30~869 12,682,004 4~287,682 2,141 1,020,081 

果 樹 試 験 場 8,422 2,149,010 12,775 8,125,842 3,852,487 1,284 422,768 

農業土木試験場 8,229 1,212,455 31,071 7,217,736 2,707,399 78~ 530,289 

蚕 糸 拭 験 場 21,284 5,887,865 19,719 3,854,458 2,488,21制 1,5創 589,889 

実畜衛生試験場 15,0釘 3,722,881 ・ 24,472 7,880,502 2,442,602 1,216 578,808 

食品総合研究所 12,557 3,267,8.お 5,488 2,356,248 731,677 929 545,638 

植物ウィルス研究所 4,939 978,260 2,470 409,277 566, 60:: 62 35,367 

熱帯農業研究セ νター 5,887 668,331 2,114 541,111 360,512 一 一
林 業 試 験 場 29,793 7,125,269 22,172 8,839,4侃l 3,870,81盟 1,205 572,763 

農融林水事産技務術局会 26,932 4,478,714 23,730 5,955,469 8,794,136 一 6鈎，832

種 首 課 1,089 329,749 623 70,724 122，釘4 一 一
計 186,714 45, 196,8侃 217, 37~ 64,406,910 38,059，脱 14,255 7,255,160 

・、

2. 筑波農林研究

区 分 全体計画 46年度 47年度 I 48 年度 I49 年度

農業技術研究所 28,118,745 259,468 1,667,380 

農 事 試 験 場 9,109,575 158,517 345,932 

畜 産 試 験 場 28,270,302 96,865 491,983 

果 樹 拭 験 場 10,607,710 186,128 86,514 771,779 680,29.7 

農業土木拭験場 13,026,624 1,300, 6却 2,956,867 

蚕 糸 拭 験 場 13, 973,2卯 15,146 317,027 340,726 

家 畜衛生試験場 15,082,657 394,885 900,9加

食 品 総 合研究所 7,186,061 96,582 463,130 

植物ウィルス研究所 2,143,463 217,744 1,-353,891 

熱帯農業研究セ Y ター 1,866,640 139,3羽 877,671 597,719 

林 業 拭 験 場 21,214,226 188, 8141 43,324 関2,4鎚l 2,0鴎，422

農林水産技術会議事務局 20,880,880 1,292,661 2,865,027 

農 蚕 園 芸 局 560,193 27,508 22,989 

計 166,989，邸6 369,937 6,443,711 14,745,353 

設計監理外注費等 8,841,211 。 5悌，023 879,903 

合 言十 175,831,077 369,937 6,951,734 15,625,256 
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3. 筑波農林研究

区 分 全体計画 ｜何度 I47年度｜絹年度 I49 年度

農業技術研究所 26,.615, 5創 866,834 

農 事 試 験 場 8,171, lU 48, 16E 

畜 産 拭 験 場 22,549,674 59,369 

果 樟I 賦 験 場 9,368,723 162,208 407,840 

農業土木試験場 11,879，。ω 1,029,985 2,740,815 

蚕 糸 拭 験 場 13, 1弱， 66~ 35,815 160, 90S 

家畜衛生試験場 15,037,630 394，回5 路8,521

食品総合研究所 7,136,061 96,58：割 463,130 

植物ウィルス研究所 2,136,909 217,744 1,353,891 

熱帯農業研究セ Yター 1,759,110 116,156 801,398 596,953 

林 業 拭 験 場 20,390,991 387,3321 1,889,323 

農林水産技術会議事務局 20,308,832 450,475 1,288,821 2,651,388 

農 蚕 園 せZ士式 局 522,747 14, 72~ 

計 159, 033, 114 566,631 4,414,720 12,141,860 

設計監理外注費等 8,841,211 11,022 508,023 879,903 

j日~ 言十 167,874,325 577,653 4,922,743 13,021,763 

4. 筑波農林研究

区 分 全体計画 I 46年度 I47年度 l48 年度 I49 年度

農林技術研究所 259,468 800,546 

農 事 拭 験 場 158,517 297,766 

畜 産 試 験 場 96,865 432,614 

果 樹 拭 験 場 1,238,987 1郎，123j 86,Sli 609,571 272,457 

農業土木試験場 1,147,525 

15, 146! 

270,635 216,052 

蚕 糸 試 験 場

8:::~ 叫z剖

281, 212! 179,818 

家畜衛生試験場 12,469 

食品総合研究所

植物ウィルス研究所

熱帯農業研究セ Y ター 107, 

お43：~： r 76,273 766 

林 業 試 験 場｜ 823，錦町 245,102 169,0鈎

農林水産技術会議事務局 571,548 3,840 218,639 

農 蚕 困 芸 局 37,446 27,508 8,267 

計 9,956,752 168,166 2,028,991 2,603,493 

＊設計外注費等を，事業費割合から算出すると林業試験場分として 1,122,833千円を要したことになる。

本林業試験場の施設整備費は，農林水産省（筑波事務所，農蚕閤芸局を除く）全体の 14.6%となっている。
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団地建設（建物）
（単位：千円）

50 年 度 I51 年度 I52 年度 I53 年度 I54 年＿！ 1 55年度 I56年度

2,154,791' 1,828,417: 5,132,225: 10, 040, :;~; 6,523,315 

937, 911• 454,954 1,492,820 1,322, 799,566 1,665,312 

1,386,566; 1,205,308: 2,884,783 6,591,957 222,151 

3,190.，鵬：1 3,407，；剛.~ 1,901,786: 71,.610 

5,560, 2,221, 
2，制，o叡5600泊J 88,217 

633, 558, 2,246, 6,551, 2,842,9飽 127,000 

1,801,863 4,585, 3,988, 
3,143，：伺：J 235,000 

897,607 1,657,221 2,296,282 1,641, 83,346 
526，斜8 30,350 3,035 5, 

232,021 12,58~ 
5,086,760 6,096,098 6,447,447 448, 35,705 

1,973,306 
l，醐，； 1,762，却7 2,~91,733 3,262,938 4,181,010 50,000 

56,983 100, 350,473 

21,437,618 23,854, 31,310,741 37,007,198 20,534,622 6,049,512 1,715,312 

2,057,813 1,826, 1,962,166 896,348 536,287 124,207 38,501 

23,495,431 25,681, 33,272,907 37,903,546 21,070,909 6,173,719 1,153,813 

団 地 建 設 （ほ 場）

（単位：千円）

50 年 度 Is1 年度 52 年度 I53 年度 I54 年度 Iss千戸Iss年度

429,714) 13,453 

42,685 

41,872 

49.015 

6,246 

50, 096! 

7, 

1民 89＇可 26,999 

227,855 126,214 

1,671 

2,429,585 356,580: 
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2. 支場の整備

1. 東北支場の整備

盛岡市厨川地区に集中している農林水産省の試験研究機関の施設拡充のため，農林水産技術会

議が厨川整備計画を昭和43年度から 3ヶ年で実施し，当支場においてもこれが計画の一環として

施設の整備拡充がなされ，名実ともに支場の態勢が確立されていたが，その後，組織の改変，研

究領域の拡大，研究の進展等に伴ない整備された施設は次のとおりである J なお，建設以来25年

を経過した共同実験室は狭隆と設備の不備に加え，老朽化も進んでおり，今後の整備が強く望ま

れている。

（名 称） （面積） （僻）｜ 〈名 称） ｜（構造） （面積） （備考）

給 水 設 備 1式 50年整備 暖房設備改修｜ 1式 59年整備

ポイラー煙突改修 1 " 54 " （山形試験地）

雪害特殊実験棟 RC-2 339ml 56 II 82m1 53年整備

森林防疫実験棟 RC-1 21911 58 11 共同実験室建替 RC-2 29511 54 11 

山形試験地の整備については，昭和53年4月の組織改革に伴うもので，戦前建築の木造老朽施

設の建替整備である．

2. 関西支場の整備

当支場の研究施設は昭和28年2月，現在地を支場所在地として定め桃山研究室を設置，昭和30

年度に庁舎研究室の新築移転を行ったψ その後，研究体制の充実進展に伴い主なものとしては昭

和年39度に研究室， 41年度には図書資料室が整備されたが， 研究の進展と手法の変革は老朽木

造施設では対応が困難となったため，関西支場整備計画（昭和49,50年）として予算要求した

が，整備計画としては実現せず，昭和50年度以降は共同実験室建替等，下記施設の整備が行われ

た。

（名制｜（構治

共同実験室建替IRC-2 
機械室IRC-1 
温室lAL-1 

個積） （備務 ｜ 〈名 称）｜（構造）

1,224ml 50・51年整備｜｜鳥獣実験室IRC・1

14011 51 11 ｜｜治山実験室 I" 
8511 53 11 II I 

（面積）

132m1 

15711 

（備考）

57：年整備
59 11 

しかし，今なお老朽化した研究施設，会議室等が場内に点在し，また研究推進上必要な施設の

増強など今後いっそうの整備強化が望まれる。

3. 四国支場の整備

昭和38年度現在地に移転整備以来y 共同資料調整室の整備が昭和47年度に完了，その後の研

究施設の整備としては，昭和57年度に低温室改修が行われた。なお，昭和60年度には懸案であ

る分類同定調査室の整備に伴ない；造林研究棟の新築が予定されている。
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4~ 九州支場の整備

当支場が現在地に移転して以来の施設整備としては，昭和，43年度に共同実験室の建替整備が

行われたのを始めとし，その後，行政需要に対応した特別研究絡みの大型ガラス室，天敵増殖室，

しいたけ人工ほだ場，材線虫実験室など相ついで建設整備された。しかし研究領域の拡大と手法

の変革は，未整備で残された老朽木造施設も研究推進上効率的な施設を必要とするに至り，乙の

計画は，昭和52,53年度九州支場整備として認められ， 2億8千9百万円余の予算で下記のとお

り整備された。

（名 称）｜縦） （面積） 備期 i （名 称）｜（構造） （面積） （備考）

〔九州支場整備〕 1首畑作業室 CB・1 63m11 52年整備

共同特殊実験棟 RC-2 1,024m11 52・53年整備 車 席 S-1 4211 52 11 

隔離苗畑 1式 52 11 囲 陣 s 1式 52 11 

標 本 館 RC-1 ・2oom1 52 11 崩壊侵食実験棟 S-1 243m11 53 11 

昆虫生態実験室 CB-1 14211 52 11 【一般施設整備〕

温 室 AL-1 5211 52 11 実験林防火設備 1式 51年整備

隔離温室I" 7611 52 11 環境計測施設 CB-1 32m1 59 11 

5. 浅川実験林の整備

当実験林は昭和53年度から支場としての組織が確立され，新たに業務室が新設されたのを機

に54年度において実験林管理室（CB-1, 138 m~）が，昭和 55 年度には桜展示林の一般公開に対

応するため，林内道路と安全施設の整備が行われたe

また，昭和55年3月，林野庁から有償所管換をうけ発足した多摩試験地ほ，野生鳥獣の生態に

関する研究の場として本格的試験研究を開始するため，昭和56年度において網場，池沼，観測路

造成など，観測用施設が整備された。

6. 試験地の整備

試験地の施設整備としては，昭和55年度十日町試験地の観測露場の整備が，また，昭和58年度

には宝川試験地の量水試験ダム改修整備が行われた。



VI. 国際研究交流
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VI. 国際研究交流

乙のととる，国際的な立場から林業分野における海外との研究協力や技術協力が急速にふえ，

林業試験場にも国際交流の窓口の必要性が強く望まれるようになっていた。そこで，林野庁をは

じめ，関係機関や林業諸国体の支援を受けて，昭和51年5月10日に研究部門をコーディネイト

するため，研究協力室，技術情報室の2室と翻訳専門官等よりなる海外林業調査科が創設され

た。発足当初，研究協力室では熱帯農業研究セ Yターや国際協力事業団からの依頼による職員の

海外派遣，外国からの研究者や研修員の受入れ業務や国際交流による連絡業務を実施してきた。

また技術情報室では~の林業技術や研究情報を得るとともに，資料を収集することにより研究

員への情報提供を行ってきた。しかし，乙こ数年来，熱帯林の資源維持や林分育成に関する技術

指導ならびに研究協力の要請が商くなるにつれて，こうした研究を専任におとなう研究員の確保

が求められるようになり，このため研修員の受入れ業務や海外派遣業務は渉外連絡専門官らにゆ

だねることとし，研究員はいずれも研究推進目標に沿って海外の研究を進めながら，海外との情

報交換や処理も相互で協力しあう体制に移りつつある。

1. 海外研究への取り組み

わが国の木材需給は今日でもω～'70%を外材に依存しているが，今後，この割合は少くなる

と予想はされても，外材がなくなるようなことはおこらないであろう。さて，輸入材は北米，ソ

連材などの針葉樹と熱帯地域の広葉樹とに大別される。しかし世界の森林資源でとくに問題にな

っているのは熱帯地域であり，この地域への関心は商い。それは従来，天然林として残されてい

た熱帯地域の森林資源が，地域開発や利用の名のもとに伐採されて急速に減少し，とれが，熱帯

の砂漠化や二酸化炭素の増加などを引起して，地球的規模の環境に重大な影響を及ぼしつつある

とされるからである。こうした状況に到るまでには，直接的にも間接的にも各国で様々な理由が

あったことは否めないが，共通する第1のものは人口問題である。最近の統計によると，世界の

入口増加率は1.9%から 1.2%近くに低下しつつあるといわれている。しかし，開発途上国ではな

お3%近い増加がみられる。このため都市区域が拡がり，住民の生活エネルギーの主体である木

質系燃料の供給量が不足気味となりつつある。こうした人口増加はまた食糧増産を余儀なくされ

農地の拡大を必要としている。しかも，各国の近代国家形成の基礎作りに要する外貨を木材輸出

により稼がねばならなかった点も蘇林減少の原因となっている。さらに優良材の伐出により高価

値材が減少し， 2次林の再生産も思いのほか遅かったことも指摘するととができる。

それにしでも熱帯の森林開発と地域別破壊原因は歴史的にも深い関連をもっており，熱帯アジ

アにおける焼畑移動耕作，ラテ Yアメリカでの開拓と放牧，熱帯アフリカにおける放牧と焼畑な

どが取りあげられる。なかでもわれわれにとって身近な熱帯アジアにおける焼畑問題では，近年，

焼畑農民の同じ場所における滞在期聞は農作物の繰返し栽培することにより土壌の肥沃度が低下
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しているとして短かくなりつつある。このため，焼畑農民を定住させ，生活基盤を確立させるた

めにアグロ・フォレストリーの導入が試みられるようになり，農一林一畜産の併存によって立地

改善を図らんとする施策が導入されつつあるが，これが定着するにはなお数多くの問題がある。

原因と結果がどうであろうともわれわれにとって，世界の森林資源量を常；こ把握し，砂漠化防止、

のためにも現在の森林面積約28億:haに蓄積されている資源を量と質の面から維持，改善しなけ

ればならないことは明らかで，ことに熱帯地域へは手元にある林業技術を必要に応じて移転さ

せ，未知の分野では共同研究をすすめることにより問題解決の糸口をつくる必要がある。

これらのことを前提に当場研究員が関わった国際協力についての概要を述べておこう。

現在，林業試験場が行っている海外研究の素材は熱帯農業研究センターの林業研究部門を分担

し，海外の研究機関と共同研究することと国際協力事業団による技術協力および研究協力プロジ

ェグトの長期あるいは短期専門家として現地で研究を行うものである。

1. 熱帯農業研究センターとの共同研究

熱帯農業研究センターの林業研究部門では短期派遣による小課題をテーマにスタートしたが，

1974年より「熱帯地域における育林技術に関する研究」フ・ロジzグトがマレーシア林業試験場

とフィリピy大学林学部を研究拠点機関として開始した。マレーシアでは森林の天然更新，フィ

リピンでは人工更新を目標として共同研究が行われ，それぞれの国で研究成果に対する高い評価

が得られたのみならず，わが国の熱帯林業技術の発展に寄与するところが大であった．．乙のプロ

ジzグト研究の終了後もフタパガキ科樹木の更新や早生樹種の生産力と構造解析についての研究

や同地域に多いタケの育成，増殖に関する研究がフィリピン大学において継続している。以下こ

れまでに得られた研究成果の概要を述べる。

(1）熱帯多雨林における天然更新の研究

通年変動の少ない気温と降水量，そして強風のほとんどない自然環境は，この地域の多雨林に

巨大な現存量と通直でよく伸びた大径木をもたらしている。この特徴が低温や日照時聞に対する

適応性に差をつくり出し，森林の分布にも大きな影響を与えている。これらのことを基にして西

マレーシアの森林型を樹友商によって大別すると，①低地フタパガキ林に An的OS,加rea,Eusho・

rea, RichetiaなどのグループのほかHopi.a,Anisoptera, Dゅ1obaki,nopおなどフタパガキ科の各

属樹木のほか Anthoshorea,Parashorea林（ホワイトメラνティグループ林）がある．②ヒース

林，③海抜300～750mの丘陵フタパガキ林（レッドメランティの優占度が高い），＠海抜 800～

1, 500mの高地フタパガキ林となる。その他の森林型には，カシやシャグナゲの生育している山

岳林，生産性の低い湿地林，海岸林がある．また，一般にフタパガキ科樹木は2つの亜科に分け

られ多くの種を含むが，なかでも分布の広いものは生理的な適応性が高く，乾燥や低湿地に対す

る耐性が強いことがわかった．フタパガキ科樹木が各種の環境条件に対してどのような関わり方

をするのか。またわが国における適地適木の考え方が熱帯地域にどこまで技術移転しうるかにつ

いても明らかにした。これらの関連で土壌と植物の関係等も明らかになった．例えば黄色土に比

ベラテライトには指標性の高い植物が多く，また用材樹種も土壌と深い関係があり， Hopea属や
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Shorea属， Parashorea属， Podocaゆω属， Schima属などで土壌により分布が限定されている

ものがみられた。

4樹種の各人工林において， リター量の推定および種特性， 9ターの分解過程，樹種と土壌の

関係などについて明らかにした。そしてリター中の養分は森林生態系の物質循環中重要な役割を

果し，樹種選択による土壌化学性の改良も可能であると考えられた．次いで土壌の理学性や森林

の理水機能について調査したほか，木材伐出時の土壌撹乱の過程を調べ，架線集材が土壌保全に

有効であることが示唆された。

フタパガキ科樹木は種類も多く分布も広域にわたるが，生理的，生態的な性質の面についても

種による様々な違いが見られるため，天然更新技術向上には樹種特性の把握と環境解析が重要で

ある。そのために数樹種について生育に必要な最低照度や光質を，また低温や乾燥に対する耐性

などが明らかにされた。さらに開花結実などの季節性や種子貯蔵に関する研究も将来の人工林造

成のための基礎研究として行われた。

これらの研究成果から熱帯地域における天然更新の今後の問題点について考えると，まずフタ

パガキ科樹木の生育地であるアセアジ各国では，農業や都市開発が進むにつれて低地多雨林もゴ

ム困，オイルパーム林，ココナツ林，キャッサパ畑などの単一作物による大面積栽培地が増加の

傾向にあり，この結果，森林は傾斜地や高海抜の奥地へと追いやられつつあることである。この

ため，従来，林床に稚樹の多かった平地林の天然林も傾斜地で樹冠層が重なり，林地に直達光が

入りにくくなり，稚樹の更新が困難な地域に入りこむだけに森林資源の培養を図りつつ，環境の

保全を行うような更新を実施するには天然更新の補助作業を行わねばならないことを忘れてはな

らない。

これまで熱帯林に対して実行された育林部門の研究成果は極めて概括で，単発的なものが多

く，これらを取りまとめて技術の体系化を実行するには，更に，多方面からの研究を行わねばな

らない。そこでフタパガキ科樹木に対して当面取上げねばならない課題にはつぎの諸項目を示す

ことができるだろう。

①天然更新での基礎的な研究として稚樹の更新を確実に行わせるために Shoreacu付isii,s. 
platye'/ados, An抗OC1φhaluschinensisなどの丘陵地の伐採跡地に群生林として現われる樹種の2

次林が純林へと移行する過程と原因を解析する必要がある。

②フタパガキ科樹木の種子の保存や発芽処理，開花結実などを調査し，種子確保の資料を求め

る。

③フタパガキ科樹木の特性調査を行うために試植林造成を実行し，天然更新に際しての補助作

業の特性調査に役立てる．

④天然更新の補助作業としてラインプランティングが行われているが，より多くの光条件に対

する更新状況を知るためにパッチプランティ Yグを試みるべきで，主伐木を単木伐採した跡地に

できる樹冠層の空隙をどう利用できるか調査する。

⑤土壌形態と理化学性にもとづいた熱帯土壊の分類と気候，地質，地形などの要因による立地
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区分を確立する。

⑥土療の養分循環；こ対する林木の生長や更新を明らかにする。とくに天然林から人工林への移

行による地力変動などを明らかにする。

⑦遺伝手源保全のための研究を行う。などである。

(2) 熱帯における人工造林の研究

熱帯多雨林地域，なかでもフィリピy，マレーシアにおける人工造林の歴史は決して古いもの

ではない。とくに早生樹種の導入はわずか20数年前のことである。それゆえこれらの地域にお

ける人工造林についてのデータ蓄積はこれからであるし，熱研を通した研究もそれほど十分に行

われていない段階にある。

伐採跡地の初期造林の手法として早生樹種が各地で植栽されている。早生樹種の明確な定義は

ないが，概念としては20年生前後で伐期に遣する樹種といえ，それらは木材生産のみならず地力

回復，治山・治水の面からも多くの期待が寄せられている。フィリピンその他で 1980年以降調

査された樹種としては， Aあizziafalcata, Gmelinaα地1orea,Leucaena Iencoゆ，ha'/a,,An幼0・

cephalus chinensisおよび PinusKesiya, P. merkusi, P. caribaea, P. elliotii, P. coca併

などがある。これらの平均伐期齢は 10～15年であり，再造林の繰返しによる土壌の悪化が憂慮さ

れる．また土壌と生長に関する調査も化学性，理学性及び水分レジームなどの点から行れ，幾つ

かの知見を得ており，今後さらに樹種をふやして研究を進める必要がある。

一方，長伐期樹種の人工造林については樹種による一斉林の造成し易さ，種子生産の恒常的な

多さ，育苗等の容易さが考慮されねばならない。これらを満足する樹種としてはフタパガキ科で

はホワイトメランティグループ， レッドメランティグループ， Hopeaグループ， Vatおa グルー

プ， D，卯ba'/a,nopsグループなどの中の数種があげられた。マメ科の Pterocaゆs，針葉樹のアロー

カリア，アガチス等，さらにチークやマホガニーなども造林実績がある。主にフウパガキ科樹種

を対象として植物季節や種子，苗の生理，生態についての研究がなされ，数多くの知見が得られ

ている。

特用樹種の育成については各国で事情が異なるが，熱帯アジアにおける地域産業に寄与してい

る代表的特用林産物としてタケとロタ yがある。タケの生態、や増殖についてはフィリピνで長期

間研究が行われ，多大な成果が報告されている。またロタンについてもプロジェグトの実施中に

幾つかの成果を得ている。つぎに森林病害虫の防除と予察については，主として短期の派遣によ

る対応であるが，育林事業を進めていく過程では極めて重要な分野であり，今後とも研究を継続

していくことが望まれる。

とのように人工造林に関する分野では，現在もフィリピyを中心に研究が進められているが，

より多くの地域で研究を行うことにより熱帯林に対する技術体系に結びつく成果が得られよう。

2. 国際協力事業団（JICA）ベースによる研究協力

JICAが実施している技術協力の形態には事業の立案から評価までを行う期間中に①専門家派

遣，②研修員の受入れ，③機材の供与，を組み込んだプロジェグト方式の技術協力と，開発途上



-272一
国の社会，経済に大きな役割りを果し，かつ，公共的な開発計画に専門家を派遣して現地調査や

圏内作業を行う開発調査の2つがある。したがって林業試験場ではこれまでこれらの事業のなか

の研究に関わる分野で海外へ専門家として派遣を行っている。また海外研修員を受入れて，研究

手法や調査方法についての研究協力を行って来ているが，ここでは現在まで当場が関係した技術

協力プロジzグトの概要を記しておく。

①ブラジル・サンパウロ林業研究技術協力プロジェグト（昭和54年4月～61年3月）

ブラジル圏内でも先進地域であるサンパウロ州では，過去100年あまりの聞にコーヒー園の開

拓とその跡地の放牧地化により，森林が州全体の82%から約20%にまで激減した。このととが森

林の水源かん養機能を低下させ，水害，河川の汚濁等をもたらす原因となった。そこで，サンパ

ウロ州政府は，流域保全計画の策定と森林造成管理を緊急課題としてとりあげ，わが国に技術協

力を要請してきた。事業上の協力分野はサYパウロ森林院とともに流域管理，機械伐出技術， リ

モートセンシ Yグ技術，小径木加工技術などについての技術開発を行うととにある。

②フィリピン・パンタパガン林業開発技術協力プロジェグト（昭和51年6月～62年7月）

中部ルソン平野の水源地域の1つであるパンタパンガy人造湖の上流地区に広がる約5万

haの草原地帯で水源かん養と土地保全を目的とした8,lOOhaの試植林と試験林からなるパイロ

ットフォレスト造成を行うため，苗畑技術試験，適性樹種試験，森林保護技術の体系化などが実

施されている。また，森林造成技術セνターを通して造林技術訓練を行い，更に，森林保全セン

ターでは森林保全技術の開発と改良のための技術者研修を行っている。

③イ νドネシア・南スマトラ森林造成技術協力プロジェグト（昭和54年4月～61年4月）

焼畑移動耕作により草地化した南スマトラ，プナカット地区の低生産林地に森林造成をすすめ

るため，約包，lOOhaの試験造林地を造成し，森林造成技術の開発・改良のほか，導入樹種の選

抜，病虫害の被害防除，アグロ・フォレストリ｝の導入などを行っている。

④タイ造林研究訓練技術協力フ・ロジェタト（昭和56年7月～61年7月）

タイ国では焼畑移動耕作等による土地利用によって森林が破壊され，森林保全や流域管理面か

ら問題を生じている。そこで，タイ東北部の造林技術開発と技術者養成を目的として，パンコッ

ク市内にタイ造林研究訓練センターを，またサケラートにフィールドオフィスを設置して，展示

林造成と施設を利用した技術訓練や研究を行っている。

⑤ペルー・アマゾン林業開発現地実証調査プロジェグト（昭和56年10月～61年 10月）

ペルー・アマゾン地域の森林資源の活用と保続を自然生態系に調和させながら更新させ，一方，

高価値樹種を育成するために必要な立地区分を行い，目的樹種の発生や生長を阻害しない伐採，

伐出方法や天然更新技術を確立し，さらに人工林や天然更新樹種の特性や病虫害防除についての

検討を行う。

⑥タイ木材生産技術訓練技術協力プロジェタト（昭和58年10月～63年9月）

タイ北部地域の山岳林を対象として，森林資源の有効かつ合理的利用に資するため，環境保全

を考慮した伐木集運材技術を開発し，その技術の移転を目的とするもので，チュ Yマイに研修
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所，実習場，事業林等を設置し，協力期間中約100人の研修生を訓練している。

⑦南部パラグァイ農業開発技術協力プロジェクト（昭和54年3月～61年3月）

南部パラグァイにおける林業の振興を図るため森林造成技術及び木材加工技術の確立とパラグ

ァイ技術者への技術移転を目的としたもので，林業開発訓練センターを拠点として林業技術開発

と訓練を行い，あわせて演習林，首畑の造成を行うものである。

⑧中国木材総合利用研究協力プロジェグト（昭和59年10月～64年10月）

中国東北部黒竜江省及び吉林省には針葉樹を主とした豊富な森林資源が存在する。しかし木材

の加工や利用技術が一般に未発達なため，ネプロジェタトを通し，木材資源の有効利用技術を研

究開発し，技術移転を目指すものである。ハルピン市の木材総合利用研究所を拠点として実施す

るもので，今後の成果が期待される。

⑨インドネシア熱帯降雨林研究プロジェグト（昭和60年1月から 5年間）

本プロジェグトはすでに無償供与されたカリマンタ νの熱帯降雨林研究センターを拠点とし，

熱帯地域における天然林，人工林施業法の開発，土地利用区分その他について研究協力を行うも

のである。

以上のプロジェグトの他にマレーシアにおける林産研究協力プロジzグトが60年3月に調印

され木材積層，抽出成分，木材分析，木質パネル製品，木材防腐，木材乾燥の研究を行うことに

なっている。

3. 研修員の受入

研究協力の一環としての研修生受入れで林試が扱っている主なものは，国連のコロンポ計画に

もとづく集団及び個別研修と， JICAのフ．ロジェグトにおける相手国側カウ Yターパートの受入

研修である。場内外での税義と実習を過して研究協力が行われ，多方面からの技術移転が実行さ

れている。昭和57年度からの受入実績はコロ Yポ計画による集団研修が32名，個別研修生は昭和

51年以来長短期あわせて 1,829名で，最近5ヶ年の平均では毎年，平均320人の海外からの来訪

者があり，地域別ではかつての東南アジアから最近は中南米の研修生が増加している。

国際的な研究交流の一環として国際会識を開催したり，支援活動が数多く行れてきた。以下で

その代表的な会議を記す。

2. 国際会議への参加

1. 国際シンポジウム

すでに述べたように昭和49年より 5年聞にわたり熱帯農業研究センターのプロジェタト研究

「熱帯地域における育林技術に関する研究Jを実施し，マレーシアおよびフィリピンに在外研究員

を派遣して共同研究を行った。これらに関連して昭和田年10月2日～7日にかけて林業試験場

で「育林技術に関する国際シ yポジウム」が開催された。討論課題は天然更新および人工更新と

し， ピルマ，タイ，マレーシア，イ yドネシア，フィリピνの東南アジア 5か国及び FAQから

計 15名の研究者，技術者の参加を得た。報告は日本側からの9件を含めた21課題について行わ
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れ，各国の特色ある森林での天然更新と人工造林の現状と問題点に関する報告がなされ，圏内か

らの多数の傍聴者も含めて質問や意見交換が活発に行われた。また見学旅行は天竜林業および富

士山周辺で行われた。

その後，本場を会場として開催された国際研究集会には「太平洋地域木材解剖学大会J （昭和

59年10月1日～7日）があり， 12か国より約90名の参加者があり，盛会であった。このほか，

毎年世界各国で関かれる国際研究集会にも多数の研究者が出席し，その成果と情報交換が行われ

ている。

2. 天然資源の開発利用に関する日米会議

1964鼻の第3回日米貿易経済合同委員会での発議による「天然資源の開発利用に関する日米

会議」(UJNR）の第1回森林専門合同部会が昭和43年8月東京において聞かれ，両国林業林産技

術情報の交換，相互理解がはかられている。現在までにとりあげられてきた大テーマは，人工造

林（第1回），流域管理と林地保全（第2回），環境保全と森林施業（第3回），植栽林の経営（第4

回），森林の病虫害防除（第5回），伐木および木材利用の新技術（第6回），第7回は第6固と同テ

ーマ，エネルギー問題と森林環境問題（第8回），特殊林施業（第9回），森林の水保全機能向上の

ための施業技術（第10回）であり，毎回日本側の部会長は林業試験場長が努め？ている。会識は1

週間程度，各トピックに関連した現地検討会をまじえて聞かれている。ちなみに昭和60年6月

にわが国で開催された第11回会議においては「民有林経営とその施策ムおよび近年の熱帯林の

危機と国際森林年に関連して「森林資源の著しい地域における森林の造成と保全」の2テーマに

分けて討議される。

3. 第17回国際林業研究機関連合大会（IUFRO)

1981年京都国際会館において内外71か国から1,500名以上の研究者，技術者の参加を得て第

17周囲際林業研究機関連合大会が開催された。 133会場に分れた分科会では専門分野別に584編

の研究発表が行われ，活発な討論がかわされた。また大会終了後は12の専門別コースと 2つの

一般コースに分れて日本各地の林業，林産業の紹介と現地検討会が持たれ， 700名近くが参加し

た。

林業試験場はとの 17回大会組織委員会の実質的な事務局を務め，全場的な協力を得て盛会袈

に終了したことは海外協力に対する貴重な経験を積んだことになる。



VJI. 付図・付表

1. 本・支・分場・誠験地位置図

2. 組 織機構

3. 定員の推移

4. 歴 代幹部

5. 歳出予算年次推移
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1. 林業試験場本・支場位置図

名称｜所在地

＠林業試験場｜茨城県稲敷郡茎崎町松の里1

9北海道支場｜札幌市豊平区羊ケ丘1

＠東 北 支 場｜盛岡市下厨川字鍋屋敷72

・東北支場山形試験地｜山形県最J::郡真室川町大字釜淵

＠関 酉 支 場｜鶴喜伏見区桃山町永井久太郎

・閑酉支場岡山民験地l岡山市祇園954

＠四 国 支 場 l商知市朝倉丁915

＠九 州 支 場 l熊本市黒髭4-11-16

＠湯川実験林｜λ王子市廿里町1833

0 

・浅川実験林赤沼試験地｜埼玉県比企郡鳩山町大字赤沼1121

・多躍試 験地｜多摩市連光寺490

。木 曽 分 場｜長野県木曽郡木曽福島町5471

・千代田試験地｜茨城県新治郡千代田村大字上志筑
！字稲荷原52

・小笠原試験地｜東京都小笠原村父島字西町

・高萩試験地｜茨城県多賀郡十王町大字友部3067
1-3 

・＋田町試験地｜新潟県十日町市民乙614

・宮川試験地｜群馬県別根郡水上町大字藤原2623

。

~ 

。

小笠原． 

験場
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3. 定員の推移

（昭和51年以降）

年度」ふ」｜研~I；究職？計 摘 要

51. 229 794 定員削減組会；研ti.1 計6名

52. 228 57 792 II 行行H同Aム ~ 計2名

53. 227 56 789 II 行行H伺~f 研ム l 計3名

54. I 227 53 505 786 II 行同ti.3 計3名

55. 225 53 504 783 II 行同ム2研ム l 計3名

56. 222 53 505 781 II 行Hti.a研＋ 1 計2名

57. 219 53 505 778 II 行Hti.a 計3名

58. 1 218 51 506 776 II 行行H伺Aム1 z削z+ ’ . 計2名

＼ 

59. 215 51 509 774 II 行HマS研＋ 1 計2名

60. 215 49 508 773 II 行同ti.2研＋ 1 計 1名
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4. 歴 代 幹 部

名｜官名｜氏 在職年月日 摘関
わ
一
0

0

6

期
J

一l

一
肌
界
一

一F
F』
A
Z－
－

内

O

帽

。

咽

O

－

t
L
r－－ 

要

光

恭

宣

村

井

井

波

名

武

瑞

次

士

昭和49.12. l～53. 9. 25 

53. 9.25～56. 9. 21 

56. 9. 21～60. 3. 31 

60. 4. l～ 

職
一
次

在 職年月日

｜：：：｜ 
要

井良三郎

波宜土

屋欣ニ

昭和57. 4. 8～59. 3. 16 

59. 3. 16～60. 4. l 

60. 4. 1～ 

職 在職年月 日 智明｜摘 要

総 務部長 農林水産事務官 山下 勇 昭和50. 4. 1～54. 4. l 4, 。
II 戸部千之助 54. 4. 1～56. 4. l 2. 。
II 宮下園弘 56. 4. 1～58. 7.22 2. 4 
，， 伏見一明 58. 8. I～ 

調 査部長 農林水産技官 松井光瑠 49. 12. 1～53. 9. 25 3. 10 

II 土井恭次 53. 9.25～56. 9. 21 3. 。
II 難波宜士 56. 9.21～59. 3. 16 2. 6 

II 蜂屋欣ニ 59. 3. 16～60. 4. l 。
II 山 口 博 昭 60. 4. 6～ 

経営部長 II 紙野伸二 50. 5. 15～58. 4. 1 7. 11 

II 舟山良雄 58. 4. 1～ 
援械化部長 II 梅田三樹男 44. 4. I～51. 4. 1 7. 。

II 山脇三平 5t. 4. I～59. 11.16 8. 8 

II 福田光正 59.11.16～ 
造林部長 II 岩 川盈 夫 ・ 46.9.16～51. 4. I 4. 7 

II 戸 田 良 吉 51. 4. 1～54. 4. 1 3. 。
II 蜂屋欣二 54. 4. 1～59. 3. 16 5. 。
II 浅川澄彦 59. 3. 16～ 

土 壌部長 II 塘 隆男 48. 4. I～52. 3. 31 4. 。
II 河田 弘 52. 3. 31～57. 4. 1 5. 。
II 吉本 衛 57. 4. 1～59. 7. 16 2. 4 

II 原 因 洗 59. 7. 16～ 
保護部長 II 伊藤一雄 41. 4, 1～51. 4. 1 10. 

II 小田久五 51. 4. 1～56. 11. I 5. 7 
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職 官名 氏名 名 日間l摘
要

保護部 長 農林水産技官 山田房男 昭和56.11. 1～59. 4. 1 2. 5 

’E 
山口博昭 59. 4. 1～60. 4. 1 。

II 横田俊一 60. 4. 1～ 
防災部長 II 川口武雄 35. 6. 1～50. 12, 15 15. 7 

II 中 野 秀 章 50, 12. 15～57. 1. 1 6. 。
II 石川政幸 57. 1. 1～ 

林産化学部長 II 古谷 問。 47; 10. 1 1～59. 3. 16 11. 6 

II 石原速夫 59. 3. 16～ 
木材部長 II 加納 孟 49. 12. 1～53. 3. 6 3. 4 

II 鈴木 寧 53. 4. 6～56. 4. 1 3. 。
II 筒 本卓 造 56. 4. 1～ 

木材利用部長 II 加納 孟 53. 4. 6～53. 9. 30 o. 6 

II 山井良三郎 53. 10. 1～57. 4. 8 3. 6 

II 雨宮昭二 57. 4. 8～ 

《支分場長》

職 官名 氏名 名｜在職年月日 ｜智明｜戸
北海道支場長 農林水産技官 奈良英ニ 昭和印. 4. 1～52. 4. 15 2. 。

II 吉本 衛 52. 4. 15～57. 4. 1 5. 。
II 原因 洗 57. 4. 1～59. 7. 16 2. 3 

II 遠藤泰造 59. 7. 16～ 
東北支場長 II 中野 実 50. 4. 1～54. 9.30 4. 6 

II 山谷孝一 54. 10. 1～56. 4, 1 6 

II 伊藤 敵 56. 4. 1～59. 7. 16 3. 4 

II 早稲田 収 59. 7. 16～ 
関西支場長 ’f 

県’鳥 忠 47, 5. 15～51. 4. 1 4. 2 

II 細井 守 51. 4. 1～54. 10. 1 3. 

II 山田房男 54.10. 1～56. 11. 1 2. 

II 遠 藤泰 浩 56. 11. 1～59. 2. 16 2. 

II 横田俊一 59. 7. 16～60. 4. 1 o. 
II 小林富士雄 60. 4. 1～ 

四国支場長 II 森下義郎 43. 4. 1～55. 4. 1 7. 。
’E 

伊藤 敵 55, 4, I～56. 4. 1 。
II 原因 洗 56. 4. 1～57. 4. 1 1, 。
II 辻 隆道 57, 4. 1～ 

九州支場長 II 大西 孝 48. 4. 1～54. 12, 1 6. 8 

’F 
上 回 実 54, 12. 1～56. 11. 1 11 

II 横田俊一 56. 11. 1～59. 7. 16 2. 8 

II 尾方信夫 59. 7. 16～ 
浅川実験林長 II 黒鳥 忠 53. 4, 6～54. 3. 1 o. 11 

II 山谷 孝一 54, 3. 1～54. 10. 1 o. 7 

II 細井 守 54. 10. 1～57. ・8. 1 2. 10 

II 加藤亮助 57. 8. 1～ 
木曾 分場 長 II 滑川良一 46. 4. 1～51. 3. 1 6. 11 
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《管理官・監査官》

名！
英雄｜

正 i
忠三郎 i

在職年月日

昭和51. 3. 1～52. 6. 15 

52. 6. 15～ 
47. 9. 1～53. 4. 5 

在 職年月 日

｜智明｜摘

｜智明｜摘
管 理 官同一 ｜作宮 啓｜恥 12～
監 査 官 II 管 利雄 55. 4. 7～57. 4. I 2, 

II 具守重視 57. 4, I～58. 4. 1 1. 

II 58. 4. 1～59. 4, 1 

II 富岡芳雄 59. 4. 12～ 

《各 課 長》

職 名｜官 名1 氏 名 日 ｜智吻｜摘
人事課長 農林水産事務官 平号 五男 昭和47. 8. l～57. 4. 1 9. 8 

II 管 利雄 57. 4. 1～ 
庶 務課長 II 有働政贋 42. 4. l～50. 8. 31 8. 5 

II 小林政吉 50. 9. 1～53. 4. 1 2. 7 

II 今井 勉 53. 4. 1～55. 9. 1 2. 5 

農林水産技官 征矢 隆 55. 9. l～57. 4. 1 7 

農林水産事務官 原口 猛 57. 4. l～59. 2. l 10 

会計課 長 II 金丸隆夫 59. 2. 1～ 
用 度課長 II 後藤宏安 47. 8. 1～58. 4. 1 10. 8 

II 具守重視 58. 4. 1～ 
II 宮内喜久二 45. 1. 16～51. 6. 1 6. 6 

II 須野田 一 51. 6. 1～58. 8. 1 7. 2 

II 椎橋 勝 58. 8. 1～ 
施設管理離長 農林水産技官 引 地 重 一 53, 4. 6～ 

一2邸ー

要

要
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次年

昭和50年

／林業試験場運営費については農林水、
5. 歳出予算年次推移〔麟技術振興費からの移用分を含むj

予算額｜ 備

3,_723，肌仰円｜｛会築費 2，：：~：鍔：お
1,025，αJO 

予算項目区分

林業試験場運営費

農林本省

国立機関原子力試験研究
費

国立機関公害防止等試験
研究費

特別研究促進調整質

農林水産業技術振施設費

科学的財務管理調査費

特定固有財産整備費

国有林野事業費

計

5,418,000 

39,350，，α氾

59, 119，αm 
136,133，αm 

0 

279,766,070 

46,404,000 

4,291,184,070 

考

一判事

替
旧
工

設
建
復
旧

増
室
壁
復

設
験
う
壊

施
実
よ
崩

水
同
界
地

給
共
境
敷

場
場
場
場

支
支
支
支

北
西
国
国

東
関
岡
田

昭和51年

昭和~2年

林業試験場運営貨

国立餓関原子力試験研究
費

国立公害防止等試験研究
費

特別研究促進調整貨

農林水産業技術振施設費

特定施設整備

特定固有財産整備費

国有林野事業費

計

林業試験場運営費

国立機関原子力試験研究
費

国立公害防止等試験研究
費

特別研究促進調整費

農林水産業技術振興費

特定固有財産整備費

公務員宿舎施設費

国有林野事業費

言十

4,090,223,000 

4,707，αm 

55,006，αm 

32,957，αJO 
113,611,000 

312,219，α氾

101, 145，αm 
43,81 1，αm 

4, 754, 679, 000 

4,978,749,000 

3,913，αm 

51,622，αm 

22,766，αm 
181,467,000 

224,975,000 

72,817,000 

38,570,000 

5, 574,879,000 

｛金集霊
3,052,332，αm 
1,037,891，αm 
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I人件費
l事業費

3,263,776，α却

し714,973,000
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備 考

林業試験場運営費 5,298,037,000円I｛事人業件費費 t ::~:~~N~~ 
震立機関原子力試験研究 12,749,000 

国研立究機費関公害防止等試験 46,834，α刃

現山形京試芸支事験場地襲蘇首畑警菌調崩告査接霊復・骨作旧業工事髄室建替犠豊富昭和田年 ｜｜農費林水産業技術振興施設 131,988，α泊

特別研究促進調整費 18,242,000 

固 有林野事業費 36,660,000 

公務員宿舎施設費 32, 146,000 

公務員宿舎建設費 80,036.，α氾

富十 5,656,692，α拘

林業試験場運営費 5,606,636，α)0 ｛事人件業費費 tgr::g::~ 
・農林水産本省 678,000 

塁立機関原子力試験研究 12,338，α泊

震立公害防止等試験研究 58,437,000 

昭和54年
特別研究促進調整費 19,362,000 

農費林水産業技術振興施設 65, 119,000 

1；機構麓
農蚕園芸振興費 768，αm 

林 野 庁 1,430，α泊

固有林野事業費 37,821,000 

公務員宿舎施設費 48,089,000 

計 5,850,678.αm 

林業試験場運営費 5,755,984,000 ｛事人業件費費 払1,~:;: ~::: m 
林 野 庁 l,・468,000 

費国立機関原子力試験研究 14,609,000 

研国立究機費関公害防止等試験 53,135,000 

昭和55年 農林水産技術振興調整費 17,803，αm ｛浅十川日実町拭験繁林地桜展観測示露林場整整備備

特別研究促進調整費 5,792，α泊

農蚕園芸振興費 768,000 

固 有林野事業費 88,237，αm 

治 山 事 業 費 民210,000

公務員宿舎施設費 2,148，α却

計 5,899, 154，αm 
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年次 備 考

円
（事人件業費費 馴 7拘89丸， 林業試験場運営費 5,748,529，αm 1,834, 000 

費国立機関原子力試験研究 13,300，αm 

国研立究接費関公害防止等試験 72,763＇αm 

科学技術振興調整費 8,042，α泊
昭和56年 農蚕園芸振興守費 768，α氾

農林水麟技術振興施設 67,183,000 ｛雲意義農地雷震鰭議護護憲

林 野 庁 1,468，αm 

固有林野事業費 36, 4C泊，α却

治 山 事 業 費 9,800，α)0 
計 5,958,253，α珂

林業試験場運営費 5,866,444，αm ｛事人件業費費 ~：：；：：~払18パω)()() 
費国立機関原子力試験研究 17,403，αm 

科学技術振興調整費 17,507，αm 

研国立究機費関公害防止等試験 62,485,000 

農蚕園芸振興費 10，玖珂，α氾

{!I議場；轄す昭和田年 農林水産技術振興施設費 43,309，α泊
農林水産本省 1,845，αm 

林 野 庁 。
公務員宿舎施設費 495，α)0 
固有林野事業費 29,450，αm 

治 山 事 業 費 12,380，α刀

計 6,061,818，αm 

林業試験場運営費 6,045,134，αm （事人業件費費 4,osa,~~~: ooo 
1,991， αm 

費国立接関原子力試験研究 15,011，αm 

科学技術振興調整費 17,149,000 

国研立究機費関公害防止等試験 59,797，α)0 

農林水麟技術振興施設 45,593，αm ｛宝東北川試支場験地森霊盤防水疫試実験験ダ棟ム改修
昭和58年

農林水産本省 324,000 

農蚕園芸振興費 13,205，αm 

林 野 庁 1,234，αm 

特定地減農業開発事業費 政均，αm

固有林野事業費 25，民氾，αm

治 山 事 業 費 13,610，αm 

計 ゐ237,357，α泊



-289-

年 予算 項目区分 予 算 額 備 考

34，卿，叩伽It事件業費費 4,212,924，仇000 
2,021, 15 000 

震立機関原子力試験研究 10,838，α)0 

科学技術振興調整費 24,094，αX) 

研国立究接費関公害防止等試験 42,753，αm 

費農林水産業技術振興施設
2,S2s.= /!!HI欝鍔昭和59年 ｜ び配管改修

農蚕園芸振興費 13,205,000 

i；農林水産本省 1,449,000 

林 野 庁 I, 210,000 

土地改良事業費 100,000 

固有林野事業費 26，α刀，αm
r、二宵’E」 山 事 業 費 12,810，αm 

計 6,439,364，α泊
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6. 特許・実用新案

林業試験場の研究成果で特許，実用新案など所有若しくは，出願中のものは次のとおりである。

(60. 4現在）

特許

1. ー工程気相処理による木質材料のホルマール化方法

特許番号第飽4762号（昭和 48年）考案者古谷剛（林産化学部）

2. つる性植物の枯殺方法

特許番号第 696132号（昭和 48年）考案者真部辰夫（造林部）

3. ポリピニールアルコール（オリゴマー）による木質材料の寸法安定化

特昨番号第 775881号（昭和 50年）考案者古谷剛（林産化学部）

4 ・放射線によるプラスチタグ充てん木材の製造方法

特許番号第 998023号（昭和 55年）考案者村山敏博，古谷岡g（林産化学部）

5. 木質セメ Yト板の製造方法

特許番号第 922596号（昭和 53年）考案者岩下陰（林産化学部）

6. 土居の透水測定方法

特許番号第 967780号（昭和 54年）考案者河野良治（防災部）

7. 無機質複合木毛ポート製造法

特許番号第 1067515号（昭和 56年）考案者村山敏博（林産化学部）

8. 木質系水銀イオン扱着体の製造法

特許番号第 10臼317号（昭和 56年）考案者平林靖彦，村山敏博（林産化学部）

9. 水位計付量水槽用連通管上下式自動排水装置

特許番号第 1121355号（昭和 57年）考案者荒木真之（防災部）

10. 水位計付量水槽用サイフォ Y管上下式自動排水装置

特許番号第 123臼05号（昭和 59年）考案者荒木真之（防災部）

11. 松くい虫誘引剤

特許番号第 1171729号（昭和 58年）考案者池田俊弥，山根明臣，遠回暢男，（保護

部）， 宮崎信，尾田勝夫（林産化学部）

12. 天然繊維索体系複合流体燃料及びその製法

特許番号第 1217568号（昭和 59年）考案者村山敏博（林産化学部）

13. 水位自動制御装置

特許出願中考案者荒木真之（防災部｝

14. 簡易庄締集成プロッグ接着加工法

特許出願中考案者森屋和美（木材部）

15. 木材の処理方法
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特許出願中考案者杉浦銀治（林産化学部）

16. 幅はぎ板コ Yポーザ

特許出願中考案者千葉保人（木材利用部）

17. 寄主植物の生育と菌根菌の増殖及びそれらの子実体発生を促す方法

特許出願中考案者小川真，山家義人（土壌部），宮崎信，杉浦銀治，蜜林院源治（林

産化学部）

18. 広葉樹の蒸煮による粗飼料

特許出願中考案者志水ー允，長沢定男，石原光朗（林産化学部），須藤賢一（木材利

用部），針生程吉，寺田文典（畜拭）

19. 偏平半球による斜面積雪グライド抑制方法

特許出願中考案者佐伯正夫（防災部）

20. 浮鉢式自動海水装置

特許出願中考案者吉本衛（土壌部）

21. 炭肥料による内生菌根又は内生菌根と根位を形成する植物の育成並びにそれら菌根の増殖方法

特許出願中考案者杉浦銀治（林産化学部），小JII民，山家義人（土壌部）

22. 速成堆胞の製造法

特許出願中考案者桜井孝一（木材利用部），谷岡県光克（林産化学部）

23. 植物精油採取装置

特許出願中考案者尾田勝夫，林良興，田中治郎，谷団員光克（林産化学部）

24. 簡易型植物精油探取装置

。特許出願中考案者谷田貝光克，林良興，尾田勝夫，田中治郎（林産化学部）

25. 木質系資源からの粗飼料化法

特許出願中考案者須藤賢一（木材利用部），志水一允，長沢定男，石井忠（林産化

学部）

26. ザシティト化された本質材料による水銀イオY吸着体の製造法

アメリカ国特許番号 1981-4258136（昭和 56年）考案者平井靖彦，村山敏博（林産

化学部）

27. 天然繊維素体系流体燃料及びその製法

カナダ国特許番号 1175653（昭和 59年）考案者村山敏博（林産化学部）

28. 天然繊維素体系流体燃料及びその製法

ツ連国特許出願中考案者村山敏博（林産化学部）

実用新案

1. 動力枝打ち機

実用新案番条第 1172918号（昭和 52年）考案者平松修（機械化部）

2. あて木プロヲグ

実用新案番号第 1189448号（昭和 52年）考案者小沼顕一（機械化部）
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3. 全油圧駆動式パッグホウによる植穴掘り及び刈り払い装置

実用新案番号第 1412946号（昭和 57年）考案者三村和男（機械化部）

4. 携帯用小型ェγジYの消音装置

実用新案番号第 1247174号（昭和 53年）考案者鈴木陪史（機械化部）

5. 醇苔植物を検体とした大気汚染測定器

実用新案番号第 1333187号（昭和 55年）考案者坤回宏（浅川実験林）

6. ロータりーチ且 Yソー

実用新案番号第 1308400号（昭和 54年）考案者山脇三平，平松修，鈴木倍史（機

械化部）

7. 間伐施業に用いる搬出集材装置

実用新案番号第 1301345号（昭和 54年）考案者兵頭正寛（機械化部）

8. 流量測定装置における自動排水装置

実用新案番号第 1421634号（昭和 57年）考案者近嵐弘栄（防災部）

9. 自動誤IJ商器

実用新案出願中考案者森田栄一（丸州支場）
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276 I名称

277 l昭和50年4月

調査部

経営部

経営第2科

昭和60年4月

経営部

経営第2科

21s I昭和ω年4月

造林部

造林科

282 ｜職種別内訳

55年度

摘要

59年度

研究職

摘要

2sa I次長

山井良三郎

在職期間

総務部長

氏名

調査部長

難波宜士
在職期間

山口博昭

在職年月日

按械化部長

山脇三平

在職年月日

保護部長

伊藤一夫

在職期間

正 限 表

林業試験場八十年のあゆみ vn付図・付表
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位

園

地
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庶

刊

情

研

企

連

翻

資

実

司

験

に

「

E

L

F

トト

拭

一

一

一

摩

課

科

科

多

報

林

広

画

料

室

験

査

究

実

調

企

資

研

川

一

一

一

測

浅

航

多摩試験地

庶務係

混牧林研究室

造林第1研究室

造林第2研究室

行政職同

行付ム2

507 

行H.6.3

2. 0 

戸部千之祐

2. 7 

60. 4. 1～ 

51. 4. 1～59.11.16 

10. 0 

一企画科－El国
絡
修

ー資料科一仁妻験料林喜

一調査広報課－l=r;J 詩 集

航空研究室

i昆井牧林研究室

造林第2研究室

造林第2研究室

研究職伺

行｛斗ム2

509 

行Hマ3

1. 0 

戸部千之助

2. 6 

60. 4. 6～ 

51. 4. 1～59. 11.16 

10. 1 
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284 木材部長

加 納 孟

在職年月日． 49. 12. 1～53. 3. 6 49. 12. 1～53. 4. 6 

木材利用部長

摘要 53. 4. 6農令第22号

北海道支場長

原因 洗

在職期間 2. 3 2. 4 

関西支場長

黒鳥 忠

在職期間 4. 2 3.11 

遠藤泰 造

在職年月日 56. 11. 1～59. 2.16 56.11. 1～59. 7.16 

四国支場長

森下 義郎

在職年月日 43. 4. 1～55. 4. 1 48. 4. 1～55. 4. 1 

浅川実験林長

追加 植村誠次 47.4. 1～51. 4.1 4. 0 

黒鳥 忠

在職年月日 53. 4. 6～54. 3. 1 51. 4. 1～54. 3. 1 

在職期間 0.11 2.11 

摘要 53. 4. 6農林省告示第430号

木曽分場長

滑川良一

在職期間 6.11 4.11 

285 監査官

氏名 具守重視 員守重視

富岡芳雄 富岡芳男

富岡芳男

在職年月日 59. 4. 12～ 59. 4. 1～ 

下7行から目 職名 会計課長

アr行から目 用度課長 会計課長

E行から目
用度課長

会計課長

氏名 具守重視 貝守重視

用度課長

須野 田一

在職期間 51. 6. 1～5g. 8. 1 51. 6. 1～58. 8. l 

施設管理課長 施設管理艦長 施設管理課長
286 

予昭算和項50年目区分
農林水産業技術振施設費 農林水産業技術振興施設費

議富有鵬聾
279,766,070 279,766,000 

計 4,291,184,070 4,291,184,000 
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誤 正

予算項目区分 ｜農林水産業技術振施設費

特定施設整備 特定施設整備費

予算額

計 4, 754,61す9，。∞ 4,753,679,000 

備考 丸州支場実験林防止防火設備新設 九州支場実験林防火設備新設

昭和52年

予算項目区分 農林水産業技術振興費 農林水産業技術振興施設費

備考 四国支場共同実験室暖房設備改修棟 四国支場共同実験室暖房設備改修

287 ｜昭和田年

予算項目区分 ｜農林水産技術振興調整費 ｜農林水産業技術振興施設費

288 ｜昭和57年

予算項目区分 農林水産技術振興施設費 農林水産業技術振興施設費

昭和田年

備考 東北支場諜林防疫実験棟 東北支場森林防疫実験棟新設

289 I昭和59年

備考 ｜関西支場治山実験室

九州支場環境計測室 九州支場環境計測室新設

290 I特許4.

特許名 ｜ 放射線山かチリ充てん木材｜放射線山プラスチヲグ克樹木材の

の製造方法 製造方法

291 ｜特許26.

考案者名

実用新案1. 実用新案番条 実用新案番号




